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要旨 

社会の発展に伴い、環境問題は世界各国でますます注目を浴びている。環境被害とそ

れに対する司法上の対応は、通常、次の 2 つに分かれる。まず、環境汚染や生態破壊の

行為により、民事主体が間接的に財産損害・人身損害・精神損害を被った場合には、民

事訴訟や刑事訴訟による保護を受ける。それに対して、環境汚染や生態破壊という損害

については、環境や生態の価値を物権化することが難しく、また、その損害を直接的に

受ける主体を見出すことが難しいため、従来の私益訴訟制度での対応は困難なことが多

い。 

中国では、この問題を解決するために、10 年間の発展を経て、環境行政公益訴訟、環

境民事公益訴訟、生態環境損害賠償訴訟、刑事附帯環境民事公益訴訟という 4 種類の訴

訟制度が形成された。 

中国と日本は、深刻な歴史的問題を抱えながらも、国際社会活動、経済・貿易交流、

文化交流のいずれにおいても密接な関係にある。また、環境公益保護は世界にとって最

も重要な課題の一つである。したがって、中国で形成された環境公益保護の訴訟制度は、

日本にとって参照価値がある。 

本稿では、中国の生態保護に関する司法制度と、このような訴訟制度が選択された内

生的論理を体系的に紹介した上で、4 種類の訴訟制度の相互関係を整理し、近時の展開

を紹介する。その際、環境保護に関心を持つ日本の人々が、中国の環境公益保護の体系

と制度間の関係を全体的に把握できることも目的としている。中国の環境公益保護の訴

訟制度に見られる新しい概念についての日本語訳は統一されていないが、本稿では、日

本と中国が漢字を共有しているという文化の特徴を踏まえ、原文に近い翻訳手法を採用

している。 

本稿では 5章に分けて、中国の環境公益保護の訴訟制度について論じる。 

第一章では環境行政公益訴訟について論じる。まず、中国における環境行政公益訴訟

の誕生と、検査機関が単独で原告となる理由を紹介する。次に、環境行政公益訴訟の具

体的な規定を紹介する。最後に、この訴訟を他の訴訟と区別する最も特別なポイントで

ある検察建議を分析する。 

第二章では環境民事公益訴訟について論じる。まず、中国における環境民事公益訴訟

の基本原理と主な特徴を紹介する。次に、環境民事公益訴訟の具体的な規定を紹介する。

そして、民法典編纂からの影響を紹介する。最後に、今後の課題を提示する。 

第三章では生態環境損害賠償訴訟について論じる。まず、生態環境損害賠償訴訟の基

本原理を紹介する。次に、生態環境損害賠償訴訟の具体的な規定を紹介する。最後に、

この訴訟の特別なポイントである磋商メカニズムを紹介する。 

第四章では刑事附帯環境民事公益訴訟について論じる。まず、刑事附帯環境民事公益

訴訟が中国に出現した根拠を分析し、この訴訟に関する論争を紹介する。そして、刑事

附帯環境民事公益訴訟の実務上の経験を収集し、今後の課題を検討する。 

第五章では中国環境保護の各訴訟制度の比較検討を行う。まず、環境保護については

司法よりも行政が優先するという原則を述べた後、各訴訟の介入時期を示すことによっ

て各訴訟制度の相互関係を分析し、中国環境保護の訴訟制度の全体像を示す。次に、各

訴訟制度の相互関係を分析する。最後に、中国の環境訴訟制度の将来展望を述べる 

このように本稿では、2 つの目的を追求している。第一に、中国の環境保護に関する

訴訟制度の全体像を日本の学界に紹介することである。第二に、各訴訟制度の相互関係

を明らかにすることである。 
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序章 

1.中国の環境訴訟制度の概要 

環境汚染や生態破壊の行為により、民事主体が環境上の不法行為被害に遭う可能性が

あるが、その行為は生態や環境それ自体にも損害を与える。前者の損害は生態あるいは

環境を媒介として、民事主体の財産損害、人身損害、精神損害という形で現れる。後者

の損害は生態や環境そのものに関わる。その損害は、主に生態のサービス機能1の重大な

退化という形で現れる。 

中国には、生態や環境自体の損害に対応する訴訟制度が存在する。それにより保護さ

れる利益は、私的な利益とは異なり、非競合性・非排除性という特徴を持つ。 

中国では、かかる環境公益を保護するために、公法と私法が並行して整備されてきた2。 

公法分野では、中華人民共和国環境保護法（以下「環境保護法」と呼ぶ）が環境に対

する政府の責任体制を確立している。そして、行政機関は監督と執行などの職務を通じ

て、環境公益を保護している。検察機関は環境行政公益訴訟を提起すること通じて、行

政機関が法律に基づいて職務を遂行することを促している。 

私法分野では、中華人民共和国民法典（以下「民法典」と呼ぶ）が生態環境損害の修

復と賠償の制度を定め、これまでに確立された環境民事公益訴訟制度と生態環境損害賠

償制度に実体法的基盤を与えている。また、司法実務においても、各地の法院と検察機

関は、司法の修復の役割を再考し、緑の植栽や修復、増殖、放流など、刑事附帯民事訴

訟によって事件を裁く方法を積極的に創設している。このように、環境公益を保護する

ために、中国では環境行政公益訴訟、環境民事公益訴訟、生態環境損害賠償訴訟、刑事

附帯環境民事公益訴訟という 4つの訴訟類型が設けられている。 

中国では、公益訴訟が登場する前には、生態環境の保護と管理は主に行政手段に依存

していた。政府機関は行政規制システムの構築と環境汚染や生態系を破壊する行為に対

する行政罰を通じて、生態環境を害する活動への罰則を実現していた。しかし、社会の

発展に伴い、生態環境に対する人類社会の重視が高まり、生態環境の「不可逆性」によ

り、生態環境に対する「軽救済＆重罰」3の行政規制システムの弊害が明らかになりつつ

ある。伝統的な私法体系によると、個人の損害の範疇に入り難い環境公益損害に対して

損害賠償を請求することは主張できないか主張しにくい。この欠缺・空白を埋めるため

には、環境行政公益訴訟制度が生まれた。 

他方で、2015 年から始まった様々な司法・社会的実践を踏まえ、2020 年 5 月 28 日に

採択された民法典4第 1234 条および第 1235 条5は、生態環境損害の民事責任の請求権基

 
1 環境のサービス機能（Ecological Service）は「生態系の公益的機能」あるいは「生態系サービス」

とも呼ばれる。人類に利益となる生態系に由来するすべての機能を指す。 
2 吕忠梅『中国环境司法发展报告（2015-2017）』（人民法院出版社 2017）、吕忠梅『中国环境司法发

展报告（2017-2018）』（人民法院出版社 2019）、吕忠梅『中国环境司法发展报告（2019）』（法律出

版社 2020）、吕忠梅『中国环境司法发展报告（2020）』（人民法院出版社 2021）。この４つは、中国

環境保護の訴訟制度の生成と展開に伴い、最高人民法院環境資源司法研究センターからの一連の発展報

告である。これらの発展報告は、中国環境保護の訴訟制度の発展を時系列で紹介している。 
3 罰を重視する一方で、救済を軽視すること。 
4 小田美佐子・朱曄「中華人民共和国民法典」立命館法学（391）436 頁以下（2020）の日本語訳を参照

した。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9D%9E%E7%AB%B6%E5%90%88%E6%80%A7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9D%9E%E6%8E%92%E9%99%A4%E6%80%A7
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盤を提供している。それによると訴訟を提起する権利があるのは「国が定める機関と法

律が定める組織」である。法律の規定、司法解釈、国の政策を併せて考慮すると、「法

律で定められた組織」とは、中華人民共和国民事訴訟法（以下「民事訴訟法」と呼ぶ）

第 55 条第 1 項および環境保護法第 58 条に規定された社会組織を指している。「国が定

める機関」とは、国が立法を通じて確立した検察機関と特定の行政機関6を指している。

したがって、環境民事公益訴訟とその関連内容は民法典の「生態環境損害権利侵害責

任」に統一的に規定されているが、学理と実践においては、社会組織や検察機関によっ

て提起される環境民事公益訴訟と、行政機関が提起する生態環境損害賠償訴訟とに分け

られている。 

このほか、「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟事件における法律適

用に関する若干の問題に関する解釈」第 20 条では、刑事附帯民事訴訟も認められている。 

つまり、現在の中国には、環境公益保護制度として、環境行政公益訴訟、環境民事公

益訴訟、生態環境損害賠償訴訟、刑事附帯環境民事公益訴訟という 4 つの訴訟類型が存

在する。 

中国と日本は、深刻な歴史的問題を抱えながらも、国際社会活動、経済・貿易交流、

文化交流のいずれにおいても密接な関係にある。また、環境公益保護は世界にとって最

も重要な課題の一つである。したがって、中国で形成された環境公益保護の訴訟制度は、

日本にとって参照価値がある。 

しかし、中国の環境公益訴訟と生態環境損害賠償訴訟に関する日本の先行研究は多く

は制度の簡単な紹介や法令の翻訳にとどまっており、体系的な研究が不足している。ま

た研究内容は古く、特に 2017 年以降の研究は少ない。その一部を体系的に整理しようと

する学者はいるが7、環境公益訴訟制度の全体像とその問題点については、日本の学界で

はまだ十分に検討されていない。それに対して、中国ではこの数年間に、実務において

急激な変化が起き、研究も深まっている。 

刑事附帯環境民事公益訴訟は中国でも新しい制度であり、日本では、中国の刑事附帯

民事訴訟に関する文献があるが、環境公益訴訟への先行研究はほとんどない。 

2.本稿の構成 

本稿は 5章に分けて、中国の環境公益保護の訴訟制度を論じる。 

第一章は環境行政公益訴訟である。行政公益訴訟制度の一類型である環境行政公益訴

 
5 第 1234 条:生態環境が侵害され、修復できるとき、法律の規定した機関または組織は権利侵害者に合

理的な期限内において修復責任の負担を請求する権利を有する。権利侵害者が期限内において修復する

ことをしなかったとき、法律の規定した機関または組織は自ら修復を行い、または他人に委託し、修復

を行わせることができる。必要とされる費用は、権利侵害者が負担する。 

第 1235 条:法律の規定した機関または組織は、権利侵害者に以下に掲げる損害の賠償を請求する権利を

有する。 

1.生態環境修復期間におけるサービス機能の損失。 

2.生態環境機能の永久的損害による損失。 

3.生態環境における損害賠償の調査・鑑定評価の費用。 

4.汚染の除去、生態環境の修復のために支払った合理的な費用。 

5.損害の発生および拡大を防止するために支払った合理的な費用。 
6 「生態環境損害賠償制度試行方案」第 4 部分第 3 項によると、特定の行政機関は、省・市・地級人民

政府およびその指定する部局・機関ならびに国務院から委託されて全国民が所有する天然資源の所有権

を代行する部局を指す。 
7 例えば、邱昌茂は環境公益訴訟を整理し、劉芸、石龍潭は検察機関を中心に検察公益訴訟を整理した。 
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訟は、特殊な行政訴訟であり、行政公益訴訟の特殊性に加え、環境問題の特徴を取り入

れている。本章の構造も、この訴訟の特殊性に基づいて 3つの部分に分けている。 

第一部分では、中国における環境行政公益訴訟の誕生と、検査機関が単独で原告とな

る理由について紹介する。 

まず、行政訴訟において公益訴訟を提起できるようにするために、行政訴訟法が改正

された。改正行政訴訟法では、原告適格の基準が緩和され、規範性文書に審査が及ぶよ

うになったため、行政公益訴訟を構築することが可能となった。第二に、環境行政公益

訴訟において、検察機関が唯一の原告となる根拠を説明し、検察公益訴訟制度の誕生を

紹介する。最後に、中国の監察委員会の成立による検察機関に対する影響を紹介する。

監察委員会を紹介する理由は、中国の行政公益訴訟制度の確立と改革の過程において監

察委員会が出現したことにより、中国の政治形態と権力構造に巨大な変化が発生したか

らである。強い政治的要因に導かれた行政公益訴訟制度も大きな影響を受けることにな

った。結果的に、監察委員会の成立により、環境行政公益訴訟の唯一の原告である検察

機関の立場は客観的に強化された。 

第二部分では、環境行政公益訴訟の具体的な規定を紹介する。 

第三部分では、この訴訟を他の訴訟と区別する最も特別なポイントである検察建議を

分析する。検察建議は立法者が環境公益訴訟の特殊性を考慮した上で行った制度設計上

の革新であり、中国環境行政公益訴訟の最大の特色である。 

第二章は環境民事公益訴訟である。立法者は、環境民事公益訴訟制度を構築するにあ

たって、民事訴訟制度に公益訴訟の特殊性を加えて、制度上の調整を行うことで十分で

あり、新しい制度を設ける必要はないと判断した。したがって、一般の民事訴訟制度に

公益訴訟の特徴が付け加えられ、環境民事公益訴訟制度が構築された。本章の構造は 4

つの部分に分けている。 

第一部分では、中国における環境民事公益訴訟の基本原理と主な特徴を紹介する。 

まず、立法者が制度上の調整を行うことで十分であるという判断を出した理由を紹介

する。公共資源領域においては中国の高度に集中的かつ一体的な公有制を主体とする経

済構造があり、他方で、公共問題を理解し分析するためのアプローチとして民法を用い

ることが一般的であるという考え方から、環境民事公益訴訟の「私法の公法化」の構造

が決定された。第二に、環境民事公益訴訟の訴訟物、訴権、訴訟構造、既判力、予防性

などについて、環境民事公益訴訟の主な特徴を紹介する。最後に、検察機関と社会組織

を原告とする理由を説明し、環境民事公益訴訟においては、社会組織が中心となり、検

察機関が補充的であるという制度を紹介する。適格主体（社会組織）が存在しないか、

存在するが訴訟を提起しない場合に限り、検察機関は公益訴訟を提起することができる。 

第二部分では、環境民事公益訴訟の具体的な規定を紹介する。 

第三部分では、民法典編纂からの影響を紹介する。民法典第 9 条（資源環境配慮の原

則）の確立と民法典第 7 編第 7 章の章題の改称を紹介した上で、司法実務の新潮流に照

らして、具体的な条項としての第 1232 条（環境汚染・生態破壊に対する懲罰的損害賠

償）、第 1234 条（生態環境の修復責任）、第 1235 条（環境公益訴訟の賠償範囲）を分

析・解説する。 

第四部分では、今後の課題を提示する。特に、賠償金管理に関する問題と検察機関に

よる社会組織の活動空間の圧迫という課題を紹介する。 

第三章は生態環境損害賠償訴訟である。生態環境損害賠償訴訟とは、生態環境損害に

対して、政府が原告として損害賠償を求める訴訟である。中国の特色が強く表れている

この訴訟制度の性質について学界では論争がある。本章ではこの訴訟制度の背景や特殊



4 

 
な概念について、訴訟の性質に関する議論を踏まえて、3つの部分に分けて紹介する。 

第一部分では、生態環境損害賠償訴訟の基本原理を紹介する。 

まず、生態環境損害賠償訴訟が成立した背景を紹介する。突発的な環境緊急事態のよ

うな深刻な生態環境損害が発生した場合、地方政府は職責に基づいて直ちに介入して調

査を行い、政府の財政資金を使って管理と修復活動を行うことが義務付けられている。

しかし、汚染企業への「追偿」（第三者に対する求償）活動には、効果的な方法がない

ため、生態環境修復のコストを政府が負担せざるを得ず、結果として公共利益が損なわ

れている。したがって、生態環境損害賠償訴訟制度は、地方政府に損害者に賠償を請求

する権利を与え、「損害担責」という原則を真に実現するために設けられたものである。

第二に、生態環境損害賠償訴訟の性質を紹介する。生態環境損害賠償訴訟に関しては、3

つの学説（私益訴訟説、国益訴訟説、公益訴訟説）が対立している。当初、立法者は私

益訴訟説に傾いていたが、現在、立法者は迷っている。筆者が、生態環境損害賠償訴訟

の性質に関する 3 つの学説を紹介した上で、個人的に公益訴訟説に賛成する理由を述べ

る。 

第二部分では、生態環境損害賠償訴訟の具体的な規定を紹介する。生態環境損害賠償

訴訟に関する中央からの法規は、体系的な生態環境損害賠償訴訟制度を構築した。しか

し、その法規では、生態環境損害賠償訴訟制度の一部が原則的に規定されているだけで

ある。具体的で詳細な規律は、各地方が制定した当該行政区域の生態環境損害賠償制度

により定められている。したがって、この第二部分では、筆者が現地規定を参照し、生

態環境損害賠償訴訟のプロセスを紹介する。その中で、賠償義務者、賠償権利者、生態

環境損害の定義などの生態環境損害賠償訴訟に関する概念も紹介している。 

第三部分では、この訴訟の特別なポイントである磋商（Consultation）メカニズムを

磋商の定義、磋商できる理由、磋商メカニズムの優位、磋商の性質、磋商の協定の司法

確認に関する問題に分けて紹介する。 

第四章は刑事附帯環境民事公益訴訟である。刑事附帯環境民事公益訴訟はまだ形成の

過程にあるので、本章の構造は理論と実務の 2 つの部分に分けて、この訴訟制度を論じ

る。 

第一部分では、刑事附帯環境民事公益訴訟が中国に出現した根拠を分析し、この訴訟

に関する論争を紹介する。 

まず、刑事附帯環境民事公益訴訟が登場する背景を紹介する。中国は以前から、刑事

訴訟に民事公益訴訟が限定的に附帯される可能性があった。これは、刑事附帯民事訴訟

の公益領域での適用である。第二に、刑事附帯環境民事公益訴訟が中国に出現した理由

を検討する。刑事附帯環境民事公益訴訟の優位性、検察機関による推進、全国での実践

などの理由がある。最後に、刑事附帯環境民事公益訴訟の制度の立法的構想はまだ統一

されておらず、刑事附帯民事訴訟論、特殊な民事公益訴訟論、新しい訴訟制度論という

3つの理論が対立しているので、それについて検討する。 

第二部分では、刑事附帯環境民事公益訴訟の実務上の経験を収集し、これからの課題

を検討する。著者は関連する研究を収集し、刑事附帯環境民事公益訴訟のいくつかの核

心的な問題について検討したが、徐々に明らかになってきた課題もあるし、まだ霧の中

にあるような課題もある。 

第五章では、以上の 4 つの訴訟制度の相互関係について検討し、今後の展望を述べる。

刑事附帯環境民事公益訴訟制度は、他の訴訟制度から比較的独立しているだけでなく、

制度自体がまだ形成過程にあり、多くの制度規範が不明確であるため、環境民事公益訴

訟・環境行政公益訴訟・生態環境損害賠償訴訟の相互関係に焦点を当てる。 
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第一部分では、中国環境保護の訴訟制度の全体像を紹介する。 

まず、環境保護において司法より行政が優先する原則を紹介する。環境公益が害され

るのに応じて、中国は環境行政公益訴訟、環境民事公益訴訟、生態環境損害賠償訴訟と

いう様々な救済制度を確立してきたが、これらの救済制度は、一般的に「行政第一、司

法第二」の手続を形成してきた。第二に、環境公益問題に介入する時期が早いか遅いか

によって分類する。中国環境訴訟には、予防的な環境公益訴訟が最前に、検察機関よる

環境民事公益訴が最後に、社会組織が提起する環境民事公益訴訟・検察機関が提起する

刑事附帯環境民事公益訴訟・賠償権利者が提起する生態環境損害賠償訴訟・検察機関が

提起する環境行政公益訴訟が中段に並行するという構造がある。 

第二部分では中国環境保護の各訴訟制度の相互関係を分析する。 

第三部分では、以上の分析に基づいて、中国の環境訴訟制度の将来展望を述べる。 

3.本稿の目的 

中国の現行の環境公益保護スキームには、行政規制（およびこれを実現する環境行政

公益訴訟）と民事損害賠償訴訟請求（環境民事公益訴訟と生態環境損害賠償訴訟）と刑

事訴訟（刑事附帯民事公益訴訟も含む）の 3 つの道筋がある。このようなシステムは適

用対象と制度機能が同一の問題に関係することにより、環境公益保護の網を織りなす一

方で、法理と適用の間に矛盾をもたらした。この問題の発生原因は、立法と司法の実践

が各制度を推進するときに、個別の問題解決を強調したのに対して、制度の位置付けや

連携を軽視してきたことにある。 

本稿では、中国の生態保護に関する司法制度と、このような訴訟制度が選択された内

生的論理を体系的に紹介した上で、4 種類の訴訟制度の相互関係を整理し、近時の展開

を紹介する。同時に、環境保護に関心を持つ日本の人々が、中国の環境公益保護の体系

と制度間の関係を全体的に把握できることも目的としている。 

このように本稿では 2 つの目的を追求している。第一に、中国の環境保護に関する訴

訟制度の全体像を日本の学界に紹介することである。第二に、各訴訟制度の相互関係を

明らかにすることである。 

中国の環境公益保護の訴訟制度に見られる新しい概念についての日本語訳は統一され

ていないが、本稿では、日本と中国が漢字を共有しているという文化の特徴を踏まえ、

原文に近い翻訳手法を採用している。 
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第一章 環境行政公益訴訟 

中国における環境行政公益訴訟の起源は、2014 年の第 18 期党中央委員会第 4 回全体

会議にまでさかのぼることができる。その会議では、「検察機関による公益訴訟制度の

創設を模索すること」が提案された。2015 年 7 月、全国人民代表大会常務委員会の権限

で、最高人民検察院は「人民検察院による公益訴訟の提起に関する試案」を打ち出し、

試行活動の展開を指導した。この「試案」は、公益訴訟には民事公益訴訟と行政公益訴

訟の 2 種類があり、生態環境・資源保護、国有資産保護、国有土地使用権移譲、食品・

薬品安全という 4 つの重点領域をカバーすることを明確にした。環境行政公益訴訟が司

法実務に正式に登場した。 

同年 12 月 16 日に最高人民検察院は「人民検察院による公益訴訟の提起に係る実施弁

法」を発表し、環境公益訴訟における、詳細な原則が制定された。その後、2015 年から

2 年間、検察機関の原告適格に関する試験的な取組みがなされた。このような試験的な

運用を行った後、2017 年 6 月 27 日に改正され、同年 7 月 1 日から施行された中華人民

共和国行政訴訟法（以下「行政訴訟法」と呼ぶ）第 25 条8により、環境公益訴訟におけ

る検察機関の原告適格が認められるに至った。2021 年 7 月 1 日の「人民検察院による公

益訴訟事件を処理する規則」の公布により、制度が完成した。 

本章では、環境行政公益訴訟制度について、3 つの部分に分けて、以下の順序で分析

する。1.2 ではなぜこの訴訟が存在するかを分析する。1.3 ではこの訴訟の具体的な規定

を紹介する。1.4 ではこの訴訟を他の訴訟と区別する最も特別なポイントである検察建

議を分析する。 

1.1 中国の環境公益訴訟に関する先行研究 

中国の環境公益訴訟に関する日本の先行研究は、民事と行政を区別することなく、ほ

ぼ一律に紹介されている。 

中国の環境公益保護システムの生成と展開には、時間軸上でいくつかの重要なポイン

トがある。 

中国の環境公益訴訟には 2015 年と 2017年と 2018年以降の 3つのポイントが存在して

いる。2015 年は環境公益訴訟が無から有へと開発された年だった。その後 2 年間の実務

を経て、2017 年までに、社会組織と検察機関が適格原告として徐々に法律上に定着して

いった。その後、特に 2018 年「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟事件

における法律適用に関する若干の問題に関する解釈」が実施されてから、環境公益訴訟

の詳細は司法実践を通じて完備され始め、それに伴い学界における関連理論の完備も促

進されるようになった。2021 年 7 月 1 日の「人民検察院による公益訴訟事件を処理する

規則」の公布を頂点として、制度の完全な完成が示された。 

つまり、環境公益訴訟は、2017 年までは基本的にいくつかの理論的な枠組みの中でし

 
8 行政訴訟法第 25 条第４項：人民検察院は、職務を行使する際に生態環境および資源の保護、食品薬

品の安全、国有財産の保護、国有土地使用権払下げ等分野において監督管理責務を有する行政機関が違

法に権限を行使し、または権限を行使しないことにより、国家利益または社会公共利益が侵害を受けた

ことを発見した場合に、行政機関に対して検察建議を発し、その権限の行使を督促するものとする｡行

政機関が法に基づき権限を行使しない場合は、人民検察院が人民法院に対して訴訟を提起する。 
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か議論されてこなかった。現実的な規範がないため、学界は環境公益訴訟の実態に深く

入り込むことが難しかった。一定期間の実践と総括の経験を経て、特に 2018 年以降、環

境公益訴訟の実態についての議論が増え始めて、その結果、環境公益訴訟の多くの理論

上の問題について共通の認識が得られるようになった。 

2017 年以前は、中国環境公益訴訟に関する日本語文献がいくつかあった9。これらの

文献は中国の公益訴訟の 2015 年以前の制度について研究しているが、中国の公益訴訟は、

2015 年から 2017 年までの 2 年間の試験的な取組みを経て、激しい変容を遂げており、

この意味では、このような文献の参照価値は限られている。特に、検察機関が公益訴訟

を提起する中国的な特色を持つ点について、これらの論文はあまり取り上げていない。 

2017年以降、日本では中国の環境公益訴訟に関する新たな文献も現れている。 

特筆すべきは、邱昌茂の「中国における環境公益訴訟の現状と課題─『環境損害』の

回復をめぐって」という文献である。これは 2021 年に発表された「新論文」だが、研究

内容は同様に 2015 年の制度変更にとどまっている10。しかし、この論文は、中国環境公

益訴訟全体像を包括的・体系的・理論的に紹介する論文として、特に中国環境公益訴訟

が形成される歴史と理論の基礎を紹介しており、中国における環境公益訴訟を研究する

日本の学界にとって大きな意義を持つものである。 

北川秀樹の「中国の環境法政策の進展と今後の課題―習近平政権下の動向を中心に

―」「人間と環境」44 巻 3 号 29 頁－42 頁（2018）は、2015 年から 2017 年までの間に

中国の環境保護に関する制度が大きく変化したこと、「グリーン原則」が民法典に組み

込まれたこと、民事訴訟法と行政訴訟法の改正により検察機関が環境公益訴訟を提起で

きるようになったことなどの重要な変革を紹介している。特に、「行政法規、規範性文

献、政策の制定・改正動向」という部分は、中国での激変した 2 年間を、日本の学術界

に紹介している。 

劉芸・石龍潭の「中国における『検察公益訴訟』」「東アジア研究」18 号 317－333

頁（2020）は中国における検察公益訴訟制度の構築背景、基礎概念、理論上の課題など

を整理して紹介している。この文献は、環境公益訴訟ではなく、4 分野11の公益訴訟全体

を対象としているが、その中で検察機関の持つ監督権限の起源や、憲法から授権され一

般の原告とは異なる法律監督機関として公益訴訟を提起するという特殊性を紹介してい

る。（320 頁—321 頁、327 頁—328 頁）。しかし、この文献で取り上げた問題のいくつか

 
9 中国環境公益訴訟に関する 2017 年以前の日本語文献として、①王勁著、桜井次郎訳「中国環境公益

訴訟の現状と課題」龍谷法学 40 巻 3 号 667 頁以下（2007）、②刘明全「中国の環境公益訴訟について

の一考察」早稲田大学大学院法研論集 150 号 467 頁以下（2014）、③王晨「中国における環境公益訴の

革命」JCA ジャーナル 61 巻 10 号 80 頁以下（2014）、④奥田進一「中国の環境問題と環境法政策」環

境法政策学会編「アジアの環境法政策と日本」商事法務 32頁以下(2015）、⑤王燦発著、大久保規子訳

「中国「環境保護法」改正後の環境公益訴訟：新たな挑戦と展望」阪大法学 65巻 4号 1095 頁以下

（2015）、⑥礒野弥生「中国環境法における参加と環境公益訴訟の前進と課題」環境と公害 45巻 4 号

46 頁以下（2016）、⑦三好吉安「中国における民事公益訴訟をめぐる現在の状況について」JCA ジャー

ナル 63巻 9号 30 頁以下（2016）、⑧焦従勉「環境問題における市民団体の役割についての日中比較」

京都産業大学世界問題研究所紀要 31号 167 頁以下（2016）、⑨文元春「中国環境公益訴における適格

についての覚え書きー関連政策法規を中心に」早稲田法学 92 巻 3 号（2017）、⑩大塚健司「中国の環

境政策実施過程における公衆参加の新展開―環境公益訴訟制度の導入―」環境経済・政策研究 101 巻 1

号 48 頁以下（2017）を挙げておく。 
10 例えば、この文献には、「中国では、環境公益訴訟を研究する論文が数多く発表されているものの、

それらは主に立法論として環境公益訴訟の必要性、役割と原告適格を中心に議論を行なっている。具体

的には環境公益訴訟の実態についてあまり研究されていない。」（1085 頁）というくだりがあり、

2015 年以後は対象外である。 
11 国家独占の公益（国有土地払下げの利益、国有資産領域（特に鉱物資源、河川）の利益）、生態環境

と資源保護、食品医薬品の安全と英雄烈士の名誉保護に限られている。 
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は、実際に解決されている12。 

以上の文献以外に、中国環境公益訴訟の実態にみられる重要な実践を紹介するものと

中日翻訳論文もある13。他に、2015 年の環境保護法改正により社会組織に環境公益訴訟

の原告資格を与えたことにより発生した典型的な判例14を紹介する文献がある。地方実

践における関連司法の実践の中で現れた「専門裁判所」15を紹介する文献もある。重要

な行政法規、規範性文献の翻訳と紹介する文献16もある。 

1.2 検察機関が環境行政公益訴訟を提起することに

なった発端 

1.2.1 特殊な行政訴訟としての環境行政公益訴訟の要点 

行政公益訴訟制度の一類型である環境行政公益訴訟は、特殊な行政訴訟である。この

制度は、行政公益訴訟の特殊性に加え、環境問題の特徴を取り入れている。 

行政公益訴訟とは、公民、法人またはその他の組織が、行政機関および公務員による

公権力の行使が違法であり、これによって公共の利益を侵害されたか侵害される可能性

があると認める場合に、自己の権利利益には直接関係はないが、社会公共の利益を保護

するために、法院に直接的に訴訟を提起することができ、または特定の機関に依頼して、

この機関が法に基づき法院に行政訴訟を提起することができるとする制度である17。行

政公益訴訟の特徴は、原告が「自己の権利利益には直接関係はない」権利利益について

訴訟を提起できる点にある。 

したがって、環境行政公益訴訟は、個人に帰属させることができない環境公益を対象

としている。そして、環境問題の特性を考慮して、環境行政公益訴訟は、原告が社会団

体や個人ではなく、法的監督機関である検察機関に限定されている。その制度設計につ

いては、学界でも激しい議論が交わされている。 
 
12 例えば、論文では検察機関の立証責任を弁別しているが、実際には、2017 年 9 月 27 日、「人民法院

報」（最高法院の政府筋の定期刊行物）に「行政公益訴訟における挙証責任の分配」が掲載された。こ

れによれば、検察機関を原告とする環境行政公益訴訟においては、原則どおり行政機関が被告として立

証責任を負うこととされている。 
13 孟根巴根著、李妍「中国の環境行政公益訴訟における行政機関の責任者による応訴の現状と展望」北

海学園大学法学研究 55巻 2号 166-182 頁（2019）。張梓太・程飛鴻「我々にとって如何なる生態環境

問責制度が必要なのか―生態環境損害賠償制度における地方政府の進退両難に関する検討を兼ねて―」

楊林凱[訳]青山法学論集 61巻 4 号 199-217 頁(2020)。 
14 麦志明「中国生物多様性保護・緑色発展基金が寧夏瑞泰科技股份有限公司に対し環境公益訴訟を提訴

した案件(指導案例 75 号)『最高人民法院 2016.1.28 裁定』」国際商事法務 45巻 9号 1336-1340 頁

（2017）、 

葛楓著、矢澤久純訳「中国における環境公益訴訟の道程とその典型的事例の分析:『自然の友』による

環境公益訴訟の実践を例として」北九州市立大学法政論集 46 巻 1・2 号 145-173 頁（2018）。 
15 神山智美「中国の環境資源審判――最高人民法院による環境資源審判廷設置(2014 年 6月)――」富

山大学紀要 63巻 1号 63-82 頁（2017）。 
16 白出博之「中国民商法の理論と実務(125)最高人民法院・最高人民検察院『人民検察院による公益訴

訟事件における法律適用に関する若干の問題に関する解釈』について」JCA ジャーナル 65 巻 7 号 37-48

頁（2018）。張栄紅「中国における行政公益訴訟―2015 年～2017 年における展開を素材に―利用統

計」中京法学 52巻 1号 16-32頁は、「人民検察院提起公益訴訟試点工作実施弁法」と「人民法院審理

人民検察院提起公益訴訟案件試点工作実施弁法」を整理して翻訳した。 
17 蔡虹・梁遠「也論行政公益訴訟」法学評論(2002 年第 3 期)100 頁以下。 
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環境行政公益訴訟の定義については、学説上も様々な説明がなされており、比較的に

代表的な定義は次の 2 つである。1 つは、環境行政公益訴訟とは、環境行政機関の違法

な行為または不作為が公衆の環境権益を侵害した場合に、間接的な利害関係人であって

も公共環境権益を守るために行政訴訟を提起することが許され、行政機関に法定された

職責を履行し、その侵害行為を是正・停止させることを要求する制度であるという説明

である18。もう 1 つは、環境行政公益訴訟とは、特定の国家機関、関連組織または個人

が公共利益を代表して、環境が汚染・破壊されている場合に、環境公益の侵害を防止す

るために、行為者に対して行政訴訟を提起することができる制度であるという説明であ

る19。現在、法律によって、環境行政公益訴訟の原告適格が唯一認められるのは検察機

関であるが、その位置付けについても、上記の学説の立場に対応して、「原告説」と

「公益代表者説」の 2つの学説の間で対立がある。 

端的に言えば、両者の根本的な違いはその権原にある。「原告説」においては、検察

機関の訴権は国によって授権されたものと考えられている。「公益代表者説」において

は、検察機関の訴権は、自らの公益代表性にあると考えられている。「最高人民法院、

最高人民検察院による検察公益訴訟事件における法律適用に関する若干の問題に関する

解釈」（2021）第 4 条は、「人民検察院は『公益訴訟起訴人』20として、法律または司

法解釈で別途規定される場合を除き、民事訴訟法および行政訴訟法に従って対応する訴

権を享有し、対応する訴訟義務を履行する。」と規定している。訴訟活動において、検

察機関の身分は「起訴人」と定義されており、立法者が最終的に「原告説」を採用した

ことは明らかである。 

環境行政公益訴訟制度は、社会の発展に伴い深刻化する環境問題を解決し、生態を保

護し、政府行為の監督を強化し、法治の建設を推進し、司法職権の配分を最適化しよう

とする中国の努力の成果である。環境行政公益訴訟と一般行政訴訟との間にはいくつか

の相違点があるが、最も重要な点は、環境公益という不確定な対象を保護するというこ

とと、訴訟活動において検察機関が唯一の原告であるということの 2 点である。その誕

生は歴史的発展の当然の帰結であった。しかし、環境行政公益訴訟は中国にとって新し

く特別な法制度であるため、既存の法制度の中に定着させることは必ずしも容易ではな

く、一連の変更を余儀なくされている。 

1.2.2 行政訴訟法の改正 

環境行政公益訴訟が成立し、継続的に運営されるためには、行政公益訴訟制度が円滑

に機能するシステムを構成していることが前提条件となる。残念ながら、2014 年の第 18

期党中央委員会第 4 回全体会議で、検察機関が公益訴訟を提起する提案を採択した時点

では、行政公益訴訟はまだ「紙上に存在する」訴訟制度であり、現実的に実施可能性を

欠くものであった。 

行政訴訟法が 2015 年に改正・施行される前は、その第 2条によると、行政訴訟とは、

「公民、法人およびその他の組織は、行政機関および行政機関職員の具体的な行政行為

 
18 夏云嬌・王国飛「国外環境行政公益訴訟相关立法対我国的启示——以美国、日本為例」湖北社会科学

(2007 年第 9 期)134 頁以下。 
19 王鵬祥「論我国環境公益訴訟制度的构建」湖北社会科学(2010 年第 3 期)134 頁以下。 
20 中国での起訴は公訴の提起にとどまらず、ここの「公益訴訟起訴人」は中国でも新しい概念として、

検察機関が普通の原告として訴訟を提起するという意味合いを強調している。 
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がその適法な権利利益を侵害したと認めるときは、この法律により、人民法院に訴訟を

提起する権利を有する」という訴訟活動である。中国における行政訴訟の対象は、長い

間、「具体的行政行為」21に限られてきた。 

中国の行政訴訟が公益の領域に進出できるように、2015 年の行政訴訟法第 2 条は、

「具体的行政行為」を「行政行為」に置き換え、「本項の行政行為とは、法律、法規、

規定に授権された組織による行政行為を含む。」と解説している。この拡大解釈は、行

政公益訴訟設立の法理的根拠となり、2017 年の行政訴訟法第 25 条の追加により、行政

公益訴訟は正式に法令に明記された。 

同条は、「人民検察院は、職責履行に際して生態環境と資源の保護、食品・医薬品の

安全性、国有財産の保護、国有地使用権の移譲等の領域で管理監督職責を負担する行政

機関に違法な職権行使または不作為があり、国家利益または社会公共利益が侵害を受け

たことを発見した場合、行政機関に対して検察建議を提出し、その法に基づく職責履行

を督促しなければならない。行政機関が法に基づく職責履行をしない場合には、人民検

察院は法に基づき人民法院に訴訟を提起する。」と規定している。 

（一）旧行政訴訟法における矛盾した制度設計 

2015 年の行政訴訟法改正前は、中国における行政訴訟の分野では、立案難（受理すべ

き事件が受理されないこと）、審理難（公平な審理が進まないこと）、執行難（被告

（行政機関）が判決に従わないこと）の 3 段階における困難性（いわゆる「三難」の問

題）が深刻であった。この問題には、司法の独立性がうまく機能していないこと（例え

ば、地方人民法院の人事権や財政上の権利が地方政府の下にあること）や、「官本位」

という伝統的な観念（官僚が中心であり、行政機関は全体として遵法意識が低い）があ

ることなどが関係するが、現行の行政訴訟制度が機能不全に陥っているため、理論上は

備わっている機能であっても、うまく発揮されないことも関係する。 

1.主観訴訟か、客観訴訟か 

行政訴訟は、民事訴訟と同様の紛争解決機能があるほか、行政の相手方

（Administrative Counterpart）の救済や公法秩序の確保の機能も有している。このう

ち、行政の相手方の救済という機能には、個人の権利利益という主観的な事情に依拠し

ているという特性があり、公法秩序の確保という機能には、客観的な特性がある。大陸

法系の分類によれば、以上のような観点から、行政訴訟は主観訴訟と客観訴訟に分けら

れる。行政訴訟法が制定された際にも、主観訴訟と客観訴訟の区分を前提として規定が

設けられた。例えば、主観訴訟の場合、法院審判は原告の権利利益に関わる事件である

か否かという点が強調されるため、行政訴訟の原告適格の判断にあたっては、非常に厳

格な判断基準が設けられている。しかし、客観訴訟の場合、行政訴訟の原告適格は広く

認定されうる。行政訴訟法において、主観訴訟と客観訴訟のいずれかのみを採用する国

もある。そのような国では、分野ごとの特性に鑑みて、個別法において、別個に主観訴

訟ないし客観訴訟を設けるといった設計がなされている。しかし、行政訴訟の全体的な

制度の構造と、主観訴訟および客観訴訟の位置付けは、一致させる必要がある。 

 
21 上拂耕生「『中華人民共和国行政訴訟法』の改正について」アドミニストレーション 21巻 2 号 55 頁

以下（2015）の注 6 と注 7 によると、中国の「具体行政行為」は日本でいう定型的な行政処分ないし講

学上の行政行為に該当する。 
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中国の行政訴訟法は、制度全体の構造から見れば、主観訴訟の立場をとっているのか

客観訴訟の立場をとっているのかが不明確であり、学説上も争いがある。一部の学者は、

一般的な行政訴訟は客観訴訟であると判断している。この学説の代表的な論者である梁

鳳雲は以下のような理由を述べている。すなわち、「客観訴訟は、行政による公権力の

行使を監督することを主要目的とする訴訟である。具体的な制度として、法院が行政行

為の合法性のみを審査するという規定が置かれている。そして、中国の行政訴訟法には、

法院は訴えられた行政行為の合法性のみを審査し、原告の訴訟請求に対して、判決をす

ることはできないという規定がある」22。これに対して、一般的な行政訴訟は主観訴訟

であるとする学説の根拠として、宇安は以下のように述べる。すなわち、「主観訴訟は、

公民個人の権利と利益を守ることを直接の目的とする訴訟である。そして、中国の行政

訴訟法にも、原告適格の基準が設けられ『被害者訴訟』であるという原則が確立され

た」23。 

2.中国の行政訴訟法の構造 

薛剛凌は中国の行政訴訟法の構造を分析して、中国の行政訴訟法は「内错裂」（内部

分裂）の状態にある24。原告が具体的行政行為によりその権利利益を侵害されたならば、

行政訴訟法に基づいて訴訟を提起することができる。原告が権利利益の「侵害」を主張

して訴えを提起することができるのは、権利侵害と具体的行政行為との間に法律上直接

的な関係がある場合に限定される。ここで、「具体的行政行為」とは、「抽象的行政行

為」に対する概念で、主として提訴可能な範囲を企図することを考慮したものである。

これは、権利利益の侵害に対する訴えである主観訴訟における原告適格の判断基準であ

る。しかし、法院は事件を審理する際に、客観的な判断をすべきとする手続を設けてい

る。というのは、人民法院は、行政機関の代わりに行政権を行使することができず、ま

た、行政機関が法律に基づいて効率的に行政任務を遂行することができるように、行政

の第一次的な判断を尊重しなければならないからである。つまり、人民法院は、法に基

づき行政事件を審理しなければならないが、中国では行政の裁量権の逸脱・濫用につい

ては審査の対象とはならない。法院は具体的行政行為の合法性のみを審査するのであり、

行政行為の妥当性を審査することができない。ゆえに、行政公益訴訟制度は客観訴訟と

して設けられたが、原告適格の判断基準は主観的な特徴を有しているため、この訴訟制

度においては客観訴訟の特徴と主観訴訟の特徴が混在している。 

前述のように、原告が自己の権利を侵害されているとして行政訴訟を提起する場合、

その対象は具体的行政行為に限定されている。その結果、原告が取消訴訟以外の訴訟を

提起する場合には、法院からの救済を容易に受けることができない。例えば、行政賠償

訴訟は典型的な主観訴訟であり、被害者は訴訟を提起することができるが、法院は具体

的行政行為の合法性のみを審査するため、損害が存在することが証明されても、救済さ

れない場合もある。また、原告適格の判断基準には「直接的な利害関係」と「具体的行

政行為から」という要件があるので、国家機関は訴訟の原告にはならず、抽象的行政行

為を審査することもできない。そうすると、国家機関は訴訟を提起することができず、

公益を対象とした訴訟を提起することもできない。この点で、行政訴訟は公法秩序を保

障するという機能を喪失してしまったと言うことができる。 

 
22 梁鳳雲「行政訴訟法修訂的若干理論前提」法律適用(2006年第 5 期)72 頁以下。 
23 宇安「発展導向的『行政訴訟法』修訂問題」華東政法大学学報(2012 年第 2 期)98 頁以下。 
24 薛剛凌「論我国的行政訴訟構造：主観訴訟抑或客観訴訟」行政法学研究(2013 年第 4 期)34 頁以下。 
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この問題を解決するために、1989 年に制定された行政訴訟法は 2015 年に改正され、

同年に施行された。この改正により、中国における行政訴訟は、法理上で公益の分野に

入り、実務でも運用される可能性が出てきた。 

（二）2015 年の行政訴訟法改正 

1.訴訟構造の明確化 

行政訴訟法第 1 条は、この法律の立法目的を明確にしている。改正前の行政訴訟法に

は、「人民法院が行政事件を正確に速やかに審理することを保障し、公民、法人および

その他の組織の合法的権益を保護し、行政機関が法に基づき職権を行使することを擁護

または監督するため、憲法に基づき、本法を制定する」という規定が置かれていたが、

立法者は「行政訴訟は司法権が行政権を審査するものである」という立場にとって、

「法治国家」および「司法の独立」を実現するために、2015 年の改正際に、「行政紛争

を解決すること」という目的を追加し、「行政機関が法に基づき職権を行使することを

擁護すること」という部分を削除した。「公民、法人およびその他の組織の合法的権益

を保護する」という目的と「行政機関が法に基づき職権を行使することを監督する」と

いう目的が並列して規定されていることに鑑みれば、立法者は客観訴訟と主観訴訟を並

存する訴訟構造を構築したと考えられる。 

2.原告適格の判断基準 

改正前の行政訴訟法第 2 条は、「公民、法人またはその他の組織は、行政機関および

行政機関の職員の具体的行政行為がその合法的権益を侵害したと認めるときは、本法に

照らして人民法院に訴訟を提起する権利を有する」と規定していたが、2015 年の改正に

より、「具体的行政行為」に代えて「行政行為」の語が用いられることとなった。改正

の理由として、行政訴訟法第 11 条・第 12 条には、訴えを提起することができる範囲が

明確に列挙されているため、どのような事件を受理すべきであるかが明らかになったこ

とが挙げられる。改正前は「抽象的行政行為」と区別するために「具体的行政行為」と

いう語が使用されていたが、現在では、これらの概念を区別する必要はない。第 2 条の

改正は「行政行為」の語を変更することを目的とするものにすぎなかったが、2015 年の

改正では「前項にいう行政行為は、法律、法規、規章25により授権された組織の行う行

政行為を含む。」という規定も追加され、将来的な原告適格の拡大を意図しているとも

解されている。現在の裁判実務は、依然として具体的行政行為の基準に依拠しているが、

法律上の基準が緩和されたため、将来的に裁判実務も変化するものと思われる。また、

改正前の行政訴訟法においては、具体的行政行為につき「直接的な」利害関係を有する

者に原告適格が限定されていた。この点については、2015 年の改正より、「行政行為の

相手方およびその他行政行為と利害関係を有する公民、法人またはその他の組織は、訴

 
25 中国の法律体系には 5 つのレベルがある。広義の法律はこの 5 つのレベルを含む。第 1 レベルは憲法、

第 2 レベルは法律（基本法と一般法）、第 3 レベルは行政法規（国務院が憲法および法律に基づき制定

する法源であり、日本でいう政令に相当するものである。）、第 4 レベルは地方性法規（地方の人民代

表大会およびその常務委員会が、当該行政区域の具体的状況および実際の必要に基づき、憲法、法律お

よび行政法規と抵触しないことを前提として定める法源である。）、第 5 レベルは行政規章（地方政府

と国家レベル機関が制定する法源であり、省令や地方自治体の規則に相当するものである。）である。

憲法と法律は狭義の法律とも呼ばれる。 
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訟を提起する権利を有する」と規定され、「直接的な」という文言が削除された。もっ

とも、「利害関係を有する」の内容は明確ではないので、間接的に利害関係を有するに

すぎない者が訴訟を提起することができるかどうかは、実務上裁判官の判断にかかって

いる。 

3.規範性文書26の審査 

法院は行政行為の合法性を審査する際に、「付随審査」により、一部の抽象行政行為

につき合法性の審査をすることができるようになった。行政行為が公民の合法的権益を

侵害する場合、当該行為自体が違法である場合もあるが、その行為の根拠となる法規に

越権・抵触等問題がある場合もある。このような行政行為を根本的に減少させるために、

人民法院が行政行為を審査するとき、公民からの申立てによって、当該行為の根拠とな

る規範性文書について付随的な審査を行うことができる（行政訴訟法第 53 条第 1 項）27。

しかし、法院は規範性文書が違法であると判断する場合には、制定機関にその是正をさ

せるために司法建議を提出するにとどまり、直接的に判決を通じて、規範性文書を廃止

することはできない（行政訴訟法第 64 条）。また、原告は規範性文書の違法性審査を直

接的に請求することはできない（行政訴訟法第 53条第 1項）。さらに、規範性文書には

規章を含めないという規定があるので（同項ただし書き）28、この制度がどこまでその

機能を発揮するのかは明らかではない。 

4.その他の改正点 

それ以外の改正点を簡単にまとめると、以下のとおりである。①行政裁判により地方

政府による関与等の問題を解決するために、「跨区域審判」29制度が設けられた（行政

訴訟法第 18 条第 2 項）。②行政機関へ抑止力を強化するために、法院に強力な手段が付

与された（行政訴訟法第 96 条 5 項）30。③紛争解決のための和解も認められた（行政訴

 
26 「規範性文書」には、広義と狭義のものがある。広義の「規範性文書」は、一般に、法律の範囲に属

する立法性の文書（憲法、法律、行政法規、地方性法規、行政規章など）と、これら以外の国家機関や

その他の機関・組織が策定する拘束力を持つ非立法性の文書の総称である。狭義の規範性文書は、各級

各種の国家行政機関が、法律を実施し、政策を執行するために、法定の権限内で定める行政法規および

行政規章以外の一般的な拘束力を有する決定、命令および行政上の措置等をいう。ここの「規範性文

書」は狭義の規範文書を意味する。 
27 行政訴訟法第 53 条第 1 項：公民、法人またはその他の組織は、行政行為が依拠する国務院各部門な

らびに地方人民政府およびその部門の制定した規範性文書が不適法であると認める場合、行政行為につ

いて訴訟を提起するときに、当該規範性文書について審査をするよう併せて請求することができる。た

だし、規範性文書には規章を含めない。 

行政訴訟法第 64 条：人民法院は、行政事件の審理において、審査を経て上述の規範性文書が不適法で

あると認めた場合には、行政行為の適法性を認定する根拠とせず、併せて制定機関に処理の司法建議を

提出しなければならない。 
28 規範性文書に規章を含めないとすれば、審査の対象となるのは「非立法性文件」だけとなる。つまり、

行政訴訟法第 53 条第 1 項は、行政行為の根拠規定である行政法規や行政規章、さらに法律について司

法審査を認めるものではない。 
29 最高人民法院の承認を経て、高級人民法院は、裁判活動の実際の状況に基づいて、基層人民法院の行

政区域の管轄を越える若干の第一審行政事件を確定することができる。 
30 判決、裁定、調解書の履行を拒否し、社会的な影響が劣悪である場合には、当該行政機関における直

接責任を負う主管者およびその他直接の責任者に対して勾留を科すことができる。情状が重大で、犯罪

を構成するときは、法に基づき刑事責任を追及する。調解とは、事件を審理する過程で、人民法院が自

由意思の原則と合法性の原則に基づき、事実を把握し、是非を判断する上で、調停によって当事者が合

意に至るよう誘導するために作られる法的手段である。調解書は、人民法院が一般的に使用する重要な

https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%8E%9F%E5%89%87
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訟法第 60 条）31。④中国の行政機関は「首長責任制32」を採用しているので、首長の出

廷義務も法定された（行政訴訟法第 6 条）33。⑤訴状を書面で提出することが困難であ

る者も訴えを提起することができるように、口頭でも訴えを提起できることが認められ

た（行政訴訟法第 50 条）34。⑥中国の旧行政訴訟法は、審査庁が処分庁の決定を維持す

る場合には処分庁が被告となるが、審査庁が処分庁の決定を変更する場合には審査庁が

被告になると規定していた。この規定によると、審査庁が被告となることを避けるため

に処分庁の決定を維持する裁決を下す事例も少なくなく、問題があったため、改正され

るに至った。法院は、不服申立てにおける審査庁が、審査を適切に行うことを監督する

ために、審査庁を被告として参加させることができるようになった（行政訴訟法第 26 条

第 3項）35。 

5.改正の結果 

以上をまとめると、改正行政訴訟法では、原告適格の基準が緩和され、規範性文書に

審査が及ぶようになったという改革がなされたため、行政公益訴訟を構築することが可

能となった。したがって、2015 年の行政法改正は、中国の生態保護の事業にとって大き

な意義があると言える。 

行政訴訟法そのものについては、今回の改革では、従来の行政訴訟において問題視さ

れてきた「立案難、審理難、執行難」を解決するために、受理することのできる事件の

範囲を拡大し、原告適格の判断基準が緩和され、審査に関するルールが改善され、法院

の執行能力が強化されている。多くの具体的な制度改革がなされたことは評価すべきで

あるが、行政訴訟の本質に関わる問題（例えば、原告適格の認定基準や法院による行政

立法の違法審査など）については、抜本的な改善が図られたわけではない。確かに、一

部の学者が述べるように、この法改正は「現行の法体制の下で、実情に応じて漸次的に

進める」という前提で行われたもので、徹底的に改革することまではできなかった36。

ただし、この問題は中国の生態保護とは直接の関係がないので、本稿ではこれ以上触れ

ないことにする。 

 

司法申請書類の一つで、法的効力がある。 
31 人民法院は、行政事件を審理するにあたり、調解を適用しない。ただし、行政賠償、補償および行政

機関が法律、法規で定められた自由裁量権を行使する事件については、調解をすることができる。調解

は、自由意思、適法の原則を遵守しなければならず、国家の利益、社会の利益および他者の合法的権益

に損害を与えてはならない。 
32 行政機関においては、首長の権力は基本的に無限であるため、問題があれば、先ずは、首長が責任を

負う。 
33 訴えられた行政機関の責任者は、出廷して応訴しなければならない。出廷することができない場合は、

相応する職員に出廷を委任しなければならない。 
34 訴状の書写に確実に困難がある場合は、口頭で提訴することができ、人民法院が筆記録に記入し、日

時を明記した書面の証明書を発行し、併せて反対当事者に告知する。 
35 「行政復議機関が法定の期限内にまだ復議決定を行わないうちに、公民、法人またはその他の組織が

元の行政行為について訴えを提起した場合は、元の行政行為を行った行政機関が被告であり、行政復議

機関の不作為について訴えを提起した場合は、行政復議機関が被告である。」「復議を経た事件につい

て、行政復議機関が元の行政行為を維持する決定をした場合は、元の行政行為を行った行政機関および

行政復議機関が共同被告となり、行政復議機関が元の行政行為を変更した場合は、行政復議機関が被告

となる。」行政復議機関は、法律の規定に基づき、行政審査の申請を受理し、特定の行政行為について

審査・裁定する権限を有する行政機関である。 
36 姜明安「行政訴訟法修改的若干問題」法学(2014 年第 3 期)17 頁以下。 
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1.2.3 検察機関から提起する理由 

環境行政公益訴訟制度のもう一つの大きな特徴は、原告が個人や他の組織ではなく、

法律監督機関である検察機関に限定されていることである。それは、単なる法律の適用

だけではなく、政治的な配慮にもよる。 

（一）検察機関の中核 

中国では、検察機関は司法体系に従属し、法律監督機関と定義されている。他国と比

較して中国的な特徴を持つ機関である。 

1.二重指導体制下での検察機関 

社会主義国家である中国は、人民代表大会制度を中心とする権力体制を構築しながら、

党の絶対領導37のもとにある。すなわち、中国の権力体系は二重指導の体系である。 

中国共産党は中国労働者階級の先鋒隊であり、同時に中華人民と中華民族の先鋒隊で

あり、中国社会主義事業の領導核心である38。憲法第 1 条によると、「中国共産党によ

る領導は中国の特色ある社会主義の最も本質的な特徴」である。共産党は他の国家の機

関を直接領導しないが、基本的に機関幹部39は党員であり、共産党は党内の組織を通じ

て党員自体を管理することで国も領導している。そして、全ての権力（立法権・行政

権・司法権・軍事権など）は共産党の領導権（支配する権限）に従属している40。 

一方で、人民代表大会制度は中国人民が国家の主人であることを保障する根本的な政

治制度であり、国家の重大事項は人民代表大会で決定し、全国人民代表大会が国家の最

高権力機関である。1980 年から、人民代表大会は中国の権力機関として、立法権、重大

事項決定権、監督権および人事任免権の 4 つの権限を有することが認められ、法律を制

定、改正、廃止する権限を持っている。国家の行政機関、審判機関、検察機関などは人

民代表大会によって設置されるため、これらの機関は人民代表大会に対して説明責任を

負い、監督を受けることになる。 

検察機関は、このような権力体制の下での法律監督機関である。ソ連の法体系を受け

継いだ中国の法体系は三権分立ではなく、中央集権的な国として、最高権力機関（人民

代表大会）から国の権力が分割されて、異なる組織機関に分配されている。人民政府は

権力機関の執行機関として行政権を行使する行政機関である。法院は審判機関として独

立的に審判権を行使する司法機関である。検察院は法律監督機関として、法律を監督す

るために、独立的に検察権を行使し、行政機関、社会団体、個人の干渉を受けない。検

察院も司法機関41である。人民政府・法院・検察院の三者は互いに平等であり、互いに

 
37 指導と訳されることが多いが、指揮命令の意味を含んでいるので、筆者は「領導」と翻訳した。 
38 中国共産党章程の総綱。 
39 国家機関や軍隊、社会組織における公職に就く人員を指す。 
40 中国共産党が国家機関を掌握する仕組みは、対口（部門）領導体制と党管幹部体制である。前者は、

国家機関に対応する党機関を各級党委員会の中に設置し、これらの党機関がそれぞれ担当する国家機関

を直接指導するシステム、後者は、国家機関の主要な人事権をすべて党機関が掌握する制度をいう。小

口彦太・田中信行『現代中国法』（成文堂、第 2 版、2012）46-47 頁。 
41 日本では、行政控除説と呼ばれる立場が通説であり、裁判所法第 3 条第 1 項の「法律上の争訟を裁

判」することを「司法」と考えており、司法権は審判権である。そして、検察機関は行政機関である。

中国は、刑法第 94 条が「偵査、検察、審判、監察など職責がある人は司法人員である。」と規定し、
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分担して協力している。この制度は「一府両院」と呼ばれる。 

2.検察機関の職務権限と責任 

検察機関は、二重指導体制下での使命として、検察権の行使を通じて、刑事犯罪活動

を取り締まり、社会主義法制度を守り、社会秩序、生産秩序、労働秩序、教育研究秩序、

人民生活秩序を維持し、国家、集団と公民の合法的権益を保護し、社会主義現代化の順

調な進展を擁護している。そのために、検察機関は行政属性を強く持っており、犯罪を

訴追する権力を行使して、上下一体の体制をとっている。中国には、最高人民検察院、

地方各級人民検察院、軍事検察院などの専門的な人民検察院が設置されている。その中

でも最高人民検察院は最高の検察機関である。最高人民検察院は各級地方人民検察院と

専門人民検察院の業務を指導し、高級人民検察院は低級人民検察院の業務を指導してい

る。 

政府は行政活動を中心に、法院は審判活動を中心に行うが、検察機関の活動は複雑で

ある。 

2018 年以前から、検察機関は、国家公務員が法律に従って職務を遂行することを監督

し、公安機関の捜査、人民法院の裁判、司法行政機関の刑務作業を監督する権限を有し

ている。具体的に言えば、検察機関は、国家公務員の汚職賄賂など職務上の犯罪や国家

公務員による職務怠慢の瀆職犯罪、または国家公務員がその職権を利用して国民の人身

や民主的な権利を侵害する犯罪事件を立件し、捜査する業務を行っている。公安機関が

偵査42した事件に対して、検察機関はこれを審査して、逮捕や起訴または不起訴を決定

している。検察機関は刑事事件に対して公訴を提起し、公訴活動を支持している。検察

機関は公安機関、人民法院、監獄、拘置所、労働改造機関の活動が合法的かどうかを監

督している。検察機関は国家安全危害、公共安全危害、公民権侵害、その他の重大犯罪

に対して、検察権を行使している。検察機関は様々な活動を統合して、検察権を行使す

ることで、自分の任務を遂行している。 

その結果、中国の検察機関は、告訴・上訴部（通報センター）、反汚職収賄部門、反

瀆職侵権部門、調査監督部門、公訴部門、監所検察部門、民事行政検察部門、職務犯罪

予防部門、検察技術部門、および紀検・監察部門という 10 の主要部門を形成することに

なった43。 

2018 年、中国の監察委員会が成立され、検察機関の一部の職権が監察委員会に移譲さ

れた。（具体的な内容は 1.2.3「中国の監察委員会の成立と検察機関への影響」で説明

する。） 

（二）検察機関の優位 

1.歴史の経験 

 

検察院組織法第 8 条が「検察院は司法責任制を採用して、健全な司法権力の運行機制を設置する」と規

定している。つまり、中国は権力の行使に便宜を図っており、偵査、検察、審判、監察などの活動は司

法活動と分類されている。 
42 中国では、偵査は特定の概念で、調査の一種である。 
43 反汚職収賄部門、反瀆職侵権部門を除いて、他のすべての部門の主な仕事は、法律に従って権限を行

使する他の公的機関を監督することである。しかし、反汚職収賄部門、反瀆職侵権部門は、関連の犯罪

事件に対して立件調査することができる。 

https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%91%8A%E8%A8%B4%E3%81%99%E3%82%8B
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中国の行政公益訴訟の歴史を見れば、最初の行政公益訴訟に近いものは、公民個人が

起こしたものであった。1998 年、税務局が法律上の義務を履行していないとして、王日

忠が法院に訴訟を提起した。これが行政公益訴訟の歴史の第一歩となった44。その後、

社会組織が行政公益訴訟に近いものを提起する事例も見られるようになった。例えば、

2011 年には、自然の友と重慶市緑色志願者連合会（社会組織）は陸良化学工業株式会社

と雲南省の陸良平和科技会社がクロムを排出したことにより環境を汚染したとして訴え

を提起した。そして、近時は、検察機関も行政公益訴訟に近いものを提起するようにな

った。例えば、2014 年には、貴州省金沙郡環境保護局が行政処分を執行しなかったので、

金沙県検察機関が環境行政公益訴訟を提起した45。しかし、改正前の行政訴訟法の規定

では、これらの行政訴訟は、法院に受理される可能性はほとんどなかった。種々の主体

が原告として行政公益訴訟を提起することを通じて、検察機関が中国の行政公益訴訟の

原告として最も適切であることが証明された。 

2.訴訟能力 

行政公益訴訟は、行政機関の違法な行政行為を対象としており、利害関係者の関連範

囲が広い、訴訟において要求される専門知識の水準が高い、訴訟に要する期間が長いな

どの特徴を持つ。したがって、民衆やその他の組織が訴訟を提起する場合には、資金調

達や証拠収集などで困難な問題に直面することになり、行政公益訴訟の利便性と実効性

が十分に発揮されない可能性がある。逆に、検察機関は法定された監督機関として、一

般公民や社会組織よりも、調査や証拠収集を容易に進めることができる。 

また、中国の憲法においては、公民は行政機関の違法行為を報告する権利を有すると

規定されているので、公民、法人およびその他の組織は、行政機関の行為または不作為

が公益を侵害していると思慮する場合、検察機関に報告することができる。検察機関が

この報告を受けたときは、法律監督機能を発揮し、公益を保護すべく、行政公益訴訟も

含む一連の手段を用いて、公益に対する法的救済をはからなければならない。したがっ

て、法律に規定する公民、法人およびその他の組織が行政公益訴訟を提起することを否

定したとしても、公民が憲法上の権利を行使することを妨げられることはない。他方で、

検察機関は、公民、法人およびその他の組織から報告を受け、その告発の真実性・合法

性を審査し、審査結果に基づいて行政公益訴訟を提起するかどうかを判断しなければな

らない。この制度は、公民、法人およびその他の組織の売名行為につながる心配はなく、

これらの者の資金調達や証拠収集の困難性に関する問題も回避することができるので、

優れている。さらに、検察機関には専門チームがあり、被告の行政機関と対等な立場で

訴訟をすることができるので、司法権が行政権を制約する機能をうまく発揮することが

できる。 

3.法律監督機関としての「利益」 

「国家努力」という概念を通じて、「期待する利益」という観点から、検察機関が行

政公益訴訟を提起することは依然として「利害関係論」に従っていることを説明しよう

 
44 龔雄艶「我国応該建立行政公益訴訟制度」法学雑誌(2001年第 6 期)41 頁以下。 
45 これは、最初の検察機関からの行政公益訴訟である。

http://www.spp.gov.cn/zdgz/201501/t20150112_87862.shtml、（2023 年 01 月 03 日最終訪問）。 
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とする学者もいる46。 

公益は、公民、法人およびその他の組織にとっては間接的な利益にすぎないが、国民

全体と密接な関連がある。国家には公益の保護責任があり、「国家努力」を通して社会

公益を実現するという責任を負っている。そして、司法権によって行政権を制御するこ

とは、この「国家努力」の一部である。行政機関は権力機関に対して責任を負うだけで

なく、検察機関に対しても責任を負う。検察機関は法律の監督者として、行政機関が法

律を遵守することを期待している。したがって、行政機関が法律で授権された範囲・方

法・手続に従ってその義務を適法に履行することは、検察機関が「期待する利益」であ

る。そして、公共利益が行政機関の不作為や違法行為などの行動によって侵害されると

き、検察機関は法律監督機関として訴訟を提起する。行政公益訴訟においては、検察機

関は、行政機関による公益の侵害行為につき、直接的な利害関係を有しているのである。 

（三）検察公益訴訟制度の誕生 

環境行政公益訴訟は、検察機関が公益訴訟を提起する一分野である。検察機関による

公益訴訟制度は、2014 年の第 18 期党中央委員会第 4 回全体会議に端を発し、中国の公

益訴訟制度の中でも特殊な存在となっている。同会議では、「法による国家統治の全面

的推進における若干の重大な問題に関する中共中央の決定」が採択された。第 4 部「司

法の公平を確保し、司法の信頼性を高める」の第 2 部分「司法職権の配分を適正化す

る」では、「検察機関による公益訴訟制度の創設を模索する」ことを提案している。こ

の「決定」を分析すれば、このような制度の確立が単なる司法レベルの行為ではなく、

法に基づく国家統治を実現するために党の指導の下で行われた政治的行為であると結論

づけることは容易であろう。検察機関による公益訴訟制度の創設は、法院、検察機関、

司法行政機関の事務管理権、裁判権、検察権の分離を模索して実現するための司法制度

改革の一部であった。この改革により、公安機関、検察機関、審判機関、司法行政機関

がそれぞれの役割を分担し、捜査権、検察権、裁判権、執行権が相互に協力し、相互に

制約する体制が構築された。その当時は「公益」という言葉の内容はまだ確定していな

かったが、公益訴訟中の「公益」という言葉は、制度設計の当初から、閉じた固定概念

ではなく、国が発展するにつれ、その意味合いも必然的に変化するものと考えられてい

た。 

1.検察公益訴訟の目的 

習近平総書記は第 18期中国共産党中央委員会第 4回全体会議で、「法による国家統治

の全面的推進における若干の重大な問題に関する中共中央の決定」について特別な説明

を行い、その中で検察公益訴訟の創設について説明した。それは、大きく 3 つの部分で

構成されている。 

（1）まず、この制度が解決しなければならない核心的な問題を指摘している。もとも

と、この制度は、行政機関の違法な職務執行や不作為などの問題を解決するために設け

られた制度である。習総書記は、「この規定は、検察機関が法を執行し、案件を処理す

る過程で発見された行政機関とその職員の違反行為について、適時に勧告し、是正を促

すことができるようにするために設けられたものである」と述べている。 

 
46 姜涛「検察機関提起行政公益訴訟制度:一个中国問題的思考」政法論壇(第 33 巻第 6 期)16 頁以下

(2015)。 

https://cjjc.weblio.jp/content/%E6%A1%88%E4%BB%B6
https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%87%A6%E7%90%86%E3%81%99%E3%82%8B
https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%87%A6%E7%90%86%E3%81%99%E3%82%8B
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（2）次に、検察機関が提起した訴訟の性質についてである。習総書記は、「現実には、

行政機関の違法な権力行使や不作為によって、国家と社会の公益が侵害され、または侵

害されるおそれがある場合、市民、法人または社会組織などは直接的な利害関係をもた

ないため、誰も公益訴訟を提起することができない。違法な行政行為に対する効果的な

司法監督の欠如は、法律に従った行政と厳格な法執行を促進し、公共の利益の保護を強

化することに寄与していない。検察機関から提起される公益訴訟を確立することの本質

は、適切な対象を見つけることであり、司法介入手段を用い、既存の制度の中で司法手

段が機能できない抜け穴を塞ぎ、効果的な司法監督を通じて法に則った行政を推進する

ためのものである。」と述べている。 

（3）最後に、公益訴訟が検察機関によって提起される理由である。ポイントは 3 つあ

る。①司法職権の配置を最適化することに有利である。公益訴訟では原告適格の閾値が

高く設定されているため、実務の現場では司法ルートによる関連事項への関与はかなり

限定的なものにとどまっている。公共の利益保護については多くの欠員に直面している。

検察機関が公益訴訟を提起することで、関連する司法分野の主体が職権を失うことがな

いようにすることができる。②行政訴訟制度の隙間を埋めることである。中国の訴訟制

度は、刑事訴追を除いて、中国の訴訟制度設計の基本理念は当事者が訴権を行使するこ

とによって自身の合法的権益を守ることにある。例えば、前述の中国行政訴訟法の総則

における第 2 条の規定には、行政訴訟の対象に公共の利益は含まれないとある。このた

め、公共の利益に関わる行政公益訴訟は長期間、提起されていない。③法治政府の建設

を推進するのに有利である。国の法定監督機関としての検察機関の地位に基づき、検察

機関が行政機関の行為を監督し、検察建議や訴訟の提起によって、政府に法に基づく行

政を行うよう促すことを、党は期待している。 

2.検察公益訴訟の展開の流れ 

党の領導の下での法による国家統治の産物として、その確立と改善の過程は必然的に

党の領導と離れられない。その中で、中央全面深化改革領導小組（以下「中央深改組」

と略称するが、本小組は 2018 年に中央全面深化改革委員会に改組されたので、それは

「中央深改委」と略称する）の 3 回の重要会議により、検察公益訴訟制度が構築された。 

2015 年 5 月 5 日、中央深改組の第 12 回会議が開催された。この会議では、「人民検

察院による公益訴訟の提起に関する試案」が審議され、採択された。それ以来、検察公

益訴訟制度は、制度構想の段階から制度設計の段階へと移行している。同会議では「検

察機関が提出する公益訴訟制度の目的は、検察機関に法律監督機能の役割を十分に発揮

させ、法による行政を促進し、厳格な法執行を行い、憲法および法律の権威を守り、社

会の公平と正義を守り、国家と社会の公益を守ることである。」と指摘された。検察機

関が公益訴訟を提起するのは、検察機関が法律監督の役割を果たすためであることが明

らかにされた。つまり、公益訴訟は法律監督機能以外の新しい機能ではなく、法律監督

機能の役割から派生したものであり、その本質は依然として法律監督である。しかし、

この点には立法・司法の分野で十分な注意が払われていない。そのため、検察機関が公

益訴訟を提起する制度を構築した当初、公益訴訟の職能の位置づけをめぐって多くの議

論があった。環境行政公益訴訟の「原告説」と「公益代表者説」の争いもこれに由来す

る。同会議では、公益訴訟の範囲、制度における重点分野と訴訟の類型も明確にされた。

公益訴訟には民事公益訴訟と行政公益訴訟の 2 種類があり、生態環境・資源保護、国有

資産保護、国有土地使用権移譲、食品・薬品安全という 4 つの重点領域（2018 年に公益
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訴訟の第 5 分野として英雄烈士の保護が盛り込まれた）をカバーしている。このことは、

公益訴訟によって維持される公益には、国家的利益と社会的公益の双方が含まれること

を意味する。また、検察公益訴訟制度がどのように実現されるのかも、この会議で明ら

かにされた。まず実験制度を実施し、実務経験を積んだ後、一部の地域で法制化し、最

後に全国で検察公益訴訟を全面的に推進していくこととされた。 

2017 年 5 月 23 日、第 35 回中央深改組の会議が開催された。会議では、「人民検察院

による公益訴訟の試行状況および次の段階への提言」を審議した。会議では、公益訴訟

の試行状況の効果を全面的に肯定し、北京を含む 13 の省、自治区、市での 2 年間の検察

機関による公益訴訟の実験は、「多数の公益訴訟案件を処理し、豊富な事例サンプルを

蓄積し、制度設計が十分に検討された」と結論づけた。この会議では、次の段階に進む

ための方向性を明確にし、検察機関による公益訴訟制度を正式に構築する時期はすでに

熟していると判断された。試験的な仕事を総括した上で、検察機関が公益訴訟を提起す

るために法的保障を提供しなければならないとされた。 

2018 年 7 月 6 日、中央深改委の第 3 回会合が開催された。同会議では、最高人民検察

院に「公益訴訟検察庁」を設立することを許可した。同会議では、「最高人民検察院公

益訴訟検察庁を設立するには、法律監督を強化し、事件処理の効果を高め、専門化建設

の促進を指向すべきである。科学的に配置され、効率的に運営される公益訴訟検察庁を

構築し、検察公益訴訟の職責をよりよく履行するために組織保障を提供すべきであ

る。」と強調された。中国では、中央深改委が国家機関の内部機関の設立を認可するこ

とは極めて稀である。これは、現政権が公益訴訟制度を重要視していることの証左であ

る。この重視は、中国という国家に照らし合わせても、最終的に検察公益訴訟制度を形

成するための保証となる。 

3.司法分野の改革 

同時に、それに対応して司法の分野でも一連の改革が行われ、検察公益訴訟に法的根

拠が与えられた。これには、立法機関によって実施された法改正や新しい法律の公布が

含まれる。前述の通り、2015 年 7 月 1 日、全国人民代表大会常務委員会は、最高人民検

察院に対し、北京を含む 13 の省・自治区・市で 2年間の公益訴訟試行を行う権限を与え

る決定を下した。2017 年 6 月、全国人民代表大会常務委員会は民事訴訟法および行政訴

訟法を改正し、検察公益訴訟制度を正式に確立した。その後、2018 年 4 月に英雄烈士保

護法が公布され、英雄烈士に関するものを公益訴訟の範囲に組み入れ、公益訴訟の範囲

を拡大した。このほかにも、制度の円滑な推進と発展のため、中央レベルの規範的な文

書がいくつも打ち出されている。2015 年 4 月に「生態文明建設の加速推進に関する意

見」、2015年 12 月に「法治政府実施要綱（2015－2020）」、2016年 12 月に「安全生産

分野の改革発展の推進に関する意見」、2018 年 6 月に「生態環境保護を全面的に強化し、

汚染防止の攻略戦を行うことに関する意見」、2016 年 5 月に「土壌汚染防止行動計画」、

2017 年 9 月に「輸出入商品の品質安全リスク警報と迅速反応監督管理システムの整備、

消費者権益の確実な保護に関する意見」等の規範的な文書が公布された。 

環境保護は現代中国社会にとって（おそらく世界にとっても）最も重大な関心を持た

れる問題として、検察公益訴訟制度の設立当初からその中に組み入れられた。環境行政

公益訴訟は、検察公益訴訟が最も早く確立された 4 分野の一つであり、検察公益訴訟制

度とともに登場した。また、「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟事件

における法律適用に関する若干の問題に関する解釈」と「人民検察院による公益訴訟事
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件を処理する規則」を通じて、発展され完備されてきた。 

1.2.4 中国の監察委員会の成立よる検察機関に対する影響 

中国の行政公益訴訟制度の確立と改革の過程において、監察委員会の出現により、中

国の政治形態と権力構造に巨大な変化が発生した。強い政治的要因に導かれた行政公益

訴訟制度も大きな影響を受けることになった。この変化は環境行政公益訴訟の唯一の原

告である検察機関の立場を客観的に強化した。 

（一）検察機関の権限の弱体化 

2018 年 3 月 20 日の朝、第 13 回全人代第 8 回総会において、中華人民共和国監察法

（以下、「監察法と呼ぶ）が投票により合意され、公布の日から施行された。内容から

見れば、監察委員会は監察権を持って、特殊な「合署辦公」47を採用している。その監

察権は政府の行政監察権と行政違法予防権、検察機関の反汚職贈収賄権と反瀆職権およ

び職務犯罪予防権を吸収して形成され、行政権と司法権の性質を兼備している。監察権

は総合的な国家権力として、行政権、検察権、審判権と平等の位置づけにあり、互いに

分業して協力している。その結果、監察委員会は「一府両院」と同等の権力的地位を持

つ新しい独立組織であり、国家の権力構造は、全人代の指導の下で「一府両院」の権力

構造から、「一府両院一委」の権力構造に変わっている。 

検察機関は依然として独立の審査をして公訴を提起する権限を持っているが、職務犯

罪や瀆職犯罪などの偵査権が監察委員会に移譲されたことにより、以下の 2 つの影響を

受けた。 

1.検察機関の職責の縮小 

監察委員会は中国の権力体制改革の一環として、行政監察制度と党内規律検査制度と

検察反腐敗制度という 3 つの制度を整合させて成立する機関であり、検察機関の腐敗防

止部門と職務犯罪防止部門を吸収している。当然のことながら、監察委員会の発足が検

察機関に与える影響は大きい。検察機関の機能部門の一部が不要となり、検察機関の職

責の範囲も大幅に縮小された。 

（1）検察機関の一部の職能が監察委員会に移譲されたため、反汚職贈収賄局、反瀆職

侵権局の反瀆職部門および職務犯罪予防局など部門が解散し、検察機関の職員が大量に

不要になった。これらの部門の職員数は、検察機関の全職員の 1／5 以上を占めている。

1／5以上の人員構成を失うことは、どの組織にとっても非常に深刻な問題である。 

（2）検察機関の業務内容を考慮するならば、これらの職能が移譲されることによって

廃止された機関部門は、かつての検察機関のエース部門である。実務レベルでは、多く

の地方検察機関の業務の中核となるところが多く、上記部門との人事上のつながりや業

務上のやりとりがある他の部門が多数存在している。上記部門の解散に伴い、これらの

関連部門も解散または業務変更という問題に直面することになった。 

 
47 「合署辦公」とは、「聯合辦公」に近い概念で、中国の行政体系における組織編成の 1つの形態とし

て、編成や職責の異なる 2 つの党政機構が、それぞれ行う仕事の性質が似ているなどの理由で同じ場所

で勤務していることをいう。 
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例えば、検察機関には、犯罪事件を取り調べる前に手がかりを管理するために、内部

の告発と上訴など部門を連合する通報センターが設置されている。職権が移譲された後、

この通報センター部門は存在する必要がなくなった。また、司法警察は検察機関の内部

機関として、その最も重要な任務は、犯罪偵査活動の円滑な実施に協力し偵査を保証す

ることである。職務犯罪の偵査権が検察機関から取り除かれると、司法警察の主な任務

も変更され、この任務は、職務犯罪の偵査を保証する責任から、法律文書の配送と告発

者の存在を保証する責任に変更された。 

今回の変革にかかわる検察部門の多さ、人員の広さは極めて異例である。 

2.検察機関の強力なツールの喪失 

より深刻なのは、汚職収賄、瀆職、職務犯罪の防止を偵査して処理する検察庁の職能

が失われたことで、検察機関の法に対する監視機能が弱まり、法的監視機関としての地

位が損なわれていることである。 

監察委員会が成立する前は、検察機関は法律監督機関として、国家の法律の統一的で

正確な実施を保障するため、刑事立件、捜査活動と裁判活動に対する監督を行い、刑事

執行と法執行に対する監督を行い、行政検察と民事訴訟に対する監督を行っていた。検

察機関は、ほとんどの場合に、法律に従って他の主体が職務を遂行するのを監督するこ

とによって、自らの役割を果たしていた。ただし、検察機関は、刑事事件や国家公務員

による職務上の犯罪と瀆職犯罪については、自ら立件して捜査する権限を有していた。

他の主体が法に基づいて行動することを監督・督促するよりも、自ら立件・調査するほ

うが明らかに大きな主導性を持っている。このような制度は、実際には、検察機関が法

律監督機関としての監督機能を果たすことを保障していた。 

3.衝撃の結果 

中国の「一府両院」制度では、政府、検察機関、人民法院は法的には対等で協力し合

っているが、実際には、検察機関は比較的困難な立場に置かれていた。検察機関は政府

に対して弱い立場にあり、人民法院のようにその機能に基づいて相対的に独立を保つこ

とは難しい。実際、特定の事案に対して、自ら立件して捜査する権限を有しているから

こそ、検察機関は法律監督機関として、法の統一的かつ適正な運用を監督する際に、政

府および法院に対峙する手段を有している。これは検察機関が法律監督機関としての機

能を果たすための重要な武器となる。職務犯罪と瀆職犯罪の調査は、強い監督属性を有

する権限として、犯罪の取り調べを通じて公職員の職務活動の廉潔性と合法性を保護し、

司法の公正性と国家法律の統一性を確保して実施される。 

監査委員会は、検察機関のこのような職能を吸収した。そのため、検察機関が政府に

対抗する力を失うことになる。「反汚職賄賂」と「反瀆職」などの検察機関の最も強力

な機能部門が監察委員会に移譲された後、検察機関内部の制度の設定および機能の分割

に必然的に大きな影響を及ぼすことになった。そのため、検察機関はもはや法律監督機

関としての監督機能を継続できないほど、自らの中核的な権限を失ってしまったという

見方もある48。 

このように、検察機関が一部権力を監察委員会へ移譲することは、検察機関の制度整

備と機能分担に大きな影響を与えていることを認めなければならない。 

 
48 王玄瑋「国家監察体制改革和検察機関的発展」人民法治(2017 年第 2 期)50-51 頁。 

https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%BB%89%E6%BD%94
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（二）検察機関の監督機能の復帰 

周知のとおり、権力は利己的な特性があり、行政権に対する監督が欠如すれば、濫用

や消極的な不作為などの問題を引き起こしかねない。これを放任すれば、汚職犯罪など

の腐敗が発展するおそれもある。しかし、さらに悪いことに、中国は伝統的に三権分立

の国ではなく、行政権は司法権よりはるかに強力である。これでは、司法機関は本来の

役割を果たすことが難しいだけでなく、司法機関が行政機関の「補助機関」と成り果て

てしまうという結果になりかねない。 

法律は国家統治の宝であり、良き法律は善き統治の前提である。法の支配の最も重要

な特徴は、憲法と法律を通じて、権力と権力、権力と権利、権力と責任、権利と義務、

実体と手続などの間の関係を合理的に規律することにある。監察委員会の設置に伴い、

国家が「一府両院」の政治構造から、「一府両院一委」の政治構造に変わった。その一

委が成立するために、一府両院から多くの権力を吸収した。ただでさえ弱い検察機関の

立場が、さらに微妙になった。法的均衡の理論によれば、同じレベルの異なる国家機関

の間で権力が均衡しなければならない。検察機関が職務犯罪を偵査するなどの権力を失

ったため、国家の横の権力構造の不均衡を避けるために検察機関を強化する必要が生じ

た結果、公訴権および訴訟監督権を強化する方向で、一連の国家的な改革が調整され、

展開されてきている。 

1.公訴権の強化 

中国の行政訴訟法によれば、行政訴訟の目的は、「行政紛争を解決し、公民、法人お

よびその他の組織の合法的権益を保護し、行政機関が法に基づき職権を行使することを

監督する」ことにある。他国の制度などを参照すれば、法律を通じて矛盾や紛争を効果

的に解決するためには、行政公益訴訟制度が不可欠であり、行政権に強力な制約を課す

ことが必要である49。検察機関が行政公益訴訟を提起することができるのは、あくまで

も検察権によって行政権を制御することの具体的な実施形態である。国家が行政公益訴

訟制度の整備を通じて、検察機関に行政公益訴訟の主体となる資格を与え、法院が行政

公益訴訟を審理することができるようになれば、司法権が行政権を制限することができ

る。 

そして、中国共産党第 18 回全国代表大会以来、中国の司法制度の改革と国家監督制度

の改革によって、検察機関の職務犯罪偵査権が国家監察委員会に移送管理され、他方で、

検察機関に公益訴訟を提起する職能が与えられた。その目的は、国家監察委員を中心と

する強力な反腐敗体制を構築するとともに、検察機関を核心とする専門的な法律監督体

制を強化し、検察機関の監督能力が弱まるという社会各界の懸念を解決することにある。 

第 18 回全国代表大会の前には、検察機関の公訴権は主に刑事分野で具体化されていた。

今回、公益訴訟を通じて、検察機関が原告として訴訟を起こしたり、公益訴訟を提起す

るのに適切な主体を援助したりすることによって、検察機関の公訴権は刑事分野から民

事および行政分野に拡大し、国家の利益と社会の公共利益を保護することに対する法律

の空白が埋められた。 

2.訴訟監督権の強化 

 
49 趙田勇「検察機関提起行政公益訴訟的可行性」文史博覧（理論）(2016 年 2 月)36 頁以下。 

http://xueshu.baidu.com/s?wd=authoruri:(43efd6762f15945)%20author:(%E8%B5%B5%E7%94%B0%E5%8B%87)%20%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E4%BA%BA%E6%B0%91%E5%85%AC%E5%AE%89%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E6%B3%95%E5%AD%A6%E9%99%A2&tn=SE_baiduxueshu_c1gjeupa&ie=utf-8&sc_f_para=sc_hilight=person&sort=sc_cited
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中国の現行の法的監督体系は一方的であり、検察機関と相互制約する機関がない。今

回の改革は機関と職能の再統合を通じて、既存の国家機関とは独立した監察機関を創設

して、国家の監督権を保障している。監察制度改革後、検察機関は、訴訟監督と行政執

行の過程における国家機関の行為の合法性を監督することに焦点を当て、監察委員会は

公職者の廉潔性を監督することに重点を置いている。 

検察機関による民事公益訴訟は、民事活動に対する公権力の制限と監督であり、行政

公益訴訟は行政活動に対する監督と制限である。どちらも、既存の法的監督機能を制度

的に拡張したものである。 

これは、検察機関が行政機関を監督することに関する 1982 年の憲法の規定の発展と位

置づけられる。刑事訴訟分野の法紀監督、捜査監督と監所監督50から、行政訴訟の分野

へと拡大された公益訴訟監督である。同時に行政公益訴訟を提起することができること

により、検察機関は法律監督機関に復帰し、司法活動を監督しながら、多くの行政法の

執行領域に介入することができる。 

つまり、中国では、現在形成されている環境行政公益訴訟制度は、唯一の原告である

検察機関が提起する生態保護のための行政公益訴訟なのである。行政訴訟制度の中で、

公益訴訟を適切に行えるようにするため、中国は 2015 年に行政訴訟法を改革した。検察

機関という特殊な主体が原告の役割をするのは、他の主体に対して相対的な優位性を持

っているからであり、検察機関が法律監督者としての役割に復帰するためでもある。 

制度発足当初は純粋な法律上の問題ではなく、強い政治的要請があった。環境行政公

益訴訟制度は、監察委員会設置の影響を受けたものであるが、政治改革によってもたら

された権力の再配分の要件にも合致する。 

1.3 環境行政公益訴訟の具体的な規定 

環境行政公益訴訟の具体的なプロセスは、「事実の発見→訴前手続→訴えの提起」の

3段階に分けられる。 

（1）事実の発見の段階については、行政訴訟と民事訴訟の規定はほとんど同内容であ

る。検察機関が職務犯罪を偵察し、逮捕を承認または決定し、起訴を審査し、抗訴を提

起し、訴訟を監督する途中で、環境公益訴訟の前提となる事実を発見し、その他行政機

関の汚職・腐敗を発見した場合には、刑事訴訟手続に変更することができる。もし、こ

の問題が国民にとって直接的な利益関係がないものであり、民衆から提訴することでき

ない場合には、当該事件を民事行政検察部門に移譲して、公益訴訟の第二段階に進むこ

とになる。 

（2）第二段階は訴前手続である。民事公益訴訟においては、検察機関が社会組織を支

援する制度が設けられているが、検察機関は行政機関と同じく国家機関に属しているた

め、行政公益訴訟においては、検察機関が検察建議を通じて、行政機関を監督する制度

のみが規定されている。この段階は、検察機関を原告とする環境行政公益訴訟において

も最も重要な段階である。その理由は 3 つある。第 1 に、検察機関の検察建議は行政機

関に自己の過失を訂正する機会を与えるといった比較的柔軟な手段であり、行政機関に

受け入れられやすい。第 2 に、検察権力と行政権力は異なる権限であり、検察機関が行

政機関の代わりに決定を下すことはできない。訴前手続は行政分野における行政機関の

 
50 党内規律検査活動（法紀）、公安の活動（捜査）、刑務所の活動（監所）に対する監督。 
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決定を尊重する制度である。第 3 に、時間と費用のコストから見れば、行政機関に自己

の過失を訂正させる手段を採らせることにより、訴訟を提起するよりもはるかに時間と

コストを削減することができ、訴前手続は経済原則に沿っている。 

（3）大部分の事件は訴前手続までに終了するが、次の訴えの提起の段階に至ることも

ある。訴前手続だけでは問題が解決しない場合には、訴えの提起に移らざるをえない。

訴えを提起することができるという手段は、法定義務を履行しない行政機関に対して、

最終的な警告となりうるものであり、最も抑止力のある手段として、公益保護の機能を

促進させることができる。 

2021 年「人民検察院による公益訴訟事件を処理する規則」と 2018 年「最高人民法院、

最高人民検察院による検察公益訴訟事件における法律適用に関する若干の問題に関する

解釈」を中心に、以下で具体的な規定を紹介する。 

1.3.1 総則 

ここの総則は、中国の環境公益訴訟において、民事・行政を問わず一律に採用されて

いる基本ルールを指す。 

公益訴訟案件の処理における検察機関の任務は、検察機関が検察権を自主的に行使し、

行政機関が法律に従って監督管理業務を行うよう促し、適格の者が法律に従って公益訴

訟権を行使することを支援し、国益と社会公共利益を守り、社会正義を守り、憲法と法

律の権威を守り、国家統治制度と統治能力の現代化を推進することである。人民法院が

公益訴訟事件を処理する主な任務は、司法機能を十分に発揮し、憲法と法律の権威を守

り、社会正義を守り、国益と社会公益を守り、適格の者が法律に従って公益訴訟権を行

使することを促し、法による行政、厳格な法執行を促進することである。 

法院および検察機関の公益訴訟事件処理の原則は、憲法、法律および関連法規を遵守

し、客観的かつ公平な立場を堅持し、関連訴訟制度の基本原則と手続規定を守り、審判

権および検察権の運用に関する規則を守り、司法公開51を堅持することである。 

検察機関の公益訴訟案件の処理方法については、公益訴訟案件の性質によって、検察

建議、訴訟提起、起訴支援など検察院が職務を行う方法が異なる。 

検察機関は「公益訴訟起訴人」として、民事訴訟法および行政訴訟法に従い、相応の

訴訟権を享受し、相応の訴訟義務を履行して公益訴訟を提起する。環境公益訴訟の制度

設計当初から論争になっていた、検察機関がどのような立場で訴訟に関与するのかとい

う問題は、これにより解決された。 

検察機関は公益訴訟事件を処理し、統合的・一体的な作業体制を実施する。最高人民

検察院は各級地方人民検察院と専門人民検察院の公益訴訟業務を指導し、上級人民検察

院は下級人民検察院の公益訴訟業務を指導する。上級の人民検察院は、下級の人民検察

院の決定を取り消し、または変更する権利を有し、下級の人民検察院が処理した事件に

誤りを発見した場合、下級の人民検察院にその誤りを訂正するよう指導する権利を有す

る。下級の人民検察院は、上級の人民検察院の決定を実施しなければならない。また、

 
51 最高人民法院は、立件の公開、法廷審理の公開、執行の公開、聴聞会の公開、文書の公開、審務の公

開の 6 分野について、法公開の具体的な意味を明示的に定義している。審務とは、各級人民法院が自院

の部門とその職員に対し、または、上級人民法院が下級人民法院とその職員に対し、職務執行、権限行

使、規則遵守、業務スタイルの改善について実地検査を行い、進行中の違反行為や人民の利益を侵害し

人民法院のイメージを損なう行為を実地調査して是正する内部監督の一形態である。 



26 

 
誤りがあると判断した場合は、上位の人民検察院に報告しなければならない。 

検察機関は、公益訴訟事件を処理する場合、検察長責任制を採用している。公益訴訟

事件では、検察機関の検察官、検察長、検察委員会がそれぞれの権限範囲内の事項を決

定し、規定に従って相応の司法責任を負う。事件の状況に応じて、1 人の検察官が担当

することもあり、2 人以上の検察官からなるチームが担当することもある。検察官は検

察長の指示のもとに動く。事件処理に重大な事項は、検察長が決定する。検察長は、事

案の状況に応じて、検察審査会に付議し、審議・決定させることができる。その他、事

件の処理に関する事項については、検事長が自ら決定し、または検察官に決定を委任す

ることができる。検察機関の名義で発行される法律文書は、検察長が発行するものとし、

その事項が検察官の決定権限の範囲内にある場合、検察長は検察官に文書の発行を許可

することができる。 

検察機関は、規定に基づいて公益訴訟案件を処理し、人民の監督を受け入れる。 

1.3.2 行政公益訴訟の一般規定 

（一）管轄 

1.一般規定 

人民検察院が行政公益訴訟事件を処理する場合、行政機関に対応する同級人民検察院

が管轄する。行政機関が人民政府である場合、および上位の人民検察院が管轄すること

がより適切である場合には、上位の人民検察院が管轄することも可能である。 

基層人民検察院が提起した第一審の行政公益訴訟事件は、訴えられた行政機関が所在

する基層人民法院の管轄下におかれる。 

区を設置する市級以上の人民検察院は、自らの管轄区域内の重大かつ複雑な事件を管

轄する。公益損害の範囲が 2 つ以上の行政区画に及ぶ公益訴訟事件は、共通の上位人民

検察院が管轄することができる。 

2.管轄権の変更 

人民検察院は統合的・一体的な作業体制を運用しているため、一部の状況において、

人民検察院の管轄権に変動が生じる可能性がある。具体的には、①上位の人民検察院は、

案件の必要性に応じて、下位の人民検察院が管轄する公益訴訟案件を、管轄内の他の人

民検察院に処理させることができる。②必要な場合、上位の人民検察院は下位の人民検

察院が管轄する案件を自ら処理し、または当院が管轄する案件を下位の人民検察院に処

理させることができる。③下位の人民検察院が上位の人民検察院で処理する必要がある

と判断した場合、上位の人民検察院に報告して判断を仰ぐことができる。④最高人民検

察院、省級人民検察院、区に設置された市級人民検察院は、地域横断的な協力作業メカ

ニズムの規定に従って、関連する人民検察院に案件を移送することができる。基層人民

検察院は、地域横断的な協力作業メカニズムの規定に従って、関連する人民検察院に案

件を移送することができる。⑤人民検察院の間で管轄権に関する紛争が発生した場合、

紛争の両当事者は交渉して解決するものとする。交渉が不調に終わった場合は、共通の

上位人民検察院に報告し、管轄権の指定を受けるものとする。 
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（二）回避 

検察人員52が行政公益訴訟に関する行政機関の法定代理人もしくは主たる担当者、ま

たは訴訟代理人の近親者、その他事件の公平な処理に影響を及ぼすおそれのある関係者

であるときは、書面または口頭で理由を述べた後、自ら回避しなければならない。口頭

で申請した場合は、記録しなければならない。 

同時に、当事者およびその訴訟代理人は、回避を申請する権利を有し、申立ての方式

は同じく書面または口頭による。口頭で申請した場合は、記録しなければならない。 

回避すべき検察人員が回避せず、かつ、当事者およびその訴訟代理人が回避を申請し

ないときは、検察長または検察委員会はその回避を決定するものとする。 

回避を申請された人員は、人民検察院が回避するかどうかの決定を下す前に、通常、

事件に参加する。 

検察長の回避は、検察委員会の審議で決定し、他の検察職員の回避は、検察長が決定

する。検察長の回避を審議するときは、副検事長がこの会議を主催する。 

人民検察院は、当事者が行った回避申請に対して、申請を受け取ってから 3 日以内に

決定を下し、申請者に通知しなければならない。申請者は、決定に不服がある場合、決

定を受けた時に原決定機関に 1 回だけ再審議を申請することができる。人民検察院は、3

日以内に再審議するかどうかの決定を下し、その申請者に通知しなければならない。再

審議の期間中、回避を申請された者は、本件の事件に参加することを停止されない。 

（三）立件 

公益訴訟事件の手がかりは主に 6 つの方面に由来する。①自然人、法人、非法人組織

から人民検察院への告発、②人民検察院による事件処理の過程での発見、③行政法執行

情報共有システムでの発見、④国家機関、社会団体、人民代表大会代表、政協委員から

の転送、⑤ニュースメディア、社会世論等の反映、⑥その他職務の執行中に発見された

もの。さまざまな手がかりは最終的に公益訴訟の起訴を担当する者に移送される。公益

訴訟事件の手がかりは統一的な登記備案管理制度によって記録される。重大な事件の手

がかりは上位の人民検察院に報告される。 

人民検察院は公益訴訟案件の手がかりの真偽と追跡可能性を評価し、必要な場合、予

備調査を行い、「初歩調査報告書」を作成することができる。人民検察院は、調査の結

果、国家の利益または社会の公益が侵害され、法律違反の可能性があると判断した場合

は、調査案件を立件しなければならない。 

国家の利益または社会の公益が著しく侵害され、人民検察院が予備調査を経ても法律

に基づき監督管理義務を履行していない行政機関または違反行為者を特定することが困

難な場合にも、立件することができる。 

検察官は、事件の手がかりを評価した後、立件する意見または立件しない意見を提出

する場合には「立件承認表」を作成し、予備調査が行われた場合は「初歩調査報告書」

を添付し、「立件決定書」または「不立件決定書」を検察長に提出し、決定を仰ぐもの

とする。 

（四）調査 

 
52 ここでいう検察人員とは、通常の検察の職員の意味の他に、通訳、鑑定、検証なども含む。 

https://context.reverso.net/%E7%BF%BB%E8%AF%91/%E6%97%A5%E8%AF%AD-%E8%8B%B1%E8%AF%AD/%E6%89%BF%E8%AA%8D%E3%81%95%E3%82%8C%E3%81%9F
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公益訴訟事件の処理において、人民検察院は関連行政機関およびその他の組織、市民

を調査し、証拠を収集することができ、関連行政機関およびその他の組織、市民は協力

しなければならない。証拠保全措置を必要とする場合、民事訴訟法、行政訴訟法の関連

規定に従って処理する。ただし、調査および証拠収集は、個人の自由の制限または財産

の押収、差押えもしくは凍結のような強制的な措置の対象とならない。 

行政機関とその職員が人民検察院の調査・証拠収集を拒否・妨害した場合、人民検察

院は同級の人民代表大会常務委員会に報告し、同級の規律検査・監督機関に通報し、ま

たは上級の人民検察院を通じてその行政機関の上級担当機関に通報することができる。 

（五）訴訟の提起 

人民検察院が処理する行政公益訴訟事件については、検察建議の是正期間満了の日か

ら起算して、審査・起訴期間は 1 ヶ月である。事件が起訴のために他の人民検察院に移

送された場合、移送先の人民検察院による審査および起訴の期間は、事件を受理した日

から起算される。 

重大、困難、複雑な案件で審査・起訴期間の延長が必要な場合、行政公益訴訟の期間

は、検察長の許可を得て 1 ヶ月延長でき、さらに、延長が必要な場合、上位の人民検察

院に報告し、許可を得なければならない。上位の人民検察院が起訴条件を満たしたと判

断した場合、管轄権変更規定に基づき、管轄内の他の人民検察院を指定して訴訟を提起

することができる。 

人民検察院が公益訴訟事件を処理する期間、鑑定・評価・監査・検査・試験・翻訳を

委託する期間は、審査・起訴期間に算入されない。 

（六）上訴 

人民検察院は、第一審の公益訴訟の判決を受け取ってから 3 日以内に、次の上位の人

民検察院に備案53しなければならない。人民検察院は「原告」として訴訟に参加するた

め、第一審の公益訴訟の判決または裁定が誤っていると考える場合、上訴（司法機関と

してであれば、抗訴である）を行うものとする。上訴の決定は訴訟を起こした人民検察

院が行う。上位の人民検察院は同時に審査して指導を行わなければならない。上位の人

民検察院が上訴を不適切と判断した場合には、下位の人民検察院に上訴を取り下げるよ

う指示する。上訴期限内に、下位の人民検察院が上訴すべきであったが、上訴しなかっ

たと認める場合、上位の人民検察院は、下位の人民検察院に対し、法律に基づいて上訴

するように指示する。 

（七）訴訟監督 

人民検察院は、同時に法律監督機関として、すでに法的効力が発生した公益訴訟の判

決に対し、抗訴（検察機関による審理監督手続）を提起することができる。最高人民検

察院は各級人民法院または上位の人民検察院が下位の人民法院の判決または裁定に誤り

があり、国家の利益または公共の利益を害したと認めた場合、法律に従って抗訴を提起

するものとする。 

人民法院が判決の効力発生後、法律に基づき公益訴訟案件につき強制執行を行わない

 
53 備案とは、事件を所轄機関に報告してその記録にとどめることを意味する。 

https://cjjc.weblio.jp/content/%E4%BA%8B%E4%BB%B6
https://cjjc.weblio.jp/content/%E6%89%80%E8%BD%84
https://cjjc.weblio.jp/content/%E6%A9%9F%E9%96%A2
https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%A0%B1%E5%91%8A
https://cjjc.weblio.jp/content/%E8%A8%98%E9%8C%B2
https://cjjc.weblio.jp/content/%E3%81%A8%E3%81%A9%E3%82%81%E3%82%8B
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場合、または強制執行が法律の規定に違反する場合、人民検察院は法律に基づき同級の

人民法院に検察建議を行うことができる。 

1.3.3 環境行政公益訴訟のプロセス 

（一）立件 

人民検察院は、環境行政公益訴訟事件の手がかりを評価した結果、国家利益または社

会公益が侵害され、同時に、国家利益または社会公益の保護を監督管理する生態環境と

資源保護分野の行政機関が違法に職権を行使し、または不作為を行う可能性がある場合、

立件しなければならない。 

ここでいう不作為には、4 つの種類がある。①行政機関の下した行政決定について、

行政機関は強制執行権を有している場合に強制執行を怠るか、強制執行権を有していな

いにもかかわらず人民法院に強制執行の申請を怠ること。②人民法院による強制執行手

続において、行政機関が法に反して執行対象を処分すること。③地方の裁（定）執

（行）分離規定によって人民法院が行政強制執行事件を、執行権を持つ行政機関に照会

し、行政機関が法に基づき職務を履行しないこと。④その他行政執行における行政機関

の違法な作為や不作為があること。以上の 4つである。 

異なる監督管理責任を負う複数行政機関が、同一の国家利益または社会公共利益の侵

害について、法律に従って職務を遂行しない可能性がある場合、人民検察院は複数の行

政機関に対して個別に訴訟を提起することができる。人民検察院は、訴訟を提起する前

に、同一の行政機関が同質の複数の違反行為について、法律に従って職務を遂行しなか

った可能性があると認める場合、複数を 1 つの事件として提訴するものとする。検察建

議が出される前に、同じ性質の他の違反行為が発見された場合、それらは既に提出され

た立件事件と一緒に処理されるものとする。 

（二）調査 

人民検察院は、行政公益訴訟事件を処理し、以下の事項を中心に調査を行う。①国益

または社会公益を侵害した事実、②行政機関の監督管理職責、③行政機関が法律に基づ

いて職責を履行しない行為、④行政機関が法律に基づいて職責を履行しない行為と国益

または社会公益を侵害したことの関連性、⑤その他明らかにする必要がある事項。 

調査が終了したら、検察官は「調査終了報告書」を作成し、それによって事件を終結

させるか、訴前手続に入る。 

（三）訴前手続：検察建議 

行政機関が法律に従って職務を遂行せず、国家利益または社会公共利益を侵害した場

合、人民検察院は、検察長に報告し、行政機関に対する検察建議を提出し、「検察建議

書」の交付日から 5日以内に上位の人民検察院に備案しなければならない。 

「検察建議書」には、①行政機関の名称、②事件の出所、③国益または社会公共利益

が侵害された事実、④行政機関が法令に基づく職務を行わなかったと認められる事実お

よび理由、⑤検察建議を提出する法的根拠、⑥建議の具体的内容、⑦行政機関の改善期
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限、⑧その他説明が必要な事項、を記載するものとする。 

人民検察院は、検察建議を提出すると決定した場合、3 日以内に行政機関に「検察建

議書」を送達しなければならない。行政機関が受領を拒否する場合は、送達返信書に記

録し、検察建議をその居住地に残すものとし、写真またはビデオ録画により送達の過程

を記録することができる。人民検察院は、公示送達により行政機関に検察建議を送達し、

必要に応じて全国人民代表大会代表、中国人民政治協商会議委員および人民監督員の参

加を求めることができる。 

人民検察院は、検察建議が提出された後、行政機関の職責執行および国家利益または

社会公共の利益が侵害された状況について追跡調査し、関連する証拠および資料を収集

しなければならない。 

行政機関は、検察機関の検察建議を受けた日から 2 ヶ月以内に法律に従って職務を遂

行し、人民検察院に書面で回答しなければならない。国益や社会公共の利益の毀損が引

き続き拡大しているなど緊急の場合には、行政機関は 15 日以内に文書で回答しなければ

ならない。 

行政機関が法律または司法解釈で規定された是正期間内に、すでに法律に従って行政

決定または是正計画を制定したが、予期せぬ事態やその他の客観的理由により是正が十

分に実施できず、監督管理職務の遂行に過失がない場合、人民検察院は調査を停止する

ことができる。調査を停止する場合、調査停止の決定は、検察長の批准を経て、「中止

審査決定書」を作成し、上位人民検察院に提出するものとする。停止事由が解消された

後、人民検察院は調査を再開し、「回復審査決定書」を作成するものとする。 

（四）訴訟の提起 

行政機関が検察建議を受けた後、法律に従って職務を遂行せず、国家の利益または社

会の公益が侵害された場合、人民検察院は法律に従って行政公益訴訟を提起しなければ

ならない。「職務を遂行せず」に当たるのは以下の場合である。①行政機関が期限を過

ぎても検察建議に答えず、有効な改善措置を取っていない場合、②是正措置を策定した

が、実質的に実施していない場合、③期限通りに回答したが、是正措置を取らなかった、

または一部の是正措置しか取らなかった場合、④違法行為者が刑事責任を追及された、

または事件が刑事司法機関に移送されて処理されたが、行政機関は引き続き法により職

責を履行しなければならない場合、⑤客観的な障害により是正案を期日通りに実施する

ことが困難であるが、客観的な障害が解消された後、是正措置を適時に再開しない場合、

⑥是正措置が法令の規定に違反している場合、⑦その他法令に基づいて職責を履行して

いない場合。 

人民検察院が行政公益訴訟を提起する場合には、被告の違法な権力行使または不作為

により、国家利益または社会公共利益が侵害されたことを証明する資料および検察自ら

が訴前手続を履行しているが、行政機関が法に基づいて職務を遂行せず、違法行為を是

正しなかったことを証明する資料を提出しなければならない。 

人民検察院は、行政機関の法律違反の様々な状況に応じて、行政行為の違法・無効等

確認の訴え、違法な行政行為の取消しまたは一部取消しの訴え、法律に従った法的義務

を履行する義務付けの訴えなどを人民法院に提起することができる。 

1.3.4 その他 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%AC%E7%A4%BA%E9%80%81%E9%81%94
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人民検察院は、公益訴訟を提起する際の訴訟費用を支払う必要はない。 

「1.3 環境行政公益訴訟の具体的な規定」でいう検察官とは、検察長、副検察長、検

察審査会委員および検察員をいう。本規定およびその他の関連規定は、軍事検察機関お

よびその他の専門検察機関による公益訴訟事件の処理に適用される。 

1.4 検察建議を中心とする制度構成 

権力の相互牽制は、現代国家が社会の安定を維持し、国民の権利と利益を守るための

有利な武器である。被告である政府が自らの行政権に頼るため、原告が訴えることは難

しく、勝つことはさらに難しいというのが、行政訴訟制度の常であった。 

環境行政公益訴訟は、検察機関という特殊な主体が原告となっており、上記で指摘し

たような検察機関自身の特殊性に加えて、検察機関の司法的属性を利用することで、司

法権が行政権を均衡させ制限することができるという効果も得られる。さらに、立法者

は政府の強力な地位を憂慮し、管轄権に「行政機関が人民政府である場合、および上位

の人民検察院が管轄することがより適切である場合には、上位の人民検察院が管轄する

ことも可能である。」という特別規定を設けることで、検察機関が相対的に強力な地位

に立つことになった。そして上述の環境行政公益訴訟の具体的なプロセスから分かるよ

うに、行政機関が法律に則って職務を遂行せず、国益や公益が侵害されている場合にの

み、検察機関は環境行政公益訴訟を提起することができる。同時に、検察機関は法律監

督機関として政府の行為を監督する権限を持っている。 

このような一連の制度設計により、環境行政公益訴訟が正式な訴訟手続に入る前に、

相対的に強い立場にある検察機関が、その法律監督機関的立場から、政府またはその中

の行政機関に検察建議を行った場合、政府またはその中の行政機関がその建議を無視し

て行動しないことは稀である。検察建議という訴前手続は環境行政公益訴訟制度におい

て大きな役割を果たすことができる。検察建議は環境行政公益訴訟制度の要であり、訴

訟手続は検察建議が効果的に実施されることを保証するものである、とさえ言える。 

具体的なデータもこれを示している。 

2015年から 2017 年までの 3年間の試験期間中、中国の試験地域の検察機関は合計 9，

053 件の公益訴訟案件を処理し、そのうち 7，903 件は訴前手続案件、1，150 件は訴訟案

件であった。訴前手続のうち、5，162 件は行政機関の違反を正すために起こしたもので、

訴訟案件のうち 35 件は関連する社会組織が起こしたものであった。起訴された事件のう

ち、人民法院は 437件を結審し、そのすべてが検察機関の訴訟請求を支持した54。 

3 年間の試験期間中、環境行政公益訴訟の最も特徴的な点は、検察機関が提起した公

益訴訟事件にすべて勝訴したことであり、これは普通の行政訴訟における原告の弱い立

場とは正反対である。その後、制度が本格的に普及した後も、このような現象は大きく

変わっていない。 

最高人民検察院が発表した「2020 年全国検察機関の事件処理データ」によると、同年、

全国の検察機関が処理した公益訴訟事件は合計 15 万 1260 件で、前年比 19.2％増となっ

た。このうち民事公益訴訟事件は 14，264 件で全体の 9.4％を占め、前年比 3.8 ポイン

ト増、行政公益訴訟事件は 136，996 件で全体の 90.6％を占め、前年比 3.8 ポイント減

であった。訴前手続の件数は 129，971 件で、前年同期比 20.4％増加した。このうち公

 
54 于志留「最高人民検察院総結公益訴訟試点工作成果」民主与法制時報(2017 年 7 月 9 日)第 11 面。 
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告の手続があったのは 12，398 件で全体の 9.5％を占め、前年比 5 ポイント増、行政の

検察建議は 117，573 件で全体の 90.5％を占め、前年比 5 ポイント減であった。2020 年、

全国の検察機関が起こした公益訴訟の件数は 8，010 件で、前年比 67.6％増となった。

このうち民事公益訴訟は 7，166 件で全体の 89.5％を占め、前年比 1.3 ポイント増、行

政公益訴訟は 844 件で 10.5％を占め、前年比 1.3 ポイント減となった。同期に法院が下

した第一審判決は 5，976 件で、そのうち民事公益訴訟は 5，501 件、行政公益訴訟は

475 件、原告の訴訟請求の認容率は 99.3％、前年同期比 0.3 ポイント減となった。行政

公益訴訟事件は上訴率が低く、多数の事件は第一審の段階で、正確には訴前手続の検察

建議の段階で終結したことが分かった55。 

1.4.1 検察建議の意味 

検察建議は、環境行政公益訴訟のために特別に作られたものではなく、独自の形成と

発展の深い歴史がある。 

（一）検察建議の歴史 

検察建議の歴史的起源は、1954 年末に最高人民検察院が、検察機関が使用できる 3 つ

の監督形態、すなわち建議、請求、抗議を規定したことにさかのぼることができる。こ

のうち、建議は本級の国家機関や部局に対する是正勧告に使われた。新中国が成立した

ばかりの当時は、国家がひどい破壊をこうむった後に次第に再建され、社会主義の新し

い法規体系も完成していない状態であった。その結果、検察機関の建議も含め、当時の

制度はいずれも手探り状態で、その扱う分野もかなり広く、その中で検察建議は、法律

用語ではなく平易な言葉を多用して法令を推進するものであり、法律や規則を宣伝しよ

うと提案していた。この時、検察建議は単に勧告的な役割を果たすだけでなく、法治主

義の宣伝書でもあった。 

その後、文化大革命で検察機関の発展は中断され、1966 年 5 月に検察機関が廃止され

ると、検察建議という方式も自然消滅した。 

1979 年に人民検察院組織法が採択され、検察制度が復活した。1978 年に検察機関が復

活・再建され、社会治安に深刻な被害を与える刑事犯罪事件と社会主義経済秩序を破壊

する経済犯罪事件のうち、社会治安に対する総合的な管理のために、検察機関は検察建

議を運用し、政策、法律、規則などの実施における発行単位に対して、問題点を改善し、

抜け穴を塞ぎ、違法な犯罪行為を防止するよう提案した。1982 年 12 月 6 日、最高人民

検察院の仕事報告の中で、検察建議に初めて言及され、権力の最高機関である全国人民

代表大会56に提出された。 

2001 年に最高人民検察院が公布した「人民検察院民事行政抗訴事件処理規則」では、

 
55 刘超「環境行政公益訴訟的績效検視与規則剖釈——以 2018年 140 份環境行政公益訴訟判决書為研究様

本」甘粛政法学院学報(2019 年第 6 期)5 頁以下。 
56 社会保障を強化する過程で、多くの基層の検察院は公安や司法部門と協力して、基層の組織や基層の

活動を強化し、犯罪と闘う幹部や大衆を支援している。さらに、法制度に関する広範な宣伝を開始し、

幹部と一般市民が意識的に国の法律と社会倫理を守るように、公序良俗の規約と郷里の規則を制定する

ことを支援した。また、各級の検察機関は、事件の処理を通じて、一部の機関、企業、団体の管理の抜

け穴について適時に検察建議し、犯罪を防止する役割を果たした(第五期全国人民代表大会最高人民検

察院の仕事報告より抜粋)。 

https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%9B%BD%E5%AE%B6
https://cjjc.weblio.jp/content/%E7%A0%B4%E5%A3%8A
https://cjjc.weblio.jp/content/%E6%AC%A1%E7%AC%AC
https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%86%8D%E5%BB%BA
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民事・行政訴訟の監督形態として検察建議が定められたが、国の法律レベルの支持が得

られず、2012年までは慎重に模索された状態であった。 

2012 年に民事訴訟法が改正され、検察建議が法定監督方式として正式に確立されたこ

とは、民事訴訟監督における検察建議が実務的な探求から法制度へと変化したことを意

味している。2017 年 6 月に改正された行政訴訟法は行政公益訴訟における検察建議の重

要な地位を確立し、検察建議が新しい発展のきっかけを迎えたことを示している。 

（二）検察建議の性格 

検察建議の法的性格については、「職権説」「非職権説」「一部職権説」の 3 つの代

表的な学説がある。 

「職権説」によると、「検察建議は検察機関の法律監督権の重要な構成部分」であり
57、「検察機関の法定手段」である58。また、デ・ファクト関係とデ・ジュリ関係の区別

から見れば、デ・ファクト関係の検察機関の建議権は「国家権力の一形態」であるが、

デ・ジュリ関係の検察機関の建議権は「法からの授権」に基づかなければならないとす

る意見もある59。 

「非職権説」によると、人民検察院組織法には、建議権が検察機関の法的能力である

ことが明示されていないため、検察機関の建議は単なる検察機関の事実行為であって、

検察機関の職権行為ではないとするものである60。また、「建議」という言葉は、相手

がそれを採用してもしなくてもよいという意味であり、そこに拘束力の痕跡を見出すこ

とは困難だとする61。 

「一部職権説」は、検察建議を一定の基準によって区分することを主張する。例えば、

「法律監督機能を果たす検察建議は公権力として認められ、その効果は積極的に規制さ

れるべきであるが、社会治安職能を果たす検察建議は公権力として否定され、公権力の

領域から退場すべきである」などと主張された62。 

2019 年 2 月 26 日に施行された「人民検察院による検察建議に関する規定」は、「職

権説」に整合的である。本規定によれば、「検察建議は、人民検察院が法律に従って法

律監督職責を遂行し、社会の治理に参与し、司法正義を守り、法律に従った行政を推進

し、犯罪違反を防止・減少し、国益と社会公共の利益を守り、個人と組織の合法的権益

を保護し、法律の統一と正しい執行を保証する重要な手段である」。検察建議は、「検

察機関の機能に基づいて、司法事件業務と結合し、正確性と適時性、必要性と慎重性、

有効性を重視するなどの原則を堅持すべきである。検察機関は、その職務を遂行する過

程で、生態環境と資源保護の分野で監督管理責任を負う行政機関が法律に違反してその

権限を行使し、または不作為を犯した結果、国益または社会公共の利益が侵害されたと

認め、かつ法律で定める公益訴訟の条件を満たす場合、公益訴訟事件の手続に従って、

当該行政機関に法律に基づく職務遂行を促す検察建議を提出しなければならない」。 

1.4.2 検察建議のメリット 

 
57 韓成軍「検察建議的本質属性和法律規制」河南大学学報(社会科学版)（2014 年第 5 期）46 頁以下。 
58 万紹文「民事検察建議的效力及其実現」法治社会（2016 年第 5 期）104 頁以下。 
59 張智輝「論検察機関的建議権」西南政法大学学報（2007 年第 2 期）96 頁以下。 
60 万毅・李小東「権力的边界:検察建議的実証分析」東方法学（2008 年第 1 期）133 頁以下。 
61 孫謙『検察理論研究総述(1979－1989)』（中国検察出版社、2000 年版）352 頁。 
62 万毅・李小東・前掲注(60)140 頁以下。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%87%E3%82%B8%E3%83%A5%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%B3%E3%83%80%E3%83%BC%E3%83%89
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%87%E3%82%B8%E3%83%A5%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%B3%E3%83%80%E3%83%BC%E3%83%89
https://cjjc.weblio.jp/content/%E6%8E%88%E6%A8%A9%E3%81%99%E3%82%8B


34 

 
環境行政公益訴訟は一つの訴訟制度であるが、多くの実際例において、「真の訴訟手

続」に入らず、訴前手続の段階で終了している。このような現象に対して、環境行政公

益訴訟の設計または実施に問題があるという議論が学者から出るのは自然なことである。

しかし、強調しなければならないのは、訴訟は決してそれ自体が目的ではなく、目的を

達成するための手段であることである。環境行政公益訴訟は、環境公益の保護という目

的を達成するための手段として、行政訴訟を利用するものである。これがまさに立法者

が環境公益訴訟の特殊性を考慮した上で行った制度設計上の革新であり、中国環境行政

公益訴訟の最大の特色であると筆者は考えている。検察建議は、環境問題に予防性を反

映させるという客観的な要請だけでなく、政府の行動を制限し、生態環境損害賠償訴訟

に基づく自らの責任を回避することを防ぐための選択でもある。 

（一）環境問題の特殊性 

1.環境問題の「不可逆性」と事後救済の行政訴訟 

環境公益は他の一般利益と異なり「不可逆性」という特徴を有し、問題発見が遅れれ

ば遅れるほど、それを改善するためのコストが高くなり、環境破壊を修復することが難

しくなるだけでなく、環境保護の成果も実現しにくくなる。だからこそ、「環境と開発

に関するリオ宣言」で合意された 27 原則の一つとして予防原則が確認されている63。予

防原則は、環境保全の最も重要な原則の一つとして、もともと環境保護法が直面する科

学技術的な不確実性に対処することを意図している。司法が環境問題に関わる場合、そ

の介入のタイミングは早められる傾向にある。 

しかし、改正された行政訴訟法に規定されたのは、依然として損害が発生し結果を引

き起こしたことを前提とする典型的な事後救済の制度である。これは、現在の行政訴訟

法における成熟性（ripeness）を追求した結果である。 

成熟性の追求は、行政権と司法権の合理的な役割分担を実現し、司法権が行政権の正

当な行使に不当に干渉することを回避することができる。また、行政機関の最初の判断

を尊重し、濫訴を防ぐこともできる。環境行政公益訴訟は、保護対象としての環境公益

の特殊性と検察機関の特殊性に基づいており、濫訴はほとんど不可能である。 

2.行政公益訴訟の「予防性」 

環境行政公益訴訟では、より良い環境を保護するために、「予防性」を反映する必要

がある。環境行政公益訴訟制度の確立とともに、学界では一連の考え方が提唱されてき

た。 

環境の保護は被害が発生した後の事後的な保護ではなく、予防保護を主とすべきであ

り、国益や社会の公益に対する差し迫った被害を見て、手をこまねいたり、座視したり

することは許されないと考える学者がいる。そこで、「予防型」の概念を環境公益訴訟

に取り入れることを試み、「予防型」行政公益訴訟64という概念を提唱している学者も

 
63 環境を防御するため、各国はその能力に応じて、予防的取組を広く講じなければならない。重大ある

いは取り返しのつかない損害のおそれがあるところでは、十分な科学的確実性がないことを、環境悪化

を防ぐ費用対効果の高い対策を引き延ばす理由にしてはならない。 
64 王春業「論検察機関提起“予防性”行政公益訴訟制度」浙江社会科学（2018 年第 11 期）54 頁以下で

は、予防的行政訴訟は、行政行為の実行がより深刻で回復不能な具体的損害をもたらす場合に適用でき

ると主張されている。そして、環境行政公益訴訟は、その条件を満たしている。 
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いる。また、環境行政公益訴訟において、環境保護の予防的性格を反映するために、環

境行政公益訴訟をさらに細分化することを試みる者もいる65。 

「1.3.3 環境行政公益訴訟のプロセス」（三）「訴前手続：検察建議」で述べたよう

に、現在、環境行政公益訴訟を提起する場合、検察機関は被告の違法な職権行使または

不作為によって、国家利益または社会公共利益が侵害されたことを証明する資料を提出

しなければならない。これは、検察機関が行政公益訴訟を提起するのは、すでに利益侵

害を受けたことを前提にしていることを示している。環境行政公益訴訟は成熟性の限界

を突破していない。 

結局、立法者は最終的に「予防型」行政公益訴訟を直接導入しなかった。この選択の

理由として、検察機関が環境行政公益訴訟を提起すると、実質的に、行政機関に代位す

ることになることが挙げられる。行政公益訴訟において、検察機関が行う訴訟請求は、

行政機関が法律に従って職務を遂行することを中心に行われ、被害を受けた公益を直接

の対象とするものではない。このような観点からすると、環境保護の責任を負う第一次

的責任者は行政機関である。行政機関に対して、検察機関は公益代表としての地位は第

二次的である。「予防型」行政公益訴訟は、行政仕事の一部を検察機関に置き換えるこ

とになるのは必然である。立法者は、「予防型」行政公益訴訟によって、検察機関が公

益訴訟の実務において不適切かつ誤った位置づけに立たされるのを避けたかったのであ

る。 

3.訴前手続の価値 

成熟性の限界を突破することなしに、環境行政公益訴訟に予防原則を導入するために、

立法者は訴前手続として検察建議を設定する方法を採用した。訴前手続は、検察機関が

公益訴訟を提起する前に行わなければならない。環境行政公益訴訟における訴前手続の

独立した価値と重要性は、環境行政公益訴訟の制度的価値と目的を独立して達成できる

ことにある。もし行政機関が訴前手続で違法な行政行為や不作為を是正できるならば、

手続を終了して事件の終結を決定すべきである。 

したがって、立法者は、訴訟の前提としての訴前手続（検察建議の提出）を確立する

ことにより、「軟式」で柔軟な訴前手続と「硬式」な訴訟手続という 2 つの手続を形成

した。2 つの手続は互いに独立しているが、互いに支持し、互いに接続する「検察建議、

行政公益訴訟」二元互助監督という構造を形成している。環境行政公益訴訟において、

訴前手続と訴訟手続は前後関係にあるが、それぞれは比較的独立しており、行政機関に

法定職責の履行を促すという目的を共に担い、同様に重要な役割を担っている。試験的

な実践から見ると、大多数の事件は訴前手続で問題が解決され、訴訟の目的は達成され

ている。 

（二）司法と行政の合理的な役割分担による効率優先の実現 

立法者は、環境公益が害される可能性がある段階で、検察機関に訴訟を提起する権利

を与えることを選択せず、検察機関が行政公益訴訟を提起する前に、まず関係する行政

機関に検察建議を行い、行政違反の是正や法律に基づく職務遂行を促すことを要求して

 
65 林瀟瀟「論生態環境損害治理的法律制度選択」当代法学（2019 年第 3 期）123 頁以下。著者らは、生

態環境損害の処理を、公益訴訟である「生態環境損害賠償」モデルと、行政機関の役割を重視する「生

態環境損害救済」モデルに分けて考えている｡検察建議は後者の例である。 
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いる。 

1.行政への尊敬 

訴前手続は、訴訟と同じレベルで重要視されている。その理由は、行政機関の自己決

定を尊重する司法の姿勢を反映して、行政機関の自己修正機能を可能な限り発揮させ、

訴訟提起への圧力を緩和し、司法運営のコストを軽減するからである。また、司法がよ

り早く介入して政府の行動を監督することで、予防原則にも適合し、環境公共利益をよ

りよく守ることができる。同時に、その後の行政公益訴訟の存在も、訴前手続に「武

器」を持たせることに大きく貢献する。 

検察機関は、通常の原告ではなく、司法的な性格を有しているため、行政機関の行為

に対する訴訟を提起する権限を法律で与えられていること自体が、必然的に司法権から

行政権領域への侵入を意味する。検察建議という訴前手続の確立を通じて、司法権から

行政権への介入の時期を環境行政部門の自己修正以降に延期することによって、介入の

強度が軽減される。これは行政権に対する尊重であると同時に、司法権の謙抑性を示し

ている。司法コストを削減し、行政機関の自己修正機能を発揮できるように設計された

制度である。 

2.司法効率のため 

いくつかの事件、特に行政不作為事件は、訴訟期間が長く、司法コストが高い。訴訟

実務から見ると、相当な事件が訴前手続のみで終了するので、限られた司法資源の節約

に資する。訴前手続で環境公益保護の問題を解決できない場合のみ、検察機関が法令に

基づき正式に公益訴訟を提起することになる。 

訴前手続の分流効果が有効に発揮される理由は、公益訴訟人としての検察機関の独自

な優位性のほかに、行政機関が利害のバランスを考慮して相対的に最良の選択を行うた

めである。検察機関が行政公益訴訟を提起する方式によって行政機関の権力濫用や職務

怠慢などの行為を監督するのは、コストが高く、時間がかかる。 

訴訟は司法資源を消耗するだけでなく、行政機関の資源にも損失を与える。訴訟手続

を開始して司法資源を使う前に、行政機関が適時に是正できれば、訴訟という形で様々

な資源を使い果たす必要はない。訴前手続の設定は、司法資源の節約、行政自治の尊重、

社会的調和の促進において、実に優れた制度である。 

1.4.3 想定される問題 

また、訴前手続における検察建議がその後の訴訟手続と同等の重要性を持つ手続とし

て導入されたことは適切であるが、新たな問題を生み出す可能性がある。その中で最も

重要なのは、柔軟な監督形態としての検察建議が軽視されることと、相応の法律法規の

不足による検察建議後の履行問題と監督問題である。 

（一）履行問題 

環境公益訴訟事件の判決や裁定が発効した後、訴訟手続が終了し、執行手続が開始さ

れ、訴訟は事後処理段階に入る。この段階では、まず、①判決・裁定の履行が問題とな
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る。例えば、環境民事公益訴訟事件における被告の処理状況、環境民事公益訴訟事件に

おける罰金等の資金の確保状況、環境行政公益訴訟事件における行政処分の実施などが

問題となる。次に、②資金管理が問題となる。例えば、判決・裁定によって決定された

加害者側が支払う罰金や賠償金を誰がどのように管理するかという関連資金の管理の問

題である。また、③関連資金の使用が問題となる。例えば、環境修復賠償金が誰の責任

で環境修復に使用されるかである。これらについては、訴訟法に詳細な規定があるので、

環境公益訴訟で環境公益を守ることができる。 

しかし、訴前手続には詳細な規定がない。中国の行政訴訟法は、訴前手続を正式に定

めているだけで、それに対応する規則を定めていない。「1.3.3 環境行政公益訴訟のプ

ロセス」（四）「訴訟の提起」で述べたように、検察機関は、行政機関が法律に従って

職務を遂行していないと判断した後に、環境行政公益訴訟を提起することができるので

あるが、現実には、その判断は容易ではない。行政機関は、検察機関からの検察建議に

直面した場合、通常は建議を聞き入れ、是正措置を実施する。検察機関が直面する真の

問題は、行政機関が是正措置を実施するかどうかではなく、行政機関どこまで義務を果

たしているかを判断することである。 

例えば、ある企業が汚染物質の排出を違法に行っており、行政機関が審査せずに企業

に生産許可証を発行し、これに対して検察機関が検察建議を出したとする。行政機関が

検察建議を受けて、企業の複数の汚染排出口のうちの 1 つについて、それから少し離れ

た場所で 1 回だけ汚染物質を検出することによって検察機関に適切な是正措置を実施し

たと回答した場合、検察機関はどうすればいいのか。もし、行政機関がその義務を果た

したと検察機関が考え、その結果、環境行政公益訴訟を起こさないとすれば、環境公益

は適切に保護されないことになる。しかし、行政機関が義務を果たしていないと考え、

環境行政公益訴訟を提起した場合にも、明確的な基準がないため、訴訟段階で行政機関

との間で職務遂行の基準をめぐって争いが生じる。これは司法資源の無駄遣いであり、

環境保護にもつながらない。 

（二）監督問題 

訴前手続が終了した事件に対して、有効な長期的追跡システムが存在しない。検察機

関が検察建議を出し、行政機関が法に基づいて職務を遂行した後、事件は直ちに終了す

る。しかし、生態環境と自然資源の損害は一朝一夕に回復することができず、検察機関

と行政機関が検察建議の発令と実施だけで満足すれば、追跡調査や定期的な再訪問がな

いことになるため、環境損害の問題は監督管理が不十分な状況で再び発生する可能性が

高く、検察建議の効力は一時的かつ形式的に過ぎないものとなる。 

行政機関の中には、是正に積極的に協力すると回答するところもあるが、見せかけだ

けで行動に移さない場合もあり、検察建議の応答率は高いが執行率は低いという結果に

なることがある。検察機関には優秀で経験豊富な検察員もいるが、環境保護の分野では

専門知識が不足している。しかも、環境事件は複雑であり、追跡調査や監督が十分にな

されているわけではなく、環境公共の利益が継続的に侵害される局面を有効に抑制する

ことができない。また、行政機関が是正した後も環境問題が再発することがある。この

ような状況は、検察建議の権威と信頼性に深刻な影響を与える結果、多くの司法資源を

浪費し、実務上良い結果を得られないという悪循環を引き起こしている。 

例えば、①ある企業が汚染物質の排出を違法に行っており、検察機関が検察建議を出

した後、行政機関が適切な行政処分を行ったが、その企業が表面上の処分を受け入れ、
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密かに汚染物質の排出を続けている例や、②行為者が違法に耕地を占有していたところ、

検察建議が出され、行政機関は直ちに行為者に農業の再開を求めたと検察機関に回答し

たが、行為者は簡単な覆土をしただけで以前の農業状態を回復していないという例が考

えられる。一部の学者は、検察建議の基準が曖昧で長期的な追跡システムがないため、

検察建議が実施されたときには効果が低くなり、所期の目的を達成できないと考えてい

る66。 

（三）軽視される問題 

周知のように、コインには表と裏があって、完璧なシステムは存在しない。環境行政

公益訴訟が背後に控えている検察建議は強力なものであるが、その自体は強制ではなく、

基本的に柔軟な監督形態であり、実務上は一般的にコミュニケーションと監督を通じて

拘束力のない形で実施される。このような特徴は、先に述べたさまざまな利点をもたら

す一方で、問題も生じさせる。 

実際、行政機関は検察建議を軽視することがある。「履行問題」で述べたように、行

政機関が検察建議に対応する場合にも、雑になることがある。さらに、検察建議を無視

することもありうる。 

行政機関が検察建議を軽視すると、その後の環境行政公益訴訟を通じて、行政機関に

職務の遂行を促すことができる。しかし、もし多数の政府不作為が最終的に訴訟手続に

至るならば、訴前手続としての検察建議の価値は小さくなる。もっとも、現在は政府省

庁間の「協働の時期」67であるため、問題はまだ顕在化していない。 

（四）依然として重要な検察建議 

「1.2.3 検察機関から提起する理由」（三）2「検察公益訴訟の展開の流れ」では、検

察公益訴訟制度が中国の最高指導層で確立されたものであることを示した。中国の特殊

な国情からすれば、この種の制度は命令口調になるに違いなく、すべての国家部門の全

面的な支持を得ることができるだろう。したがって、制度構築の初期段階では、非常に

優れたデータに支えられることになる。しかし、それは制度そのものの欠陥を隠すこと

にもなる。 

制度が安定的に発展し、国家の最高レベルが特別な関心を持たなくなった時に初めて、

問題が浮かび上がってくる。執行や監督の問題がそうである。 

しかし、制度自体の重要性は実証されており、実施上の問題や監督上の問題などは、

制度自体の欠陥ではなく、制度のルールが不十分であることが原因である。新しい制度

である以上、不完全な部分があるのは仕方がないことであるが、その後、制度の改善が

進めば、検察公益訴訟制度が果たす役割は確実に大きくなることが期待される。 

例えば、2019 年以前は、適切な法律や規則が不足していただけでなく、行政機関が検

察建議を実施した結果をどう評価するかにも問題があった。行政機関が検察建議に十分

に従ったかどうかは、検察建議が一定の実効性を持つかどうかの重要な指標となる。し

かし、現状では、行政機関が検察建議を遵守し、法律に則って自らの職務を遂行したか

 
66 李英・王淼「検察機関提起環境行政公益訴訟面臨的挑戦」華北電力大学学報（社会科学版）（2019

年第 2 期）77-80 頁。 
67 中国では、監察委員会の設置、民法の法典編纂（第 6 編権益侵害責任の第七章生態環境の損害責任）、

生態環境損害賠償訴訟制度の創設などが行われた。そして、現在、環境法の法典編纂が議論されている。

その結果、検察公益訴訟制度は、常に指導者の視野に置かれている。 



39 

 
について、統一的な基準は存在しない。 

ただし、2019 年 2 月 14 日の中国の生態環境検察工作情況に関する記者会見で最高検

察院が言及した 3 つの要件がある。①まず、行為要件から見て、環境や自然資源を破壊

する違法行為が行政機関によって阻止されているかどうか。②次に、結果要件から、損

なわれた環境公共の利益が保護されているかどうか。③最後に、職権要件から、上記の

2つの要件が達成できない場合、行政機関が行政手段を尽くしたかどうか。 

これは法的拘束力のある文書ではないが、指導意見として、検察建議に関するシステ

ムを徐々に改善していくことになるだろう。 

検察建議の軽視の問題を防ぐために、理想的な解決策は、事件を処理する際の検察機

関と監督委員会の連携と協力を強化することである。「1.2.4 中国の監察委員会の成立

と検察機関への影響」（一）で述べたように、検察機関と監督委員会は同じ腐敗防止に

関する機関である。そして、腐敗を防止するために、中国共産党中央委員会は、検察機

関と監督委員会の間の協力を促進するための権威的かつ効率的な作業システムを確立す

る意向がある68。検察機関と監督委員会の連携で、検察建議の実効性を高めることが期

待される。 

1.5 まとめ 

経済発展と社会進歩の結果、現実の環境情勢が日増しに厳しくなり、中国社会は環境

保護にますます関心を寄せるようになってきた。そのため、中国では、環境保護を目標

とし、検察建議と行政公益訴訟を核心とし、単一特殊主体の検察機関が提起する環境行

政公益訴訟制度を構築した。 

ただし、個人や社会組織などの主体が環境行政公益訴訟制度に無関係なわけではない。

環境公益問題は、集団の利益および公共の利益に関わるため、法院は審判活動のために

人民陪審員制度を採用している69。人民陪審員制度とは、中国の基本的な司法制度で、

公民が法に基づいて、審判活動に参加し、法官と合議廷を形成して（ただし裁判長には

なれない）審判を行う司法制度である。環境行政公益訴訟では、通常 7 人（法官 3 人、

人民陪審員 4 人）のグループで事案を審理する。審判活動における事実認定については、

人民陪審員が独立して意見を述べ、法官と共同投票している。審判活動における法律の

適用については、人民陪審員が意見を述べるが、投票は行わない（中華人民共和国人民

陪審員法第 14条、第 16条、第 20条、第 22条）。 

また、「1.3.2 行政公益訴訟の一般規定」（三）立件で述べたように、個人や社会組

織などの主体は、行政機関の不作為を検察機関に報告することにより、検察機関に環境

行政公益訴訟の手続を開始させることができる。同時に、国民の知る権利を保護するた

め、中国における審判活動は、法律で規定された特別な状況を除いて、国民に公開し、

社会の監督を受けなければならない。社会の一員である個人や社会組織も、法院の審判

 
68 2021 年 6 月 15 日に公表する「中共中央による新時代における検察機関の法律監督の強化に関する意

見」には、第三部分が法律監督の質と効果を総合的に向上させ、司法を保護するのために、検察機関と

行政機関、法執行機関、公安機関、監督委員会などの連携を提唱している。 
69 中華人民共和国人民陪審員法第 15 条：人民法院が第一審の刑事、民事、行政の事件を審理し、以下

のいずれかに該当する場合は、人民陪審員と法官が合議廷を構成する。 

1.団体の利益または公共の利益に関する場合。 

2.人民大衆の間に広く懸念が存在する場合、またはその他の社会的影響が大きい場合。 

3.事案が複雑またはその他の事情があり、人民陪審員が審判に参加する必要ある場合。 
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活動を監督することが可能である。審判が不合理だと考える人や社会組織は、検察機関

に告訴し、抗訴や検察建議によって、検察機関に行政訴訟に対する法的監督を行うよう

求めることができる。 

中国は行政訴訟法の変革を通じて、環境行政公益訴訟の創設に向けた先行準備を行っ

た。強大な政府に互角の相手を提供し、訴訟の実効性を確保するため、政府を監督する

権限を持つ司法機関である検察機関が単独で原告となることができるようにした。同時

に、監察委員会の設立により、検察機関の環境公益訴訟への関与意欲が強化され、検察

機関の法的監督機関としての公訴機能への復帰が促進された。 

その結果、環境行政公益訴訟制度は他の制度と区別され、多くの特徴を持つことにな

った。例えば、行政訴訟の弊害を克服し、原告の力量を強化するために、互角の原被告

を定めている。司法権の配分を最適化するために、検察機関は公益訴訟人の立場で訴訟

を行っている。行政権の行使を尊重し、司法権からの干渉を減らすため、現存する被害

の実態に基づいて起訴することが規定されている。検察機関の新たな権限分担は監察委

員会の発足から生じたものであり、検察機関の行動を規制するために、検察機関は証拠

を集める際に、個人の自由を制限するなどの強制的な措置を取らないよう求められてい

る。 

そして、他の行政訴訟との大きな違いとして、検察建議が大きな役割を果たしている

ことが挙げられる。訴前手続は、中国の特色ある制度設計であり、検察機関の法律監督

機能に適合し、中国の特色ある社会主義の制度的利点を反映している。欧米では、公益

訴訟は主に NGO が起こすが、一定の条件のもとでは一般市民も訴訟を提起することがで

き、これは対抗的な訴訟制度である。各国の公益訴訟制度の違いは、主に公益訴訟を提

起できる分野や範囲、公益訴訟を提起できる主体の範囲の違いにある。中国の公益訴訟

制度はこのようなモデルではなく、行政機関と連携して設計されている。つまり、この

制度では、訴前手続において検察機関が検察建議を出し、行政機関に法に基づいて職務

を履行するよう促し、その後、保障の手段として訴訟を提起することになっている。こ

れは、中国の国体および検察機関の職能の性質に基づいて設計された公益訴訟の手続で

あり、国の制度背景、文化的伝統と密接に関連しており、効率性を高めるだけでなく、

行政機関の専門性をよりよく発揮させることになる。 
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第二章 環境民事公益訴訟 

中国での生態保護の始まりは 2012 年に改正された民事訴訟法第 55 条70である。同条

は、環境汚染・消費者被害に関する民事公益訴訟制度を導入した。その後、2015 年 1 月

1 日施行の新環境保護法第 58 条は、「関係組織」71の原告適格の要件を明確化した72。最

高人民法院は同月 6 日に、「最高人民法院による環境民事公益訴訟案件審理の適用法律

にかかる若干問題に関する解釈」（2021 年 1 月 1 日に訂正された）という司法解釈を出

し、この新制度に対していくつかの理論的な説明と問題の説明を行った。 

環境民事公益訴訟におけるもう一つの主体である「法律が規定する機関」は具体的に

何を指すかという問題については、半年の準備期間を経て、同年 7 月 1 日、全国人民代

表大会常務委員会は最高人民検察院に授権し、一部の地域で公益訴訟を試験的に実施す

ることを許可した。翌日、最高人民検察院は「人民検察院による公益訴訟の提起に関す

る試案」を発表し、試行活動の展開を指導した。同年、12 月 16 日に最高人民検察院は

「人民検察院による公益訴訟の提起に係る実施弁法」を発表し、環境公益訴訟における、

詳細な原則を制定した。 

改正による環境民事公益訴訟成立の追い風を受け、検察機関は 2015 年から 2 年間、検

察機関の原告適格に関する試験的な取組みを行った。その際、民事公益訴訟だけではな

く、行政公益訴訟も対象とされた73。そして、このような試験的な取組みを行った後、

2017 年 6 月 27 日に改正され、同年 7 月 1 日から施行された民事訴訟法第 55 条74により、

環境公益訴訟における検察機関の原告適格が認められるに至った。この改正により、社

会組織は民事公益訴訟を提起することができ、検察機関は民事公益訴訟および行政公益

訴訟の両者を提起することができるようになった。75 

その後、各種の司法解釈の実施と改正に伴い、環境公益訴訟事件の審理の詳細が明ら

 
70 民事訴訟法第 55 条：環境汚染、多数の消費者の適法な権益の侵害等の社会公共利益を損なう行為に

対しては、法律が規定する機関および関係組織は、人民法院に訴訟を提起することができる。 
71 民事訴訟法においては「関係組織」の語が用いられているが、環境保護法においては「社会組織」に

変更されている。 
72 岡村志嘉子「中国の環境保護法改正」外国の立法:立法情報・翻訳・解説 262 号 152 頁（2014）に本

条の翻訳がある。 

環境保護法第 58 条：環境を汚染し、生態系を破壊し、社会の公共利益を損なう行為に対しては、次の

各号に掲げる条件に適合する社会組織は、人民法院に訴訟を提起することができる。 

1.法に基づいて区設市級以上の人民政府の民生部門に登録していること。 

2.連続して 5 年以上、専ら環境保護公益活動に従事し、かつ、違法記録がないこと。 

前項の規定に適合する社会組織が人民法院に訴訟を提起したときは、人民法院は法に基づいてこれを受

理しなければならない。 

訴訟を提起した社会組織は、当該訴訟を通じて経済的利益を得てはならない。 
73 北京、内モンゴル、吉林、江蘇、安徽、福建、山東、湖北、広東、貴州、雲南、陝西、甘粛の 13 の

地域において、行政公益訴訟に関する試験的な取組みが展開された。 
74 民事訴訟法第 55 条には第 2項が新設され、「人民検察院は、職務を行使する際に生態環境および資

源の保護を破壊し、食品薬品安全の分野において多数の消費者の合法な権利利益およびその他社会公共

利益を侵害する行為を発見した場合において、法律に規定する機関と組織が存在しないとき、またはそ

れらが訴訟を提起しないときは、人民法院に対して訴訟を提起することができる｡前項に規定する機関

や組織が訴訟を提起した場合は、人民検察院がその訴訟提起を支持することができる。」と定められた。 
75 法律に定める機関とは抽象的な概念であるが、一般に、省政府と海洋保護政府部門と検察機関 3 つが

対象となる。しかし、このうち、民事公益訴訟を提起することができると法律に定められている機関は

検察機関だけである。 
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かになり始めた76。 

立法者は、民事公益訴訟制度を構築するにあたって、民事訴訟制度に公益訴訟の特殊

性を加えて、制度上の調整を行うことで十分であり、新しい制度を設ける必要はないと

判断した。したがって、一般の民事訴訟制度に公益訴訟の特徴が加えられ、民事公益訴

訟制度が構築された。 

その後、2018 年に「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟事件における

法律適用に関する若干の問題に関する解釈」が実施され、環境公益訴訟の詳細は司法解

釈を通じて完備された。 

2018 年に着実な発展を始めた環境民事公益訴訟制度は、民法典の編纂によって、2020

年から新たな展開を迎えた。 

本章では、環境民事公益訴訟制度について、以下の順序で分析する。まず、環境民事

公益訴訟制度を理論的な部分（2.1）と実務的・具体的な部分（2.2）を体系的に紹介す

る。続いて、民法典の編纂が環境民事公益訴訟制度に与える影響について説明する

（2.3）。最後に、環境民事公益訴訟制度の今後の課題を提示する（2.4）。 

2.1 環境民事公益訴訟の基本原理と主な特徴 

2.2.1「私法の公法化」という選択 

環境民事公益訴訟の目標は、環境公益を保護することにある。環境公益には、私的な

利益と比べて、対象の不確実性や利益の不可分性、環境自体の脆弱性がある。つまり、

環境公共利益は複数の民事主体が共同して享受する不可分の利益である77。このような

環境公益の特性により、間接的な利害関係人が訴訟を提起する資格を有するかどうかと

いう問題を考慮しなければ、環境公益損害は伝統的な私法領域の問題として調整するこ

とができないし、私法上の訴訟を利用して救済することもできない78。 

民事の環境公益訴訟は存在しうるのか、どのように構成されるべきかという問題に直

面し、中国の立法者は私法領域の環境民事訴訟に公法の属性を加えることで、環境民事

公益訴訟制度を確立した。つまり、私的利益を守るための民事訴訟制度に「環境公共利

益」を保護するという目標を加えることで、本来は公法だけが調整する対象を私法領域

に与えた。これは「私法の公法化79」と言える。 

中国の公共資源領域においては様々な特別の理論があり、環境民事公益訴訟に対して、

大きな影響を与えている。「国家と社会」という二元構造を採用する国とは異なり、中

国の社会形態は「家・国一体」と言われるものである。つまり、中国は高度に集中的か

つ一体的な政治構造と公有制を主体とする経済構造を有している。そして、国家と政府、

 
76 その中で、最も重要なのは、2017 年 4 月 1 日に公表された「最高人民法院による環境公益訴訟事件

の審理に関する業務規範(試行)」と 2018 年 3 月 2 日に公表された「最高人民法院、最高人民検察院に

よる検察公益訴訟事件における法律適用に関する若干の問題に関する解釈」（2021 年 1月 1 日に修正

された）と 2021年 7月 1 日に公表された「人民検察院による公益訴訟事件を処理する規則」である。 
77 段厚省「環境民事公益訴訟基本理論思考」中外法学 28号 48-91 頁（2016）。 
78 この場合には、直接的な被害者がないので、原告不明の状態になる。 
79 私法の制度や理念を利用し、そこに公法的な制度や理念を加えて、新しい領域に運用すること。簡単

に言えば、私法の制度を、公法上の対象物を処理するために用いること。 
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公共利益と社会利益と国家利益、私的権利と公的権利の概念には明確な区別がない80。 

さらに、学説上は「民法帝国主義81」の考え方が根強い。すなわち、学説上も、公共

問題を理解し分析するためのアプローチとして、民法を用いることが一般的である。中

国の天然資源（様々な環境とその構成要素も含まれる）は、全国民所有または国家所有

であるという憲法規定があり、政府機関は国家を代表して、この財産の所有権を行使し

ている。このような所有権と、一般の民事主体が自分の財産に対して享有する直接支配

権および排他的な物権との間には、占有、使用、収益、処分が認められるという意味に

おいて本質的な区別はない。 

つまり、「私法の公法化」という道を選択することは中国法の理論にとって自然の結

果であり、私法の救済手段を用いて、私法の「法治理念」82を体現することである。 

学界では環境公益の権威ある定義がなされていないが、一部の学者が生態中心主義

（ecocentrism）の環境観念の指導のもとに、個人利益には関係なくとも、環境の「生態

損害」と「環境自体の損害」83も法律上の環境公共利益の一部であるとするのが共通認

識となっており、国家所有権の対象になると考える84。このような利益にかかる損害の

救済は環境公益訴訟の中心的任務とされている。 

この視点から見れば、大量の環境侵害行為は国有財産に対する一般的な民事不法行為

と解釈することができるし、民事訴訟制度を利用して救済することができる。確かに、

公益訴訟の場合は自ら特殊性（例えば、公益性、対象の不確定性、因果関係の曖昧性な

ど）があり、制度上の調整や改革は避けられない。しかし、環境民事公益訴訟について、

新しい制度を構築する必要はなく、既存の民事訴訟制度を利用して調整するだけで利用

可能となるという利点がある。 

2.1.2 環境民事公益訴訟の基本的特徴 

伝統的な民事訴訟制度は私益を保護するのに対して、環境民事公益訴訟は環境公共利

益を保護するものである。「私法の公法化」という道を選択したために、環境民事公益

訴訟は独自の特徴を持っている。以下では、環境民事公益訴訟の特徴について詳しく説

明する。 

（一）環境民事公益訴訟の訴訟物 

現在の中国における民事訴訟法の学説では、旧訴訟物理論（実体法上の請求権を基準

にして訴訟物をとらえる考え方）が多数説であり、裁判実務もこれを採用している。民

事訴訟法第 119 条には、民事訴訟を提起するための要件として、「具体的な訴訟上の請

 
80 費孝通『郷土中国』(北京大学出版社、2012)54-57 頁。 
81 中国には以前から、次のような伝統あるいは習慣がある。全ての世俗法は六法と呼ぶことができる。

憲法はすべての法律の総則であり、他の問題は民、刑に二分すればよい。民は民法と民事訴訟法であり、

刑は刑法と刑事訴訟法である。そして、その他の部分は商法に該当する。このような説は、2004 年の

中南財経政法大学の講演において、徐国栋先生によって唱えられた。 
82 法律の権威性、公権力を制限すること、公正を追求すること、人権を尊重することの 4つの内容があ

る。 
83 一般に損害の判断は、個人の主観的な権利利益に対する影響に基づく。しかし、ここにいう「環境自

体の損害」とは、人類に対して影響はないが、環境自体に影響が及んでいることを指す。 
84 巩固「大同小異抑或貌合神離？中米環境公益訴訟比較研究」比較法研究（2017（2））117 頁。 
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求並びに事実および理由」の 3 つを要求している85。請求・事実・理由の 3 つの要件が

列挙されているが、実際には、この 3 つの要件は同じ実体法上の関係範囲に属している。

中華人民共和国契約法にも、契約法からの請求権と権利侵害責任法（日本では不法行為

法）からの請求権が競合する場合には、当事者がそのいずれかを選択して訴えを提起す

ることができるという規定がある86。要するに、中国は旧訴訟物理論を採用しており、

請求権が競合する場合、実体法から具体的な解決策を導くことになる。 

しかし、2014 年 12 月 18 日に最高法院から発せられた民事訴訟に関する司法解釈によ

り、民事公益訴訟に関して、これとは異なる規定が設けられた。一般の民事訴訟を提起

するためには、請求・事実・理由の 3 つの要件が必要であるが、民事公益訴訟の場合に

は、「具体的な訴訟上の請求」のみを要件として規定している87。さらに、この司法解

釈によれば、原告の主張が異なるならば、二重起訴には該当しないという規定がある88。

つまり、公益の保護を強化した結果、民事公益訴訟と一般民事訴訟の規定は異なること

になった。民事公益訴訟には、旧訴訟物理論ではなく、新訴訟物理論のうち一分肢説が

採用されている。関連する具体的な規定については、以下の「2.2.2 環境民事公益訴訟

のプロセス」の（五）「訴訟の提起」で説明する。 

（二）環境民事公益訴訟の訴権 

一般的な訴訟に比べ環境公益訴訟の最大の特徴は、伝統的な「訴えの利益」観念の打

破にある。環境公共利益の侵害における訴訟の原告となりうる者は、利益の帰属主体と

利益の代表主体に区別され、直接の利害関係主体のみならず利益の代表主体も訴訟当事

者として承認されなければならない89。そうすると、抽象的に言えば、公共利益の享有

者は（国民全体を代表して享有する）国家であり、もし、国民が侵害された公共利益を

保護するために訴訟を提起すれば、国家がその訴訟を禁止する理由はない。 

環境民事公益訴訟は独自の特徴を有しているので、私益訴訟の分野で形成された様々

な学説を直接あてはめて環境民事公益訴訟の訴権を解釈することはできない。現在、中

国において環境公益訴訟を提起することができる根拠は、違法性ではなく、環境上の公

共利益が害されることにあると考えられている。したがって、環境民事公益訴訟の訴権

は公益保護請求権と理解すべきであろう。環境民事公益訴訟の具体的な規定で無過失責

任の原則が設けられているのも、同じ理由に基づく。 

 
85 民事訴訟法第 119 条：訴えの提起は、次の各号に掲げる要件に適合しなければならない。①原告は、

当該事件と直接に利害関係を有する公民、法人その他の組織であること。②明確な被告がいること。③

具体的な訴訟上の請求並びに事実および理由があること。④受訴法院が管轄権を有し、民事訴訟を受理

する範囲に属すること。 
86 中華人民共和国契約法第 122条：当事者の一方の違約行為により、相手方の人身、財産の権益が侵害

されたときは、被害者はこの法律に従って違約責任を、または他の法律に従って不法行為責任を追及す

ることができる。 
87 「最高法院による民事訴訟に関する司法解釈」第 284 条：環境保護法、消費者権益保護法など法律が

規定する機関および関係組織は環境汚染、多数の消費者の適法な権益の侵害等の社会公共利益を損なう

行為に対して、民事訴訟法第 55 条によって、人民法院に公益訴訟を提起することができる。訴えの提

起は、次の各号に掲げる要件に適合しなければならない。①明確な被告がいること。②具体的な訴訟上

の請求があること。③社会公共利益が損害した初歩的な証拠があること。④人民法院が民事訴訟を受理

する範囲および受訴人民法院の管轄に属すること。 
88 「最高人民法院による環境民事公益訴訟案件審理の適用法律にかかる若干問題に関する解釈」第 28

条第 2 項：環境民事公益訴訟の判決が確定した後に、当該事件に関し、それまで認識することができな

かった損害が存在する証拠があれば、法律が規定する機関および関係組織は再度訴訟を提起することが

できる。 
89 王勁著、桜井次郎訳「中国環境公益訴訟の現状と課題」龍谷法学 40巻 3号 675 頁（2007）。 
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環境公共利益は利益の一種であり、侵害を受けて、私益救済が不可能の場合、国家が

公的な救済を提供することが必要である。公益訴訟の目標は環境公共利益を保護するこ

とにあり、私益訴訟の当事者に比べて公共利益を直接的に保護する責任を負うのは国家

自身である。他の救済手段によって目標を達することができない場合には、国家が自ら

解決することが必要である。しかし、国家は抽象的主体として、実体権を直接に行使す

ることができない。そこで、具体的な国家機関がその権利を行使することが必要となる。 

もちろん、国家自身は審判権も有しているので、訴権と審判権を別の国家機関に分配

するという分権理論が採用されることになる。結論的には、検察機関に、関連する訴権

が認められるべきである。その理由は「2.1.3 検察機関と社会組織を原告とする理由」

（二）「検察機関を原告とする理由」で詳しく説明する。 

（三）環境民事公益訴訟の訴訟構造 

民事訴訟の訴訟構造は訴権と審判権の関係に左右される。訴権の保護を重視すれば、

当事者主導の訴訟進行が重視される（当事者進行主義）。反対に、審判秩序を重視すれ

ば、審判権の支配作用が重視される（職権進行主義）。中国は伝統的に職権進行主義の

傾向が強かったが、現在、私益訴訟領域では当事者進行主義に転換している。そして、

この両原則は私益訴訟の分野で形成されたもので、いずれの原則にせよ、私益は、当事

者が自由に処分することができる利益であり、これを保護することができることは当然

である。 

これに対し、公益訴訟の場合には、訴訟の構造上、当事者の訴訟に関する権利につい

て厳しい制限があり、訴訟対象を自由に処分することができない。すなわち、当事者が

この権利を正当に行使することを監督するために、審判権の支配作用をさらに重視する、

いわゆる超職権進行主義が採用されている。 

したがって、法院は消極的に裁判を行うのではなく、積極的に訴訟手続を主導する役

割を担っている。しかし、一部の法院は積極的でありすぎるため、司法機関というより

も、むしろ環境保護を所掌する行政機関のようになってしまうといった問題もある。 

そして、公益訴訟の目標は環境公共利益を保護することにあり、この点で私益訴訟と

は全く異なる。公益訴訟の紛争対象は公共利益なので、訴訟の両当事者はこれを自由に

処分することはできない。したがって、公益訴訟の具体的な制度として、原告の主張や

両方の調解などの特殊な規定が置かれている。関連する具体的な規定については、以下

の「2.2.2 環境民事公益訴訟のプロセス」の（五）「訴訟の提起」と（六）「調停」で

説明する。 

（四）環境民事公益訴訟の既判力 

既判力に関する問題の中心となるのは、既判力の及ぶ範囲である。「最高人民法院に

よる環境民事公益訴訟案件審理の適用法律にかかる若干問題に関する解釈」第 28 条第 2

項によれば、公益の保護という観点から、民事公益訴訟については、伝統的な既判力の

理論が用いられないこととされた90。 

（1）通常の既判力の基準時は事実審の最終口頭弁論終結時であるため、それ以前に発

 
90 既判力については、韓錦鵬「論民事既判力的主観範囲」山西大学訴訟法学研究科民事訴訟法学修士論

文（2008）と楊琪「民事判決既判力客観範囲理論研究」遼宁大学訴訟法学研究科修士論文（2011）を参

照した。 
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生した侵害行為と侵害の結果に既判力が及ぶこととなる。侵害の結果の一部がその後に

発生したものであるならば、当事者はこのような将来の事情を予見することができない

ので、既判力は及ばないことになる。しかし、民事公益訴訟の場合については、特別な

取扱がなされる。すなわち、侵害行為と侵害の結果が事実審の最終口頭弁論終結前に発

生したものであっても、当事者が最終口頭弁論終結後に発見したものであるならば、事

件の原告および他の法律によって原告適格が肯定される原告は、これについて訴えを提

起することできる。 

（2）環境公共利益は不可分な実体利益であり、既判力の伝統的な理論によれば、一部

の者が訴訟を提起すれば、その環境公共利益に関する訴訟につき、原告適格を有するす

べての者に既判力が及ぶこととなる。しかし、環境民事公益訴訟の場合においては、判

決が確定した事件につき、それまで認識することができなかった損害が存在する証拠が

発見されたときは、前訴の原告に限らず、他の原告適格を有する者であっても、司法解

釈第 28条第 2 項にいう「関係組織」として、同一の事件につき訴えを提起することがで

きる。 

（3）同規定より、同じ侵害行為によって発生させられた公益上の損害については、事

実審の最終口頭弁論終結前にこれが認識されていない場合、再度訴えを提起することが

許されるのであり、既判力の客観的範囲も制限されない。 

（五）環境民事公益訴訟の予防性 

第二章で説明したように、環境保護、特に環境公益が関係する場合には、介入は早け

れば早いほど経済的である。予防原則を完全に実現することによってのみ、環境はより

よく保護される。環境行政公益訴訟制度は、行政権と司法権の相互尊重を念頭に設計さ

れており、環境保護における行政当局の役割を十分に発揮させるため、予防原則を包含

する関連規定は、この制度の訴訟段階には直接含まれないようになっている。その代わ

りに、予防的な保護は、検察建議によって間接的に達成される。 

環境民事公益訴訟は比較的平等な主体間で行われ、行政への配慮も少ないので、必然

的に予防原則を制度に反映させることができる。 

環境民事訴訟の原告には、社会組織や検察機関が含まれる。検察機関が訴訟を提起す

る場合、被告の行為が環境公共利益を害したことを証明する初歩の資料を提出する必要

がある。社会組織が訴訟を提起する場合、被告の行為が環境公共利益を害し、または環

境公共利益を害する重大なリスクがあることを証明する初歩の資料を提出することで足

りる。つまり、社会組織は予防的な環境民事公益訴訟を提起することができるが、検察

機関は予防的な環境民事公益訴訟を提起することはできない。 

検察機関が予防的な環境民事公益訴訟を提起することを排除することは、法律監督者

としての検察機関の地位に基づく合理的な選択である。社会組織が予防的な環境民事公

益訴訟を提起するためには、2 つのポイントがある。1 つは重大なリスクがあること、も

う 1つはこれを証明する初歩の資料である。 

（1）重大なリスクの境界を議論することは、経済的利益と環境的利益を天秤にかける

ことになる。これは法的な枠組以外での価値観による。その結果、経済発展を不当に制

限することなく、環境を保護することが可能になる。それは、審判者に法的な枠組の中

で多数の者の権利と利益を裁決することを求めるものである。これは実際、環境利害の

公的管理機能を裁決の要件に内在化させるものである。 

（2）初歩の証明資料を要求する理由は、環境民事公益訴訟の濫訴を防ぐためである。
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一般的な民事上の不法行為事件では、行為と損害の結果との間に因果関係があることを

原告が立証する責任を負うと法律で定められている。環境に関する不法行為事件では、

環境汚染の被害者の立証能力が不十分であり、これを補うため、行為と損害の結果との

間に因果関係がないことの立証責任は被告が負うと法律で定められている。その結果、

一部の原告による濫訴現象を招いている。 

司法実務上のこの新たな問題点を是正するために、社会組織が環境民事公益訴訟を提

起するときは、「最高人民法院による環境権利侵害責任紛争の審理の適用法律にかかる

若干問題に関する解釈」第 6 条91により、被告と環境事件との間に「関連性」があると

いう立証責任を社会組織が負うこととされている。「関連性」と「因果関係」は同じ概

念ではなく、「因果関係」より「関連性」の証明基準は低くなっている。 

2.1.3 検察機関と社会組織を原告とする理由 

一般論として、学界では、環境公益訴訟を提起しうる者として、個人、社会組織、行

政機関の 3つに分けて議論している。 

このうち、個人は最も自主的な参加意思を有する主体である。国際的な環境民事公益

訴訟の実務を参照すると、個人は環境民事公益訴訟の原告として非常に重要な構成部分

を担っている。 

個人は環境侵害による影響を直接受ける者として、環境公益訴訟につき本来的に強い

関心を有している。しかし、環境に関連する個人の民事権利利益が侵害される場合は、

民事主体の財産損害、人身損害、精神損害という形で現れ、一般的な民事訴訟で保護さ

れる。しかし一般に、環境公益訴訟の被告となるのは、強大な企業か政治資源が多い行

政機関である。個人が原告となる場合、企業や行政機関に比べて資力や法律知識の面で

劣るため、環境公益訴訟を提起する気があっても、被告と平等の条件下で訴訟を進める

ことは困難である。個人では環境公益を確実に保護することは困難であるし、濫訴など

の危険もあり、司法資源を浪費することにもなりかねない。したがって、中国の現行法

によると、個々の国民には環境民事公益訴訟における原告適格が認められておらず、個

人が環境民事公益訴訟を提起することはできない。 

行政組織は大量の資力、人員、知識等の社会資源を有している。訴訟をする際の諸能

力だけを考えるならは、行政機関は最も強力であると言える。しかし、中国の行政機関

と先進国の行政機関とは異なる。中国の行政機関は建設・開発や投資といった経済活動

への直接的な参加者であり、ある意味では、行政主体自身も環境侵害事件の主体または

共同侵害者である。また、経済発展を推進するために、環境侵害の発生を黙認すること

がある。したがって、環境民事公益訴訟の原告から、行政機関は排除されることになる。

しかし、行政機関の強さと行政機関内の各部門の相対的独立性を考えると、環境保護に

関わる行政機関に訴権を与えることは、立法者にとって非常に魅力的なことである。そ

の結果、生態環境損害賠償訴訟制度が誕生した（詳細は次章で紹介する）。 

中国は、自国の国情に基づき、行政機関に代わりに、司法機関（法律監督機関）であ

る検察機関が環境民事公益訴訟を提起できるようにした。 

 
91 民法典第 7 編権利侵害責任(不法行為）第 7 章第 6 条：被侵害者が環境汚染および生態破壊責任に基

づく賠償を請求する場合、以下の事実を証明する証拠資料を提出しなければならない：①侵害者が汚染

物質を排出し、または生態に損害を与えた証拠資料。②原告の損害の証拠資料。③侵害者から排出する

汚染物質またはその二次汚染物質、生態破壊行為、損害の３つの間に関連性があることの証拠資料。 
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したがって、中国において環境公益訴訟を提起しうる者は、検察機関と社会組織に限

られる。 

（一）社会組織を原告とする理由 

立法者は、公益訴訟制度を確立するにあたって、社会組織が原告になりうるかどうか

について非常に慎重な態度を取っていた。このような態度は、次のような立法草案の変

遷の中に見出すことができる。 

最初に作成された環境保護法草案には、環境民事公益訴訟制度の内容は設けられてい

なかったが、これに対して、環境法学者や一部の政府の実務機関から強い批判があった。

この批判を承けて、第 2 次草案では、環境民事公益訴訟制度が導入されたが、その原告

の範囲は中華環境保護連合会92およびその下部組織に限定されていた。 

これに対して、特定の環境団体に理由もなく特別な待遇を与えることは不公平である

として、環境法学者や他の環境団体から多くの批判がなされた。全国人民代表大会法律

委員会はこの意見を考慮し、第 3 次草案における原告の範囲は、国務院民政部門で登録

し、環境保護に関する公益的活動に 5 年以上従事し、全国的に活動する信望良好な社会

組織に改めた。 

しかし、「全国レベル」という限定については、これを満たす社会組織は 10 程度しか

存在しない。さらに、「信望良好」という要件は主観的な判断基準であるので、実務上

も問題が多い93。全国人民代表大会法律委員会はこのような様々な意見を踏まえて、現

行の環境保護法第 58 条を制定するに至った。 

社会組織は、環境民事公益訴訟における原告として、人民法院に訴訟を提起する場合

に、以下の 3 つの要件を満たす必要がある。すなわち、①法に基づいて区設市級以上の

人民政府の民生部門94に登録されていること、②連続して 5 年以上、専ら環境保護公益

活動に従事し（「専ら環境保護公益活動に従事し」の判断基準は「社会組織の規約と主

要的な業務範囲は社会公共利益を維持すること」と「環境保護のための公益的な活動に

従事する」の 2 点である）、かつ、違法記録（行政規章も含めて、法律に違反した事実

のないことをいう）がないこと、③訴訟を提起した社会組織は、当該訴訟を通じて経済

的利益を得てはならないことの 3つである。 

社会組織の種類としては、区設市級以上の人民政府の民生部門に登録する社会団体と

社会サービス機構（旧民営非企業組織）95と基金会の 3 つが挙げられる。社会組織は、

非営利性、業務主管部門96から審査され、民政部門に登録され、地域における排他性な

どの特徴を持つ、法人格がある非営利の社会組織である。 

社会組織が環境民事公益訴訟を提起することを認めた立法者の判断は、次の考慮に基

づくものである。 

（1）社会組織は、行政機関や検察機関に比べ民衆に近く、環境訴訟において市民の関

 
92 この連合会は環境団体であるが、特定の環境団体として国家と密接な関係がある。 
93 曹明德「米中環境公益訴訟比較研究」比較法研究（2015 年第 4 期）74 頁。 

文元春「中国環境公益訴における適格についての覚え書きー関連政策法規を中心に」早稲田法学 92 巻

3 号 142 頁（2017）。 
94 「区設市級以上」とは、区を設けた市と自治州・自治盟と区を設けない地級市と直轄市の区を指す。 
95 2016 年 5 月 26 日、民政部は民営非企業組織から社会サービス機構へと名称を変更した。今回の変更

は単純な名称変更ではなく、組織構成、登録要件、管理方式なども含む全面的な変更であり、国共産党

の直接的な指揮監督に服するといった特徴が加わった。 
96 「業務主管部門」は行政機関であり、社会団体を設立する際にはそれによる審査が必要である。 
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心を反映させるという点で有利である。環境民事公益訴訟に社会組織が原告として参加

することで、組織化によって理性的な活動を促進することができ、自発的かつ迅速に市

民の訴えを反映することができ、比較的合理的かつ平和的な方式で紛争を解決し、最終

的に環境公共利益の保護という目標を達成することができる。 

（2）社会組織は積極的に責任分担の役割を果たすことができる。権力は自然に膨張す

るものである。もし、検察機関を抑制するものがなく、検察機関だけが環境民事公益訴

訟を提起できるとすれば、環境民事公益訴訟制度は危機に陥る可能性がある。社会組織

が法定の訴訟主体として環境民事公益訴訟を提起すると、法的責任を分担する役割を果

たすことになり、こうした問題をある程度緩和することができる。したがって、これは

多元的ガバナンスの新型環境管理体系の形成と発展に寄与するものである。 

（二）検察機関を原告とする理由 

現行の検察機関は 1978 年に再開された97。その時は、階級闘争の影響98が完全に消滅

していなかったため、検察権は刑事公訴に限ると規定されていた。その後、徐々に、民

事訴訟と行政訴訟の領域に検察機関の検察権が回復されていった。 

現行の検察機関の検察権は最初に単純な単一型の公訴権として犯罪を訴追することで

あったが、国家の権力体系が変化すると共に政治分権と司法分権が生じ、検察権は複合

型の権力に変化した。検察権は法律の執行を監督し、行政的な性質と司法的な性質、お

よび国家性を持っている99。 

歴史的な観点から見れば、環境公益訴訟制度において検察機関の原告適格を認めるこ

とは、検察機関が本来の自ら職能を取り戻したことの結果と言える。 

公権力保障理論によると、公物の損害が発生することを回避するために社会公共利益

は権威的な国家機関に信託され、統一的に維持および保障されることになる100。環境公

益は社会公共利益の一部であるため、社会個体および団体による侵害が発生した場合に

おいて、原告適格を有する主体が存在しないか、存在するが訴権を行使しないときは、

検察機関は国家の公益代表主体として環境公益訴訟を提起し、その公益を守ることがで

きる。検察機関が国家の代表として環境公益訴訟を提起することができれば、環境公益

を守ることができるし、法律の効果的な監督もできる。検察機関が原告として環境公益

訴訟を提起することは、検察機関による検察権行使の具体的な現れである。 

さらに、検察機関は社会組織よりも有利な立場にある。 

社会組織は、個人に比べて資力や人的資源を有しており、国家機関に比べて機動的に

訴訟を提起することができるため、環境公益訴訟原告として最も適切な主体である。し

かし、先進国に比べて、中国の社会組織の発展は未熟である。大多数の社会組織は非常

に弱く、強力な社会組織であっても、その設立の背景には政治的な影響があり、しばし

ば政府に依存しているためである。中国の近年における実務の状況をみても、社会組織

 
97 検察機関は、1949 年に設立され、1951 年には、国家公益を代表して、民事事件と行政事件に関与す

ることが任務に加えられた。その後、中国は階級闘争による混乱の時代に入った。1958 年に、検察機

関が民事訴訟に関与することができるという規定も削除され、1960 年には、検察機関の検察責任に関

する規定も削除され、検察機関は有名無実なものになった。そして、1968 年には、検察機関は廃止さ

れた。 
98 例えば、検察機関が公民を監督する旨の規定は、検察機関が搾取階級にある状況下で制定されたので、

民衆の利益が代表されていなかった。 
99 柯堅・吴隽雅「検察機関環境公益訴訟原告資格探析」吉首大学学報第 37 巻第 6期 76 頁（2016）。 
100 楊秀清「我国検察機関提起公益訴訟的正当性質疑」南京師大学報第 6 期 77 頁（2006）。 
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が環境公益訴訟を提起しようとするインセンティブもなく、訴訟費用も高いという問題

点がある。 

これに対し、検察機関は、行政機関から独立して、環境公共利益を保護するために活

動することができる。したがって、環境侵害事件があれば、天然資源が国家所有である

ので、積極的に訴訟を提起することができる主体であると考えられる。さらに、検察機

関は、環境公益訴訟において強大な権限を有しており101、訴訟において被告に劣ること

もない。社会組織に比べて、検察機関は環境をより良く保護することができると言えよ

う。 

（三）検察機関と社会組織の関係 

確かに、検察機関は原告として優位性があるが、環境民事公益訴訟における訴権の性

質によれば、検察機関は社会組織を補充する主体という立場になる。 

訴権は人権を保護するために、法律に基づいて司法救済を求める公民に与えられる基

本的な権利である。このように訴権は元来国民に平等に与えられているものであるから、

その性質は権力ではなく権利である。そして、環境民事公益訴訟は対等な当事者間で形

成された環境法律紛争の関係である。一方、検察機関は法律監督機関として、国家を代

表し、検察権を行使しており、検察機関が環境民事公益訴訟を提起する場合において、

その訴権は、必然的に公権力の性質を有することになる。 

したがって、検察機関は、対等な当事者間で紛争を解決できない場合にのみ、補充的

に訴訟に介入することができるとされているのであり、対等な当事者間で訴訟が提起さ

れているならば、そのいずれか一方を代表して訴訟に参加することはできない。 

したがって、中国の環境民事公益訴訟においては、社会組織が中心となり、検察機関

が補充的であるという制度が構築された。適格主体（社会組織）が存在しないか、存在

するが訴訟を提起しない場合に限り、検察機関が公益訴訟を提起できる。 

2.1.4 小括 

環境行政公益訴訟では、検察機関のみが公益訴訟を提起することができる。環境民事

公益訴訟では、原告適格が拡大されたものの、検察機関や社会組織に限定されている。

中国の司法システムに詳しくない人には、個人が環境公益訴訟に参加する権利がないと

いう印象を与えることは避けられない。しかし、実態を見ると、個人は監督者として環

境公益訴訟に参加できる可能性がある。 

環境保護法の「情報公開および公衆参加」では、市民は法律に基づいて環境情報を入

手し、環境保護に参加し、国家関連する部門を監督する権利があり、単位102と個人が環

境汚染と生態破壊行為を発見したときには、環境保護主管部門またはその他の環境保護

監督管理責任を負う部門に報告する権利がある。すなわち、個々の市民が環境保護の参

与者および監督者になることができ、「環境を汚染する、生態を破壊する」など行動を

通報また告発する資格がある。しかし、個々の市民は環境公益訴訟を提起することがで

 
101 例えば、検察機関には法律上調査権が与えられており、社会組織が収集できない証拠を収集するこ

とができる。 
102 単位(英語：Work unit)とは、中国の社会における基層組織であり、労働を媒介として全人民を組織

化し、行政、経済、思想のあらゆる面から管理・支配する中国特有の組織である。 
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きない。 

2.2 環境民事公益訴訟の具体的な規定 

環境民事公益訴訟には、2021 年「人民検察院による公益訴訟事件を処理する規則」と

2018 年「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟事件における法律適用に関

する若干の問題に関する解釈」以外に、もう 1 つ参照すべき法規として、2021 年「最高

人民法院による環境民事公益訴訟案件審理の適用法律にかかる若干問題に関する解釈」

がある。この 3 つの法規を中心に、権利侵害責任法に定められた基本原則と合わせて、

環境民事公益訴訟のプロセスを紹介する。 

権利侵害責任法が定める基本原則は、以下のとおりである。すなわち、①環境汚染・

生態破壊により他人に損害をもたらした場合は、侵害者は、権利侵害責任を負わなけれ

ばならないこと（無過失責任）、②環境汚染・生態破壊により紛争が発生した場合は、

行為者は、法律が定める免責または責任軽減の事由およびその行為と損害との間の因果

関係の不存在につき、挙証責任を負うこと（行為者が負う挙証責任）、③2 人以上の侵

害者が環境を汚染し、生態を破壊した場合は、その負う責任の大小は、汚染物の種類、

濃度、排出量、生態破壊の方式、範囲、程度およびその行為の損害結果への作用等の要

素により確定すること（共同侵害者の責任）、④第三者の過失により環境を汚染し、生

態を破壊した場合は、被侵害者は、侵害者に対し賠償を請求することができるし、第三

者に賠償を請求することもできるし、侵害者は賠償した後に、第三者に対し求償する権

利を有すること（第三者の過失による侵害の責任）の 4つである。 

2.2.1 環境民事公益訴訟の一般規定 

（一）管轄 

人民検察院が民事公益訴訟事件を処理する場合、①不法行為の発生地、②損害の結果

地、③不法行為者の住所地の 3 つの基層人民検察院に管轄する権限がある。（ただし刑

事附帯民事訴訟事件は、刑事事件を処理する人民検察院が管轄する）。 

区を設置する市級以上の人民検察院は、自らの管轄区域内の重大かつ複雑な事件を管

轄する。公益損害の範囲が 2 つ以上の行政区画に及ぶ公益訴訟事件は、共通の上位人民

検察院が管轄することができる。 

市（州）人民検察院または適格な社会組織が提起した第一審の環境民事公益訴訟事件

は、①環境汚染、生態破壊行為の発生地、②損害の結果地、③被告の住所地の 3 つの中

級人民法院が管轄する。中級人民法院は必要があると判断した場合、上位の人民法院に

許可を申請した後、同院が管轄する第一審の環境民事公益訴訟事件を下位の基層人民法

院に審理させることを裁定することができる。 

同一の原告または異なる原告が同一の環境汚染、生態破壊行為に対する環境民事公益

訴訟の管轄権を有する 2 つ以上の人民法院に提起した場合、最初に立件した人民法院が

管轄権を有し、必要に応じて共通の上位人民法院が指定するものとする。 

環境民事公益訴訟事件において、人民検察院の管轄と人民法院の訴訟管轄がレベルま

たは領域において一致しない場合、管轄権を有する人民検察院が立件することができる。



52 

 
訴訟を提起する必要がある場合、事件は、管轄権を有する人民法院に対応する同レベル

の人民検察院に移送されるものとする。 

人民検察院は統合的・一体的な作業体制を運用しているため、環境民事公益訴訟にお

いても同様に管轄権が変更される状況が存在する。具体的な規定については、「1.3.2

行政公益訴訟の一般規定」（一）「管轄」の「2.管轄権の変更」で説明した。 

（二）回避 

検察人員が環境民事公益訴訟の当事者や訴訟代理人の近親者であるとき、その他事件

の公正な処理に影響を及ぼすおそれのある関係があるときは、書面または口頭で理由を

述べた後、自ら回避しなければならない。口頭で依頼した場合は、記録しなければなら

ない。 

その他の具体的な規定については、「1.3.2 行政公益訴訟の一般規定」（二）「回

避」で説明した。 

（三）訴訟の提起 

3 つの要件を満たす103社会組織は、環境公益を害し、または環境公益を害する重大な

リスクがある環境汚染・生態破壊の行為に対して訴訟を提起することができる。 

人民検察院が自ら提起した環境民事公益訴訟事件については、公告期間満了の日から

起算して、審査・起訴期間は 3 ヶ月とする。事件が起訴のために他の人民検察院に移送

された場合、移送先の人民検察院による審査および起訴の期間は、事件を受理した日か

ら起算される104。 

重大、困難、複雑な案件で審査・起訴期間の延長が必要な場合、環境民事公益訴訟の

期間は、検察長の許可を得て 1 ヶ月延長でき、さらに、延長が必要な場合、上位の人民

検察院に報告し、許可を得なければならない。 

人民検察院が公益訴訟事件を処理する期間、鑑定、評価、監査、検査、試験、翻訳を

委託する期間は、審査・起訴期間に算入されない。 

2.2.2 環境民事公益訴訟のプロセス 

環境民事公益訴訟の具体的なプロセスは、検察機関を原告とする環境行政公益訴訟と

同様であり、「事実の発見→訴前手続→訴えの提起」の 3 段階に分けられる。単一原告

の環境行政公益訴訟とは対照的に、環境民事公益訴訟は社会組織と検察機関の双方が提

起することができる。 

 
103 具体的な規定は「2.1.4 検察機関と社会組織を原告としての理由」で説明した。 
104 当初は、訴訟時効の起算点につき特別な規定はなかったが、特別な規定がないと公告期間が経過す

る間に訴訟時効が完成し、検察機関が環境民事公益訴訟を提起できなくなる可能性があるので、本文の

規定が設けられた。 それに対して、社会組織が民事公益訴訟を提起する場合には、検察機関の公告期

間を経過した場合においても、社会組織が、公共の利益が損害を受けたこと、および、賠償責任者がい

ることを知った日または知るべきであった日が訴訟時効の起算点となる。検察機関の公告が果たすのは

提示、尋問、督促の役割にすぎず、社会組織は検察機関とは独立した起訴主体であり、起訴するか否か

は依然として社会組織自身の判断に委ねられるので、検察機関が知った日は訴訟時効が起算点とはなら

ない。 
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（一）立件 

人民検察院は、環境民事公益訴訟事件の手がかりを評価した結果、社会公益が侵害さ

れ、同時に、生態環境や資源保護が破壊されたなど社会公共の利益を害する不法行為が

ある場合、立件しなければならない。 

（二）調査 

人民検察院は、環境民事公益訴訟事件を立件し、以下の事項を中心に調査を行う。①

不法行為者の基本状況、②不法行為者が行った環境公益を害する行為、③環境公益に対

する被害の種類、具体的金額または修復費用、④不法行為と被害の結果との間の因果関

係、⑤不法行為者の主観的過失、⑥不法行為者の責任を免除または軽減する関連事実が

あるかどうか、⑦その他明らかにする必要がある事項。 

環境汚染や生態破壊が原因で紛争が発生した場合、不法行為者は、自分には責任がな

いこと、責任が軽減できること、自分の行為と損害の結果との間に因果関係がないこと

について立証責任を負うので、人民検察院は立件後、上記の①、②、③および不法行為

と被害結果の関連性を重点的に調査することが必要となる。 

法律に従って犯罪捜査で収集された証拠資料は、同じ不法な事実に基づいて起こされ

た民事公益訴訟事件の証拠として使用することができる。 

調査が終了したら、検察官は「調査終了報告書」を作成しなければならない。状況に

応じて、訴前手続に入って公告を出すか、事件を終了させることになる。 

以下の 5つの事件については、事件を終了させなければならない。①不法行為がない

場合。②生態環境損害賠償権利者と賠償義務者が協議の上、賠償について合意に達した

場合。③その他の適格の原告が法律に従って人民法院に訴訟を提起した場合。④環境公

益が有効に保護された場合。⑤その他の事情により事件の終結が必要と認められる場合

（②、③の場合において、人民検察院が起訴支援という機能を発揮するときは、訴前手

続に入ることになる）。 

公告がされた後、人民検察院は、①賠償権利者が生態環境損害賠償手続を開始した状

況、②適切な主体が起訴した状況、③環境公益に対する損害状況という 3 つの状況を追

跡調査し、関連する証拠資料を収集しなければならない。検察官は追跡調査の後「調査

終了報告書」を作成する。検察官は「調査終了報告書」に事件を終了すべき 5 つの事情

がある場合、事件を終了させるものとする。 

（三）訴前手続：公告 

調査の結果、環境公益が損なわれ、法律違反があったと人民検察院が判断した場合、

法律に基づき、①環境公益が損なわれた事実、②適切な主体が人民法院に訴訟を提起す

ることができること、③生態環境損害賠償の手続を開始する条件に該当する場合は、賠

償権利者は生態環境損害賠償の手続を開始することができることという 3 つの内容を含

む、公告をしなければならない。公告は全国的な影響105を持つメディアで発表しなけれ

 
105 当初の規定では「全国的な影響を持つメディア」という制限がなかった。そのため、検察機関は原

告となりうるすべての者に有効な催促または支援をすることができなかった。というのは、中国の現在

の公告制度では、検察機関の公告の範囲は自分の管轄区域内に限られているからである。しかし、地方

の検察機関が公益訴訟を人民法院に提起する場合、最高検（最高検察院）に届出をすることが必要であ

る。その際、最高検の行う公告の範囲は全国に及ぶ。さらに、社会組織が公益訴訟を提起する場合、地
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ばならず、公告期間は 30日である。 

公告期間の満了時に、①生態環境損害賠償権利者が提起した生態環境損害賠償訴訟、

②適格主体による環境民事公益訴訟、③その他法律で支援できる公益訴訟という 3 つの

訴訟が係属している場合には、人民検察院は法律監督機関として起訴支援の機能を果た

し、原告の適切な支援者として訴訟に参与しなければならない。 

①生態環境損害賠償の権利者が生態環境損害賠償の手続を開始しない場合、または協

議しても合意に至らず、賠償権利者が訴訟を提起しない場合、②適格の起訴主体が存在

しない場合、③法律の規定による機関および関連組織が訴訟を提起しない場合という 3

つの場合には、人民検察院は人民法院に訴訟を提起しなければならない。人民検察院が

訴前の公告手続を履行した場合、人民法院は立件後、それ以上の公告を行わない。 

（四）起訴支援 

人民検察院は、法律により社会組織の訴訟の提起を支援する義務を負っている。人民

検察院の起訴支援には、具体的には、法律相談、人民法院への起訴支援意見書の提出、

調査や証拠の取調べへの協力、法院への出席などの方式が含まれる。 

①原告が正当な理由なく主張の一部を変更または撤回し、その結果、環境公益が効果

的に保護されない場合、②原告が訴えを取下げ、または、被告との間で和解協議を締結

することにより、環境公益が効果的に保護されない場合、③原告が被告に請求する訴訟

に関して発生した弁護士費用等が過大であり、環境公益の保護に明らかに悪影響を及ぼ

す場合、④その他の事情により起訴支援が適当でない場合等の場合には、人民検察院は

起訴支援を撤回することができる。人民検察院が起訴支援を撤回する場合、「起訴支援

撤回決定書」を作成し、3 日以内に人民法院に提出し、原告に送付しなければならない。 

人民検察院が起訴支援を撤回した後、適格の原告の主張が環境の公益を守るために十

分ではなく、自ら提訴の条件を満たしていると判断した場合、人民検察院は別途提訴す

ることができる。 

（五）訴訟の提起 

適格な社会組織が訴訟を提起する場合、①被告の行為が環境公益を害し、または環境

公益を害する重大なリスクがあることを証明する初歩の資料、②社会組織の登録証、③

社会組織の規程、④起訴前 5 年連続の年次業務報告書または年次検査報告書、⑤違法な

記録がないことを法定代理人または責任者が署名・捺印したものという 5 つの資料を提

出する必要がある。 

人民検察院が訴訟を提起する場合、①被告の行為が環境公益をすでに害したことを証

明する初歩の資料と、②人民検察院がすでに公告手続を履行しており、法律に規定され

た適格な主体が存在しないか、存在しても訴訟を提起しないことを証明する資料を提出

する必要がある。 

人民法院は、環境民事公益訴訟を受理した後、10 日以内に環境資源保護監督管理担当

部門に被告の行為を通知しなければならない。 

 

域的な制限が設けられているわけではない。そうすると、検察機関が公告を通じて、原告適格を有する

主体がいない、または、原告適格を有する者はいるが訴訟を提起しないという判断をした場合でも、最

高検の公告により、訴訟を提起することのできる主体が見つかる可能性がある。その場合には、検察機

関が、自らの公告の結果、原告となる者がいないと判断し、法院に訴えを提起したことが違法であるか

否かが問題となる。このため「全国的な影響を持つメディア」を規則に追加した。 
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人民検察院または適格な社会組織は、被告に対し、侵害の停止、妨害の排除、危険の

除去、原状の回復、損害の賠償を求める請求を人民法院に提出することができる。生態

環境と資源保護領域を破壊する事件については、被告に、①補植復緑106、増殖放流、土

地の再開墾などの方式で生態環境を修復することを要求する訴訟請求、②生態環境を修

復する費用、生態環境が損害を受けてから修復完成までの間にそのサービス機能の喪失

がもたらした損失に対する費用、または生態環境の機能の永久的な損害がもたらした損

失に対する費用についての訴訟請求、③被告が法律に違反して故意に環境を汚染し、生

態を破壊し、深刻な結果を招いた場合、懲罰的損害賠償を要求する訴訟請求などの複数

の種類の訴訟請求を要求することが可能である。 

人民検察院が環境民事公益訴訟を提起する場合、人民法院は被告の反訴という形の請

求を受け付けない。 

人民法院は、人民検察院が提出した訴訟請求が環境公益を保護するのに不十分である

と認める場合、その検察機関に対し、侵害の停止、原状回復等の訴訟請求の変更または

追加を求めることができる。 

環境民事公益訴訟事件の審理過程において、人民検察院の訴訟請求がすべて実現し、

人民検察院が起訴の取下げを申請した場合、人民法院は許可しなければならない。 

原告が被告に対し、法律、法規、規章により被告が保有するか、被告が保有すること

を証明する証拠を有する関連環境情報の提供を要求し、被告がその提供を拒否した場合、

人民法院は、原告が関連事実が被告に不利であると主張すれば、請求が成立したものと

推定することができる。原告が訴訟の過程で自己に不利な事実と証拠を認めた場合にお

いて、人民法院が環境公益を害すると判断したときは、それを認定しないものとする。 

人民法院は、必要と認めるときは、環境民事公益訴訟事件の審理に必要な証拠を調

査・収集することができる107。 

環境民事公益訴訟事件の判決が発効した後、この事件の審理中に発見されなかった損

害が存在することを証明する証拠があり、訴訟を提起する権限を持つ機関および社会組

織が別途に訴訟を提起する場合は、人民法院は受理しなければならない。 

（六）調停 

 
106 補植復緑とは、林業関連法規に違反し、火災、盗難、無差別伐採、林地の違法伐採、林地利用の違

法変更などにより、林地や林木に損害を与えた行為者が、改善措置を取り、生態修復の責任を果たし、

損害を受けた林木と林地を適時に修復する行為を指す。これは、生態環境を完全に修復することができ

ない場合における代替修復の手段の 1 つである。犯罪の状況によっては、司法機関が当事者に補植復緑

を求め、これをもとに刑罰を軽減・免除することで、法的・社会的・生態学的効果の有機的統一を図る

ことができる。 
107 検察機関には調査核実権がある。調査核実権とは、検察機関が民事上の告訴事件を処理する際、申

請または職権に基づいて法律に従って享有する法律手段であり、法に基づき処分または処分勧告を行う

ことである。つまり、人民検察院は、法的監督責任による検察建議や抗訴を提起する必要がある場合、

当事者や関係者に調査また確認することができる。「人民検察院が公益訴訟を提起する試行作業実施方

法」第 33 条は、「調査の過程で、個人自由の制限、差押え、拘留、財産を凍結するなどの強制的な措

置を取ってはならない以外に、検察機関は行政執法の卷宗資料(官公庁に分類保存してある書類)を閲覧、

複製でき、行政機関の関係者や行政相手方、利害関係者、証人を査問でき、専門家、関連業界協会など

に専門性に対する意見を聞くことができる。そして、検察機関は鑑定、評定、会計検査、物証または現

場を検証するなど必要な調査方法を調べて証拠を収集することができる。」しかし、法律では、検察機

関による行政機関の違法な職権行使または不作為に関する証拠の調査・検証の方式は規定されているが、

行政機関または他の部署もしくは個人が協力しない場合の対処方法については規定されていない。つま

り、検察機関が個人自由の制限、差押え、拘留、財産を凍結するなどの強制的な措置を行えないように

し、検察機関の捜査証拠の能力を大幅に低下させることにしたのである。そのため、人民法院が必要と

判断した場合に調査・収集を行う。 

https://cjjc.weblio.jp/content/%E6%8B%98%E7%95%99%E3%81%99%E3%82%8B
https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%87%8D%E7%B5%90%E3%81%99%E3%82%8B
https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%AE%97%E6%95%99
https://cjjc.weblio.jp/content/%E6%9F%BB%E5%95%8F%E3%81%99%E3%82%8B
https://cjjc.weblio.jp/content/%E6%8B%98%E7%95%99%E3%81%99%E3%82%8B
https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%87%8D%E7%B5%90%E3%81%99%E3%82%8B
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環境民事公益訴訟事件は、法律に従い、人民法院が主催する調停会の下で調停するこ

とができる。訴訟請求に記載された民事責任を軽減したり、環境の公益性を損なったり

する調停協議はできない。環境民事公益訴訟の当事者は調停協議が成立した後、または

和解な協議が成立した後、人民法院は協議内容を公告しなければならず、公告期間は少

なくとも 30 日である。公告期間満了後、人民法院は、調停協議または和解協議の内容が

環境公益を損なわないと審査した場合、調停書を発行するものとする。調停書には、訴

訟請求、事件の基本的事実および協議の内容を記載し、公開するものとする。 

人民検察院は、調停により、訴訟請求が完全に実現された場合、起訴を取下げること

ができる。人民検察院が起訴を取下げることを決定した場合、検察人員は検察長の決定

を経て「起訴取下げ決定書」を作成し、3 日以内に人民法院に提出しなければならない。 

（七）その他 

人民検察院と適切な社会組織が環境民事公益訴訟を提起した場合、民事訴訟法の規定

に従って、同じ環境汚染、生態破壊行為によって人身または財産上の損害を受けた公民、

法人およびその他の組織が民事訴訟を提起することには影響を与えないものとされてい

る。 

被告は環境汚染・生態破壊などの行為により、環境民事公益訴訟とその他の民事訴訟

の両方において責任を負い、その資産がすべての義務を果たすのに十分でない場合、ま

ずその他の民事訴訟においで判決により決定された義務を果たすものとする。 

人民検察院は、公益訴訟を提起するための訴訟費用を支払う必要はない。社会組織が

訴訟により金銭的利益を得る場合、人民法院はその社会組織の登記機関または関連する

機関に司法建議を送り、同機関は法律に従ってその問題を処理しなければならない。 

原告が勝訴した場合、被告は原告の弁護士費用・証拠の調査費用・鑑定費用を全額負

担する108。原告が敗訴した場合にも、原告が本来負担すべき一部の費用につき、被告に

負担させることもできる。 

本規定およびその他の関連規定は、軍事検察機関およびその他の専門検察機関による

公益訴訟事件の処理にも適用される。 

2.3 民法典編纂からの影響 

法典とは、制定法を体系的にまとめたものであり、社会の特定の発展段階における画

期的な成果を示すものである。しかし、環境と伝統的な物権との違いにより、私的利益

と公的利益の争いを伴うため、民法典は編纂過程において環境法学者と民法学者の間で

一連の「戦争」を繰り返してきた。それを受けて、民法典第 1 編（総則）の第 1 章（基

本規定）の第 9 条および民法典第 7 編（権利侵害責任）の第 7 章（環境汚染および生態

破壊責任）が公布された。 

しかし、民法典が公布されたからといって、学者間の「戦争」が終わったわけではな

く、環境法学者と民法学者、環境法学者と環境法学者、民法学者と民法学者の間で、各

条文の具体的解釈と司法実務への適用をめぐる争いはまだ終わっていない。本稿では、

環境法学者の立場から説明するが、日本の研究者の理解を深めるために中国民法学者の

見解の一部を注記する。 

 
108 劉海鴎・羅珊「米中環境公益訴訟立法比較研究」湘潭大学学報第 41 巻第 3期 40 頁（2017）。 
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2.3.1 第一部第一章第九条について 

民法典第 9 条（資源環境配慮の原則）は、「民事主体が民事活動に従事するとき、資

源の節約・生態環境の保護に寄与しなければならない」と定めている。緑は自然界でよ

く見られる色で、自然、環境保護、健康などを表している。そのため、学界はこの条文

を「グリーン原則」「環境保護原則」「生態保護原則」「人間と自然の調和的発展の原

則」などと解釈している。 

基本原則としての第 9 条109は、民事活動におけるグリーン原則を確立する中国民法の

成文化における重要な革新と突破であり、民事立法を導き、民事活動を規制し、環境資

源保護活動と生態文明の建設を促進し、民法および環境保護法の発展を促進する上で、

掛け替えのない価値を持つものである。 

この原則は最終的に民法典総則の基本規定に規定されたが、民法典の編纂においては

紆余曲折があり、この条文を民法典総則に書き入れる作業は容易ではなかった。民法総

則の第 1 次、第 2 次草案には「グリーン原則」があったが、第 3 次草案では、全国政協

常務委員会の一部の委員が反対したため削除された。その後、多くの関係者の苦心の結

果、全国人民代表大会の全体会議に提出された草案に追加され、審議されることになっ

た。 

民法典第 9 条は、民事活動において守るべき基本的な義務として「資源の節約と生態

環境の保護に貢献すること」を定めているが、それは物権編、契約編、権利侵害責任編

の各項目の中で貫徹されている。この規定は伝統的な民事主体の「経済人」仮説に「生

態理性」を加え、新しい人間性の基準を確立した110。もちろん「経済人」も生態理性を

持っているが、それは民法典における多様な人間性の基準のひとつに過ぎず、経済理性

に完全に取って代わるものではない。 

生態理性の追加は、人間の社会的・生物的属性を十分に理解した上で、効率を追求す

る人間活動に生態的・倫理的限界を設定し、経済目標を達成するに際しての人間による

自然搾取を一定範囲に制限し、生態的合理性と経済的合理性の有機的統一を実現するこ

とを目的にしている。 

環境問題を前にすると、誰もが被害者であり、誰もが加害者である。現実には、生産

者は消費者でもある。環境汚染・生態破壊をもたらす方法で資源を開発することにより、

生産者は短期的な利益を得るかもしれないが、生産者としての長期的な利益の減少と、

消費者としての健康の喪失という二重の損失を被る可能性もある。そのため「生産者は

環境に対する汚染と破壊を減少させ、生態系のバランスを崩さないように意識的に行動

することができる」111と考える学者もいる。 

社会生活においては、学問領域においてほど私的領域、国家領域、公的領域の境界は

明確でなく、同じ対象が多くの異なる利益を複合的に持つことがよくある。したがって、

一部の学者は、「民法上の所有権が理想的な状態にあることは、自然資源の権利者の特

 
109 吕中梅「「绿色原则」与民法分则编纂」『环境资源法论丛（第 11 卷）』3-23 頁（2019）によれば、

第 9 条が民法の基本原則であるか否かについては、民法の研究者の間でも意見が分れている。例えば、

提唱理念であり、実行は不可能と考える人もいる。第 9 条は独立した原則を表しているのではなく、公

序良俗の原則の構成要素に過ぎないとする考え方もある。 
110 環境法研究のリーダーの一人である吕忠梅は、彼の学術生涯を通じて「生態理性」と「経済理性」

の結合を試みている。「生態理性」については、吕忠梅「从理性経済人到生態理性経済人——緑色民法典

的人性予設」吴漢東『私法研究（第五卷）』38-52 頁参照。 
111 王朝全「論経済人假設与可持続発展」軟科学（2003 年第 3期）66-68 頁。 
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定利益を実現するための前提条件であり、生態環境の回復や改善のためのインセンティ

ブにもなり、また、被害者が物質的・精神的不利益を被ることがなくなるように支援す

るものでもある112」という見解を提示している。民法典第 9 条は、自然環境の属性その

ものを尊重する国の立法者の姿勢を、これを踏まえて反映したものである。環境の要素

に着目し、民事主体の利益と生態環境のバランスを取るために、生態環境全体を基準と

して策定されたものである。 

2.3.2 第 7 編第 7 章の章題について 

民法典第 7 編の第 7 章は、権利侵害責任法の第 8 章（環境汚染責任）から派生したも

のである。その第 8 章は 4 つの条文だけで、それぞれ無過失責任、行為者が負う挙証責

任、共同侵害者の責任、第三者の過失による侵害の責任を規定している。このうち、無

過失責任に関する一般規定を除き、他の 3 つとも環境保護法を補完する新条項となって

いる。今回の民法典編纂では、第 7 章の項に「生態破壊」に関する内容が追加され、章

題が「環境汚染および生態破壊責任」に改称された。 

機能的な観点から見ると、伝統的な物権規則は個人化の性格を持っている。この規則

は、民事主体の私的な権益に直接焦点を当て、権利者の利益を保護することによって、

間接的に環境の特定の要素をその財産として保護するものである。そして、この規則は

経済価値を目標指向しているが、それによると調整対象は分割でき、特定でき、個人が

独占的に使用できる「物」に限られる。伝統的な民法の角度から見ると、この位置づけ

は当然であるが、生態保護の全体的な需要と法治の現実的な需要から見ると不十分であ

る。生態環境は本来「物質的」な部分以外に、不可分かつ不特定多数の環境要素が存在

する一体的なものであり、多くの異なる要素からなる体系的な全体像である。現代の環

境危機を背景に、生態環境は日増しに悪化しており、法律による保護が必要である。 

民法典第 7 編第 7 章で環境汚染および生態破壊に対する責任が導入される以前は、中

国の民法のパラダイムは個人主義的なものに基づいており、生態損害に効果的に対応す

ることは困難であった。 

権利侵害責任法の立法経験を踏まえ、中国民法典は初めて生態破壊の民事責任を権利

侵害責任編の第 7 章に追加し、章題を「環境汚染責任」から「環境汚染および生態破壊

責任」に変更し、生態損害と環境汚染を並立する 2つの環境責任の類型とした113。 

環境と生態には違いがある。環境とは、人間環境を意味する。人間環境は、自然環境

と社会環境に分けられ、環境汚染の対象は通常、自然環境である。自然環境は、地理的

環境とも呼ばれている。それは、人間を取り囲んでいる自然界のことである。大気、水、

土壌、生物、さまざまな鉱物資源などが含まれる。生態とは、ある自然環境の中で生物

が生存・繁栄している状態を意味する。 

生態権益は、大多数の人々の利益に関わるので、生態破壊的損害は完全な私益ではな

 
112 賀海仁「私法、公法和公益法」法学研究（2006 年第 6 期）154-155 頁、肖建国「利益交错中的環境

公益訴訟原理」中国人民大学学報（2016 年第 2 期）32-42頁。 
113 民法学者の代表として、中国人民大学法学院の教授で、権利侵害責任編の起草研究の召集者の一人

である張新宝先生は、権利侵害責任編に関わる「損害」は、生態環境そのものを除く、特に民事権益に

対する損害を指し、生態環境そのものを直接保護することは権利侵害責任法の部門的性格と相容れない

という考えを示している。また、生態環境の直接的な保護は、権利侵害責任法の分野別性質と相容れず、

「生態環境に対する損害」を「不法行為により侵害された民事権益」の範疇に組み込むことは困難であ

ると考えている。つまり私法の枠組みで生態損害賠償を扱うことは困難だとする。 
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く、公権と私権の性質を兼ね備えている。生態破壊の根本的な兆候は生態系サービス機

能の喪失であるため、一部の学者は、環境侵害の責任が公共の利益の領域に拡大したと

考えている114。立法機関も「環境汚染および生態破壊責任」の解釈において、生態系を

私的損害とは異なる公的損害とみなして区別している。したがって、生態環境の損害に

対する加害者の責任は、私的な損害に対する責任とは別の種類の責任であるべきである。

民法典における環境不法行為における私的利益の保護は、公共の利益にも及んでいる。 

2.3.3 具体的な条項の解釈について 

環境民事公益訴訟に直接影響を与えるのは、懲罰的損害賠償、修復責任、環境公益訴

訟の賠償範囲の 3つの条文である。 

（一）第 1232 条（環境汚染・生態破壊に対する懲罰的損害賠償）について 

第 1232 条は「侵害者が法律の規定に違反し、故意の環境汚染・生態破壊により、重大

な結果をもたらした場合は、被侵害者は、相応の懲罰的損害賠償を請求する権利を有す

る。」と規定している。 

権利侵害責任法には同様の規定はなく、民法典に新しく追加されたものである。第

1232 条は損害を補填することを基準とする一方で、悪質な不法行為者が実際に負担する

責任を可能な限り増大させ、環境侵害の違法コストを増大させるように設計されている。 

中国の環境保護の実務では、情報の非対称性から被害者が損害を立証することが非常

に困難であり、深刻な結果を招いた場合の損害賠償額も非常に限定的であることが多い。

法律違反のコストが低く執行のコストが高いという問題を効果的に解決することは困難

であるが、懲罰的損害賠償を導入することで、環境破壊を効果的に抑制することができ

る。他方で、懲罰的損害賠償は、加害者が意図的に環境汚染や生態破壊を実施し、深刻

な結果を招いた場合に行われるものである。加害者の意図的な環境汚染や生態破壊の実

行には強い主観的悪意があるので、この場合の懲罰的損害賠償は加害者の主観的悪意に

対する罰である。 

したがって、裁判実務上、侵害者の懲罰的損害賠償責任を主張する被侵害者は、次の

3 つを立証する必要がある。すなわち、①侵害者が法律の規定に違反して環境汚染・生

態破壊を行ったこと、②侵害者が環境汚染・生態破壊の意図を持っていたこと、③侵害

者が環境汚染・生態破壊を行い、深刻な結果を引き起こしたことの 3つである。 

権利侵害責任編の第 3 次草案の審議の際、人民代表大会常務委員会委員から、「過

失」による重大な損害にも懲罰的損害賠償を適用しなければ、企業への警告につながら

ないという意見が出された。しかし、民法典の草案に「過失」についての規定は追加さ

れなかった。このことは、懲罰的損害賠償の適用に対する全国人民代表大会常務委員会

法制工作委員会（全人代法工委）の慎重な姿勢を示している115。 

懲罰的損害賠償の具体的金額について、人民法院は、「環境汚染または生態破壊によ

る人身損害および財産損害に対する賠償額を基礎として、侵害者の悪意の程度、侵害の

 
114 王利明「『民法典』中環境汚染和生態破壊責任的亮点」广東社会科学（2021 年第 1 期）216-225

頁。 
115 刘士国「民法典「環境汚染および生態破壊責任」評析」東方法学第 76 期（民法典専刊）（2020 年

第 4 期）https://sls.org.cn/levelThreePage.html?id=11718、（2023 年 01 月 04 日最終訪問）。 
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結果の重大性、環境汚染もしくは生態被害により侵害者が得た利益または侵害者が行っ

た修復措置およびその効果等を考慮して算定するものとする。ただし、人身事故または

物損事故の賠償額の 2倍を超えないものとする」116と述べている。 

環境民事公益訴訟においては、人身損害および財産損害に対する賠償額を確定するこ

とができないため、懲罰的損害賠償の額は、生態環境が損害を受けてから修復完成まで

の間にそのサービス機能の喪失がもたらした損失額と、生態環境の機能の永久的な損害

がもたらした損失額に基づいて決定される。 

勝訴した後に得た損害賠償金をどのように管理するかについては曖昧な点があるが、

被害を受けた生態環境の再修復、および修復が不可能な場合の代替修復にのみ使用可能

なので、社会組織が訴訟で経済的利益を得ることを禁止することとは矛盾しない。 

（二）第 1234 条（生態環境の修復責任）について 

第 1234 条は、「国の規定に違反して生態環境に損害をもたらし、生態環境が修復可能

の場合は、国が定める機関または法律が定める組織は、侵害者に合理的な期間内に修復

の責任を負うように請求する権利を有する。侵害者が期間内に修復しなかった場合、国

が定める機関または法律が定める組織は、自ら修復し、または他人に委任して修復させ

ることができ、所要の費用は侵害者が負担する。」と規定している。 

第 1234 条は、生態環境が損なわれた場合、侵害者がそれを修復する責任を負うと規定

している。生態環境の修復責任を総則編ではなく、権利侵害責任編で規定したことは、

中国の環境民事責任の規定と権利侵害責任法の規定を一体化させることによって、「環

境修復の責任」の独立性を明確にしたものである。 

中国の民法では、原状の回復を含む 11 種類の民事責任の負担方式が規定されている117。

当初、環境汚染に対する責任は、民法通則に規定されていた。その後、改革開放以前や

開放当初に残された化学工業団地や鉱山からの廃棄物や汚染された土地である「有毒

地」問題が浮上した。これらの問題は、汚染企業がもはや存在しない、または責任をと

れないということだけでなく、企業がまだ存在し、責任をとっている場合にも存在する。

当時の状況下では、もはや純粋に私法上の責任の問題ではなくなっていた。 

そこで、国は中華人民共和国土壌汚染防止法において、これらの問題の解決を図り、

11 種類の民事責任の負担方式に加え、生態環境を修復するという負担方式を規定した。

生態環境の「修復」と「原状回復」とは異なる。「原状回復」は被害前の状態に戻すこ

とであるのに対して、「修復」は生態機能の回復であり、元の状態に戻すことではない。

そして、時代が進むにつれ中国では、土壌だけでなく水や大気まで浄化する「汚染防止

法」118が相次いで制定された。環境汚染の修復の責任は次第に独自な責任形式になって

いった。 

被害などの環境公益の問題に対して、「生態環境の修復」は「原状回復」より優れて

おり、環境法学者は当然これを環境保護法で規定すべきだと主張する。当時は、議論に

なることはなかったが、民法典編纂時に「生態環境の修復」などの負担方式を民法典の

総則で規定するか分編で規定するかで意見が分かれた。 

 
116 「最高人民法院による生態環境権利侵害案件審理における懲罰的損害賠償に関する解釈」法釈

〔2022〕1 号。 
117 ①侵害の停止、②妨害の排除、③危険の除去、④財産の返還、⑤原状の回復、⑥修理、再製作、交

換、⑦履行の継続、⑧損害の賠償、⑨違約金の支払い、⑩影響の除去、名誉の回復、⑪謝罪。 
118 中華人民共和国騒音汚染防止法、中華人民共和国大気汚染防止法、中華人民共和国水質汚濁防止法、

中華人民共和国固形廃棄物環境汚染防止法など。 
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2015 年初め、全国人民代表大会は民法典の編纂作業を開始したが、2 段階に分け、ま

ず総則を制定し、その後分編を編纂することになった。民法典総則の第 1 次草案は、最

高人民法院と一部の学者の意見に基づき、総則の「民事責任」の章に、民法通則の民事

責任の規定を受け入れた以外に「生態環境の修復」を追加し、負担方式に「原状回復、

生態環境の修復」を規定した。 

しかし、環境法研究者を中心に、民法典の総則で規定するのは不適切と考える学者も

いる。「生態環境の修復」と「原状回復」はそれぞれ公法と私法の問題であるから、

「生態環境の修復」は国家に対する責任として環境保護法で規律されるべきであるとい

うのである。この問題の複雑さに鑑み、民法典総則の第 2 次草案では、「生態環境の修

復責任」に関する規定が削除された。そして結局、「生態環境の修復」は、民法典の分

編の権利侵害責任編の第 1234条に規定されることになった。 

「生態環境の修復」と「原状回復」には大きな違いがあり、救済の対象、基準、方法

が異なるので、民法典が総則の民事責任の形態に含めなかったのは妥当であると筆者は

考える。 

（三）第 1235 条（環境公益訴訟の賠償範囲）について 

第 1235 条は、「国の規定に違反して生態環境に損害をもたらした場合は、国が定める

機関または法律が定める組織は、次に掲げる損失および費用を侵害者に請求する権利を

有する。①生態環境が損害を受けてから修復完成までの間にそのサービス機能の喪失が

もたらした損失、②生態環境の機能の永久的な損害がもたらした損失、③生態環境の損

害の調査、アセスメント等の費用、④汚染を除去し、生態環境を修復する費用、⑤損害

の発生および拡大の防止に支払った合理的な費用」と規定している。 

第 1235 条は環境公益訴訟の賠償範囲を規定し、生態環境に損害が発生した場合、完全

賠償原則を放棄したことが示されている。 

完全賠償は、被害者の利益を損害が発生する前の状態に戻すことを意味する。つまり、

被害者の利益に関わる損失については、それが直接的、必然的、予測可能であるか否か

にかかわらず、その損害事由が発生しなければ生じなかったものである限り、賠償が行

われるべきであるという考え方である。完全賠償原則は、環境を最大限に保護するが、

法外な賠償を招きやすく、正常な経済活動を抑制するという問題がある。さらに、完全

賠償原則と懲罰的損害賠償の原則は相反するものであり、完全な賠償を追求することは、

司法の懲罰的機能を弱めることになる。第 1232 条が懲罰的損害賠償の原則を定めている

ことを考慮するならば、完全賠償原則は放棄され、第 1235 条で環境公益訴訟の賠償範囲

が設定されたと理解すべきである。 

2.3.4 司法実務の新潮流 

（一）第 1232 条について 

民法典第 1232 条は、環境汚染の場合に懲罰的損害賠償を求める民事訴訟を可能にして

いるので、環境民事公益訴訟において関連する司法実務が行われている。例えば、江西

省富梁県人民法院環境資源法院は、原告である富梁県人民検察院と被告である浙江海藍

化工集団有限公司（（2020）赣 0222民初 796 号）との間の環境汚染の民事公益訴訟事件
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において、法律に従って公開法廷で審理を行った。この事件は環境汚染に対して民法の

懲罰的損害賠償の規定を適用した中国初の案件である。 

その案件の詳細については、ここでは省略するが、興味深いのは懲罰的損害賠償の具

体的な金額である。法院は、この事件の被告である海藍会社が、生態環境修復費用とし

て 216 万 8000 元、環境機能性損失費用として 5 万 7135.45 元、応急処置費用として 53

万 2860.11 元、検査費用、鑑定費用として 9 万 5670 元の合計 28 万 5365.56 元のほか、

環境汚染に対する懲罰的損害賠償として 17 万 1406.35 元を命じた。この額は懲罰的損害

賠償の 2倍という制限をはるかに下回るものである。 

中国法学会副会長の王利明のように民法学者の中には、公益訴訟における懲罰的損害

賠償の適用に反対する者もいる。その主な理由は次のとおりである。すなわち、①文理

解釈によると、第 1232 条は「被侵害者」という表現を用いており、被害者が特定の主体

であることを示しているが、公益訴訟においては、特定の被害者が存在しない。②体系

的解釈によると、環境汚染・生態破壊に対する懲罰的損害賠償は第 1232 条で規定され、

公益訴訟は第 1234 条で規定されており、民法典では環境汚染・生態破壊に対する懲罰的

損害賠償が公益訴訟よりも先に規定されている。①②は、懲罰的損害賠償が私益損害を

対象とすることを示唆している。 

後の司法解釈「最高人民法院による生態環境権利侵害案件審理における懲罰的損害賠

償に関する解釈」法釈〔2022〕1 号は、公益訴訟における懲罰的損害賠償規定の適用を

支持しているが、法曹の中には、公益訴訟における懲罰的損害賠償規定の適用に否定的

な考えを持つ者も少なくない。本件裁判は法釈〔2022〕1 号の公布に先立つものであり、

その賠償金額をめぐる法曹たちの動揺が窺える。 

（二）第 1234 条について 

第 1234 条は生態環境の修復責任を明確にし、生態環境損害賠償請求権を新設した。本

条は、司法実務において生態環境損害賠償訴訟の法的根拠が乏しいという問題を解決す

るものである。「公法上の義務、私法上の操作」の仕組みを設けることで、民法典は、

環境法における公益訴訟制度と生態環境損害賠償訴訟制度とを架橋し、生態環境損害賠

償訴訟を民事訴訟に統合することを可能にする（具体的な議論は第 3 章と第 5 章で展開

する）。 

（三）第 1235 条について 

民法典第 1235 条の「環境公益訴訟の賠償範囲」の規定は、環境修復責任の具体的内容

を明らかにし、法官が環境民事公益訴訟事件の判決をする際に、法官の「自由裁量権」

をよりよく発揮できるようにしている。例えば、実務で用いられている「技術改革の費

用と生態環境損害賠償を相殺する」という方式は法官の自由裁量の結果である。 

重慶市検察院第五分院 vs 重慶市鵬展化工有限公司、重慶瑜煌電力設備製造有限公司、

重慶順泰鉄塔製造有限公司の環境汚染責任紛争（（2020）渝民終 387 号）の判決におい

て、法院は初めて技術改革の費用と生態環境損害賠償を相殺する条件を明らかにした。 

環境保護法によると、環境公益訴訟の目標は、環境侵害の責任を追及するだけではな

く、より重要なのは、環境侵害者に環境修復の実施を促し指導し、企業に生態優先、グ

リーン発展の道を歩ませ、環境保護と経済建設と社会発展の協調を実現することにある。 

法律が企業に対して設定した強制的な環境保護義務を企業が完全に履行した上で、生



63 

 
産、流通、消費等の過程において、減量化、再利用、資源化活動を行う場合、それは法

律が企業に対して提唱する義務であり、企業の強制的な義務ではない。同時に、技術転

換は関連企業に対して模範的な作用を有し、企業による環境リスク低減のための有害廃

棄物の循環利用を促進する観点から、この部分に投入した資金に対して一定の幅の相殺

を行うことができる。相殺の程度は、環境侵害行為の違法性、環境損害の結果、技術的

転換の困難性、実証効果等を考慮し、原則として加害者が負担すべき賠償責任の 50％を

超えない範囲とされている。 

2.4 今後の課題 

環境民事公益訴訟は、環境公益を守るための行政執行の不十分さを補うために作られ

た特別な司法メカニズムである。環境保護の訴訟制度の一環として、環境民事公益訴訟

は、伝統的な意味での民事訴訟ではなく、伝統的な民事訴訟規則を単にコピーするもの

でもない。環境民事公益訴訟制度には、具体的な制度の構築という点では、超職権進行

主義や予防訴訟など、通常の民事訴訟とは異なる規定が多く存在する。環境行政公益訴

訟と比べたとき、環境民事公益訴訟においては、社会組織にも原告適格があるため、よ

り多くの社会勢力が環境保護に参加することができる。2018 年に確立した基礎の上に、

2020年に民法典が編纂されたことにより、環境民事公益訴訟は改善を重ねている。 

しかし、環境民事公益訴訟の制度そのものや、司法実務においては、多くの問題が露

呈している。その解決が今後の課題である。 

2.4.1 賠償金管理に関する問題 

環境問題の特殊性に基づき、環境公益訴訟における賠償金は、金額が大きく、管理の

期間が長く、その使用方法が高度に専門的であることが多い。環境民事公益訴訟制度に

とって、環境公益を守るという目的を達成するためには、訴訟の成功そのものだけでは

なく、勝訴して賠償金をどのように管理するかが肝要になる。賠償金を「誰が管理する

か」「誰が使うか」「どのように使うか」「誰が監督するか」ということが重要な問題

となる。 

（一）法律上の規定 

環境民事公益訴訟事件で得られた賠償金は、財政性資金と異なり、使途が限定されて

いるため、原則として事件で被害を受けた生態環境の再修復、および修復が不可能な場

合の代替修復にのみ使用可能である。 

2018 年に環境民事公益訴訟制度が整備されたが、賠償金の管理については、法制度の

欠缺があった。賠償金の管理については、財政口座に引き渡されるか、法院の臨時口座

に預けられるか、検察機関や公安機関で処理担当するかなど、様々な状況がある。これ

らの状況は管理使用の混乱を招き、かつ大部分の生態環境修復資金が帳簿上に沈澱し、

使用するには勇気が要る事態を招き、環境公益訴訟制度の予想目標の達成に影響を及ぼ

している。この問題を受け、2022 年 04 月 26 日に「生態環境損害賠償資金管理方法」が
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制定された119。 

（二）司法実務による創造 

「生態環境損害賠償資金管理方法」は賠償金の管理に関する一連の原則を定め、修復

の効果をどのように評価するかに重点を置いているだけであり、具体的な規定は欠けて

いる。そのため、賠償金の管理に関する具体的な方法については、司法実務の中にしか

見いだすことができない。 

生態環境損害の賠償金の管理には、通常 3 つのモデルがある。①環境修復のための特

別基金への組み入れ、②環境保護行政部門による管理と使用、③賠償金の代替性修復方

案への転換の 3 つである120。現在、無錫、昆明、貴陽などの地域では、環境修復基金と

サービス機能喪失などの支払を特別な口座や基金で管理・使用する方式を採用しており、

貴陽では生態修復基金と生態文明建設基金、昆明では環境民事公益訴訟救済特別基金、

無錫では財政専用口座を設けている。人民法院が判決した環境修復資金とサービス機能

損失などの金額は、これらの口座や基金に納められ、主に損害を受けた生態環境の修復

に用いられる。同時に、環境社会組織の環境公益保護への積極的な参加を促すため、調

査・証拠収集、専門家相談、環境モニタリング、鑑定評価などの必要経費を適宜この資

金から支払うことができる。 

このように、信託管理を通じて環境修復特別基金に組み入れことが、重要な手法にな

っていることがわかる。このうち比較的よく発達し体系化されているのが、以下の事例

である。 

2020 年 12 月 30 日、江西省高級人民法院と中国民主建国会121が共同で江西思華生態環

境保護基金会を設立し、生態環境修復のための資金使用を基金に委託するモデルを確立

した。 

このモデルは、環境公益訴訟事件において、生態環境修復の責任者によって賠償され

る生態環境損害賠償資金は、法院が公益信託の形で江西思華生態環境保護基金会の口座

に預け、同基金会は、損害を受けた生態環境の修復のために資金の使用状況を管理・監

督することを委託されているものである。基金会は委託を受けた後、プロジェクト入札

方式で、生態環境を修復する資格を持つ第三者の専門機関または人員を組織、監督して、

修復を行う。同時に、公益訴訟の主体、生態環境保護行政主管部門などの関連部門は、

公益信託契約の監督者として、基金会やその他の受託者による資金使用と修復を監督す

る責任を負う。基金会は信託契約の要件に厳格に従って生態環境の修復を完成し、修復

の過程を文書にして、法院に提出して保存する。また、修復資金の使途や修復状況は、

 
119 「生態環境損害賠償資金管理方法」は、生態環境損害賠償訴訟の展開における責任の遂行が不十分

であること、部門が連携不足であること、手順規則の規範化が不十分であることなどの問題に対して制

定された。賠償金の問題はこの「方法」の主たる関心事ではないが、それでも「生態環境損害賠償資金

管理方法」は、現在の中国における生態損害賠償金の問題についての最も包括的かつ体系的な規制文書

である。 
120 張玉慧「我国生態環境損害賠償金之実証分析及其完善」黑龙江省政法管理干部学院学報第 137 期

（2019 年第 2 期）107-111 頁。王社坤・呉亦九「生態環境修復資金管理模式的比較与選択」南京工業大

学学報(社会科学版)（2019 年第 1 期）44-53 頁。 
121 中華人民共和国の民主党派の一つである。民主党派とは、中国大陸に存続する合法的な政党のうち、

中国共産党を除いた 8 つの政党の総称である。中国共産党の憲法解釈によれば、中国共産党と民主党派

との関係は、「与党と野党」の関係ではなく、「執政党（支配政党）と参政党（連立与党や閣外協

力）」の関係とされる。 

https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%89%B5%E9%80%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E8%8F%AF%E4%BA%BA%E6%B0%91%E5%85%B1%E5%92%8C%E5%9B%BD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%9B%BD%E5%85%B1%E7%94%A3%E5%85%9A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8E%E5%85%9A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%87%8E%E5%85%9A
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当基金会の公式ホームページで適時公開し、社会的な監督を受けている122。 

（三）その他 

また、「グリーン保険」（green insurance）とも呼ばれる環境責任保険は、賠償資

金の原資として有効な手段となる可能性がある。環境責任保険は、企業が保険資金プー

ルを設立して、被害者の賠償と環境修復費用に保障を提供し、環境汚染賠償のリスクを

分散させる有効なメカニズムであり、環境汚染賠償の実施に資するものである。環境責

任保険は、アメリカで発祥した脱工業化時代の産物であり、環境問題の顕在化を背景に

生まれたものである。2015 年 1 月 1 日から施行された環境保護法第 52 条は、「国は企

業が環境責任保険への加入を奨励している。」と規定している。近年、環境責任保険は

全国で徐々に推進されており、2015 年、環境責任保険の契約件数は 1 万 4000 件、契約

保険料は 2 億 8000 万元で、244 億 2100 万元のリスク保護を提供し、2016 年、環境責任

保険料は約 3 億元、リスク保護は 260 億元以上、2017 年には環境責任保険で 16000 社以

上の企業に 306億元のリスク保護を提供している123。 

2.4.2 検察機関による社会組織の活動空間の圧迫 

訴訟提起の順位に従って、社会組織が提起する環境民事公益訴訟は、検察機関が提起

する環境民事公益訴訟より上位となり、社会組織が訴訟を起こさない場合に限りにおい

て、検察機関に訴訟を提起する権利がある。 

環境公益訴訟は、環境公共利益を効果的に維持することに加えて、特有の社会的な調

停機能と政策を促進する機能があり、行政管理手段の不足を補う機能も担っている。公

益訴訟については、社会組織のほうが専門性と技術性を有している。そして、社会組織

は、生態環境の保護に不可欠な予防訴訟を提起することができ、生態環境の保護にとっ

て重要な主体である。したがって、環境公益訴訟においては、社会組織がより大きな役

割を果たすことが期待される。 

しかし、司法実践では、検察機関が起訴を支援するのではなく自ら起訴する傾向があ

り、社会組織が環境民事公益訴訟を提起する場が検察機関によって圧迫されている。 

2015 年 7 月に検察公益訴訟の試行作業が実施されて以来、検察機関が徐々に中心的な

役割を果たすようになり、検察機関は起訴を支援する機関よりも訴訟の当事者として行

動することが多く、訴訟を支援することは比較的少なくなっている。2019 年に、社会組

織が起こした環境民事公益訴訟は 179 件受理され、前年比 175.4％増となっているのに

対して、検察機関が起こした環境公益訴訟は 2，309 件受理され、前年比 32.9％増とな

っている。環境民事公益訴訟では、検察機関が極めて重要な役割を担っており、社会組

織の役割は弱体化している。 

この現象にはいくつかの理由があるが、客観的には、社会組織が環境民事公益訴訟を

提起することに消極的になる法制度の限界がある。 

（1）社会サービス機構は党の指導を受けるという特徴があり、非国有資産の利用に関

して活動する非営利法人である。現在、生態環境の保護に取り組む社会団体は 6000 以上

 
122 法治江西網、「委託基金会監管生態修復資金」

https://www.fazhijx.com/sn/system/2021/01/04/030061199.shtml、（2023 年 01 月 05 日最終訪問）。 
123 劉長宏・趙正来「環境公益訴訟与環境責任保険協同発展探析」金融縦横(2019.03)64-70頁。 

https://www.fazhijx.com/sn/system/2021/01/04/030061199.shtml
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あり、生態環境の保護に関し活動する社会サービス機構は 501 ある124。基金会は、公益

事業に従事することを目標とする非営利法人であり、公募型基金会と非公募型基金会、

全国的基金会と地方性基金会に分けられる。現在、生態環境の保護を目標として設立さ

れた基金会は 244ある125。しかし、資格を持った社会組織の絶対数が足りない。 

（2）環境保護法第 58 条には、訴訟を提起した社会組織は、当該訴訟を通じて経済的

利益を得てはならないと規定されている。立法者はこの制度がある理由として、濫訴な

ど問題を心配し、司法資源を守ることを挙げている。 

中国は人口が極めて膨大であるので、社会資源が他の国より不足しがちである。司法

資源も社会資源の一部であり、司法人員の配置や労力は有限である。もし社会組織が公

益を守るためではなく、名声を博するために訴えを提起することになれば、環境民事公

益訴訟制度により、社会組織は、訴訟を提起する場合に、「関連性」の立証責任のみを

負えば足りることになっているため、これが社会組織に悪用されかねない。したがって、

立法者が環境民事公益訴訟について濫訴の問題を警戒するのは当然である。 

しかし、環境民事公益訴訟は一般的な民事訴訟と比較して、訴訟の専門性や証拠収集

にかかる障害、あるいは訴訟に要する費用などの面で条件が厳しく、原告に強い負担が

かかる。現実のデータから考えれば、社会組織が訴訟にかける熱意に対して立法者は過

大評価をしていると考えられる。 

2.4.3 小括 

人類は「理性動物」であるので、有利な方向へ向かい、悪い方向を避けるなどの本能

があるが、これは訴訟活動についても例外ではない。社会組織の構成員は、環境侵害に

よる影響を直接受ける者として、環境公益訴訟に本来的に強い関心を有しているが、環

境民事公益訴訟制度上、原告に対しては上述のように有利な規定が置かれており、これ

により社会組織は機動的に訴訟を提起することができる。しかし、彼らが公益を守るた

めに訴えを提起する場合には、個人的に得られる利益がないだけでなく、訴訟にかかる

莫大な費用を負担しなければならないという難点もある。ゆえに、現実的に考えれば、

インセンティブ制度がないならば、社会組織の訴訟に対する意欲も失われるというべき

であろう。したがって、この状況を解決しなければ、社会組織が訴訟を回避するという

問題は避けられない。 

したがって、環境民事公益訴訟制度上、売名行為を防止しつつ、本心から公益を守ろ

うとする者に適当な支援や奨励を提供するべきである。 

もちろん、中国監察委員会の設立により、検察機関の権限は縮小されることになった。

国家機関は自らの権限を拡大する本能を持っているが、検察機関は現在、監督機能の遂

行に重点を置いている。公益訴訟は、検察機関が監督機能を果たすための重要な手段で

あり、検察機関は当然その実施を強化するインセンティブを持つ。このことは第一章で

述べたので、ここでは繰り返さない。 

 
124 「社会サービス発展統計公報 2017」

https://www.mca.gov.cn/article/sj/tjgb/2017/201708021607.pdf、（2023 年 01 月 05 日最終訪問）。 

2017 年以降、「社会サービス発展統計公報」は「民政事業発展統計公報」と改名され、その中で社会

組織の分類ごとの具体的なデータは提供されていない。 
125 基金会中心網 http://www.foundationcenter.org.cn/、（2023 年 01 月 05 日最終訪問）。 
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第三章 生態環境損害賠償訴訟 

中国では、環境汚染の深刻化が問題となったため、2015 年 12 月 3 日に中共中央弁公

庁および国務院弁公庁により「生態環境損害賠償制度改革試行方案」が公布され、吉林

等の 7 つの省において、生態環境損害賠償制度の試行が開始された。これは中国の生態

環境損害賠償訴訟の発端である。この「方案」は、「試験活動地方の省政府は、国務院

による授権を得た後、本行政区域内の生態環境損害賠償権利者として、関連部門または

機構を指定して生態環境損害賠償の具体的活動を担当させることができる」と規定して

いる126。 

その「方案」は政府機関を原告としているが、中核となる「生態環境損害賠償」は新

たな概念であり、学界ではその内包と外延について明確で統一的な認識に欠けていた。

生態環境損害賠償制度は民事領域において環境公益の保護を目的とするものであるため、

学界では、生態環境損害賠償訴訟が環境民事公益訴訟の新たな特殊例なのか、全く新し

い制度なのかについて論争があった。 

生態環境損害賠償制度も環境民事公益訴訟制度も、環境公益を守るための制度である

ため、原告の違いを除いて、保護対象、訴訟の請求、被告が非常に似ており、競合する

局面が過度に生まれやすいと考える学者がいる。もし両者で制度の機能、訴訟対象、訴

えの範囲、救済対象などの方面で著しい相違がなければ、両制度の分立を保持しておく

ことは司法資源の浪費につながるだけでなく、理論や実践において両制度で衝突する危

険があり、紛争を生ずる可能性もある。 

2016 年の最高法院の司法解釈「最高人民法院の裁判職能役割を十分に発揮し、生態文

明建設とグリーンな発展を推進するための司法的サービス・保障を提供することに関す

る意見」の第 5 部分においては、社会組織または検察機関を原告とする環境民事公益訴

訟と特定の行政機関を原告とする生態環境損害賠償訴訟とが並列されている。それによ

り、生態環境損害賠償訴訟は新たな民事訴訟制度であることが、学界の共通認識となっ

た。 

その後、2018 年 1 月 1 日から生態環境損害賠償制度を全国で実施するために、各試行

地域での実践結果を踏まえた基本的な内容を規定した「生態環境損害賠償制度改革方

案」が 2017 年 12 月に公布された。その第 4 項第 5 条「損害賠償訴訟規則の改善」では、

「生態環境損害賠償制度と環境公益訴訟の関係性を明確にするために、最高人民法院は

実際状況に応じて関係部門と協議し、指導意見を制定する」と規定された。 

これを受けて、最高人民法院は、環境保護法および民事訴訟法等の法令に基づき、

2019 年 6 月 5 日に「最高人民法院による生態環境損害賠償案件の審理に関する若干規定

（試行）」（2021 年 1 月 1 日修正）を公布し、生態環境損害賠償訴訟制度が正式に成立

した。この「若干規定」では、生態環境損害賠償制度の訴訟手続や審理方法等を明確に

規定するほか、生態環境損害賠償制度と環境民事公益訴訟の区別についても特別に定め

ている127（生態環境損害賠償制度と環境民事公益訴訟の関係については、第五章で説明

する）。 

 
126 文元春「中国環境公益訴における適格についての覚え書き―関連政策法規を中心に」早稲田法学 92

巻 3 号 149 頁以下（2017）。 
127 「最高人民法院による生態環境損害賠償案件の審理に関する若干規定（試行）」の第 16条、第 17

条、第 18 条で生態環境損害賠償制度と環境民事公益訴訟の関係が規定された。 
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他方で、この「若干規定」の中には、一般的な規定にとどまるものもあり、例えば、

中央政府は、各省、自治区、中央政府直轄市の人民政府に対し、この規定の条例を補完

するために、それぞれの管轄区域に適用される特定の実施計画を策定するように求めて

いる。そのため、各地方部門は、生態環境損害賠償訴訟において、具体的な現実を踏ま

え、細分化された規範を打ち立てた。その例として、中国内蒙古自治区人民政府弁公室

は「内モンゴル自治区生態環境損害賠償条例（試行）」を発表し、瀋陽市生態環境局は

「瀋陽市生態環境局の生態環境損害賠償事件処理手順」を発表した128。 

その後、2020 年に 2 つの司法解釈が発表され、生態環境損害賠償訴訟制度に補足を提

供した129。 

生態環境損害賠償訴訟制度の効果的な実施を保障するため、生態環境部は最高法院、

最高検察院、科学技術部、公安部などの部門とともに、2022 年 4 月 26 日に「生態環境

損害賠償管理条例」を発布し、それは中央全面深化改革委員会で検討の末、採択された。

この「管理条例」は、各部門の責任分担を明確にし、地方の党委員会と政府に責任を果

たすよう促し、賠償業務の手順を標準化することにより、生態環境損害賠償訴訟制度を

深化させるための強力な制度的保障を提供するものである。 

本章では、生態環境損害賠償訴訟制度について、3 つの部分に分けて、以下の順序で

分析する。3.2 ではなぜこの訴訟が存在するかについて分析する。3.3 ではこの訴訟の具

体的な規定を紹介する。 3.4 ではこの訴訟の特別なポイントである磋商

（Consultation）メカニズム130を分析する。 

3.1 中国の生態環境損害賠償訴訟に関する先行研究 

生態環境損害賠償訴訟にとって、2017 年 12 月と 2019 年 6 月 5 日は 2 つの画期を成す。

2017 年 12 月までは、生態環境損害賠償に関する議論は理論的な検討にとどまり、制度

誕生前の理論的な準備が多かった。他方で、2019 年 6 月 5 日以降は、生態環境損害賠償

制度は基本的に形成され、その他の司法制度、特に環境民事公益訴訟制度との衝突に議

論が集中している。 

中国の生態環境損害賠償訴訟に関する日本の先行研究の文献として重要なものは、次

の 3つである。 

梅宏・胡勇著、矢澤久純訳「行政機関が提起する生態環境損害賠償訴訟の正当性と実

行可能性」北九州市立大学法政論集 46 巻 3・4 号（2019）は、生態環境損害賠償訴訟に

おける行政機関の原告適格問題を分析したが、その論点についてはまだ学界で議論され

ている。さらに、原文は 2017 年に発表されたので、参照価値は大きくない。この論文の

根拠となっている「生態環境損害賠償制度改革試行方案」（2015）はすでに廃止され、

現行の「生態環境損害賠償制度改革方案」が 2018 年から実施されている。また、「最高

人民法院による生態環境損害賠償事件の審理に関する若干の規定（試行）」が 2019 年 6

月 5 日に、「生態環境損害賠償制度改革推進に係る若干具体的問題に関する意見」が

2020年 9月 3日に発表されている。 

 
128 各地方部門の規範は 180 件ある。本データは「北大法宝」http://www.pkulaw.net/より引用してい

る。2022 年 10 月、著者確認。 
129 「生態環境損害賠償資金管理方法」環法規〔2022〕31 号、「生態環境損害賠償制度改革推進に係る

若干具体的問題に関する意見」環法規〔2020〕44 号。 
130 磋商は、「生態環境損害賠償制度改革方案」で提出される新しい概念として、中華人民共和国の独

特の協議制度であり、「3.4磋商メカニズム」で詳しく説明する。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E8%8F%AF%E4%BA%BA%E6%B0%91%E5%85%B1%E5%92%8C%E5%9B%BD
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張梓太、程飛鴻著、楊林凱訳「我々にとって如何なる生態環境問責制度が必要なのか

―生態環境損害賠償制度における地方政府の進退両難に関する検討を兼ねて―」青山法

学論集 61 卷 4 号 199－217 頁（2020）は、生態環境問責制度を検討している。この制度

は党内における法治の制度として、地方党委や政府に生態環境保護の責務を果たすよう

促すとともに、地方政府に大きな政治的圧力をもたらしていると著者は考えている。こ

れにより、地方政府が責任を回避し、生態環境損害賠償訴訟を提起する可能性を低下さ

せるという問題が生じている。 

山田浩成「中国の生態環境損害賠償制度の位置づけ―環境公益訴訟制度との関連から

―」一橋法学 20 巻 1 号 449 頁以下（2021）という論文、特に 460～463 頁までの部分は、

「最高人民法院による生態環境損害賠償事件の審理に関する若干の規定（試行）」によ

って生態環境損害賠償請求訴訟と環境民事公益訴訟の競合がどのように解消されたのか

を紹介している。 

3.2 生態環境損害賠償訴訟の基本原理 

3.2.1 生態環境損害賠償訴訟が成立する背景 

突発的な環境緊急事態のような深刻な生態環境損害が発生した場合、地方政府は職責

に基づいて直ちに介入して調査を行い、政府の財政資金を使って管理と修復活動を行う

ことが義務付けられている。しかし、汚染企業への「追偿」（第三者に対する欠損回

収）活動には、効果的な方法がないため、生態環境修復のコストを政府が負担せざるを

得ず、結果として公共利益が損なわれている。これは、「企業が汚染し、人々が苦しみ、

政府が支払う」という、中国における長年の問題である。 

環境保護法第 47 条131および突発事件対応法第 7 条132によると、突発的な環境緊急事態

への対応については、地方人民政府が最も重要な責任主体になっている。また、突発的

な環境緊急事態への緊急対応が終了した後、地方人民政府は、環境修復などのアフター

ケア作業計画の策定と実施を適時に組織することが義務付けられている。県級以上の地

 
131 環境保護法第 47 条：各級人民政府およびその関連部門と企業事業単位は、中華人民共和国突発事件

対応法の規定に従い、突発環境事件のリスク管理、緊急事態の準備、緊急事態の処理と事後回復等の業

務を行わなければならない。県級以上の人民政府は環境汚染の公共監視と早期警報メカニズムを構築し、

早期警報プログラムの策定を組織しなければならない。環境が汚染され、公衆の健康と環境安全に影響

がおよぶ恐れがある場合、法律に従って早期警報情報を適時に公布し、応急措置を発動しなければなら

ない。環境上の緊急事態が発生した場合、またはその可能性がある場合、企業事業単位は直ちに処理し、

危険にさらされる可能性のある単位および住民に速やかに通知し、環境保護の主管部門および関連部門

に報告するものとする。突発環境事件に対する緊急対応が完了した後、直ちに関連人民政府は事故によ

る環境影響と損害の評価を組織し、評価結果を速やかに地域社会に公表しなければならない。 
132 突発事件対応法第 7 条：県級人民政府は自らの行政区域内の突発事件への対応に責任を持ち、2 つ

以上の行政区域が関与する場合は、当該行政区域に共通の上位人民政府が責任を持ち、または当該行政

区域のそれぞれの上位人民政府が共同して責任を持つ。突発事件が発生した後、発生地の県級人民政府

は直ちに事態の発展を抑制する措置を取り、応急救助と処理作業を組織して展開し、かつ直ちに上級人

民政府に報告しなければならず、必要に応じて地方政府のレベルを飛び越えてより上位の人民政府に報

告しなければならない。突発事件が発生した県級人民政府が、突発事件による深刻な社会的危害を除去

または効果的にコントロールできない場合、速やかに上位の人民政府に報告しなければならない。上位

の人民政府は、速やかに措置を取り、応急処置業務を統一的に指導しなければならない。法律と行政法

規により、国務院の関連部門が突発事件への対応を担当する場合、その規定を適用する。地方人民政府

は積極的に協力し、必要な支援を提供するものとする。 

https://cjjc.weblio.jp/content/%E9%A3%9B%E3%81%B3%E8%B6%8A%E3%81%99
https://cjjc.weblio.jp/content/%E3%81%A8%E3%81%B3%E3%81%93%E3%81%88
https://cjjc.weblio.jp/content/%E4%B8%8A%E7%B4%9A
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方生態環境主管部門は、本級人民政府の統一指導のもとで環境修復方案の策定に参加し、

環境修復作業を推進する必要がある。突発事件対応法第 31 条133では、地方政府が政府の

公共財政資金を投じて突発事件に対処することを定めている。環境保護事業も公的資金

でまかなわれているが、個々の企業の過剰排出や違法行為による突発的な環境緊急事態

は、通常の公的支出の範囲に含まれにくい。 

リスクの高い産業や企業による突発的な環境事件の増加に伴い、突発的な環境事件へ

の対応や生態環境修復のために政府が負担する費用も急増している。この費用を政府が

負担すれば、確かに生態環境の利益を守ることは可能である。しかし、このような公的

支出に基づく「政府が支払う」は、実際には生態環境利益の損失を公共財政の損失に転

化するものであり、公共利益の保護を実現するものではない。「政府が支払う」という

ことは、ある種の公益的損失を別の種の公益的損失に変えるだけである。 

より深刻なのは、政府が公的資金で生態環境を修復した場合、生態環境はすでに修復

されているため、環境の公益を守るための環境民事公益訴訟はもはや機能を発揮できな

いことである。地方政府がすでに生態環境修復を行っている場合は、社会組織は政府に

代わって、生態環境問題の原因となった行為者に修復費用の負担を要求し、環境民事公

益訴訟を提起する権限を持たない。「政府が支払う」という問題を解決することができ

ない。 

しかし、政府が公的資金を汚染者による生態環境損害に充てることは、環境保護法第

5 条134に定められた「損害担責」（損害の責任は負わなければならない）という環境保

護の基本原則に明らかに反している。「損害担責」という原則は、自然自身の回復能力

を超えるような環境の使い方をして生態環境の問題を起こした者は、その生態環境を修

復する法的な義務や責任を負うというものである。 

この原則に基づき、地方政府が応急処置や修復活動の費用を負担した後は、「追偿」

活動によって、損害者から損害額を回収することで最終的に損害者が修復にかかる費用

を負担することになるのが理想状態である。そうしてこそ、生態環境侵害行為の負の外

部性が是正され、環境損害の責任の公平な分配が実現される。しかし、政府の「追偿」

活動は、なかなか実行されない。 

生態環境損害賠償制度が確立される前は、地方政府は生態環境損害の修復のための費

用を回収する明確な義務を負っていなかったため、政府の怠慢につながりやすかったと

言える。実際には、経済発展や課税のために、地方政府は汚染企業と利益共同体を形成

し、経済発展を実現するために企業を保護し、汚染企業からの修復費用の回収を怠り、

あるいは汚染企業による汚染の修復費用を自主的に負担していることが多い135。 

また、生態環境損害賠償制度が確立される前は、地方政府が主観的に汚染者への「追

偿」を請求したくても、そのための合理的かつ有効な手段がなかった。政府は汚染者に

生態環境損害の修復責任を求める行政権限を持っていない。「法律に従った行政を推進

する」という原則に基づき、行政主体が行政事務を管理する権限は明確な法的根拠を持
 
133 突発事件対応法第 31 条：国務院と県級以上の地方各級人民政府は財政措置をとり、突発事件の対応

業務に必要な経費を保障しなければならない。 
134 環境保護法第 5 条：環境保護は保護優先、予防第一、総合管理、大衆参加、損害の負担の原則を堅

持する。 
135 生態環境部の「中央第四環境保護督察组向江西省反馈督察情况」

https://www.mee.gov.cn/ywgz/zysthjbhdc/dcjl/202107/t20210717_847513.shtml、（2023 年 01 月 05

日最終訪問）、 

生態環境部の「中国化工集团昊华鸿鹤化工有限责任公司长期逃避生态环保主体责任」

https://www.mee.gov.cn/xxgk2018/xxgk/xxgk15/201908/t20190824_729942.html、（2023年 01月 05

日最終訪問）。 
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たなければならず、行政権限の行使は法律の規定に従わなければならない。理論的には、

政府が汚染者に修復費用の支払いを求めるのは、相手方に具体的な義務を課す行政命令

である。そして、明示的な法的権限がない限り、政府にはそのような行政命令を下す権

限はない。 

したがって、生態環境損害賠償訴訟制度の確立は、地方政府に損害者に賠償を請求す

る権利を与え、「損害担責」という原則を真に実現するために設けられたものである。 

3.2.2 生態環境損害賠償訴訟の性質 

生態環境損害賠償訴訟は、民事訴訟である。このことは法律に明示的に書かれている

ため議論の余地がない。 

（一）政府が原告となる根拠 

「3.2.1 生態環境損害賠償訴訟が成立する背景」で述べたように、生態環境損害賠償

訴訟制度は、「企業が汚染し、人々が苦しみ、政府が支払う」という問題を解決するた

めに成立した。汚染企業に対して賠償を請求する権利を地方政府に与えることで、「損

害担責」の原則を実現するものである。 

環境保護制度の観点から見ると、各級の地方人民政府は憲法に規定された地方国家権

力機関の執行機関であり、法律で定められた権限に従って、その行政区域内の経済、教

育、科学、文化、衛生などの行政事務を管理する。したがって、各級の地方人民政府は、

その行政区域の環境品質に責任を負う責任主体として、その行政区域の環境保護の統一

的な監督および管理を実施しなければならない。各級の地方人民政府および指定された

関連部門・機関は、生態環境損害賠償訴訟事件の原告になることができ、これは環境資

源保護に関する政府の行政責任を履行するために必要なことである。 

また、環境資源保護の監督管理を担当する省・市政府の部門は、強力な専門知識と生

態環境の修復を組織する能力を持っている。損害を受けた生態環境を適時かつ効果的に

修復させることができる。 

しかし、政府主導の性格136を持つ民事訴訟において、政府が原告として関与すること

は、この訴訟が政府の二重の性格に適切に対処しなければならないことを意味している。 

生態環境損害賠償の全過程において、政府の身分は二重の性格を持っている。一方で、

環境保護は公益性の強い事業として、「国家」という特別な公的機能を持つ主体が果た

す役割が特に求められている。環境保護において強制的な措置を取ることは国家の当然

の機能であり、政府はこの点において強力な役割を担っている。他方で、政府は生態環

境損害賠償訴訟という民事訴訟の原告として、訴訟手続において被告と同等の立場を要

求される。このような身分の二重性は、被告に無形の圧力をもたらすことになる。もし、

政府が身分を錯乱し、生態環境損害賠償訴訟を政府の行政執行の派生または延長にする

なら、政府は強く、国民は弱いという現実が明らかになり、生態環境損害賠償訴訟は訴

訟でなくなる可能性がある。したがって、政府の身分の二面性をいかにバランスよく保

つかが、生態環境損害賠償制度の検討課題である。 

 
136 「3.3 生態環境損害賠償訴訟の具体的な規定」によると、政府は生態環境損害賠償訴訟の多くの訴

訟段階でプロセスを主導している。 
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（二）生態環境損害賠償訴訟の属性に関する 3つの学説 

中国において、生態環境損害賠償訴訟に関して 3 つの学説（私益訴訟説、国益訴訟説、

公益訴訟説）が対立している。 

まず、私益訴訟説137は、行政機関が生態環境損害賠償訴訟を提起できる権原は物権

（即ち、自然資源の国家所有権）という立場を取っている。生態環境損害賠償訴訟は、

原告が特殊である私益訴訟であり138、生態環境損害賠償訴訟に過度に特別な地位を与え

る必要性はないと考えている。 

私益訴訟説の支持者は、「公法と私法の区別から考えて、中国で確立された生態被害

に関する損害賠償制度は、生態の公共利益を救済するために設置された私法保護システ

ムであり、環境保護法において重大な意味を有するべきだと主張した」139。民法典第

238 条（損害賠償等の請求権）は、「物権の侵害により、権利者に損害がもたらされた

場合、権利者は法に従い損害賠償を請求することができ、その他の民事責任を負うこと

を請求することもできる。」と規定し、民法典第 1229 条（汚染・破壊者の責任）は、

「環境汚染・生態破壊により他人に損害をもたらした場合は、侵害者は、権利侵害責任

を負わなければならない。」と定めている。これを受けて、私益訴訟説では、生態被害

の請求権主体をそれぞれ「権利者」、「他人」と表現している。「権利者」には、所有

者、使用権者、保証権者が含まれ、「他人」には、生態被害により損失を被ったすべて

の民事主体が含まれる。国家は、公共信託理論により、物権権利者（権利者）として直

接的に生態環境損害賠償を請求していると考えるのである。 

国益訴訟説140は呂忠梅教授を主唱者とする。生態環境損害賠償訴訟は、行政機関が国

を代表して提起した国家利益を守ることを目標する国益訴訟であると主張している。生

態環境の権利と利益は、すべての国民に共有され、国（家利）益となるものである。行

政機関は国家権力の代表として、生態環境損害賠償の具体的な事柄について賠償義務者
141と交渉し、賠償請求権を行使する機能を持つとする。 

この説は、生態環境損害賠償訴訟と環境民事公益訴訟との関係の曖昧さと混乱を回避

しようとするものである。生態環境損害賠償訴訟を特殊化することによって、新たな訴

訟類型と制度を構築したと考えている。しかし、国（家利）益訴訟という訴訟タイプの

特殊性と必要性についての研究が不十分である。さらに、この学説では、国家利益とは

何か、環境公益とどう違うのかについて、十分に説明されていない。したがって、国益

訴訟説はまだ主流にはなっていない。 

最後に、公益訴訟説によると、生態環境損害は環境の公共利益が受けた損害であり、

行政機関が環境公共利益を守るために起こした訴訟は典型的な環境公益訴訟142である。

「この権利は、私人が公共の利益と福祉を害されることを防ぐために、国が生態環境保

護の公法上の義務を果たすためのものである143。」生態環境損害賠償訴訟の権利主体は

 
137 竺效「论环境民事公益诉讼救济的实体公益」中国人民大学学报（2016(2)）23-31 頁。 
138 汪劲「论生态环境损害赔偿诉讼与关联诉讼衔接规则的建立———以德司达公司案和生态环境损害赔偿相

关判例为鉴」环境保护(2018(5))35－40 頁。 
139 马腾「我国生态环境侵权责任制度之构建」法商研究（2018(02)）114-123 頁。 
140 奚晓明『最高人民法院关于环境民事公益诉讼司法解释理解与适用』（北京人民法院出版社、2015）

27 頁。 
141 「3.3.1 生態環境損害賠償訴訟に関する概念」で説明する 
142 肖建国「利益交错中的环境公益诉讼原理」中国人民大学学报（2016(2)）14-22 頁。 
143 张宝「生态环境损害政府索赔权与监管权的适用关系辨析」法学论坛（2017(3)）14－21頁。 
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特殊な主体（政府）であり、権利を行使する権限は国家の環境の監督管理義務144に基づ

くとする。 

筆者は、以下の理由に基づき公益訴訟説を支持する。 

自然資源の国家所有権理論は、適用範囲が限定されている。生態環境は経済価値と生

態価値の二重担体である。経済価値は分割性、譲渡性などの特徴を有し、財産権の客体

となりうる。他方で、生態価値は、不可分かつ公共に共有されるものであり、法律上の

「財産」の特性を持たないため、所有権の対象とはならない。したがって、自然資源の

国家所有権は、生態系サービスの所有権や、空気や日光などの生態環境の要素の所有権

をカバーすることはできない。 

そのため、公衆が共用する国が所有していないものに対して、行政機関が訴訟を提起

する権利を主張する十分な法的根拠がない。国家の環境の監督管理義務は「自然資源」

の保護ではなく「生態環境」の保護を目指すことで、自然資源の国家所有権がカバーで

きない問題を補うことができる。同時に、生態環境損害制度の発動が政府の法定職責で

あるという設定は、行政機関が自然資源、生態環境に対する私的処分を避けることに有

利である145。 

（三）立法者の態度 

「最高人民法院による生態環境損害賠償案件の審理に関する若干規定（試行）」は、

生態環境損害賠償訴訟の法源として、環境保護法と民事訴訟法のみを挙げ、その他の関

連法根拠については「等」という言葉を用いて説明している146。 

立法者がこの選択をした理由は、主に次の 2点を考慮している147。 

 
144 環境保護法第 6 条：全ての組織と個人に、環境保護の義務がある。地方各級の人民政府は、本行政

管轄区域の環境の質に責任を負わなければならない。 

環境保護法第 10 条：国務院環境保護行政主管部門は、国家環境保護業務の統一的な監督管理を担当し、

県レベル以上の地方人民政府の環境保護主管部門は、行政区域の環境保護業務の統一的な監督管理を担

当する。 
145 张宝「生态环境损害政府索赔制度的性质与定位」现代法学(2020 年第 3 期)。この文献の 81-82 頁に

は、社会主義公有制の意味での「国家所有」を私有制の意味での「個人の権利」と理解すると、国家が

自然資源の収奪から利益を得る純粋な経済組織になりやすいと書かれている。 
146 生態環境損害賠償訴訟の法的根拠については、改革試行の当初から論議が続いている。「最高人民

法院による生態環境損害賠償案件の審理に関する若干規定（試行）」の起草過程では、学界から多くの

意見が出された。生態環境損害賠償制度の理論的根拠は「民法の原則を利用して自然資源の所有権の制

度建設問題を考える」ことにあり、国家所有権は私法所有権の特殊型として定義される。そして、物権

法によれば、鉱床、水流、都市土地、国有林、山林、草原、荒地、干潟などの自然資源の所有者は国家

であるが、自然資源が損害を受けた後の賠償請求権の主体がなく、生態環境損害賠償制度の登場がこの

ギャップを埋めている。したがって、物権法が主要な法源とすべきという意見がある。民法典のグリー

ン原則は環境資源保護分野の原則条項であり、上位法の明確な規定がない場合、生態環境損害賠償訴訟

の法的根拠の一つとすることができるという意見もある。自然資源や生態環境の損害に対する権利主張

の根拠としての権利侵害責任法を、生態環境損害賠償訴訟の法的根拠として用いるべきという意見もあ

る。環境保護法は県級以上の人民政府の生態環境保護職責を明確に規定しているため、県級以上の人民

政府が生態環境損害賠償訴訟を提起する直接の法律根拠とすべきという意見もある。実務上、生態環境

損害賠償事件の審理は、基本的に民事訴訟制度をより多く借用または参照しており、「生態環境損害賠

償制度改革案」でも、賠償権利者が生態環境損害賠償の民事訴訟を適時に提起すべきであり、そのため

の手続法根拠として民事訴訟法を用いるべきであるとする意見がある。また、省・市人民政府および関

連部門・機関は行政管理責任を有する行政機関であり、その生態環境損害賠償に対する磋商や訴訟はい

ずれも行政権行使の性格を持ち、単なる民事訴訟ではなく、民事訴訟法、物権法、権利侵害責任法など

の民事手続法および実体法を根拠とすることは適切ではないとの見解もある。 
147 「最高人民法院による生態環境損害賠償案件の審理に関する若干規定（試行）」を公布するとき、

最高人民法院環境資源審判廷の責任者は、記者のインタビューにこのように答えている。 
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（1）環境保護法第 5 条では、「環境保護は保護優先、予防第一、総合管理、大衆参加、

損害の負担の原則を堅持する。」と規定している。第 6 条では、「全ての組織と個人に、

環境保護の義務がある。地方各級の人民政府は、本行政管轄区域の環境の質に責任を負

わなければならない。」と規定している。第 64 条では、「環境汚染および生態破壊によ

り損害を引き起こした場合、権利侵害責任法の関連規定に従い、権利侵害責任を引き受

けなければならない。」と定めている。これらの規定により、環境保護法が地方各級人

民政府の環境保護に対する責任および損害賠償の責任の原則を明確に規定していること

に鑑み、環境保護法を生態環境損害賠償事件の審理おける基本的根拠とする必要がある。 

（2）「生態環境損害賠償制度改革方案」では、「磋商によって成立した賠償に関する

合意は、民事訴訟法に基づいて人民法院に申請して司法確認を受けることができる」、

「賠償義務者が司法確認された賠償の協定を履行しない、または十分に履行しない場合、

賠償権利者およびその者が指定する部門または機構は人民法院に申請して強制執行でき

る」、「磋商によって合意が成立しない場合、賠償権利者および指定する部門・機関は

速やかに生態環境損害賠償民事訴訟を提起する」ことが規定された。また、各級人民法

院の審判実務は、民事訴訟法が生態環境損害賠償訴訟の手続の法の根拠にもなっている

ことを十分に示している。 

もちろん、立法者は、「最高人民法院による生態環境損害賠償案件の審理に関する若

干規定」が生態環境損害賠償事件の審理に関する法的根拠として 2 つの法律しか定めて

いないが、「等」という言葉は、他の関連法律があることを示していることも強調した。

例えば、権利侵害責任法は人身と財産の権益に限定して民事権益を保護するが、権利侵

害責任法が確定した民事責任優先の原則、帰責の原則、責任分配の原則、因果関係推定

の規則、責任を引き受ける方式などは、多くの情況で生態環境損害賠償訴訟に適用でき

る。 

これに対する立法者の説明も、当時、立法者が私益訴訟説に傾いていたことを示唆す

る。しかし、その後、2020 年「生態環境損害賠償制度改革推進に係る若干具体的問題に

関する意見」、2022 年「生態環境損害賠償管理条例」が導入され、訴訟の原告、「省級、

市級、地級の政府およびその指定する部門または機構、もしくは国務院の委託を受けた

全人民所有の自然資源資産の所有権を代行する部門」が「賠償権利者」に代わり、「自

然資源資産の所有権を代行する部門」が生態環境損害賠償訴訟を提起する権利を有する

か否かが曖昧化された。これは、生態環境損害賠償訴訟の法的根拠について、立法者が

迷っていることを示している。 

3.3 生態環境損害賠償訴訟の具体的な規定 

生態環境損害賠償訴訟に関する中央からの法規には、2019 年「最高人民法院による生

態環境損害賠償案件の審理に関する若干規定（試行）」（2021 年修正）、2020 年「生態

環境損害賠償制度改革推進に係る若干具体的問題に関する意見」、2022 年「生態環境損

害賠償管理条例」があり、体系的な生態環境損害賠償訴訟制度が構築されている。しか

し、上記の法規では、生態環境損害賠償訴訟制度の一部が原則的に規定されているだけ

である。具体的で詳細なものは、各地方が制定した当該行政区域の生態環境損害賠償制

度により定められている。本稿では、瀋陽市と内蒙古自治区の生態環境損害賠償訴訟に

関する現地規定を参照し、生態環境損害賠償訴訟のプロセスを紹介することにする。 
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3.3.1 生態環境損害賠償訴訟に関する概念 

（一）生態環境損害賠償訴訟の原則 

生態環境損害賠償の原則は、法により推進すること、革新を奨励すること、環境に価

値をつけること、損害の責任を負うこと、積極的な磋商、司法保護、情報共有、公衆監

督である。 

（二）生態環境損害の定義 

生態環境損害とは、環境汚染や生態破壊が、大気、地表水、地下水、土壌等の環境要素、

植物、動物、微生物等の生物要素にもたらした良からぬ変化や上述の環境要素で構成さ

れる生態システムの機能的な退化を指す。 

（三）賠償義務者 

法の規定に違反し148、生態環境の損害をもたらした単位または個人が賠償義務者とな

る。賠償義務者は、生態環境損害賠償の調査または鑑定評価に積極的に協力し、磋商に

参加し、修復を実施し、法律に従って賠償義務を完全に履行しなければならない。 

賠償義務者は、国家が規定する要求と範囲に従って生態環境損害の賠償責任を負い、

可能な限りの賠償が行われるようにする。民事法律および資源環境保護に関する法律に、

生態環境損害賠償責任を免除または軽減する関連規定がある場合、その規定に従って実

施されるものとする。 

（四）賠償権利者 

国務院が授権した省級、市地級政府（区を設置する市、自治州、盟、地区、区を設置

しない地級市、直轄市の区、県人民政府を含む）は、その行政区域内の生態環境損害賠

償の権利者として活動する。賠償権利者は、関連する責任分担に従い、生態環境損害賠

償の具体的な業務を担当する関連部門または機関（生態環境、自然資源、住宅および都

市農村建設、水利、農業および農村、林業および草地などの関連部門または機関を含

む）を指定することができる。複数の部門や機関が生態環境損害賠償案件に関与してい

る場合、生態環境損害賠償制度改革の主管部門（通常は生態環境部）が具体的な業務を

担当するよう指定することができる。 

その具体的な業務とは、①定期的に案件の手がかりを選別し、適時に案件処理手続を

開始すること、②鑑定評価を委託し、磋商を展開し、および原告として訴訟を提起する

こと、③賠償義務者が自らまたは社会的第三者機関に依頼し、害された生態環境を修復

することを指導するか、関連する国の規制に従って修復または代替修復を組織すること、
 
148 一般的な環境不法行為の訴訟や環境民事公益訴訟とは異なり、生態環境損害賠償責任では被告の行

為が違法であることが要件となるが、それは生態環境損害賠償訴訟の特殊規定である。生態環境を保護

するために、政府は行動の基準または行為義務を設け、行為者が義務の規定に違反して損害を与えた場

合、政府はそれに対して行政処分を行うことができるし、生態環境損害による責任を追及することもで

きる。しかし、違法性の要素を省けば、法を守る企業と法を犯す企業との間で責任に差がなくなるので、

公平性の価値に反し、法を守る行為者のインセンティブに資さない。このため、行為の違法性が生態環

境賠償責任の要件となる。 
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④生態修復の効果に関する評価を行うこと、⑤その他の関連作業、である。 

（五）環境損害賠償の範囲 

生態環境損害賠償の範囲は、①生態環境が損害を受けてから修復完成までの間にその

サービス機能の喪失がもたらした損失、②生態環境の機能の永久的な損害がもたらした

損失、③生態環境の損害に関する調査、鑑定、評価の費用、④汚染除去および生態環境

の修復の費用、⑤損害の発生と拡大の防止にかかった相応の費用、である。 

生態環境損害が修復可能な場合は、生態環境損害前のベースラインまで、または生態

環境へのリスクが許容できるまで修復しなければならない。 

賠償義務者が磋商による合意または効力が発生した判決に従い、自らまたは他人に委

託して修復を行う場合、生態環境が損害を受けてから修復完成までの間にそのサービス

機能の喪失がもたらした損失および生態環境損害賠償範囲内の関連費用を賠償しなけれ

ばならない。 

生態損害が修復できない場合には、賠償義務者は、関連する損失と法律に従って生態

損害賠償の範囲内の関連費用を賠償するか、生態修復の関連規定・政策・計画に従って、

生態環境とそのサービス機能と同等な修復を実現するために代替修復を実施しなければ

ならない。 

3.3.2 訴前の段階 

（一）事件の手がかり 

賠償権利者およびその者が指定する部門または機構は、地域の実施計画に規定された

責任分担に従い、以下のルートで案件の手がかりを発見することができる。 

①中央および省級生態環境保護の監査官が生態環境損害賠償業務を展開する必要があ

ることを発見する、②突発的な生態環境事件、③生態環境損害が生じた資源と環境の行

政処罰案件、④生態環境損害の犯罪を構成すると疑われる案件、⑤国土空間計画で確定

した重点生態機能区および開発禁止区で発生した環境汚染と生態破壊事例、⑥日常の監

督管理、法執行の検査、資源と環境に関する特別行動が発見した事件の手がかり、⑦信

訪149、通報、メディア露出に関わる事例の手がかり、⑧上級機関から移送された事件の

手がかり、⑨検察機関から移送された事件の手がかり、⑩賠償権利者が確定した他の手

がかり。 

賠償権利者およびその者が指定する部門または機構は、生態環境損害賠償事件の手が

かりを発見または受領した後、30 日以内に生態環境損害を引き起こすかどうかについて

調査を行わなければならない。すでに生態環境損害をもたらした場合には、遅滞なく立

件して賠償請求の手続を開始しなければならない。 

（二）生態環境損害の調査 

 
149 信訪とは、中華人民共和国の独特の陳情制度として、市民、法人、その他の団体が、手紙、電子メ

ール、ファックス、電話、訪問などの形で、各級人民政府に状況を伝え、意見を提案し、苦情を申し立

て、関連行政機関が法律に従って処理する活動を指す。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E8%8F%AF%E4%BA%BA%E6%B0%91%E5%85%B1%E5%92%8C%E5%9B%BD
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調査は、現在の既存情報の収集・現地視察・訪問などの方式で、生態環境損害の有無、

損害の範囲、損害の程度、賠償義務者が比較的明確かどうかなどの問題に着目して行う。 

調査は適時に行うべきであり、期限設定は合理的でなければならない。なお、調査の

過程で生態環境損害の鑑定評価が必要な場合は、その鑑定評価時間は調査期間に算入し

ない。 

公安機関が環境資源の破壊に対する犯罪の疑いがある案件を扱う場合、生態環境損害

の程度と損害事実の把握のために関連機関または専門家に委託して発行した鑑定意見、

鑑定評価報告書、鑑定書は、賠償請求の証明材料として使用することができる。 

環境資源保護監督管理職責を有する部門またはその委託を受けた機関が行政執行の過

程で形成した尋問の記録、調査報告、行政処理決定、検査または監視報告書、鑑定評価

報告書、発効法律文書などの証明資料は、賠償請求の証明材料として使用することがで

きる。 

生態環境損害賠償の案件が複数の部門や機関にまたがる場合、主管部門が共同調査団

を組織し、生態環境損害の調査を行うことができる。 

調査の終了時には、調査の結論として、賠償請求を開始する意見を出すか、案件終了

の意見を出す。 

賠償権利者およびその者が指定する部門または機構は次の場合には、賠償請求の手続

を開始しないことができる。 

①賠償義務者がすでに賠償義務を履行した場合、②人民法院が同一の生態環境損害に

ついて有効な裁判文書を形成し、賠償権利者の請求がこの裁判文書で支持を得た訴訟請

求によって完全にカバーされている場合、③環境汚染または生態損害による生態環境損

害が著しく軽微で、賠償を必要としない場合、④賠償義務を負う法人が解散し、非法人

組織が解散し、または自然人が死亡し、かつ執行できる財産がない場合、⑤賠償義務者

が汚染排出許可を得て、国家法規に従っている場合、⑥その他請求手続を開始しないこ

とができる状況。 

賠償権利者およびその者が指定する部門または機構は、上記のいずれかの状況が判明

した場合、賠償請求の手続を終了することができる。 

（三）鑑定・評価 

生態環境損害の事実を把握するため、賠償権利者およびその者が指定する部門または

機構は、関連規定に従って、適格機構に鑑定評価報告書を委託し、または賠償義務者と

磋商して、共同で当該機構に鑑定評価報告書を発行するよう委託することができる。鑑

定評価報告書には、生態環境損害の修復の可否を明記し、修復可能な部分については、

修復可能な範囲と要件を明記することが必要である。損害の事実が単純で、責任認定に

争いがなく、損害額が比較的小さい案件に対しては、専門家に評価を依頼する方式を採

用し、専門家の意見を出すことができるし、法律文書、監視報告などの関連資料を総合

して判断することもできる。専門家は、国や地方に設置された関連分野の専門家のデー

タベースや専門家委員会から選ぶことができる。鑑定機関や専門家は、発行する報告書

や意見書に責任を持つ。 

（四）磋商（訴前手続） 

生態環境の修復または損害賠償を開始する必要がある場合、賠償権利者が指定する部
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門または機構は、生態損害の鑑定評価報告書に基づき、または専門家の意見を参考にし

て、「損害を与えた者が修復の責任を負う」という原則に従い、修復開始の時期と期限、

賠償の責任負担方式と期限などの具体的問題について賠償義務者と磋商するものとする。

案件が複雑な場合は、初回磋商前に意思疎通と情報交換をすることができる。磋商の過

程では、修復方案の実現可能性と科学性、費用対効果の最適化、賠償義務者の賠償能力、

社会的第三者管理の実行可能性などの要素が十分に考慮されるものとする。磋商過程は、

法に基づいて公開かつ透明でなければならない。 

1.磋商開始の条件 

生態環境損害賠償に関する磋商の開始には、以下の条件を具備しなければならない。 

①生態環境損害が発生した、②賠償権利者が賠償義務者に磋商の通知書を出し、賠償

義務者が磋商に同意した、③生態環境損害賠償事件の調査が終了し、生態環境損害の事

実が明らかになった、④鑑定評価機関による生態環境損害について鑑定意見、評価報告

書、または専門家による意見が出された、⑤法律、規則およびその他の規定で定められ

たその他の状況。 

2.磋商への参加者 

磋商への参加者は以下のとおりである。①磋商会は、賠償権利者が指定する部門また

は機構が主催する。②賠償権利者が指定する部門または機構は、生態環境損害鑑定評価

機関または専門家に磋商会に出席するメンバーを派遣するよう通知する。③賠償権利者

が指定する部門または機構は、同級の検察機関に磋商会への出席および磋商への法的支

援を求めることができる。④磋商会は生態環境保護の職責を有する部門または機関、司

法行政機関、関連分野の専門家、法律家、弁護士を出席するよう招待することができる。

⑤生態環境損害賠償に利害関係を有する単位または個人は、磋商会への参加を申請する

ことができる。 

3.磋商のプロセス 

①会議参加者の身元確認および出席の確認。 

②司会者は、会議の規律と注意事項を発表し、参加者の権利と義務を知らせる。 

③賠償権利者が指定する部門または機構が、生態環境損害賠償事件の調査状況につい

て陳述を行い、賠償意見を発表し、かつ関連証拠を提示する。 

④鑑定評価の機関が鑑定評価に関する状況を説明し、または鑑定評価の専門家が専門

家の意見を説明する。 

⑤賠償義務者が陳述し、意見を表明する。 

⑥賠償義務者が鑑定評価報告書または専門家の意見に疑問または異議がある場合、会

議に参加した鑑定評価機関または専門家が回答および説明をする。 

⑦会議に参加した者が意見を述べる。 

⑧賠償権利者が指定する部門または機構と賠償義務者は、生態環境損害鑑定評価報告

書および各方の意見に基づき、修復開始の時期と期限、賠償の責任負担方式と期限など

の具体的問題について、対等に協議する。 

⑨磋商会の議事録は、磋商会に参加したすべての関係者が確認し、署名して保存する。
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参加者が署名を拒否した場合、主催者はその事情を書き記した後、提出して保存しなけ

ればならない。 

4.磋商の内容 

磋商の内容は以下のとおりである。 

①磋商当事者の氏名（名称）、法定代理人、住所、賠償義務者の身分証明書の写し、

および統一社会信用番号。 

②生態環境損害の事実、関連証拠および法的根拠。 

③鑑定評価報告書、専門家の意見および修復方案に関する磋商当事者の意見。 

④生態環境損害賠償責任を履行する範囲、方式および期限。 

⑤生態環境修復工事の開始時期、監督方式、終了期限。 

⑥生態環境の修復・処理効果の評価の方法。 

⑦違約責任の負担に関するもの。 

⑧紛争の解決方法、不可抗力要因の処理およびその他の事項。 

生態環境損害賠償の協定は、賠償権利者、賠償義務者、同級人民検察院、生態環境損

害鑑定評価機関がそれぞれ 1 部を保有する。各生態環境支局が処理した事件の賠償の協

定は、市級生態環境局法規課に備えなければならない。 

5.その他の規定 

賠償権利者およびその者が指定する部門または機構は、合理的な期間内に生態損害賠

償の磋商の通知書を作成し、賠償義務者に送付するものとする。賠償義務者が磋商の通

知書を受領し、回答期間内に磋商に同意する旨を表明した場合、賠償権利者およびその

者が指定する部門または機構は、速やかに磋商会を招集するものとする。 

磋商期間は、賠償権利者およびその者が指定する部門または機構が、生態環境損害賠

償の磋商の通知書を賠償義務者に送達した日から、原則として 90 日を超えないものとす

る。磋商会の開催回数は、原則として 3回以内とする。 

磋商の結果、合意に至った場合は協定を締結し、磋商が失敗に終わった場合は、賠償

権利者およびその指定する部門または機構が速やかに訴訟を提起しなければならない150。

次の場合には、磋商が失敗とみなすことができる。 

①賠償義務者が磋商への参加を明示的に拒否し、または磋商の通知書に定められた期

間内に回答を提出しない場合、②賠償義務者が理由なく磋商に参加せず、または磋商会

から脱退した場合、③既に磋商を 3 回開催しており、賠償権利者およびその者が指定す

る部門または機構が磋商を通じて合意に至ることが困難と判断した場合、④磋商期間が

 
150 訴前手続として、磋商を経て合意に至らない場合にのみ、賠償権利者およびその者が指定する部門

または機構が生態環境損害賠償訴訟を提起できるのが原則である。しかし、実際には、汚染者や生態破

壊者が生態環境に損害を与えた後に所在不明になったり、意図的に磋商を回避したりするため、磋商が

不可能な場合がある。したがって、磋商しても合意に至らない場合だけでなく、客観的に磋商を展開す

る条件を欠く場合には、賠償権利者およびその者が指定する部門または機構は速やかに生態環境損害賠

償訴訟を提起すべきである。 

人民法院としては、立件段階では、原告が被告と磋商したが合意に至らなかったか、客観的な原因で

被告と磋商できない旨の陳述書を提出したかを審査すればよい。訴訟過程において、被告が、原告の供

述が虚偽であることを証明する証拠を提出したり、磋商の条件を備えているにもかかわらず、原告が積

極的に磋商を行わなかった場合、原告が生態環境損害賠償訴訟を提起する条件を備えていないと判断さ

れることがある。 
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終了しても賠償に関する合意に至らない場合、⑤その他の場合、賠償権利者およびその

者が指定する部門または機構が磋商を通じて合意に至らなかったと判断した場合。 

（五）司法確認 

磋商の結果、賠償に関する合意に至った場合、賠償権利者およびその者が指定する部

門または機構と賠償義務者は人民法院に司法確認を申請することができる。司法確認を

申請するときは、司法確認申請書、賠償協議書、鑑定評価報告書および専門家の意見等

の資料を提出しなければならない。 

人民法院は申請を受理した後、合意内容を公告しなければならず、公告期間は 30 日以

上とする。 

公告期間満了後、人民法院は審査を経て、協定の内容が法律法規の強制規定に違反せ

ず、国家の利益または公共の利益を損なわない場合には、当該協定が有効であると裁定

するものとする。裁決書には、事件の基本的事実および合意内容を記載し、社会に公開

しなければならない。 

賠償義務者が司法確認された賠償の協定を履行しないか十分に履行しない場合、賠償

権利者およびその者が指定する部門または機構は、人民法院に申請して強制執行をする

ことができる。 

3.3.3 訴訟のプロセス 

（一）管轄 

第一審の生態環境損害賠償訴訟事件は、①生態環境侵害行為の発生地、②損害の結果

地、③被告の住所地、の 3 つの中級人民法院が管轄する。法官と人民陪審員が合議廷を

構成する。 

最高人民法院の承認を得て、高級人民法院は管轄区内において一部の中級人民法院に

第一審の生態環境損害訴訟事件を集中的に管轄させることを決定することができる。 

中級人民法院は必要があると判断した場合、上位の人民法院の許可を申請した後、同

院が管轄する第一審の生態環境損害訴訟事件を下位の基層人民法院に審理させることを

裁定することができる。 

生態環境損害賠償訴訟事件は人民法院環境資源審判廷また指定した専門法廷で審理す

る。 

（二）訴訟の提起 

次の各号のいずれかに該当する場合において、賠償権利者およびその者が指定する部

門または機構は、生態環境損害をもたらした自然人、法人もしくはその他の組織と磋商

しても合意に至らない場合、または磋商が不可能な場合、原告として生態環境損害賠償

訴訟を提起することができる。 

①比較的大規模またはそれ以上の突発環境事件を発生させた場合、②国家および省レ

ベルの主体功能区計画に定められた重点生態効能区および禁止開発区において、環境汚

染および生態破壊事件を発生させた場合、③その他生態環境に重大な影響を生じさせる
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結果を発生させた場合。 

ただし、以下の 2 つのケースは除外される。①環境汚染または生態破壊による人身傷

害、個人的および集団的財産損害に対する賠償が請求される場合、②海洋生態環境損害

として賠償が請求される場合。前者では民法などの権利侵害責任に関する法律の規定が

適用され、後者では海洋環境保護法などの法律とその関連規定が適用される。 

（三）立証責任 

原告が被告に生態損害賠償責任があると主張する場合、以下の事実について立証責任

を負う。①被告が環境を汚染し、生態を破壊する行為を行ったこと、または、法により

責任を負わなければならないその他の状況、②生態環境による損害、必要な修復費用等

の具体的な損害、③被告が環境を汚染し、生態を破壊する行為と生態環境損害との間の

関連性151。 

被告は、原告の主張に反論する場合、それを証明する証拠を提出しなければならない。

被告が法律に規定する責任を負わないと主張し、または責任を軽減する状況があると主

張する場合には、それについて立証責任を負う。 

発効した刑事判決によって確認された事実は、それを反証する十分な証拠がない限り、

生態環境損害賠償訴訟の当事者が証明する必要はない152。 

人民法院は、当事者が提出した証拠が民事訴訟における証明基準に合致する場合、刑

事判決で確認されなかった事実を認定することができる。 

（四）損害賠償責任 

被告が国家の規定に違反して生態環境に損害を与えた場合、人民法院は、原告の主張

と事件の具体的状況に応じて、生態環境の修復、損害賠償、侵害の停止、障害の除去、

危険の排除、謝罪などの民事責任を被告が合理的な範囲内153で負うとする判決をする。 

 
151 省級、市地級人民政府およびその指定する関連部門・機構は一般的に行政法執行段階の証拠を掌握

し、その立証能力は普通の原告より高いと主張する学者がいる。その学者は、原告は、被告が該当行為

を行ったこと、または法律上の責任を負うべき事情があること、生態環境が損害を受けたこと、損害の

具体的程度を証明する責任を負うだけではなく、関連証拠資料を提出して被告の行為と生態環境損害と

の間に因果関係があることを証明しなければならないと主張する。生態環境損害賠償訴訟における原告

の特殊性を考慮すると、原告が被告の行為と生態系損害の間に因果関係があることを証明することは一

定の合理性を有する。しかし、立法者は、生態環境の特殊性に鑑み、一般不法行為事件と比較して原告

の立証能力は高いものの、環境事件の複雑性から、原告の立証責任は合理的に軽減され、可能な限り加

害者側に転換されるべきだと判断している。損害の結果が被告の行為によって引き起こされた可能性が

高いことを証明できれば、原告の立証責任は満たされる。当該損害の結果が被告の行為によるものでな

いこと、その行為が違法性を有しないこと、すなわち、法により賠償責任を負わない法定事由が存在す

ることについては、被告が立証責任を負う。それについて十分な証拠を提出できないときは、原告の請

求が認容される。 
152 刑事訴訟における証拠調べの基準は、最も厳しいものである。刑事訴訟法の関連規定によれば、有

罪判決の量刑の事実が合理的疑いを超えて証明するのに十分な程度に法的手続を経て検証された証拠の

みが、決定的かつ十分な証拠とみなされる。生態環境損害賠償訴訟事件は民事事件の範疇に属するので、

民事訴訟の高度の蓋然性の証明基準が適用される。すなわち、当事者の一方が提出した証拠によって、

紛争事実の発生の蓋然性が高いことを証明できれば、法官はそれを認定することができる。したがって、

刑事判決が確定した事実は、生態環境損害賠償訴訟においても確実に認定される。 
153 立法者は生態環境損害賠償訴訟について、地方政府による費用請求は、地方政府が実際に原状回復

に要した費用に限定されるのか、それともこれから原状回復を行おうとする場合の将来支出する予定の

費用も含むのかという問題を未決定にし、その判断を各レベルの人民法院に委ねた。 
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（五）強制執行 

生態環境損害賠償訴訟において、当事者が法的に有効な決定を履行しないか、期限内

に完全に履行しない場合には、相手方は人民法院に強制執行を申請することができる。

生態環境を修復する必要がある場合には、省級、市地級人民政府およびその指定する関

連部門、機構が法に基づき強制執行を行う。 

（六）その他 

賠償義務者が同一の生態環境侵害行為により行政責任または刑事責任を負う必要があ

る場合にも、法律に従って生態環境損害賠償に対する責任を果たすことに影響はないも

のとする。賠償義務者の資産が、生態環境損害賠償に対する責任、罰金または行政上の

秩序罰などをカバーするのに十分でない場合は、生態環境損害賠償に対する責任の負担

が優先される。 

各地方政府は、事案の実情に応じて、社会の安定と国民の利益を統一的に考慮するこ

とができるし、賠償義務者の主観的な過失や業務の状況などにより、賠償義務者の責任

を分類して処理することができる。各地方政府は、分割払いなど多様な責任負担方式を

模索している。 

賠償義務者が生態環境損害の賠償責任を積極的に果たす場合、関連行政機関および司

法機関は、法律に従い、これを軽減、酌量、免責のための事情とする。 

賠償義務者が判決および司法確認された賠償の協定に関する義務を履行しないか、十

分に履行しない場合、賠償権利者およびその者が指定する部門または機構は人民法院に

申請して強制執行できる。法により賠償義務者を失信被執行人154名簿に登載した場合に

は、その者には、一定期間内の市場と業界への立入禁止、制限等が課される。 

生態環境損害が修復可能な場合、賠償義務者または生態修復を委託された第三者機関

は、賠償の協定または判決に従い、修復資金の管理を強化し、生態損害の修復を実施す

る。 

生態環境損害が修復できない場合、賠償資金は政府の税外収入として一般公共予算管

理に組み入れ、同級の国庫に納められる。賠償権利者およびその者が指定する部門また

は機構は、賠償の協定または判決に従い、当該地域の生態環境の損害状況に合わせて、

代替修復を実施することが要求される。 

賠償権利者およびその者が指定する部門または機構は、賠償義務者または生態修復を

委託された第三者機関から生態環境損害の修復完了に関する通知を受けた後、害された

生態環境の修復効果について評価を行い、生態環境の修復が適時かつ効果的に行われて

いることを確保しなければならない。修復効果が修復方案で決定された修復目標に達し

ていない場合には、賠償義務者は、賠償の協定または法院の判決に従って修復を継続し

て行わなければならない。修復効果の評価に関する作業内容は、賠償の協定に定めるこ

とができ、その費用は規定により賠償義務者が負担する。 

生態環境損害の賠償業務において顕著な功績のあった単位または個人は、賠償権利者

 
154 失信被執行人には 6 つの種類がある。①履行能力があるのに、有効な法律文書で確定した義務を履

行しなかった者、②証拠の偽造、暴力、威嚇などの方法で執行を妨害、拒否した者、③虚偽の訴訟、虚

偽の仲裁、または財産の隠匿、移転などによって法の執行を回避した者、④財産報告制度に違反した者、

⑤消費制限令に違反した者、⑥正当な理由なく協議の履行・執行に違反した者。最高人民法院公告

2017 年 7 号より。 
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およびその者が指定する部門または機構によって報奨155される。賠償権利者およびその

者が指定する部門または機構の責任者または職員が、生態環境損害賠償業務において、

権力を濫用し、職務を怠り、または私利私欲による不正行為を行った場合には、法律に

従って責任が追及され、罪を犯した疑いがある場合は、監察機関または司法機関に移送

される。 

公民、法人およびその他の組織が関連部門に報告を通じて生態環境損害賠償の訴訟を

開始するよう要請した場合には、賠償権利者およびその者が指定する部門または機構は、

遅滞なく処理および回答を検討しなければならない。 

生態環境損害の調査、鑑定評価、修復方案の作成等の業務における公共利益に関わる

重大事項の情報、生態環境損害賠償の協定、訴訟裁判文書、賠償資金の使用状況と生態

環境修復効果等の情報などは、法により社会に公開し、公衆の知る権利を保障しなけれ

ばならない。 

人民法院が生態環境損害賠償事件を審理する場合において、規定が欠けるときは、

「最高人民法院による環境民事公益訴訟案件審理の適用法律にかかる若干問題に関する

解釈」などの関連司法解釈の規定が参考として適用されるものとする。 

3.4 磋商メカニズム 

2020 年 1 月まで、各地域で合計 945 件の生態環境損害賠償事件が扱われ、586 件が終

結しているが、そのうち 3 分の 2 以上が磋商により終結している156。磋商は生態環境損

害賠償訴訟制度の中で大きな役割を果たしている。 

3.4.1 磋商メカニズムとは何か 

磋商は、中国にはもともと存在せず、「生態環境損害賠償制度改革方案」で導入され

た新しい概念である。磋商とは、生態環境損害が発生した後、生態環境損害鑑定意見書、

評価報告書または専門家の意見に基づいて、賠償権利者が指定する部門または機構と賠

償義務者が、修復の方法、修復開始の時期と期限、賠償の責任負担方式と期限などの具

体的問題について対等に協議する活動である。磋商が合意に至らなかった場合、賠償権

利者は、その後速やかに生態環境損害賠償訴訟を提起しなければならない。 

磋商は新しい概念であり、現在民事訴訟で広く使われている調停とは異なる。磋商は、

政府を代表とする賠償権利者と汚染企業を代表とする賠償義務者とが主体となって行わ

れるのに対して、環境訴訟の調停には、環境公益組織、検察機関、人民法院、招請され

た参加者などが関与することができ、関係する主体は磋商より対象が広い。訴訟との関

係では、磋商が明確に訴訟の訴前手続と規定されているのに対して、調停は訴訟活動全

 
155 政治的な組織である政府は、自然人ほど生態環境を深く感じることはない。つまり、政府が生態環

境損害の賠償業務を選択するのは、必ずしも生態環境の利益を効果的に実現するためではなく、むしろ

政治的パフォーマンスに基づく。政府は環境を保護する義務を負っているが、その行動の基本的な動機

は業績である。したがって、生態環境損害賠償訴訟では、賠償権利者に対する行政的なインセンティブ

が確立されることが必要である。 
156 中華人民共和国生態環境部、政府の情報公開

https://www.mee.gov.cn/xxgk2018/xxgk/xxgk06/202005/t20200506_777835.html、（2023年 01月 05

日最終訪問）。 
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体のどの段階でも行うことができる。開始手続については、磋商は賠償権利者が開始す

るのに対し、調停は手続法により法院が職権で開始することができる。有効性という点

では、調停の合意はそれ自体が法的効力を持つのに対し、磋商の合意は法的効力を持つ

ために司法上の確認が必要である。 

3.4.2 磋商できる理由 

磋商メカニズムを作ることで、責任者との協議を適時に開始することができ、損害発

生後に訴訟ルートだけを採用することによる時間と精力の浪費などの問題を防ぐことが

できる。 

裁判の審理が、原告の権利に焦点を当て、被告の利益を無視して原告の主張に基づい

て進められるのとは異なり、磋商では、紛争の合理性157と当事者双方の利益の正当性が

承認される。つまり、磋商では、紛争が合理化され、当事者双方の正当な利益のために

協議が行われる。 

一般的な環境不法行為訴訟や民事公益訴訟とは異なり、生態環境損害賠償責任では、

被告の行為が違法であることが必要であり、これが生態環境損害賠償訴訟の特殊規定で

ある。生態環境損害賠償訴訟で違法性を要件にしない立場を採れば、合法的行為による

生態破壊に対して訴訟を起こされる可能性があり、これは原告である政府の立場と矛盾

する。 

違法性を要件とする生態環境損害賠償訴訟において、当事者間で磋商が行われる可能

性があるのは、生態環境損害賠償紛争が歴史的に必然であることに起因している。一般

的に、生態環境の損害は一朝一夕に起こるものではなく、長い時間をかけて引き起こさ

れる。長い間に生態的価値を犠牲にして経済的価値を追求することは、法律でも否定さ

れていない。ある時期には、国の経済発展の必要性から、被害が許されたこともあった。

自然資源が持続不可能となり、環境危機が勃発するに及んで、生態環境損害賠償が法律

の視野に入ってきたのである。 

したがって、生態環境の保護は無から有への過程にあり、生態損害の存在には一定の

必然性と合理性があり、最初の汚染者は、法律に違反して生態を破壊する者ではなく、

ある意味では経済発展の手柄を立てた者である158。生態環境損害賠償訴訟もこの現実を

認識した上で、原告と被告の利益の境界を確定し、双方の責任範囲を決定すべきである。 

3.4.3 磋商メカニズムの優位 

生態環境を保護するためには、行政執行の対抗モードを変える必要がある。行政執行

の対抗モードとは、私的主体が公的義務を果たさず、または直接的・間接的に公共財に

損害を与えた場合に、加害者の過失の程度と関連法規に基づいて、法執行機関が一方的

に行政処分を行うことを指す。対抗モードでは、法の執行は、個人と法執行機関という

2 つの利害が対立する主体と見なされる。法執行の全過程において、法執行機関は公益

 
157 邓春梅「调解现代化运动：一种范式转换——以古代调解、法院审判为参照」湘潭大学学报(哲学社会科

学版)（2017(2)）29-32 頁。 
158 吴勇・扶婷「论调解在生态环境损害赔偿诉讼中的适用」南京工业大学学报（社会科学版）（2021、

20（1））45 頁。 
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の代理人であり、相手方は違反者であり悪人である。違法容疑者が法を犯したかどうか

を判断し、犯罪者を罰し、最も効果的な行動を取るのは、法執行機関に任されている 

この対抗モードは、従来の行政法執行において重要な役割を果たしてきたが、生態環

境の保護にはもはや適用できない。まず、環境問題は「些細な動きが全局に影響する」

という特徴があり、生態環境損害の結果は、個人の財産、人身損害などの私的主体の損

害から、生態環境などの公益損害に至るまで、複合的であることが多い。対抗的な行政

処分は、生態環境損害の修復には関心を持たず、生態環境破壊を抑制する手段としての

み使用できる。生態環境への損害は、常に継続的かつ深化する。例えば、水や空気など

の環境要素が汚染された場合、これらの要素は移動するため、汚染物質が常に変位・変

換されることになる。懲罰的な対抗モードは汚染行為を制止することはできても、汚染

の後続影響を取り除くことには無力である。現代の行政法においては、特に生態環境保

護の分野では、対抗的な行政執行はもはや社会発展の需要にそぐわないため、新しい

「ソフトな」執行モデルの導入が必要である。 

磋商においては、当事者双方の間で効果的なコミュニケーションを図り、より良いバ

ランスを実現するために、双方の利害を調整することができる。政府は、生態環境損害

を抑制するという役割から、賠償義務者が責任を負うことを監督するという役割に変わ

っている。賠償義務者に責任を負うよう促すことで、政府は生態環境への悪影響を最小

限に抑えることができる。 

3.4.4 磋商の性質 

生態環境損害賠償制度の創設に際し、磋商の性質は学界で広く議論されたテーマの 1

つである。この問題は、生態環境損害賠償制度の性質と内在的に関連する。学界では 3

つの基本的な見解が主張されている159。 

（1）1 つ目は「民事行為説」である。この説は、「磋商によって成立した賠償に関す

る合意は、民事訴訟法に基づいて人民法院に申請して司法確認を受けることができる」

という「生態環境損害賠償制度改革方案」の規定を根拠とする。この学説を採る者は行

政機関が磋商の過程において、一般民事主体として賠償義務者と対等に協議し、自由に

意思疎通をする方式を通じ、環境公共利益を守る目的が達成されると主張する。政府は

磋商に参加しているが、行政法的な関係ではなく、民事的な関係である。これは、政府

が管理者ではなく代表者として介入しているためである。この説は明らかに自然資源の

国家所有権を理論の基礎として構築されている。 

（2）2 つ目は「民事行為説」とは逆の「行政行為説」である。この説は、「国家の環

境の監督管理義務」を理論的な基点とし、磋商の目的・過程から論証を行うものである。

現在、多くの学者がこの見解を採り、磋商は近代行政の民主化の過程における行政上の

協商行政の一形態であると考えている。協商行政は、従来の学者の論述では、行政協商

または協力治理とも呼ばれている160。協商行政とは、行政機関による従来の命令型行政

から、行政相手との意思疎通をより温和かつ平等なものにし、双方の間の緊張関係を取

 
159 磋商の性質に関しては、刘莉・胡攀「生态环境损害赔偿磋商制度的双阶构造解释论」甘肃政法学院

学报（2019 年第 1 期）38-39頁、潘佳「生态环境损害赔偿磋商制度解构」法律适用（2019 年第 6 期）

115-117 頁、李一丁「生态环境损害赔偿行政磋商:性质考辩、意蕴功能解读与规则改进」河北法学（第

38 卷第 7 期）83-87 頁、胡肖华・熊炜「生态环境损害赔偿磋商的现实困境与制度完善」江西社会科学

（2021 年第 11 期）175 頁などを参照している。 
160 黄锡生・韩英夫「生态损害赔偿磋商制度的解释论分析」政法论丛（2017(1)）17 頁。 
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り除くことで、公共の善治の局面を促進することを意味する言葉である。 

私法手段の平等性・協議性を融合するこのような行政形態は、公共の利益を守るとい

う行政の目的により合致しており、行政民主化という改革の中で、協調的ガバナンスパ

ラダイムを示すものである。しかし、このような行為は私法手段の特徴を吸収しても、

公法の趣旨を変えるものではないため、やはり公法行為であることに変わりない。 

行政機関が磋商の過程で私法上の交渉手段を用いることは、主体双方の関係が対等な

民事法律関係になったことを意味しない。なぜなら、磋商の過程では常に行政機関が主

導的な立場を維持しており、磋商の目的は環境の公益の実現にあるからである。したが

って、目的についても過程についても、磋商は明らかに公的な性格を持つ。 

（3）3 つ目は「二段階理論」161である。筆者はこの説を支持する。磋商制度にとって

は、合意された賠償協定と、その協定を含む全体の磋商プロセスは、別々に扱われるべ

きものであるとする説である。 

磋商前の調査や損害状況の評価から、磋商会の確定、鑑定評価報告書や修復方案の初

期形成、磋商中の協議や和解、さらには協定の締結や司法確認申請まで、磋商プロセス

全体を見る限り、公権力部門である政府による積極的な指導・推進が見られ、公的機関

の介入という色彩が鮮明になっている。この磋商のプロセスは、生態環境損害という特

殊な事件類型において、訴訟外での和解を促進する行政権力の支配的な効力を示してい

る。行政機関の能動的な介入がなく、単に賠償義務者や他の利害関係者の関与だけでは、

磋商メカニズムを開始することができない。強力な組織者がいないため、磋商メカニズ

ムはその価値を失うことになる。生態環境損害賠償に関する磋商は、「協議」の体裁を

とっているだけで、本質的には行政権力の行使である162。 

しかし、最終的な協定の締結には、賠償の権利主体と義務主体が自発的に承諾するこ

と、すなわち賠償義務者が協定を締結するか否かを選択する自由があることが必要であ

る。現在の生態環境損害賠償に関する磋商の実践では、賠償義務者は、賠償権利者と自

由に協議して、生態環境損害の事実、関連証拠および法的根拠、責任を履行する範囲、

方式および期限など内容を受け入れるかどうかを自ら決定し、受け入れなければ、公法

上の責任は全く発生せず、賠償権利者は救済のための訴訟を提起するしかない。公法上

の規範は個人間の合意では変更できないが、私法上の規範は任意に変更することができ

る。磋商は対等な立場で協議され締結されるので、権利処分の任意性から私法的性格を

持つことになる。磋商の目的は、当事者の民事主体の地位を十分に尊重し、意思自治と

いう緩衝剤によって双方の間の緊張関係を解消し、義務主体ができるだけ早く、より十

分に協議に参加できるようにすることにある。磋商を行政管理、あるいは行政協議と定

義すると、義務主体が行政主体の権力に遠慮して協議することを選択しなくなり、磋商

の価値がなくなってしまう。したがって、磋商は私法的な性格を持つものである。 

そして、このことは、生態環境損害賠償制度において履行を確保するための磋商の協

定の司法確認の必要性にも対応するものである。 

3.4.5 磋商の協定の司法確認に関する問題 

 
161 「二段階理論」（Zwei-Stufen-Theorie）は、ドイツの学者（Hans Peter Ipsen）が最初に発表し

た。この説では、政府が私人に補助金を交付する行為を、決定段階と履行段階の 2 つに分けて考える。

決定段階の行為、私人に補助金を支給するか否かは公権力の行為とされ、公法で規制されるが、履行段

階の行為、政府が補助金をどのように支給するかは私法の行為とされ、私法で規制される。「二段階理

論」は、政府が私法の方式で活動することの正当性に理論的根拠を与えるものである。 
162 刘倩「生态环境损害赔偿磋商法律属性探析」环境保护（2018 年第 17 期）48-50 頁。 
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生態環境損害賠償制度の重要な一環として、磋商によって得られた協定は、司法確認

によって法的効力を持つ必要がある。そのため、司法確認作業は、磋商が機能するかど

うかの鍵となる。しかし、磋商によって得られた協定をどのように司法確認を行うかに

は問題がある。 

「生態環境損害賠償制度改革方案」では、磋商の協定の司法確認は、民事訴訟法の規

定に従って行われることが明記されている。しかし、「3.4.2 磋商できる理由」で述べ

たように、訴訟活動中に行われた交渉行為の調停は、それ自体が法的効力を持ち、司法

の確認を必要としない。協議を通じて合意に達する協定で司法確認を必要とするのは、

磋商以外に人民調解がある。 

2021 年までは、民事訴訟法第 194 条163が司法確認について規定していたが、司法確認

の申請については、人民調解法が規定していた。しかし、人民調解法に従って成立した

調解合意と、磋商によって成立した協定とは異なる。 

（1）まず、当事者の地位が異なる。人民調解法では、調解合意は人民調解委員会の調

解を通じて対等な主体間で成立する調解合意であるのに対して、生態損害賠償の磋商は

省級、市地級人民政府およびその指定する関連部門または機構が職務を行うために指定

した関連部門・機関と、生態損害賠償義務者の間で成立する賠償合意であり、対等な協

議を強調しても、当該生態損害賠償磋商の行政管理的な性格を排除することはできない。 

（2）また、参加機関が異なる。磋商は賠償権利者と賠償義務者との間で行われ、生態

環境保護または賠償修復に関連する部門が仲介者として磋商に参加することを委託され

ることもある。人民調解とは、人民調解委員会の主催のもと、当事者が対等の協議に基

づいて自発的に調解合意を達成し、民事紛争を解決する活動をいう。 

民事訴訟法は、司法確認手続を具体的に人民調解という具体的な調解活動について規

定しているため、磋商の協定の司法確認については、法によらない事態を招いている。

そしたがって、磋商を含めて人民調解法の包括的な改正を行うか、民事訴訟法の司法確

認の規定を拡張するかの、いずれかが必要である。 

そして、この問題に対処するため、民事訴訟法が改正され（2022 年 1 月 1 日施行）、

司法確認に関する改正民事訴訟法は 201 条となった。それは「法により設立された調解

組織の調解により調解合意が達成され、司法確認の申請が行われた場合、調解合意の発

効日から 30 日以内に、当事者が共同で下記の人民法院に提出しなければならない。①人

民法院が調停組織を招聘して先に調解を行う場合は、招聘を行った人民法院に提出する。

②調解組織が自ら調解を行う場合は、当事者の住所地、目的物の所在地、調解組織所在

地の基層人民法院に提出する。調解合意に関わる紛争が中級人民法院の管轄下にある場

合、対応する中級人民法院に提出する。」と規定している。 

同規定によって、人民調解法が磋商に適用できるかどうかという問題は回避されたが、

同規定の調解が磋商を含むかどうかについては議論がある。同規定による調解を磋商に

拡大するとしても、生態環境損害賠償磋商の司法確認には、裁判の組織の構造、審査の

内容など具体的手続が不明確であるという問題がある。後続立法のフォローアップが必

要である。 

3.5 まとめ 
 
163 民事訴訟法第 194 条：調解合意の司法確認を申し立てる場合には、双方当事者は、人民調解法等の

法律に基づき、調解合意の効力が生じた日から 30 日以内に、共同で調解組織所在地の基層人民法院に

提出する。 
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「企業が汚染し、人々が苦しみ、政府が支払う」という中国の長年の問題の解決策と

して、生態環境損害賠償制度は、損害賠償責任を実現するために作られた磋商と訴訟と

いう二段階構造を含む民事訴訟制度である。生態環境損害賠償制度の確立により、環境

不法行為による環境汚染または生態損害に対して、企業が行政処分や刑事制裁を受けた

後も、民事責任を負い、生態修復の費用を全額負担するように促されることになる。こ

れは、一部の企業が不法排出や投棄によって汚染防止のコストを下げるという状況を回

避し、企業間の公正な競争を促進することにも寄与する。 

しかし、政府が原告として訴訟に参加する権利が理論的に解明されていないため、立

法者による制度設計には曖昧なところがある。生態環境損害の鑑定評価、調査、組織修

復、修復資金管理、修復効果の評価など、複数の重要な側面で具体的な規定がない。制

度の具体的な運用を確保するため、まだ明確に規定されていないいくつかの領域におい

て、立法者は、生態環境損害賠償訴訟が環境民事公益訴訟の関連規定を参照することを

認めている。この設計は生態環境損害賠償訴訟が司法実践を展開できることを保障する

ものであるが、生態環境損害賠償訴訟と環境民事公益訴訟との区別は、学者や立法者が

解決すべき課題として残るであろう。 



89 

 

第四章 刑事附帯環境民事公益訴訟164 
 

環境公益は公益の 1 つなので、刑事附帯環境民事公益訴訟は、通常、法規で規律され

ている刑事附帯民事公益訴訟に含まれるとされる。しかし、刑事附帯環境民事公益訴訟

に特殊な規定もある。法規における刑事附帯環境民事公益訴訟の正式な登場は、2018 年

3 月 2 日から施行された「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟事件にお

ける法律適用に関する若干の問題に関する解釈」であり、中国にとって、全く新しい分

野である。 

現在、刑事附帯環境民事公益訴訟に関して施行されている法規は 84 本165ある。その中

で、刑事附帯環境民事公益訴訟の具体的な規定は、「人民検察院による公益訴訟事件を

処理する規則」と「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟事件における法

律適用に関する若干の問題に関する解釈」で定められている。しかし、この 2 つの法規

は、主に民事公益訴訟と行政公益訴訟を対象としており、刑事附帯民事公益訴訟に固有

の内容は次の規定に限られる。 

「人民検察院による公益訴訟事件を処理する規則」第 14 条：人民検察院が民事公益訴

訟事件を処理する場合、①不法行為の発生地、②損害の結果地、③不法行為者の住所地

の 3 つの基層人民検察院に管轄する権限がある。刑事附帯民事公益訴訟事件は、刑事事

件を処理する人民検察院が管轄する。 

「人民検察院による公益訴訟事件を処理する規則」第 97 条と「最高人民法院、最高人

民検察院による検察公益訴訟事件における法律適用に関する若干の問題に関する解釈」

第 20 条：人民検察院は、生態環境と資源保護を破壊する犯罪行為、食品・薬品安全にお

ける多くの消費者の正当な権利と利益を侵害する犯罪行為、英雄烈士の名前、肖像、名

声、名誉に対する犯罪行為など社会公共利益を害する犯罪行為に対して刑事訴追を行う

場合、刑事附帯民事公益訴訟を一緒に人民法院に提起し、刑事審判と同じ審判組織で審

理を受けることができる。人民検察院が提起した刑事附帯民事公益訴訟は、その刑事事

件を審理する人民法院の管轄となる。 

これらの規定によって、刑事附帯環境民事公益訴訟は次の 3 つの特徴を持つ。①検察

機関が訴訟を提起する主体となる。②この制度で保護されるのは、環境に関する公益で

あり、環境・生態資源に損害を与える行為に向けられている。③刑事公訴に附帯する制

度である。 

その他の 82の法規で、刑事附帯民事公益訴訟に関するものは 2 つの分野に集中してい

る。1 つは、個々の地方法院や検察院による刑事附帯民事公益訴訟に関する事件に対し

て、最高人民法院や最高人民検察院が意見を添えて回答するものと、全国人民代表大会

による刑事附帯民事公益訴訟に関する質問に対して、最高人民法院や最高人民検察院が

回答するものである。もう 1 つは、最高人民法院や最高人民検察院が出した刑事附帯環

境民事公益訴訟の典型的な事例である。 

刑事附帯環境民事公益訴訟は、まだ形成の過程にある。したがって、本章は大きく 3

つの部分に分けられる。4.1 では、先行研究を紹介する。4.2 では、刑事附帯環境民事公

益訴訟が中国に出現した根拠を分析する。4.3 では、刑事附帯環境民事公益訴訟の実務

上の経験を収集し、今後の課題を検討する。 

 
164 中国の「刑事附带民事」における「附带」の翻訳は、附帯と付帯と訳されているが、本稿では、

「附帯」を使用している。 
165 2022 年 9 月時点のデータである。 

https://cjjc.weblio.jp/content/%E6%84%8F%E8%A6%8B
https://cjjc.weblio.jp/content/%E6%B7%BB%E3%81%88
https://cjjc.weblio.jp/content/%E5%9B%9E%E7%AD%94%E3%81%99%E3%82%8B
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4.1 中国の刑事附帯環境民事公益訴訟に関する先行

研究 

刑事附帯環境民事公益訴訟は中国では新しい制度であり、体系的な制度はまだ制定中

である。日本では、刑事附帯環境民事公益訴訟自体を対象とする研究はほとんどないが、

刑事附帯環境民事公益訴訟に関連する研究はいくつかある166。 

まず、中国の他の法律問題を研究する際に、刑事附帯環境民事公益訴訟に言及する論

文がある。例えば、郎晴「中国法はなぜ懲罰的損害賠償制度を取り入れるのか」北海道

大学法学研究科法学博士論文 2 頁（2021）には、「人民検察院が刑事附帯民事訴訟に加

えていわゆる『公益訴訟』によって原告として訴訟提起した裁判では、人民法院は明確

に「懲罰的損害賠償」を被告に命じた。」とある。高橋孝治「中国で公訴時効（訴追時

効）により有罪とならなかった場合の分析検討」東アジア研究 22・23 号 87－88 頁

（2018）で紹介されている事件は刑事附帯民事訴訟の事件であるため、刑事附帯民事訴

訟の時効問題が分析され、注 15で刑事附帯環境民事公益訴訟に言及している。 

刑事附帯環境民事公益訴訟自体に関わるものとして、粟津光世167は刑事附帯環境民事

公益訴訟の前提・基礎となる刑事附帯民事訴訟を体系的に紹介し、廖斌168はさらに踏み

込んで、人民検察院が刑事附帯民事公益訴訟を提起する可能性を探った。 

ここで強調したいのは、刑事附帯民事訴訟制度は、1979 年の中華人民共和国刑事訴訟

法（以下「刑事訴訟法」と呼ぶ））第 53 条・第 54 条で初めて登場し、その後 1996 年

（第 77 条・第 78 条）、2012 年（第 99 条から第 102 条まで）、2018 年（第 101 条から

104 条まで）の三度の修正を経て、継続的に改正されている。したがって、2013 年に発

表された廖斌の論文と 2008 年に発表された粟津光世の論文では、異なる法令の条項につ

き同じ内容の記載がある。 

粟津光世は、中国の刑事附帯民事訴訟に関する多数の事例を紹介し、刑事附帯民事訴

訟に関する規定も翻訳した。そして、粟津は、関連する判例や法解釈を通じて、中国の

民刑事附帯民事訴訟について、訴提起の期間、方式、原告と被告の人的範囲、調停など

について包括的・体系的に紹介している。日本の研究者が中国の刑事附帯民事訴訟を理

解するのに役立つ。ただし、粟津の論文が掲載されたのは 2008 年なので、刑事訴訟法第

77 条、第 78 条、1998 年 6 月の「刑事訴訟法執行上の解釈」、2000 年 12 月の「刑事附

帯民事訴訟の範囲に関する規定」に基づいていることに注意が必要である。現在、これ

らの法規は改正されている。刑事訴訟法における刑事附帯民事訴訟に関する規定は 2 箇

条から 4 箇条に拡充され、調停・保全措置に関する規定が追加されたため、後の 2 つの

法規は廃止され、現在適用されている法規は「最高人民法院の『中華人民共和国刑事訴

訟法』の適用に関する解釈」だけである。 

廖斌の論文は 2013 年に掲載されたが、当時は、民事訴訟法が改正されたばかりであり、

 
166 邱昌茂「中国における環境公益訴訟の現状と課題（2）:─「環境損害」の回復をめぐって」北大法

学論集 71卷 6号 233 頁（2021）の注 115 は、中華人民共和国最高人民法院『中国環境資源審判．

2019』（人民法院出版社、2020 年）のデータを参考して、刑事附帯環境民事公益訴訟に簡単に言及し

ている。 
167 粟津光世「中国における刑事附帯民事訴訟(1) (2)」産大法学 42卷 2号 251-291 頁、3 号 455-478

頁（2008）。 
168 廖斌著、郝軼君訳「人民検察院による刑事附帯民事公益訴訟の提起について」法学新報 119 卷 7・8

号 249-267 頁（2013）。 

https://www.weblio.jp/content/%E6%B3%95%E4%BB%A4
https://www.weblio.jp/content/%E6%9D%A1%E9%A0%85
https://cir.nii.ac.jp/crid/1050282812394405888
https://cir.nii.ac.jp/crid/1520853832590605568
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同法第 55 条は、環境汚染・消費者被害に関する民事公益訴訟制度を導入した。刑事訴訟

法（2012）第 99 条第 2 項「国家の財産または集団の財産が損害を受けた場合には、人民

検察院は公訴を提起する際、附帯民事訴訟を提起することができる。」という規定は維

持された。廖斌は、この条文が、人民検察院が刑事附帯民事公益訴訟を提起できる法的

基礎となるとして、論旨を展開した。その時点では、誰が民事公益訴訟の原告になるか

は未決定だった。その後、刑事訴訟法が何度も改正されるのであるが、新たな関連法規

や司法解釈がないという前提の下で、廖斌は、人民検察院が刑事訴訟の公訴人として刑

事附帯民事公益訴訟を提起するのが適切であるという主張を展開した。刑事附帯民事公

益訴訟の範囲、刑事附帯民事公益訴訟における人民検察院の地位など、その論文で検討

された問題のほとんどは、現行法律で規定されている。 

4.2 刑事附帯環境民事公益訴訟の登場 

4.2.1 刑事附帯民事訴訟 

「人民検察院による公益訴訟事件を処理する規則」第 97 条と「最高人民法院、最高人

民検察院による検察公益訴訟事件における法律適用に関する若干の問題に関する解釈」

第 20 条の規定は、刑事附帯環境民事公益訴訟の 3つの特徴を示しているが、刑事訴訟法

において既に存在している刑事附帯民事訴訟を当然に想起させる。 

（一）刑事附帯民事訴訟の由来 

民事責任と刑事責任は私法と公法として厳格に区別されている。しかし、同一の犯罪

に係る審理について、刑事裁判と民事裁判の対象や証拠はほとんど重なっているので、

別々の裁判所が審理するのは不経済である。そこで犯罪被害者等が、刑事訴訟手続を行

うのと同一の裁判所で民事訴訟を提起できれば、犯罪被害者等の負担は軽減され、損害

の回復も容易になり、犯罪行為による損害賠償責任の問題も解決される。したがって、

訴訟手続の経済的合理性と訴訟効果を考慮し、中国の刑事訴訟には刑事附帯民事訴訟制

度という重要な制度が導入された。 

中国の法制の発展史を観察すると、近代以前は、民事より刑罰を優先するという考え

方が主流であったものの、民事問題が刑罰化された状況が多く、民刑が混交されて分離

されていなかった。しかし、中国では民事と刑事を二分する試みも行われていた。元朝

以降、法律で「埋葬銀」が規定されるようになった169。不法行為により人が死亡した場

合、加害者は刑罰のほか、遺族に一定額の葬儀費を賠償しなければならない。加害者の

刑事責任と同時に、民事上の損害賠償責任も問う中国の法律史上初の制度である。1907

年の「各級審判庁試弁章程」170では、「于公诉时，并要求追还赃物，损害赔偿及恢复名

誉者的，附带诉讼（公訴のときに、共に、盗品の取戻し、損害賠償、名誉回復を請求す

 
169 张群「论元朝烧埋银的起源」历史杂谈（2002 年第 12 期）63 頁以下。埋葬銀とは、不当に殺害され

た人の死体が官憲によって検案された後、犯罪の加害者はその罪により禁固刑に処せられることが規定

されている。さらに、加害者の家族は、被害者に埋葬のためのお金を支払う刑が科される。 
170 上海商務印書館編訳所『大清新法令』（上海商務印書館 2010 年版）第 1 卷 389-405 頁に、全文が収

録されている。 

https://www.dancihu.com/hanri/d/dao13592.htm
https://www.dancihu.com/hanri/p/pin41748.htm
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る者は附帯訴訟になる）」と規定され、本格的な刑事附帯民事訴訟が初めて登場した171。 

中国の刑事附帯民事訴訟制度はソ連法に由来している。建国初期の法制整備はソ連の

影響が大きかった。ソ連などの国では、被告人の犯罪行為によって被害者が被った損害

の賠償問題を解決するために、刑事附帯民事訴訟制度を採用していた。その結果、中国

では、最初の刑事訴訟法（1979）第 53 条に刑事附帯民事訴訟制度を規定し、現在もそれ

が維持されている。刑事訴訟法（1979）第 53 条は、数回の修正を経て、刑事訴訟法

（2018）で第 101条と第 102条に分割され、内容が修正・拡張された。 

刑事附帯民事訴訟は、刑事訴訟手続において犯罪者の刑事責任を解決し、附帯して被

告の犯罪行為によって生じた損害賠償を同時に解決するために、原告となる被害者また

は人民検察院が民事訴訟を提起し、同一の裁判所により刑事と民事が同時に審理され、

刑事判決と民事判決が下される制度である。 

刑事附帯民事訴訟が行われるようになってから、両者の優先順位が問われるようにな

った。現在、中国では、手続上は刑事優先、責任上は民事優先の原則が採用されている。

刑事優先とは、事件処理の手続は刑事手続が優先すること、つまり、被疑者の刑事犯罪

行為を捜査して明確にするだけで、民事の不法行為等も明らかになることを意味してい

る。民事優先は、民法典第 187 条172が規定している。民事主体の財産がすべての費用を

カバーするのに十分でない場合、民事責任が優先されることを指す。 

（二）公益領域での刑事附帯民事訴訟 

刑事訴訟法（2018）第 101 条が刑事附帯民事訴訟制度を規定している。同条は、「被

害者は、被告人の犯罪行為によって物的損害を受けたときは、刑事訴訟において、附帯

民事訴訟を提起する権利を有する。被害者が死亡しまたは行為能力を喪失した場合は、

被害者の法定代理人または近親者が附帯民事訴訟を提起する権利を有する。国家の財産

または集団の財産が損害を受けた場合には、検察機関は、公訴を提起するに際し、附帯

民事訴訟を提起することができる。」と規定する。 

まず、被害者が附帯民事訴訟を提起することができるのは、物的損害を受けた場合だ

けである。「最高人民法院の『中華人民共和国刑事訴訟法』の適用に関する解釈」によ

れば、加害者によって財産が破壊された場合に限り、被害者が刑事附帯民事訴訟を提起

することができる（第 175 条）。被告人が被害者の財産を不法に占有し、処置した場合、

被害者は刑事附帯民事訴訟を提起することができないが、人民法院に追徴または賠償・

返還を請求することができる。追徴または賠償・返還の状況は、量刑の情状として考慮

することができる（第 176条）。 

環境公益は非競合性・非排除性という特性を持つので、環境公益が不法に占有・処置

された、または破壊されたか否かの判断は難しい。しかも、環境公益の物質化は困難で

あるという特徴があり、物的損害との概念の間にはかなり距離がある。したがって、こ

の部分の刑事附帯民事訴訟と刑事附帯環境民事公益訴訟はあまり関係しない。 

次に、国家の財産または集団の財産は、本来、公共財であるため、刑事訴訟法は、刑

事附帯民事訴訟制度を被害者が物的損害に対して提起する私的訴訟と検察機関が国家の

 
171 曲冬梅「检察机关提起环境公益诉讼体现司法担当」检察日报

https://www.spp.gov.cn/ztk/2015/gyss/ywtt/201507/t20150702_100641.shtml、（2023 年 01月 05 日

最終訪問）。 
172 民法典第 187 条：民事主体が同一の行為により民事責任、行政責任および刑事責任を負わなければ

ならないときは、行政責任または刑事責任の負担は民事責任の負担に影響を与えない。民事主体の財産

が支払に不足するときは、民事責任の負担に優先的に用いるものとする。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9D%9E%E7%AB%B6%E5%90%88%E6%80%A7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9D%9E%E6%8E%92%E9%99%A4%E6%80%A7
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財産または集団の財産に対して提起する「公益」173訴訟の 2 つに区別した。その結果、

検察機関が刑事附帯民事「公益」訴訟を提起することが可能となった。 

環境公益をここでいう公益に含めることができるか否かについては、学界でかなりの

議論があるが（詳細は「4.2.3 刑事附帯環境民事公益訴訟の立法的構想」（一）で紹介

する）、中国では刑事附帯環境民事公益訴訟が登場する以前から、民事公益訴訟が限定

的に附帯される可能性があった。 

4.2.2 刑事附帯環境民事公益訴訟が構築された理由 

刑事附帯環境民事公益訴訟は、その名の通り、刑事訴訟手続に環境民事公益訴訟を附

帯させる訴訟制度である。2018 年 3 月 2 日、「最高人民法院、最高人民検察院による検

察公益訴訟事件における法律適用に関する若干の問題に関する解釈」が公布施行され、

連合司法解釈の形で刑事附帯環境民事公益訴訟制度に正式な根拠が提供された。 

（一）刑事附帯環境民事公益訴訟の優位 

1.司法資源の節約 

国家資源は限られているため、司法資源を合理的かつ効果的に活用し、公正などの価

値を損なうことなく裁判の効率化を図ることは、すべての訴訟制度の目標である。刑事

附帯環境民事公益訴訟は、訴訟の効率化だけでなく、環境を適時に救済することも目的

としている。 

仮に、検察機関が刑事訴訟と民事公益訴訟を別々に起こし、審判機関が別々に審判を

行うとすれば、必然的に訴訟に関する費用の増大と司法の非効率性を招く。検察機関に

とっては、刑事附帯環境民事公益訴訟は、刑事部分と民事部分の両方を同時に調査し証

拠を収集することができ、検察機関が刑事訴訟と民事環境公益訴訟を別々に処理する場

合と比べ、資源の浪費を回避することができる。法院にとっては、一度の審判で、当事

者の民事と刑事の主張を一度に解決できるので、法院の人手が省ける。刑事被告人にと

っては、刑事責任と生態環境損害に関する賠償責任をどのように負うのかが、一度の審

判手続で同時に知らされるため、同じ犯罪行為で二度裁かれる負担がなく、また審判の

結果が分かれば安心して判決を受け入れることができる。 

2.より良い環境保護 

刑事責任と民事責任の双方を含む犯罪の場合、中国は通常、手続上は刑事を優先し、

先に刑事手続で真実を立証し、後に民事手続で損害賠償を行う。環境資源に対する犯罪

の場合、刑事附帯環境民事公益訴訟制度がなければ、通常、刑事訴追により犯人を処罰

する刑事判決が下され、その後、民事訴訟法に従って民事公益訴訟が提起されることに

なる。これではかなりの時間がかかる。しかし、環境汚染の結果は継続的かつ不可逆的

であることが多いため、環境問題は「予防」を重視する。したがって、刑事附帯環境民

事公益訴訟制度の欠如は、環境の適時の修復に不利になるだけでなく、もし、損害が自

 
173 国家の財産または集団の財産というのは、一般的な公益の概念よりかなり狭いが、公益の性質を持

つことは否定できない。普通の公益訴訟と区別するために「公益」と表記する。 
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然環境の自己修復の能力を超えた場合、不可逆的で深刻な結果を引き起こす可能性があ

る。 

同時に、環境に対する一時的な自然改善効果（雨が水質汚染のレベルを下げる、気温

の変化で生物活動が変化するなど）により、被告人は刑事責任のみを問われ、生態環境

損害に対する民事責任を免れる可能性もある。 

3.社会的価値観の誘導 

環境公訴と環境民事公益訴訟は同一の手続で処理されるため、被告人は刑事責任を負

うと同時に、謝罪、損害賠償、環境修復など対応する民事責任も負うことになり、被告

人の違法行為のコストが増えることになる。また、被告人があらかじめ補植復緑、増殖

放流、土地の再開墾などの方式で生態環境を修復する責任を持つ174ことで、環境を改善

すれば、法院の刑罰が軽くなることも期待できる175。このように加害者の責任を加減す

ることで、効果的に犯罪を処罰し、抑止効果を高め、環境汚染や生態破壊の再発を効果

的に防止することができる。また、環境保護の社会文化をよりよく導き、環境に対する

公共の利益を効果的に保護することができる。 

4.法院審判の権威の維持 

刑事附帯環境民事公益訴訟では、刑事責任も民事責任も犯罪行為による具体的な損害

から発生するものである。公安機関は捜査の過程でその具体的な被害状況を調査するの

で、より正確な事実関係を把握することができる。この捜査結果は、法院の審判活動に

とって、刑事責任と民事責任の所在をどう判断するかの重要な参考資料となる。同時に、

責任の所在を同一の法院が判断することにより、審判の結果に統一性を持たせることが

できる。事件を刑事と民事に分けて、審判後に異なる法院が異なる判断を下すという事

態も回避され、審判の統一性が保たれ、司法正義が堅持される。 

（二）検察機関による推進 

1.検察機関の偏愛 

汚職賄賂、背任、職務犯罪の偵査などの職責が無くなった現在、検察機関は公訴職責

と監督職責に集中しているが、公益訴訟が中心になる傾向が強く、中国の監察委員会の

成立からの影響と環境民事公益訴訟における検察機関の優位性によれば、環境民事公益

訴訟においてより大きな役割を果たそうとする検察機関の傾向は明らかである（2.1.3

（二）や 2.4.2 で説明した）。さらに、検察機関が刑事附帯環境民事公益訴訟を提起す

るとき、検察機関が環境民事公益訴訟を提起する場合の支援的地位から自ら抜け出し、

より自主的に機能することができる。そして、公訴の起訴主体である検察機関は、本来、

 
174 穆慧子「环境刑事附带民事公益诉讼法律问题研究」西南政法大学法学环境与资源保护法学 19 頁

（2020）の統計によると、2018 年 3 月から 2019 年 3 月までの中国における刑事附帯環境民事公益訴訟

事件の全件のうち、約 87％の事件の被告が原告の民事訴訟請求に積極的に同意を表明し、司法機関と

協力して軽い判決を得たいと望んでいる。 
175 刑事優先の刑事附帯民事訴訟と比較すると、実務上の刑事附帯環境民事公益訴訟は、民事と刑事が

並行する傾向がある。この訴訟制度では、生態環境修復責任と刑事責任の関係を扱う際、法院は基本的

に被告人が積極的に生態環境を修復し、生態環境修復費用を支払ったことを量刑の緩和・軽減事由とし

て考慮している。 
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刑事手続を開始するための準備として設置されるものであり、そのための職員が配置さ

れている。他の環境保護の訴訟制度と比べ、検察機関は制度改革コストをほとんどかけ

ずに、刑事附帯環境民事公益訴訟を提起することで、検察機関の公訴職責と監督責任を

よりよく果たすことができる。したがって、刑事附帯環境民事公益訴訟は、検察機関に

好まれる。 

2.統合的・一体的な検察体制 

検察機関の統合的・一体的な作業体制は、刑事附帯環境民事公益訴訟制度に関連する

実務を進展させた。 

2018 年、最高人民検察院は、検察機関による公益訴訟事件を全国的・全面的に推進し、

全国のすべての基層検察院において立件の空白を消滅させ、訴前手続の空白をなくすこ

とを要求した。検察機関は統合的・一体的な作業体制下にあるので、最高人民検察院の

命令は下位人民検察院に関しては絶対的なものである。 

この目標のために、全国のすべての検察機関、特に基層検察機関は、立件数を重視せ

ざるをえないし、上から下への監督審査の圧力に直面した。 

立法上、検察機関が刑事附帯民事「公益」訴訟を提起することはすでに可能だった176

が、実務上、刑事附帯環境民事公益訴訟制度が全国的に多く行われるようになったのは

2018年 3月 2日からだということを、ここで強調しておきたい。 

3.基層検察機関の選択 

環境民事公益訴訟事件の管轄権は中級以上の人民法院に帰属し、中級人民法院から基

層人民法院への管轄権の移転には「1 件の事件には 1 つの承認が必要」という報告・承

認手続が必要とされている（上記 2.2.1（一）参照）。その結果、基層検察機関は、省

レベル検察機関と対応する高級人民法院との間の煩雑な合意プロセスを経なければ、環

境民事公益訴訟を提起することができない。 

他方、地方の権力構造における行政機関の影響力は、監察体制の改編で職務犯罪の偵

査権が剥奪された検察機関よりはるかに大きい。このため、行政公益訴訟に対する一部

の基層検察機関の態度は「やる気がない」ことになっている。これに加えて、行政機関

が訴前の検察建議を重視するようになったことや、訴前手続での行政機関の是正率が上

昇してきたことにより、行政公益訴訟の起訴件数は着実に減少している。 

刑事附帯民事公益訴訟に対応する刑事事件の第一審管轄権は、一般的に基層検察機関

と基層人民法院にある。検察機関は統合的・一体的な機関ので、基層検察機関はその内

部の刑事検察部門から事件処理の手がかりを発見しやすくなっている。民事上の不法行

為の要素となる事実を刑事証拠が証明してくれるので、必要な調査や検証の作業量を減

らすことができる。その結果、刑事附帯民事公益訴訟は一部の基層検察機関の唯一の選

択肢になったと言っても過言ではない。 

 

（三）全国的での実践 

 
176 刑事訴訟法(1979)第 53 条は、検察機関が国家の財産または集団の財産に対する刑事附帯民事訴訟を

提起する権限をすでに与えていた。 
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これらの有利な要因が重なったことにより刑事附帯民事公益訴訟は基層検察機関の人

気を集め、その件数は 2018年に爆発的に増加した。 

2015年から 2017年までの 3年間の公益訴訟試験の中で、検察機関が取り扱った事件

は主に行政公益訴訟で 1，029件に達し、約 89％を占め、刑事附帯民事公益訴訟は 25件

しかなかった177。刑事附帯民事公益訴訟が、すべての検察機関による公益訴訟全体に占

める割合は 2.17％に過ぎなかった。しかし、その後、「最高人民検察院による検察機関

の公益訴訟に関する報告書」（2019）178によれば、2018年に検察機関が着手した 2467

件の公益訴訟のうち、77.82％が刑事附帯民事公益訴訟、6.52％が民事公益訴訟、

15.66％が行政公益訴訟である。刑事附帯民事公益訴訟の件数は驚くほど増加している。 

しかし、刑事附帯民事公益訴訟の件数の急激な伸びは、刑事附帯民事訴訟から刑事附

帯環境民事公益訴訟への移行が簡単であることを意味しない。 

刑事附帯民事公益訴訟が「流行」になったのは、この制度の強さや有効性を示してい

る。しかし、これほどの「流行」になった主要な原因は、上から下への空白案件を消滅

させるという監督審査の圧力である。「最高人民検察院による検察機関の公益訴訟に関

する報告書」（2019）の中では、刑事附帯民事公益訴訟が「流行」する現象は、不合理

な事件構造であり、対処すべき未解決の問題であると述べられている。そして、空白案

件がなくなると、2020 年に刑事附帯民事公益訴訟の割合は大幅に減った。それでも、

2021 年までで、刑事附帯民事公益訴訟の件数は 5000 件を超えた179。そして、環境に関

する公益領域の豊富な実務が、刑事附帯環境民事公益訴訟の構築の基礎となった。 

4.2.3 刑事附帯環境民事公益訴訟の立法的構想 

刑事附帯環境民事公益訴訟の中核となる規定は、本章の冒頭に挙げた 2 つの条文と一

部の回答に限られており、運用のための手続規範が十分に整備されているとは言えない。

その結果、検察機関は、刑事附帯環境民事公益訴訟を提起する場合、法的手続の不足と

いう問題に直面している。同時に、刑事附帯環境民事公益訴訟は、通常の環境民事公益

訴訟と性質が異なる。刑事附帯環境民事公益訴訟の公益的損害は、刑事手続に附帯する

犯罪行為によって生じるものであり、刑事手続の制約を受ける。したがって、刑事手続

または環境民事公益訴訟の法的規定を単純に適用することはできず、制度設計に一定の

独自性が必要となる。 

中国における刑事附帯環境民事公益訴訟は、現在、理論よりも実務がはるかに発展し

ている状況にある。訴訟制度にはまだ多くの不確実性が残っているが、全国的に広く実

践され実務で模索された新しい訴訟制度として、刑事附帯環境民事公益訴訟は、刑事訴

訟と環境民事公益訴訟という 2 つの異なる制度を融合する訴訟制度である。この 2 つの

制度の固有の欠点が刑事附帯環境民事公益訴訟には残っており、訴訟制度の統合過程で

も新たな問題が生じる。この制度は成熟した理論によって支持されておらず、その位置

づけを明確にする上位法もない。このような状況の下、学界では刑事附帯環境民事公益

訴訟に対して次の 3つの構想があるが、それぞれに合理的な点と問題点がある。 

 
177 吕忠梅『中国环境司法发展报告（2015—2017）』（人民法院出版社、2017 年版）12 頁。 
178 最高人民検察院「最高人民検察院による検察機関の公益訴訟に関する報告書」2019 年 10 月 24 日

https://www.spp.gov.cn/spp/tt/201910/t20191024_435925.shtml、（2023 年 01 月 05 日最終訪問）。 
179 郑翩翩「环境刑事附带民事公益诉讼制度若干问题思考」上海财经大学法学院环境与资源保护法学 12

頁（2021）。 
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（一）刑事附帯民事訴訟論 

この学説によると、刑事附帯環境民事公益訴訟は、刑事附帯民事訴訟を発展させたも

のである。刑事附帯民事訴訟制度は刑事附帯環境民事公益訴訟と同様に刑事訴訟と民事

訴訟を組み合わせた制度である。刑事附帯民事訴訟制度自体が公益の分野に関与するこ

とができるので、刑事附帯環境民事公益訴訟は刑事訴訟法第 101 条第 2 項に基づく刑事

附帯民事「公益」訴訟である180。刑事附帯環境民事公益訴訟は、刑事事件における損害

賠償や原状回復などの民事責任問題の解決を容易にするために、附帯的なものという形

をとっているに過ぎない181。 

制度構築の面で刑事附帯環境民事公益訴訟と刑事附帯民事訴訟には多くの共通点があ

る。①適格の原告について。刑事附帯環境民事公益訴訟について、「最高人民法院、最

高人民検察院による検察公益訴訟事件における法律適用に関する若干の問題に関する解

釈」は原告適格を検察機関のみに付与しているが、他の主体が原告適格を有するか否か

については法律の明文規定がない。刑事附帯民事「公益」訴訟でも検察機関に原告適格

が与えられている。②訴前手続について。刑事訴訟法第 171 条は、検察機関が刑事附帯

民事「公益」訴訟を提起する前に、被害単位が附帯民事訴訟を提起したか否かを審査し

なければならないことを明確にし、2019 年 12 月に最高人民法院と最高人民検察院が共

同で出した「人民検察院が刑事附帯民事訴訟を提起するための訴前手続を履行すべきか

否かに関する回答」は、訴前手続が必須の手続であると明確に規定した。③検察機関に

手続上の選択権があるか否かについて。2 つの訴訟についても、法規では「しなければ

ならない」ではなく「することができる」という言葉が使われており、検察機関には状

況に応じて手続上の選択権がある。 

そして、生態環境の破壊や環境資源の保護に関する犯罪は社会の公共利益を害すると

し、この公共利益はしばしば国家の財産または集団の財産に関連するものである。どち

らも公益的な性格を持つため、刑事附帯民事「公益」訴訟を拡張して刑事附帯環境民事

公益訴訟を含むようにするには、わずかな制度変更で足りる。 

さらに、刑事訴訟法と関連する司法解釈は、特別な章で、刑事附帯民事訴訟に関する

様々な規定をまとめ、刑事附帯民事訴訟の体系を完成させ、一種類の刑事附帯民事「公

益」訴訟を完備している。 

したがって、実務の分野では、刑事附帯民事「公益」訴訟を基礎として、刑事附帯環

境民事公益訴訟を構築するのが最も便利である。 

しかし、刑事附帯民事訴訟制度は、最初から公益に入る可能性を残すように設計され

てはいるが、国家の財産または集団の財産を対象としている。他方、環境公益訴訟は、

環境の経済的価値を保護する以外に、環境の生態的価値も重視する。しかし、環境の生

態価値は物質化しにくく、その価値を価格に反映させることが困難である。 

このように、国家の財産または集団の財産に環境が含まれるとしても、刑事附帯民事

「公益」訴訟は、国家財産や集団財産の喪失という形での環境財産損害に限定されてお

り、環境自体の損害や生態的損害を規律できない。そのため、刑事附帯民事「公益」訴

訟を基礎とする刑事附帯環境民事公益訴訟は生態的価値の保護という側面をカバーする

 
180 张建春・咸思杰・吕玉琴「检察机关提起刑事附带民事公益诉讼相关问题的研究」发展（2018 年第 9

期）86-88 頁、尹吉「刑事附带民事公益诉讼案件的法律适用」人民检察（2018 年第 10期）47 頁、石晓

波・梅傲寒「检察机关提起刑附带民事公益诉讼制度的检视与完善」政法论丛（2019 年 12 月第 6 期）28

頁、汤维建「刑事附带民事公益诉讼研究」上海政法学院学报（法治论丛）（2022 年第 1期）29-31 頁。 
181 姜保忠・姜新平「检察机关提起刑事附带民事公益诉讼问题研究——基于 150 份法院裁判文书的分析」

河南财经政法大学学报（2019年第 2 期总第 172 期）85 頁。 

https://cjjc.weblio.jp/content/%E7%99%BA%E5%B1%95
http://www.cqvip.com/qikan/Detail.aspx?gch=83565X&years=2018&num=09
http://www.cqvip.com/qikan/Detail.aspx?gch=83565X&years=2018&num=09
http://www.cqvip.com/qikan/Detail.aspx?gch=83565X&years=2018&num=09
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ことが困難な状況となっている。刑事附帯民事「公益」訴訟をどのように環境公益に拡

大するかが、この学説の中心的な課題になっている。 

（二）特殊な民事公益訴訟論 

第二の学説は、刑事附帯環境民事公益訴訟を特殊な民事公益訴訟として位置づける説

である182。その核心的な根拠は、「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟

事件における法律適用に関する若干の問題に関する解釈」において刑事附帯環境民事公

益訴訟の規定は民事公益訴訟という節にあり183、体系的解釈によると、刑事附帯環境民

事公益訴訟は民事公益訴訟の特殊な種類でなければならないという点にある。 

この説は、刑事手続が開始された後にのみ、法律が規定する主体が訴訟提起および審

判の開始などの手続に入ることができるという制約の下で行われる特殊な民事訴訟であ

り、主目的は、その事件の被告人の民事責任の問題を扱うことにあると見ている184。刑

事附帯環境民事公益訴訟は、実質的に民事上の不法行為による権利侵害に関する訴訟で

ある185。 

刑事附帯環境民事公益訴訟において、刑法は犯罪行為、民法は不法行為を対象とする

ため、実体上の同一行為は異なる社会的関係を規制しており、法律上で、刑法と民法が

競合するという問題は生じない。その結果、刑事附帯環境民事公益訴訟は刑事訴訟の存

在を前提にしながらも、一定の独立性を持っている。したがって、刑事附帯環境民事公

益訴訟の刑事要素は、主に裁判管轄のレベルや審判の組織構成にあり、実体的な部分は

環境公益をよりよく保護するために、民事公益訴訟の関連規定が考慮されていると主張

する。 

また、この学説を裏付ける実践もある。①調停を認め、公告を義務付けるなどの制度

設計は、実体部分では当事者が対等の法的立場にあることを示している。②刑事附帯民

事訴訟では、検察機関が起訴した場合、原告は犯罪によって被った物的損害の部分につ

いて附帯民事訴訟を提起することができ、その際、原告は被った物的損害について利益

を得て補償を受けることができる。刑事附帯環境民事公益訴訟では、検察機関が不特定

多数の人々の利益のために環境民事公益訴訟を提起し、その「収益」は特定の口座に支

払われ（法規で明示されていないが、実際にはよく使われる）、害された生態環境の修

復に充てられ、検察官が「収益」を得ることはできない。「収益」を得ることはできな

いことは、環境民事公益訴訟における社会組織は、公益訴訟を提起することによって金

銭的利益を得ることができないというルールと一致している。検察官が侵害者と私的取

引をして賄賂をもらい、訴訟の請求を放棄して公共の利益を侵害することを防ぐためで

ある186。 

 
182 何艳敏・胡巧绒「检察机关提起刑事附带民事公益诉讼的若干问题」人民检察（2019(18)）15-19 頁。

谢小剑「刑事附带民事公益诉讼:制度创新与实践突围—以 207 份裁判文书为样本」中国刑事法杂志（2019

年第 5 期）92-111 頁。 
183 また、一部の学者は、原告である検察機関の視点から、検察機関の公益属性を分析し、刑事附帯民

事公益訴訟は、公訴権が刑事から民事に拡大したことの現れであるという結論を得て、刑事附帯民事公

益訴訟の本質は民事公益訴訟であると結論づけている。张袁「在交互中融合:检察机关提起刑事附带民

事公益诉讼的程序考察」安徽大学学报（哲学社会科学版）（2019 年第 6 期）122-129 頁。 
184 郑鲁宁・何乃刚「合并与分离:刑事附带民事诉讼制度的反思与重构」政法论坛（2003 年第 4 期）110

—120 頁。 
185 高星阁「论刑事附带民事公益诉讼的程序实现」新疆社会科学（2021 年第 3 期）100 頁。 
186 陈学敏「环境刑事附带民事公益诉讼制度的检视与完善」华南理工大学学报（社会科学版）第 23 卷第

3 期（2021 年 5 月）70 頁。 
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最初の学説と同様に、この学説にも問題がある。①刑事附帯環境民事公益訴訟は、同

一の犯罪行為によって生じた損害に基づき損害賠償を求める訴訟であり、一定の独立性

があるとは言え、刑事手続に依存している事実は免れない。環境民事公益訴訟に簡単に

持ち込むのは不適切である。②刑事附帯環境民事公益訴訟を環境民事公益訴訟として考

えると、必然的に 1 つの疑問が生じる。それは、なぜ刑事附帯環境民事公益訴訟が検察

機関によってのみ提起されるのか、ということである。その解決は、この 2 つの問題を

解明するか、刑事附帯環境民事公益訴訟の原告の範囲を拡大するかの、どちらかである。

しかし、刑事附帯環境民事公益訴訟を特殊な民事公益訴訟とすると、刑事附帯環境民事

公益訴訟について、異なる原告の順位関係や民事環境公益訴訟との関係などの問題が生

じるが、それについては法律の規定はない。 

（三）新しい訴訟制度論 

第三の学説は、刑事附帯環境民事公益訴訟は、本質的に独立した新しい訴訟制度であ

ると考えている。刑事附帯環境民事公益訴訟は、通常の刑事附帯民事訴訟の一部でもな

く、環境民事公益訴訟の下位概念でもない。むしろ、同じ検察機関が提起する刑事環境

公訴と環境民事公益訴訟の 2 つの別々の訴訟を統合したものである187。この学説は、現

在では主流に近づいている188。 

刑事附帯民事訴訟制度は、もともと司法資源の節約と訴訟の効率化のために作られた

ものである。その結果、刑事附帯民事訴訟には、訴訟の効率性を確保するための規定が

多く含まれている。しかし、環境民事公益訴訟における保護法益は公共環境権益であり、

訴訟の根拠となる実体法は民法典および環境保護法であり、生態環境不法行為の防止ま

たは生態環境の損傷修復を目的とする。環境民事公益訴訟は生態環境の持続的発展を達

成するためのものである。刑事附帯民事訴訟を根拠として、刑事附帯環境民事公益訴訟

を構築すると、環境公益の保護を欠くことになる恐れがある。したがって、訴訟効率の

向上という法的展望を無視して環境民事公益訴訟の手続をコピーすることもできないし、

「環境に価値をつける」、「損害の責任を負う」という環境公益の保護の基本原則を無

視して刑事附帯民事訴訟の規範をそのまま適用することもできない189。 

しかし、この学説では、極めて高い立法コストを伴う制度を開発することになる。具

体的な訴訟制度は、その規定だけで完璧な体系を構築することはできない。異なる訴訟

制度は、必然的に異なる上位手続法に依存する。環境民事公益訴訟制度は民事訴訟法の

規定を参照し、刑事附帯民事訴訟は刑事訴訟法の規定を参照することになる。刑事附帯

環境民事公益訴訟は全く新しい制度として、既存の理論・制度上の制約を受けることな

く、環境法令の制約を前提に、もともと別々だった 2 つの制度のよりよい統合を実現す

ることができるのは確かである。しかし、これは同時に、実務上、刑事訴訟法と民事訴

訟法との間で選択を迫られる場合が多いことも意味している。 

4.2.4 小括 

 
187 王绩伟「刑事附带民事公益诉讼制度若干疑难问题研究」检察调研与指导（2018 第 03 期）67-71 頁。 
188 穆慧子・前掲注（174）7-8頁は、収集された判例を分析し、司法実務家が主に第三の学説を採用す

るという結論が導きした。 
189 王中义「我国环境资源刑事附带民事诉讼探悉」法律适用（2019 第 15 期）115—122 頁。 
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司法実務においては、既存の規定を参照し、典型的な事例を通じて刑事附帯環境民事

公益訴訟の具体的なルールを創造し、刑事附帯環境民事公益訴訟に適した制度の規範を

構築することが技術的に可能である。 

刑事附帯環境民事公益訴訟を構築する観点から、刑事責任と民事責任の交錯、刑事手

続と民事手続の並行、さらに刑事訴訟、民事訴訟、公益訴訟が複雑に絡み合っている姿

が示される。だからこそ、さまざまな理論が生まれ、それぞれに一長一短があるのも事

実である。そのため、実際にはそれぞれの理論に支持者が存在し、実務上の混乱を招い

ている。 

4.3 実務上の刑事附帯環境民事公益訴訟とこれから

の課題 

2018 年司法解釈の発表に伴い、刑事附帯環境民事公益訴訟事件の件数が急増し、検察

機関の事件管理が焦点となった。刑事附帯環境民事公益訴訟制度は、その法的正当性が

あったが、法律の内容が限定的であること、欠缺・空白が多いこと、事件数の急増など

により、司法実務上多くの問題が生じ、制度の発展には多くの困難があった。実務とは

対照的に、現在の刑事附帯環境民事公益訴訟に関する学術研究は、この訴訟のための全

体的な手続システムの構築に焦点が当てられている。刑事附帯環境民事公益訴訟の性格

をめぐる論争において、訴前手続の適用、管轄権の判断、訴訟の範囲、法律の適用など

について対立があり、学界で熱い議論が交わされている。筆者は関連する研究を収集し、

刑事附帯環境民事公益訴訟のいくつかの核心的な問題をまとめたが、徐々に明らかにな

ってきた課題もあるし、まだ霧の中にあるような課題もある。 

4.3.1 徐々に明らかになってきた課題 

（一）社会公共利益の判断 

「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟事件における法律適用に関する

若干の問題に関する解釈」第 20 条により、社会的公益の損害は刑事附帯環境民事公益訴

訟が開始する前提である。しかし、現段階では、社会的公益の損害について、その定義

や判断基準が統一されていないため、刑事附帯環境民事公益訴訟の開始は恣意的となっ

ている。このことは、同じ検察機関が提起する、よく似た以下の 2 つの事件の例からも

よくわかる。 

（2020）鄂 0103 刑初 940号事件において、葉銀平は長江流域の水生生物保護区におい

て電気魚釣りで 8.4kg の魚を捕獲した。この事件は湖北省江漢区人民検察院が担当し、

葉銀平を刑事訴追しただけで、法院からは犯罪道具の没収のほか、5000 元の罰金刑が言

い渡された。 

（2019）鄂 0103 刑初 1012 号事件において、李偉と白坤波は同様に長江流域の水生生

物保護区において電気魚釣りで 0.32kg の魚を捕獲し、この事件も湖北省江漢区人民検察

院が扱った。湖北省江漢区人民検察院は公告後、刑事附帯環境民事公益訴訟を提起した。

法院は、李偉と白坤波に対し、罰金 5000 元を宣告すると同時に、判決が発効した日から
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10 日以内に同市東西湖区の漢江大橋の橋台付近の漢江水域に成魚 0.96kg を放流し、刑

事附帯環境民事公益訴訟の起訴人である武漢市江漢区人民検察院に対し、専門家の相談

費用 4000 元を賠償するように命じた。この 2 つの事件190は特別な魚の保護問題に関連し

ていない。 

現在の法律では、刑事附帯環境民事公益訴訟を正確に定義していないため、行為者の

環境汚染・生態破壊などの行為が社会的公益を侵害するか否かの正確な判断ができず、

訴訟を提起する基準が不明確となり、類似の事件が同じように起訴・処罰されない可能

性がある。 

また、このような場合、検察機関が訴訟を「提起しなければならない」ではなく、

「提起することができる」とされているのは、環境に関する公共の利益に反する犯罪に

ついて、検察機関が訴訟を提起するか否かの自由裁量権を持つことを意味する。しかし、

法律が社会的公益を定義していないため、司法の裁量が合理的な範囲を超える可能性が

ある。刑事附帯環境民事公益訴が環境保全に合理的に活用されている事案191はある一方

で、一般民衆を納得させることが難しい事案192もある。 

刑事附帯環境民事公益訴訟の提起が可能か否かは、犯罪の性質で判断するよりも、損

害の大きさで判断するほうが合理的である。学者も実務家も、検察機関が現行法の空白

や社会的公益の定義の曖昧さを利用して、空白案件を消滅させる上から下への監督審査

の圧力、環境民事公益訴訟を別途提起するより附帯訴訟を提起するほうが簡単で便利で

あることなどを理由に、盲目的に事件範囲を拡大していることに注意する必要がある。 

（二）管轄権 

「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟事件における法律適用に関する

若干の問題に関する解釈」第 20 条では、刑事附帯環境民事公益訴訟の法院の管轄は、環

境民事公益訴訟の規定ではなく、刑事訴訟法の規定に従うとされている。 

刑事訴訟法によれば、「国家の安全を脅かす事件およびテロ事件」と「無期懲役また

は死刑を科する可能性のある一般刑事事件」を除く、すべての第一審の刑事事件は、基

層人民法院の管轄とされている193。中国の刑法では、環境に関する公共の利益を侵害す

 
190 この 2 件の背景として、中国は生態環境保護のため、2021年から 10 年間、長江流域での漁業を禁

止したことを挙げうる。この制度を実施するために、湖北省は 2017 年に率先して水生生物保護区での

釣り禁止を打ち出している。 
191 (2018)湘 0602 刑初 280 号事件では、成魚 8,600kg、魚卵・魚苗約 400 万個が失われ、検察機関は

「被告人の違法漁業は流域の水産資源を著しく損ない、社会の公益を害する」と認定し、その認定は人

民法院に受け入れられた。本件の環境破壊は、環境という公共の利益に対する侵害であると判断された

ことに対して、社会からの議論の余地はない。 
192 (2018）粤 0113 刑初 1327 号事件では、被告が 5.7kg の魚を違法に捕獲し、検察機関が環刑事附帯環

境民事公益訴訟を提起し、人民法院でも採用された。現地の法院は、実際の損害ではなく、犯罪の種類

によって訴訟を提起するか否かを判断した。しかし、環境の自己回復力を考えると、軽微な被害では環

境公益を侵害する可能性はほとんどない。 
193 刑事訴訟法第 20 条：基層人民法院は、一般刑事事件の第一審を管轄する。ただしこの法律により上

級の人民法院が管轄するものは除く。 

刑事訴訟法第 21 条：中級人民法院は、次の各号に掲げる刑事事件の第一審を管轄する。①国家の安全

を脅かす事件およびテロ事件。②無期懲役または死刑を科する可能性のある一般刑事事件。 

刑事訴訟法第 24 条：上級の人民法院は、必要な場合には、下級の人民法院が第一審を管轄する刑事事

件を審理することができる。下級の人民法院は、事件の内容が重大かつ複雑であり上級の人民法院が裁

判すべきものと認める第一審の刑事事件を、直近上級の人民法院に移送して裁判するよう請求すること

ができる。 
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る可能性のある犯罪のうち、最高刑で無期懲役となるものは少なく194、死刑になるもの

はない。そのため、刑事附帯環境民事公益訴訟で環境犯罪を管轄する法院は、ほとんど

が基層人民法院になる。 

一方、第一審の環境民事公益訴訟事件は、中級人民法院の管轄となる。このため、環

境民事公益訴訟事件は原則として中級人民法院の管轄となるが、原告の行為により刑事

犯罪に附帯する環境民事公益訴訟が提起できる場合は、管轄のレベルを一段階下げて基

層法院に提起することになる。これは必然的に刑事部分と環境民事公益部分の間で異な

るレベルの管轄規則の衝突を引き起こす。 

しかも、重大な環境公益保護に関わる事件は、通常犯罪となることを避けられない。

その結果、一般的な環境保護事件の法院が重大な環境保護事件の法院よりも上位に位置

することになり、法理解釈上問題が生じている。 

しかし、「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟事件における法律適用

に関する若干の問題に関する解釈」第 20 条をめぐる学界での管轄の論争は、実務には影

響を与えていない195。 

また、この問題を回避するために、集中管轄の制度を利用しようとする動きも実際に

はある。例えば、上海市崇明区人民法院と上海鉄路運輸検察院が共同で環境資源に関す

る刑事事件を集中的に管轄して専門化する新しいモデルを模索し、上海鉄路運輸検察院

が主となり、法院が法に関する支援を担当する相乗的な仕組みを構築するなど、行政区

画を越えた人民法院と人民検察院が環境資源に関わる刑事事件の集中審理を行う実務も

ある196。 

（三）検察機関の位置づけ 

「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟事件における法律適用に関する

若干の問題に関する解釈」は、「公益訴訟起訴人」としての検察機関の地位を明確に定

義している。しかし、現在、「公益訴訟起訴人」の概念を明確に説明する法文はなく197、

 
194 法定刑の最高刑が無期懲役となる犯罪は、「希少動物および希少動物製品の密輸」、「危険物質で

あるの違法製造・取引・輸送・貯蔵」、「危険物質の窃盗・強奪」、「危険物質の強盗」、「窃盗」の

5 つだけである。 
195 穆慧子・前掲注（174）11-21 頁によると、2018 年 3 月 1日から 2019年 3月 1 日までの 749 件の刑

事附帯環境民事公益訴訟事件のうち、基層法院で審理された案件が 91.76%と大半を占め、中級法院で

審理された案件はわずか 4.82%、専門法院が管轄する案件は 3.42%に過ぎなかった。収集された事件の

90％以上が基層法院の管轄下にあり、「第一審環境民事公益訴訟は中級人民法院の管轄とする」という

司法解釈の要件ではなく、刑事訴訟における管轄の要件を採用していることが分かる。周艳琼「刑事附

帯環境民事公益訴訟的适用路径探究———以野生动物保护为切入点」黑龙江生态工程职业学院学报第 35 卷

第 4 期 66-68 頁（2022）によると、野生動物の保護における 2018 年から 2022 年までの 1753 件の刑事

附帯環境民事公益訴訟事件のうち、基層法院で審理された第一審案件は 1729 件であり、中級法院で審

理された第一審案件は 11 件、第二審案件は 16 件である。文柯立「刑事附帯環境民事公益訴訟制度运行

探究」西北農業林科技大学法学の 12-23 頁（2022）によると、2020 年 12 月 1 日から 2021 年 11 月 30

日までの 1698 件の刑事附帯環境民事公益訴訟事件のうち、中級法院で審理された事件はわずか 4 件

（0.24%）で、残りの 1,694 件（99.76%）は基層法院で審理された。 
196 上海市第三中級人民法院 http://www.shszfy.gov.cn/detail.jhtml?id=10020796、（2023 年 01 月

05 日最終訪問）。 
197 「人民検察院による公益訴訟事件を処理する規則」などの規定は、第一審判決を不服として検察機

関が提起した訴訟を上訴と定義することで、環境民事公益訴訟の公益訴訟起訴人とはどういうものかを

ある程度説明した。しかし、公益訴訟起訴人と原告との関係については、明示されていない。また、検

察機関が刑事部分に対する控訴と付随する民事部分に対する上訴を同時に行う場合、刑事附帯環境民事

公益訴訟事件の第二審が開かれるとき、原告と控訴人がどのように共同で訴訟に参加できるかといった

実務上の問題についても規定がない。 
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環境公益訴訟における検察機関の役割のあり方について、学界では見解が分かれている。

この曖昧な言い回しは、検察機関が実際に環境公益訴訟を行う際にも、曖昧な領域をも

たらすことになる。このように、刑事附帯環境民事公益訴訟では、検察機関が唯一の原

告であるが、その位置づけについても混乱がある。「公益訴訟起訴人」「民事公益訴訟

人」「附帯民事訴訟の原告」「附帯民事公益訴訟の起訴人」「附帯民事訴訟の機関」な

ど用語がある198。このため、検察機関が第二審や再審の手続を開始する際、当事者とし

て上訴や不服申立てを行うべきか、それとも法律監督者として抗訴を行うべきかが議論

されている。 

同時に、検察機関が刑事附帯環境民事公益訴訟を提起する場合、その環境民事公益訴

訟部分の独立性から、「民刑分離」が可能であると考える学者もいる。それによると、

検察機関は刑事部分の起訴主体とし、附帯環境民事公益訴訟の原告は、環境民事公益訴

訟の原告と同じであるべきである199。刑事附帯環境民事公益訴訟の原告は刑事訴訟の原

告と民事公益訴訟の原告の 2つに分けなければならない。 

公表された法院の判決によると、ほとんどの場合、検察機関は刑事附帯環境民事公益

訴訟を同じ呼称で提起したが、少数の場合、法院は訴訟において検察機関を異なる呼称

で表現した200。 

したがって、検察機関の位置づけはまだ議論の余地があるが、刑事附帯環境民事公益

訴訟における民事と刑事の一本化についてはコンセンサスがある。 

（四）訴前手続としての公告 

刑事附帯環境民事公益訴訟が出現した当初、大多数の検察機関が訴前手続としての公

告を行わず、一般的に刑事手続と一緒に環境民事公益訴訟を提起していた201。そして、

訴訟活動が進むにつれて、訴前公告を行うべきか否かで、実務の現場では大きな論争が

起こった202。 

2019 年 12 月に最高人民法院と最高人民検察院が共同で出した「人民検察院が刑事附

帯民事訴訟を提起するための訴前手続を履行すべきか否かに関する回答」は、訴前公告

が義務的な手続であることを明確にした。同時に、訴前公告の履行が刑事事件の裁判の

過度な遅延に影響する場合、検察機関が別途民事公益訴訟を提起することができること

も規定した。 

立法者は、この制度が社会組織の権利を保護し、検察機関に監督機能を果たされると

いう点で、合理的であると考えており、これは司法の謙抑性の表現である203。しかも、

訴訟の効率性から見ると、刑事事件そのものは捜査や起訴を経なければならず、それ自

 
198 陈学敏・前掲注（186）72-73 頁。 
199 王瑞祺「刑事附带民事公益诉讼客观范围研究」南方法学（2019 年第 5 期）68-69 頁、杨雅妮「刑事

附带民事公益诉讼诉前程序研究」青海社会科学（2019 年第 6 期）183 頁。 
200 穆慧子・前掲注（174）11-21 頁により、検察機関の呼び方が統一されている事案は 691 件、法院が

検察機関の呼び方を民事と刑事で分けた事案は 81 件であった。文柯立・前掲注（195）12-23 頁による

と、検察機関の呼び方が統一されている事案は 1289 件、法院が検察機関の呼び方を民事と刑事で分け

た事案は 145 件であった。 
201 石晓波・梅傲寒・前掲注（180）29 頁。 
202 杨雅妮・前掲注（199）180-187 頁は、訴前公告について体系的に研究し、182 頁では、現在の実務

分野での論争を、訴前手続を行うべきか否か、訴前手続の適用対象者をどう判断するか、訴前手続をど

う行うか、検察機関が訴前手続を行わない場合の法院への対応の 4 つにまとめている。 
203 贾科「检察机关提起刑事附带民事环境公益诉讼的实践反思与制度完善」司法制度研究（司法改革评

论第 29辑）199-202 頁。 
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体に多くの時間がかかる。これは、時間がかかる点で訴前の 1 ヵ月間の公告と時間的に

変わらず、過度に刑事または他の手続を遅延させることもない。 

その後、司法実践では訴前公告の履行率が大幅に上昇した204。しかし、この「回答」

が発表された後も、すべての訴訟で訴前公告がされたわけではない。その理由は、現在、

実務や学界では、この手続の履行に懐疑的な意見が多いからである。 

初期段階で多数の事件で公告がないのは、訴前公告の必要性が不足しており、効率性

にも影響するからである。訴前公告では 30 日間の通知期間を設けている。もし、検察機

関が公告を経て、他の適格な原告がいることが判明し、他の原告が代わりに刑事附帯環

境民事公益訴訟を提起した場合、刑事手続の遅延を引き起こし、訴訟の効率に影響を与

えるだけでなく、訴訟費用の増加を引き起こす可能性もある。これでは、犯罪者の逃亡

の可能性があるし、刑事附帯環境民事公益訴訟が成立させる意味もなくなる。 

刑事事件の特殊性に鑑み、刑事事件の処理にはしばしば守秘義務が課せられ、事件簿

や対応する資料の情報は通常は公開されない205。ただし、発表後は、事件情報の開示に

つながる可能性がある。対応する環境犯罪が国家の安全や社会的な公益に大きく関わる

場合、検証を行わずに直接外部に公表することは、社会の安定に寄与しない。 

刑事附帯環境民事公益訴訟の民事と刑事の一本化という立場に基づき、訴前公告は 1

つの問題に直面することになる。既存の制度設定の論理からは、訴前公告が必要である

ということは、環境民事公益訴訟と同様に、訴訟提起について検察機関は第 2 位の原告

になるべきであり、何らかの第 1 位の原告が存在すると推論されることになる。第 1 位

の原告が訴訟を提起しない場合に限り、検察機関は刑事附帯環境民事公益訴訟を提起す

ることができる。他方、「最高人民法院、最高人民検察院による検察公益訴訟事件にお

ける法律適用に関する若干の問題に関する解釈」は、訴訟を提起する原告として検察機

関を挙げるのみである。刑事附帯環境民事公益訴訟という単一の原告主体と訴前公告の

履行に関する手続規則が論理的に矛盾している206。 

最終的には、訴前公告制度そのものは維持されるが、上記の問題点を解決するための

改正が行われることが予想される。 

穆慧子・前掲注（174）の統計によると、実際には、訴前公告については他の試みがあ

る。訴前の公告手続は行われなかったものの、訴訟前に、検察機関が上位検察機関の承

認を求めたことが判決文に明記された事例もある（（2018）陝 7102 刑初 19 号）。また、

訴訟前に、検察機関が地方民政局を通じて、法律の規定に合致する社会公益組織法人が

あるか否かを照会していたこともある（（2017）苏 0703刑初 316号）。さらに、民事公

益訴訟を提起するための法的要件を満たす管轄内の社会組織に対して、検察機関が検察

建議を出したこともある（（2018）苏 8601 刑初 4号）。そして、法律に基づいて関連す

る機関（侵害が発生した場合の村委員会や監督管理責任のある林務局など）が民事訴訟

に関する権利を放棄する声明を発表したこともある（（2018）豫 0481刑初 217号）。 

 
204 文柯立・前掲注（195）12-23 頁によると、収集した 1,698 件のうち、1,083 件（約 63.8%）が訴前

手続を完了し、395 件（約 23.3%）が未完成であった。 
205 捜査資料は、検察機関が公訴を提起する前、法律により国家機密とされており、審判段階でも、捜

査方法、個人のプライバシー、商業機密などの捜査資料の内容は、法律上の守秘義務の対象である。 
206 尹吉・王梦瑶「全面优化刑事附带民事公益诉讼制度的立法研究」法治社会（2021 年第 3期）68-69

頁によると、「最高人民法院の『中華人民共和国刑事訴訟法』の適用に関する解釈」第 179 条がこの問

題に対処している。検察機関が刑事附帯民事訴訟を提起できるのは、損失を受けた単位が刑事附帯民事

訴訟を提起しないことが前提となる。したがって、犯罪行為が環境に損害を与えた場合、犯罪の影響を

受けた国有企業の上位の国有資産管理機関や集団利益の管理・保護に責任を負う機関などが刑事附帯環

境民事公益訴訟を提起できるはずである。 
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4.3.2 まだ霧の中にある課題 

以下の課題も刑事附帯環境民事公益訴訟の重要な部分であるが、これらの課題に関わ

る問題が実務上顕在化し始めており、それについて明確な対策はない。 

（一）立証責任 

確かに、刑事附帯環境民事公益訴訟における刑事訴訟と民事訴訟は同じ「事実上の行

為」に基づいているので、共通性を持つことが多い。しかし、「事実上の行為」を「法

律上の行為」に変換する過程で、刑事訴訟と民事訴訟では立証基準に大きな違いがある。

その結果、刑事附帯環境民事公益訴訟について検察機関が証拠を収集するとき、刑事部

分と民事部分では収集の傾向に違いがあることにも注意が必要であり、両訴訟で事実認

定に大きな差が生じる可能性がある。 

中国の刑事訴訟における立証基準は「明確かつ十分な証拠」であるが、民事訴訟にお

ける立証基準は基本的に「優位な証拠」とされている。このような状況下では、同じ証

拠に基づいて、法官が刑事訴訟と民事訴訟でまったく逆の結論が出る可能性がある。さ

らに、環境民事公益訴訟における立証基準は異なり、立証責任の転換や「関連性」の証

明などの特徴があり（2.1.2 の（五））、刑事附帯環境民事公益訴訟において、どのよ

うな立証基準が採用されるかについては議論がある。 

また、機能的に複雑な組織である検察機関は、さまざまな要望に応えるために内部で

いくつもの部門に分かれている。刑事附帯環境民事公益訴訟の複雑さゆえ、この訴訟を

提起する際の立証責任については、検察機関内部でも問題がある。検察機関の各部門は、

それぞれの段階において、異なる証拠の収集に重点を置いている。例えば、事件の移送

や犯罪捜査を担当する部門では、事件が環境犯罪に該当するか否かに証拠収集の重点が

置かれ、環境被害の鑑定や修復計画、修復費用に関する証拠収集が疎かになることが多

い。しかし、これらは刑事附帯環境民事公益訴訟を提起する部門にとって必要なもので

ある。そのため、実務的には、環境公益に関わる侵害事実や専門家の知見について、検

察機関が改めて証拠を収集する必要がある状況になっている。これは訴訟の遅延を招く

恐れがあり、その結果、鑑定結果が変わったり、証拠を取るのに最適なタイミングを逃

したりする可能性がある。 

（二）裁判の法的根拠 

いくつかの実証研究により、刑事附帯環境民事公益訴訟における法院の裁判の法的根

拠の現状は、かなり混乱していると結論づけられている。実体の裁判については、主に

実体法および対応する司法解釈の適用に関わる。実体法においては、民法、環境資源法

の適用が支配的であり、実践においては民事法律規範への適用が刑事より重視されてい

る。 

最も多く適用されているのは権利侵害責任法（895 件）で、次いで新しく公布された

民法典（654 件）、民法総則（104 件）、物権法（34 件）、民法通則（30 件）の順とな

っている。環境資源に関する法規範では、環境保護法が 545 件、野生動物保護法が 320

件、漁業法が 328 件、林業法が 218 件、土地管理法が 125 件、鉱物資源法が 147 件、水
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質汚濁防止法が 10件、草地法が 5件適用されている207。 

刑事附帯環境民事公益訴訟の根本目的は害された生態環境の公共利益を救済すること

にあるが、指向性がより強い環境類法律規則の適用は権利侵害責任などの法律規則の適

用に比べて著しく少ない。したがって、法的根拠が混乱している以外に、現在の法官が

民事法律規則に比べて環境類法律規則を熟知していない問題が暴露された。 

（三）調停 

調停の本来の目的は、民事訴訟における当事者双方の処分権の行使を容易にし、訴訟

紛争の解決の効率化を図ることにある。しかし、刑事附帯環境民事公益訴訟では、侵害

された法益は公益であり、検察機関は事件の当事者ではなく、また事件の利益と直接関

係がなく、被害集団を完全に代表して損失に対する賠償権を処分することができないた

め、検察機関が調停を行うことができるか否かが学術的に議論されている。 

一部の学者208は、検察機関が環境保護のために調停や和解の請求を受け入れることは

非常に有益であり、平等の原則を実現でき、基本的に双方の民事訴訟に関する権利を維

持することができると信じている。検察機関の処分権に対する拘束は、完全な監督手続

があれば可能である。一部の学者209は、検察機関に事実上の処分権がないという理由で、

調停の仕組みを設けるべきではないと主張している。 

調停制度の確立の有無の影響は、刑事附帯環境民事公益訴訟の多くの方面に及ぶ。例

えば、調停ができない場合、刑事附帯環境民事公益訴訟の民事部分において調停を行う

当事者の権利が否定されるか。調停ができる場合、民事調停の結果が刑事部分の判決に

影響を与えるか。公訴人としての検察機関は、刑事附帯環境民事公益訴訟において被告

と完全に対等な立場にあるわけではなく、調停における当事者双方の地位の平等をどの

ように保障するか。 

これに加えて、訴前公告と同様に、調停でも、公告を履行すべきか否かという問題に

直面することになる。法理上は、調停は公告しなければならない。検察機関が被告人と

調停によって事件を解決すると決めた場合、環境に対する公共の利益が損なわれる事態

を避けるために、当該調停合意の公告を義務付けることによって、検察機関の環境公共

利益を守る行為に対する公衆の監督を強化することができ、環境公共利益を害する状況

を避けることができる。ある程度、国民の知る権利は保護されている。しかし、実際に

は、刑事附帯環境民事公益訴訟のうち、調停で結審した事例で公告されるものは極めて

少ない210。その理由はやはり機密性と効率性を求める刑事と公告の矛盾にある。 

現在、実務上、刑事附帯環境民事公益訴訟において調停が可能か否かについては、法

院は比較的慎重である211。 

 
207 文柯立・前掲注（195）21 頁。 
208 陈学敏・前掲注（186）76 頁、石晓波・梅傲寒・前掲注（180）30 頁、谢小剑前掲注（182）109-110

頁、杨雅妮・前掲注（199）186 頁、汤维建・前掲注（180）40 頁。 
209 周新「刑事附带民事公益诉讼研究」中国刑事法杂志（2021年第 3 期）135 頁、高星阁・前掲注

（185）100 頁、唐益亮「刑事附带民事公益诉讼的实践困境及破解路径」公安学刊———浙江警察学院学报

（总第 183 期 2021年 2 月）75 頁。 
210 董景涛「检察机关提起环境刑事附带民事公益訴訟实证研究」甘肃政法大学法学（2021）13 頁による

と、2018 年から 2021 年にかけて 10 余省の合計 3687 件のうち、訴前手続を行ったのは合計 1256 件

（34.1%）、訴訟の途中で調停を行ったのは 346 件、調停成立の公告は 102 件にとどまった。 
211 林晓狄「论环境犯罪刑事附带民事公益訴訟」中国人民公安大学法学訴訟法学（2022）20 頁によると、

2020 年 9 月 1 日から 2021 年 6 月 1 日までの 1,941 件の事例のうち、224 件で調停が行われた。胡巧

绒・舒平安「刑事附带民事公益诉讼运行实证观察」检察官论坛（2020 年第 3 期）の 91頁によると、
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（四）賠償金額より高い鑑定費用 

刑事附帯環境民事公益訴訟では、被告に制限がないため、法人でも個人でも被告にな

ることができる。企業などの法人が事件に巻き込まれると、金額が大きくなり、深刻な

事態になる傾向がある。一方、個人を対象とした事例では、被害額が少ない傾向があり、

1 万元以下の割合が非常に高い。その結果、新たな問題が発生する。どの地域でも環境

被害鑑定への要求が高いため、被害額が鑑定費用を下回るという厄介な事態に陥ってい

る212。このような事件の賠償金額は生態修復には限定的であり、社会環境の公益を守る

という刑事附帯環境民事公益訴訟の罰則の目的を達成することはできない。本末転倒は

避けられない。 

例えば、被告が負担した生態修復費用は 3 万 7565 元なのに、本件の鑑定評価費用は 5

万元であった事件がある（（2019）赣 0823 刑初 18 号）。また被告が賠償した漁業資源

損害は 28.75 元、生態修復で 575 元だけなのに、鑑定費用は 1 千元であった事件がある

（（2018）浙 1125 刑初 125 号）。被告人は生態資源修復補償費 2837 元を賠償すると同

時に、南江県水産漁業局からの鑑定・評価費用 3000 元（（2020）川 1922 刑初 156 号）

を負担した事件もある。 

4.3.3 修復的司法の運用 

刑事附帯民事訴訟や環境公益訴訟とは異なる、刑事附帯環境民事訴訟の特殊性に対す

る新しい試みも実践されている。 

刑法は、被告人の犯罪行為を罰し、刑事責任を追及することによって、公共の秩序を

維持することに重点を置いている。環境民事公益訴訟の最終的な目的は、汚染された損

害を受けた生態環境を回復することにある。刑事附帯環境民事訴訟では、被告の犯罪行

為に対する刑事責任が問われるが、事件全体は生態環境の回復に焦点を当てるべきであ

る。したがって、被告人が積極的に生態環境を修復すれば、悔悟したとみなし、刑事罰

を適切に減軽することができ、また、罪が軽く、有害な結果が大きくない場合は、執行

猶予を適用することもでき、生態環境の修復を促進することができる。同時に、判決文

で量刑の理由を明らかにし、積極的補償として生態環境を修復することが刑事判決に与

える影響を肯定することで、法律の間の関連性を示すとともに、賠償が軽すぎるなどの

傾向に対する監督にも役立つ。このことは、安徽省安慶市迎江区人民検察院が環境汚染

罪で呉氏を起訴した事件（（2018）皖 0802 刑初 74 号）でも明らかである。この事件の

判決文には、裁判中に被告の単位で生態被害について 10 万元を前払いしたこと、犯行の

状況や司法部門が出した地域影響評価に基づいて、被告人 5 人に執行猶予付きの判決が

下されたことが明記されている。 

刑事附帯環境民事訴訟の特殊性に基づき、各地の検察機関は事件処理において積極的

に事件の性質と特徴を考慮している。「l＋l」、「2 合 l」の 2 種類の事件処理の方法が

徐々に模索されている。「1＋1」事件処理の方法は、公訴部門と民事行政検察部門がそ

れぞれ刑事犯罪と附帯民事公益訴訟を分けて処理することである。のちに、両部門は共

に出廷し、それぞれが法廷の調査や法廷弁論に参加する。「2 合 l」事件処理の方法は、

起訴の検討、証拠調査への出廷など、刑事附帯民事公益訴訟の手続はすべて、民事行政

 

2018 年から 2019 年にかけて 1375 件のうち、訴訟の途中で調停を行ったのは 42 件（3.1%）であった。 
212 郑翩翩・前掲注（179）24 頁。 
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部門に統合して処理する方法である213。 

4.4 まとめ 

環境民事公益訴訟制度とその関連手続規定が実施されて 10 年足らずだが、刑事附帯民

事訴訟自体は中国で長年にわたって実施されてきたものである。法院と検察機関の双方

において、多くの人員が豊富な経験を持ち、制度の関連規定に精通している。刑事附帯

環境民事公益訴訟が全国で実践・実施され始めた 2018 年から、実務上、事件処理におい

て、法院と検察機関がこの経験の影響を受けて、刑事附帯民事訴訟の関連規定を採用す

る傾向が鮮明になっている。その結果、多数の具体的な規定が欠如しているために、公

益と私益の保護理念の差異により、刑事附帯民事訴訟は必然的に環境公益保護の要求を

完全に満足させることができず、刑事附帯環境民事公益訴訟の個別の事件間で矛盾が発

生する。しかし、学界では、このような影響がないため、刑事附帯環境民事公益訴訟の

本質に対する自身の判断に基づいて、訴訟全体の手続制度の構築を完成させるための理

論を提案する傾向がある。 

環境保護制度において検察機関は最も重要な主体として、訴訟を提起するか、監督す

るかの役割を担っている。刑事附帯環境民事公益訴訟自体の利点と検察機の選好を考慮

すれば、環境保護の訴訟制度において、この制度はより多くの支持を集めるに違いない。

実務上の様々な新しい試みと相まって、最終的に完成された刑事附帯環境民事公益訴訟

の形態は、環境民事公益訴訟とも刑事附帯民事訴訟とも異なる多くの特徴を持つことに

なるはずである。そのためにも、制度への継続的な研究が必要である。 

 
213 石晓波・梅傲寒・前掲注（180）30 頁。 
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第五章 中国環境保護の各訴訟制度の

相互関係と展望 
以上の 4 つの章で、環境民事公益訴訟・環境行政公益訴訟・生態環境損害賠償訴訟・

刑事附帯環境民事公益訴訟という 4 つの訴訟制度について、体系的に紹介した。これら

の 4 つの訴訟制度は、中国の環境保護制度を構成している。したがって、中国の環境保

護の訴訟制度の全体像を理解するためには、中国の環境保護の各訴訟制度の相互関係を

明らかにすることが必要である。 

5.1 中国環境保護の訴訟制度の全体像 

5.1.1 司法より行政優先の原則 

中国における環境保護の訴訟制度は、公益救済の優先順位として、司法より行政優先

の原則に従っている。 

環境公益が害されるのに応じて、中国は環境行政公益訴訟、環境民事公益訴訟、生態

環境損害賠償訴訟という様々な救済制度を確立してきたが、これらの救済制度は、一般

的に「行政第一、司法第二」の手続を形成してきたと言える。環境行政公益訴訟は、訴

前手続として検察建議を設け、生態環境損害賠償訴訟の「前」に磋商が置かれ、環境民

事公益訴訟より生態環境損害賠償訴訟が優先することはすべて、「行政第一、司法第

二」の現れである。 

司法判断より行政手続が優先される制度設計は、生態環境の公益的属性と行政機関が

積極的に公益を増進させるという責任分担に根ざしている。生態環境の公益的属性には、

非競合性あるいは非排除性という特徴があり、私権の支配的所有、排他的使用、自由的

処分などの特徴とは根本的に相反している。したがって、生態環境公益は、法律に明確

に規定された公法上の責任に従って、公益を守るために設置された公的機関によって執

行・実現される必要がある。行政機関は生態環境公益を保護する第一の機関として、生

態環境が害されたら、行政管理権を行使し、生態環境公益を保護しなければならない。 

他方で、機能的な観点からは、生態環境損害に対する賠償は、これまでの行政罰の救

済の不十分さを補うことを目的としている。すなわち、生態環境損害に関する賠償訴訟

は、不法行為、損害、因果関係、軽減要因に関する権利侵害責任法の一般原則を借りて

自らの責任規定を構築しているが、私権を権原としていないため、賠償訴訟は民事責任

の外観を有するだけで、本質は過去の行政責任の不十分さを改善するところにある214。 

このような理由に基づき、研究者は、行政上の救済措置が生態環境損害賠償の主役で

あり、司法判断よりも行政処理が優先される職権順位を形成するべきだという点で一致

している。行政機関の努力が尽くしても生態環境を救済できない場合に限り、適格の原

告が損害賠償に関する訴訟を提起することができる。 

5.1.2 環境保護における各訴訟の介入順位 

 
214 韩英夫「生态环境损害赔偿制度的规范协同模式」中国政法大学学报（2022 年第 4 期）35頁。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9D%9E%E7%AB%B6%E5%90%88%E6%80%A7
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9D%9E%E6%8E%92%E9%99%A4%E6%80%A7
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中国環境保護の各訴訟制度の相互関係を分析するために、4 つの訴訟を、環境公益問

題に介入する時期が早いか遅いかによって分類することが必要である。 

（一）予防的環境公益訴訟 

理論的には、環境公益問題に最も早く介入できるのは、社会組織が提起する環境民事

公益訴訟である。予防的に環境公益訴訟を提起できるのは、社会組織だけだからである

（2.1.2「環境民事公益訴訟の基本的特徴」（五））。 

（二）並行する 4 つの訴訟 

その後、環境公益問題に介入できる訴訟には、社会組織が提起する環境民事公益訴訟、

検察機関が提起する刑事附帯環境民事公益訴訟、賠償権利者が提起する生態環境損害賠

償訴訟、検察機関が提起する環境行政公益訴訟の 4種類がある。 

社会組織は、実際に発生した環境公益に関する損害を発見した時点で環境民事公益訴

訟を提起することができる。その場合、訴訟を提起するための必要な前提となる手続は

ない。 

人民検察院は、生態環境と資源保護を破壊する犯罪行為など社会公共利益を害する犯

罪行為に対して刑事訴追を行う場合、刑事附帯民事公益訴訟を一緒に人民法院に提起し、

人民法院が刑事審判と同じ審判組織で審理を行うことができる（「最高人民法院、最高

人民検察院による検察公益訴訟事件における法律適用に関する若干の問題に関する解

釈」第 20 条）。検察機関が訴追する刑事犯罪が環境公益問題を含んでいる場合には、刑

事附帯環境民事公益訴訟を提起することができる。しかし、刑事附帯環境民事公益訴訟

の制度に関するルールはまだ完全ではなく、訴前公告が義務的な手続であることが明確

にされたので、刑事附帯環境民事公益訴訟を提起するための前提となる手続は、まだ変

更される可能性がある。 

賠償権利者およびその者が指定する部門または機構は、地域の実施計画に規定された

責任分担に従い、案件の手がかりを発見することができ、調査と鑑定・評価を経て、生

態環境損害賠償訴訟を提起する必要がある場合、賠償義務者と磋商するものとする。磋

商しても合意に至らない場合、または磋商が不可能な場合に初めて、賠償権利者は原告

として生態環境損害賠償訴訟を提起することができる（3.3.2「訴前の段階」）。賠償権

利者が生態環境損害賠償訴訟を提起するために必要な前提となる手続は、磋商である。 

人民検察院は、手がかりを評価した結果、国家利益または社会公益が侵害され、同時

に、国家利益または社会公益の保護を監督管理する生態環境と資源保護分野の行政機関

が違法に職権を行使し、または不作為を行う可能性がある場合、立件しなければならな

い。その後、人民検察院は検察建議を提出し、行政機関が検察建議を受けた後、法律に

従って職務を遂行せず、国家の利益または社会の公益が侵害された場合、人民検察院は

法律に従って行政公益訴訟を提起しなければならない（1.3.3「環境行政公益訴訟のプロ

セス」）。検察機関が環境行政公益訴訟を提起する唯一の前提となる手続は、検察建議

である。 

（三）補完としての検察機関よる環境民事公益訴訟 

環境公益問題への最後の介入は、検察機関が提起する環境民事公益訴訟である。人民
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検察院は、手がかりを評価した結果、社会公益が侵害され、同時に、生態環境や資源保

護が破壊されたなど社会公共の利益を害する不法行為がある場合、立件しなければなら

ない。その後、人民検察院は訴前公告を発表しなければならない。期間が満了し、①生

態環境損害賠償権利者が提起した生態環境損害賠償訴訟、②適格主体による環境民事公

益訴訟、③その他法律で支援できる公益訴訟という 3 つの訴訟がある場合、人民検察院

は自ら訴訟を提起するのではなく、法律監督機関として起訴支援の機能を果たし、原告

の適切な支援者として訴訟に参与しなければならない。その 3 つの訴訟が提起されない

場合、人民検察院は人民法院に環境民事公益訴訟を提起しなければならない（1.3.2「行

政公益訴訟の一般規定」（三）と 2.2.2「環境民事公益訴訟のプロセス」）。 

したがって、社会組織は、重大なリスクがある環境公益問題に対して予防的に環境民

事公益訴訟を提起することができ、これは環境公益に最も早く介入する訴訟である。こ

れに対し、環境公益への最後の介入は、検察機関による環境民事公益訴訟の提起である。

この訴訟は通常、社会組織によって提起される環境民事公益訴訟の補完として、また生

態環境損害賠償訴訟が不調であった場合にのみ利用可能である。したがって、この 2 種

類の訴訟制度は並行することはないが、他の訴訟は制度上独立して提起されうるので、

実際上も同じ問題に対して異なる主体が複数の訴訟を同時に提起する場合が生じる。そ

の場合には、制度の一部が不完全であるために種々の問題が生じうる。 

したがって、中国の環境訴訟制度の全体像を把握するためには、個々の訴訟制度その

ものを体系的に紹介することに加え、各訴訟制度の相互関係を分析することが必要であ

る。刑事附帯環境民事公益訴訟制度は、他の訴訟制度から比較的独立し、制度自体がま

だ形成過程にあり、多くの制度規範が不明確であるため、以下では、環境民事公益訴

訟・環境行政公益訴訟・生態環境損害賠償訴訟の相互関係を分析し、中国環境訴訟制度

の展望を述べることにする215。 

5.2 各訴訟制度の相互関係 

政府の行為によって自然人・法人・その他の組織が損害を受けた場合、検察機関が提

起する環境行政公益訴訟は、損害を受けた自然人・法人・その他の組織が国に対して賠

償を求める行政訴訟を提起することに影響を及ぼさない。また、刑事附帯環境民事公益

訴訟は、犯罪行為によって損害を受けた自然人・法人・その他の組織が民事訴訟を提起

することに影響を及ぼさない。しかし、実際には、同じ環境汚染・生態破壊行為は、生

態環境という公共の利益と、自然人・法人・その他の組織の人身・財産という私的利益

を同時に侵害することが多い。したがって、環境民事公益訴訟・環境行政公益訴訟・生

態環境損害賠償訴訟の 3 つの訴訟制度の関係を分析する前に、環境民事公益訴訟・生態

環境損害賠償訴訟と環境問題によって利益が侵害された者が提起する私益訴訟との関係

を明らかにする必要がある。 

5.2.1 環境公益に関する民事訴訟と環境私益訴訟の関係 

（一）環境公益に関する民事訴訟と環境私益訴訟の並行実施 

 
215 筆者は第 1 章から第 4 章までの議論において、訴訟の間の相互関係に関する規定について意図的に

説明しなかった。本章では、その規律を集中的に分析する。 



112 

 
環境民事公益訴訟・生態環境損害賠償訴訟は民事訴訟として民事訴訟法が適用される

が、「最高人民法院の『中華人民共和国民事訴訟法』の適用に関する解釈」第 286 条は、

「人民法院が公益訴訟事件を受理しても、民事訴訟法第 122 条に基づき、同じ不法行為

によって損害を受けた者が訴訟を提起することに影響しない」と規定している。「最高

人民法院による環境民事公益訴訟案件審理の適用法律にかかる若干問題に関する解釈」

第 29 条は、同様に「法律の規定による機関および関連組織が環境民事公益訴訟を提起す

る場合、民事訴訟法第 119 条（2022 年の民事訴訟法改正後、本条は第 122 条となった）

に基づき、同じ環境汚染・生態破壊行為により損害を受けた自然人・法人・その他の組

織が一般民事訴訟を提起することに影響を及ぼさない。」と規定している。「最高人民

法院による環境民事公益訴訟案件審理の適用法律にかかる若干問題に関する解釈」など

の関連司法解釈の規定は、生態環境損害賠償訴訟にも同様に適用される。 

したがって、私人が環境問題によって損害を受けたときに、様々な私益訴訟によって

その権利の保護を求めることは、環境公益に関する民事訴訟の影響を受けない。侵害行

為者とその侵害行為は同じであるが、侵害の対象が異なるだけでなく、環境公益訴訟と

私益訴訟の訴訟機能も異なるので、2 つの訴訟は互いに衝突しない。公益訴訟と私益訴

訟はそれぞれ異なる主体が提起することができるようにすべきである。このような並行

的な訴訟制度は、私的利益の保護と公的利益の保護の調和に資する。 

（二）環境公益訴訟と環境私益訴訟の関連性 

ひとつの環境汚染・生態破壊行為が、公共の利益と私的利益を同時に侵害する場合、

公益と私益が交錯する特性に基づいて、公益訴訟と私益訴訟は訴訟請求、事実認定、証

拠証明などの点で共通性を有する。この共通性は、矛盾する判決の回避、訴訟の効率化、

原告と被告のバランスの実現という重要な役割を果たすことができる。そのために、

「最高人民法院による環境民事公益訴訟案件審理の適用法律にかかる若干問題に関する

解釈」第 30 条第 1 項は、「環境民事公益訴訟の判決によって確定した事実については、

民事訴訟法第 119 条に基づき、同じ環境汚染・生態破壊行為により一般民事訴訟を提起

する原告および被告は、この事実を立証することを要しない。ただし、原告が当該事実

に異議があり、かつ反証する十分な証拠がある場合を除く。」と規定している。本項は、

環境民事公益訴訟における判決による認定事実は、私益訴訟における原告・被告双方の

立証を免除する効果を有することを明らかにしたものである。 

同時に、「最高人民法院による環境民事公益訴訟案件審理の適用法律にかかる若干問

題に関する解釈」第 30 条第 2 項は環境民事公益訴訟の既判力の片面的に拡大する規定を

設け、私益訴訟の原告が只乗りする権利を享受することを明らかにした。この第 2 項は、

「環境民事公益訴訟の判決によって確定された①被告が法律上責任を負うか否か、②被

告が責任を軽減できるか否か、③被告の行為と損害の結果との間に因果関係が存在する

か否か、④被告の責任の範囲など認定については、民事訴訟法第 119 条に基づき、同じ

環境汚染・生態破壊行為により一般民事訴訟を提起する原告は、この認定に該当する事

実を主張する場合、人民法院はそれを支持する。ただし、被告が当該認定に異議があり、

かつ反証する十分な証拠がある場合を除く。被告が有利な認定を直接適用することを主

張する場合、人民法院はこれを支持せず、被告は立証しなければならない。」と規定し

ている。本項によると、環境民事公益訴訟における判決の既判力は、同じ行為に起因す

る私的訴訟の原告に片面的に拡大されることになる。 

これらの規定は、環境民事訴訟上の公・私訴訟の分離による認定事実の相違、訴訟効
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率の低下などの司法的問題を解消するためのものである。これらの技術的な手続規則の

設定は、司法資源の節約、訴訟効率の向上、同一の環境侵害による関連訴訟に対する法

院審判の相互矛盾を防止するために一定の役割を果たし、環境民事公益訴訟と環境（私

益）侵害訴訟の審理手続の重複から生ずる問題をある程度解決している。しかし、この

ような「公」から「私」への片面的規定は、以下の疑問を生じさせる。環境（私益）侵

害訴訟において発効された判決で認定された事実は、公益訴訟に対して効力があるかど

うか。環境（私益）侵害訴訟において発効された判決の既判力は、環境民事公益訴訟に

拡大されるか。環境民事の公・私益訴訟の審理の順序をどのように確定するか。 

（三）環境私益訴訟の賠償優先 

生態環境損害賠償訴訟においては、環境汚染・生態破壊による人身傷害、個人的およ

び集団的財産損害に対する賠償請求することはできない。そして、被告は環境汚染・生

態破壊など行為により、環境民事公益訴訟とその他の民事訴訟の両方において責任を負

い、その資産がすべての義務を果たすのに十分でない場合、まずその他の民事訴訟で判

決により決定された義務を果たすものとされる。環境公益訴訟の賠償責任よりも、環境

私益訴訟の賠償責任が優先されている。それは、公共の利益と個人の利益の賠償順位と

いう複雑な問題を包括的に考慮した結果である。詳細的な論証はここで展開しないが、

筆者は、人間の環境認識という視点から、簡単に説明する。 

環境は複合的なシステムとして、その中に含まれる利益はきわめて複雑であるが、全

体として「経済的利益」と「生態的利益」の 2 つに分けることができる。「経済的利

益」は法的には財産に対する権利と認められ、個人・社会組織・国家に個別に帰属する

ものである。「生態的利益」は個別化・私有化されない全体的な公共利益であり、公共

性を基本的特徴とする。生態システムが良好に運行することは、一定の時空範囲内の人

類に共同の基本的な生存の前提を提供し、「生態的利益」は人類共同の生存基礎として

具体的な個人利益ではなく、個人利益が存在する基礎となる。したがって、環境損害が

生じるとき、まず問題と認識されるのは環境の「経済的利益」に対する損害である。逆

に言えば、環境公益が侵害された場合でも、公的な環境訴訟よりも私的な損害賠償請求

が優先されるのは自然である。 

5.2.2 環境行政公益訴訟から生態環境損害賠償訴訟への監督 

（一）生態環境損害賠償訴訟に基づく行政機関の責任逃れ 

立法機関、行政機関、司法機関はそれぞれ、その機能の相違によって異なる公的な任

務を担っており、異なる公権力を行使しているので、自らの任務を遂行しなければなら

ない。これは合理的な分業と権力保障の必然的な要求である。中国の自然資源に関連す

る生態環境損害事件の中で、行政機関は生態環境損害賠償訴訟を通じて関連する責任を

追及することができるだけでなく、行政責任を果たすという方式を選んで関連責任者の

責任を追及することもできる。 

しかし、行政機関が生態環境損害賠償訴訟を提起する場合、唯一の前提となる手続は

磋商であり、それはその行政機関の職務遂行とは無関係である。ここに生態環境損害賠

償訴訟の一つの問題がある。つまり、行政機関が生態環境損害賠償訴訟を提起すると、
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自らの責任を逃れることになる可能性があり、行政権と司法権との間に抵触が起こる恐

れがある。行政機関が行政機能の一部を民事訴訟に引き継ぐことができるということは、

行政の機能発揮に懸念を抱かせる。 

行政機関が原告として生態環境損害賠償訴訟を提起することができる場合において、

法院がこの訴訟を受理するとき、行政機関が法律に従って職務を遂行しなかったかどう

かを検討しないため、行政機関は損害是正の権限の行使を放棄し、代わりに民事責任制

度による救済を法院に頼るだけになる可能性がある。生態環境損害への対応において行

政規制の空洞化を招く可能性があり、行政機関の責任逃れと司法の負担増につながるこ

とになる。これにより行政機関の環境に対する監督責任が放棄されるだけでなく、憲法

秩序の中で、行政権と司法権のそれぞれの機能の限界を越えることになり、「行政職権

の民事化、審判機能の行政化」という結果を招くことになる。 

（二）環境行政公益訴訟の監督 

ある問題につき訴訟を提起することは普通のことであるが、環境問題の特殊性により、

1970 年以来、多くの国は厳しい環境問題に直面して環境問題への対応モデルを、伝統的

に裁判所を中心とした事後救済モデルから行政を中心とした事前管理モデルに転換した。 

行政機関には専門性や主体性などのメリットがあり、環境保護の監督管理責任によっ

て、生態環境損害に関する情報とデータを得ることができ、それは生態環境損害の修復

と賠償を求めるに役立つ。このことから、生態環境損害の救済分野では、行政機関は第

一位の環境保護義務を負っており、法に基づき行政権を行使して生態環境を保護し、環

境公共利益を守る義務を負っている。司法機関は第二線に退くことで、最後の防御線の

役割を果たしている。 

しかし、このバランスを崩すのが、生態環境損害賠償訴訟制度である。環境行政機関

が自らの行政規制手段を用いずにいきなり生態環境損害賠償訴訟を提起する事態も実際

に起こっている216。行政機関は、不作為の責任を回避するために、生態環境損害賠償訴

訟を提起することができるので、そのような訴訟を制限する必要がある。 

合理的なのは、行政機関が生態環境損害賠償訴訟を提起できるのを、行政権を尽くし

た場合に限定する方式である。そして、環境行政公益訴訟では、政府が環境保護の責任

をよりよく果たすよう監督することになる。検察機関は行政機関が不正に職務を遂行し

ていると判断した場合、検察建議を提出し、行政機関に是正を求めることができる。行

政機関が是正しない場合、検察機関は環境行政公益訴訟を提起することができる。行政

機関が合法的に職務を遂行していると判断する場合、検察機関は生態環境損害賠償訴訟

における法的支援を提供することができる。この配置は、自己是正と外部監督の効果的

な組み合わせを実現し、行政機関の自主性を十分に尊重し、検察権の謙虚さを反映して

いる217。 

5.2.3 環境民事公益訴訟より生態環境損害賠償訴訟の優先 

検察機関が環境民事公益訴訟を提起する前提条件として、関連する生態環境損害賠償

 
216 张宝「环保局的原告资格之辨——以云南首例环境公益诉讼案件评析」环境（2011（5））32-34 頁。 
217 张祥伟・孙明「检察机关提起环境公益诉讼之制度定位———由诉前程序设置引发的思考」鲁东大学学报

（哲学社会科学版）第 35 卷第 6 期（2018 年 11 月）60 頁以下。 
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訴訟が開始されていないことがあり、検察機関が提起する環境民事公益訴訟と生態環境

損害賠償訴訟との対立や調整の問題は一般的に発生しない。環境民事公益訴訟と生態環

境損害賠償訴訟の優先順位を比較することは、実際には、既に発生した損害に対して社

会組織が提起する環境民事公益訴訟と生態環境損害賠償訴訟の優先順位を比較すること

になる。（5.2.3 では特に明記しない限り、環境民事公益訴訟は既に発生した損害に対

して社会組織が提起する環境民事公益訴訟のことである）。 

（一）生態環境損害賠償訴訟と環境民事公益訴訟の類似点と相違点 

1.相違点 

生態環境損害賠償訴訟が適用されるのは、「比較的大規模またはそれ以上の突発環境

事件を発生させた場合」、「国家および省レベルの主体功能区計画に定められた重点生

態効能区および禁止開発区において、環境汚染および生態破壊事件を発生させた場合」、

および各地が実情に応じて指定する「その他生態環境に重大な影響を生じさせる結果を

発生させた場合」という、3 つの特定の「重大生態環境影響」状況に限定されている。

また、賠償義務者が「法に違反した」という要件から、生態環境損害賠償訴訟の適用は

違法行為の場合に限定されている。これに対し、環境民事公益訴訟の適用範囲は広い。 

環境保護法、民事訴訟法の関連規定および司法実践から見ると、環境汚染・生態破壊

など行為による公益損害が生じた場合には、ほとんどの場合、環境民事公益訴訟を提起

することができる。損害が「重大」である必要はなく、行為が「違法」である必要もな

く、汚染や生態を破壊する行為が公共の利益を損なうと考える限り、社会組織は環境民

事公益訴訟を提起することができる。 

2.類似点 

この 2 種類の訴訟は双方とも、環境汚染・生態破壊などの生態環境に損害が生じたと

いう状況に関するものである。双方とも環境公益を対象としており、私的救済は明示的

に除外されている。救済の対象は、双方とも「生態環境そのもの」、つまり多くの環境

要素の相互依存と相互作用によって形成された生態システムであり、人身や財産は救済

の対象ではない。双方とも損害の修復を目的とした「民事責任」を追及しており、加害

者の処罰を目的としたものではない。制度的な理念と実際的な効果という点では、双方

とも生態環境を、誰でも自由に利用できる「公有地」による「コモンズの悲劇」から救

うことを目的としている。この 2 種類の訴訟は、審判の管轄、証拠の規則、責任の要素

などの点で類似している。 

（二）生態環境損害賠償訴訟と環境民事公益訴訟の接点 

最高人民法院は、環境保護法および民事訴訟法等の法令に基づき、生態環境損害賠償

制度について、その訴訟手続や審理方法等を明確にするため、「生態環境損害賠償案件

の審理に関する若干規定（試行）」を公布し、その「若干規定」の第 16 条、第 17 条、

第 18条で生態環境損害賠償制度と環境民事公益訴訟との関係を規定した。 

まず、生態環境損害賠償訴訟の審理過程において、同一の侵害行為に基づき環境民事

公益訴訟が提起された場合、生態環境損害賠償訴訟を受理した法院は、この環境民事公

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B3%E3%83%A2%E3%83%B3%E3%82%BA%E3%81%AE%E6%82%B2%E5%8A%87
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益訴訟を受理し、同じ裁判組織218で審判しなければならないとされた（16 条）。これは

「同庭審理」と呼ばれる。 

また、人民法院が同一の侵害行為に基づき提起された生態環境損害賠償訴訟および環

境民事公益訴訟を同時に受理した場合には、環境民事公益訴訟の審理を中止しなければ

ならず、生態環境損害賠償訴訟の審理が終了した後に、生態環境損害賠償訴訟に含まれ

なかった環境民事公益訴訟における請求を審理しなければならないとされている（17

条）。これは「生態環境損害賠償の優先」と呼ばれる。実務上、生態環境損害賠償事件

を受理する時に、すでに受理された環境民事公益訴訟事件の第一審の口頭弁論が終了し

ている場合は、環境民事公益訴訟事件が終了するまで、生態環境損害賠償事件の審理を

中断することもできる。 

さらに、生態環境損害賠償訴訟事件または環境民事公益訴訟事件の判決後であっても、

同一の侵害行為について、前訴の審理の際に判明していなかった損害に基づく限りにお

いて、それぞれ環境民事公益訴訟および生態環境損害賠償訴訟を提起できるとされてい

る（18条）。これは「訴訟請求の補足」と呼ばれる。 

このように「若干規定」では、同一の侵害行為に基づく生態環境損害賠償訴訟と環境

民事公益訴訟の訴訟順位について、「同庭審理」と「生態環境損害賠償の優先」と「訴

訟請求の補足」という 3つの原則が制定された。 

このような規定があるのは、環境民事公益訴訟は、環境保護法および民事訴訟法の関

連規定に従って、生態環境損害について社会組織が公益のために提起する訴訟だからで

ある。環境保護の分野における政府管理と市場調整の失敗がその前提となっている。一

部の学者は、社会組織は、環境問題の法執行の補完として、汚染者を監視し、事実上、

環境保護の執行機関に代わって環境法を執行している219と考えている。 

しかし、関連する司法実践がまだ不十分なため、「若干規定」は「試行」にとどまっ

ている。生態環境損害賠償制度と環境民事公益訴訟の関係には、不明な点が多く残って

いる。例えば、「若干規定」は訴えの併合の問題を扱っていない。一部の学者は、訴訟

の経済性と効率性を実現するために、別個に提起された生態環境損害賠償訴訟と環境民

事公益訴訟とが民事訴訟法およびその司法解釈上の訴訟併合の条件を満たしていると法

院が判断した場合には、当然、2 つの訴訟を併合して審理することが可能であると考え

ている220。 

5.2.4 検察機関による環境民事公益訴訟・環境行政公益訴訟からの

選択 

環境汚染・生態破壊によって公共利益が害された場合について、民事訴訟法と行政訴

訟法はそれぞれ環境公益訴訟を規定しているため、環境民事公益訴訟と環境行政公益訴

訟は競合する。例えば、生態環境が害された場合には、検察機関は、行政機関が行政執

行を通じて行政処罰を科すこと、加害者に違法行為を停止させること、生態を修復する

こと、損害を賠償することなどを求めて人民法院に環境行政公益訴訟を提起することも

 
218 生態環境損害賠償訴訟事件は人民法院環境資源法廷または指定の専門法廷で審理する。 
219 曹明德「《民法典》生态环境损害赔偿条款法理辨析」法律科学（西北政法大学学报）（2022 年第 1

期）70 頁。 
220 王旭光「论生态环境损害赔偿诉讼的若干基本关系」法律适用（2019 年第 21 期）19-21 頁。 
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できるし、加害者に直接民事責任を負担するように求めて人民法院に民事公益訴訟を提

起することもできる。 

また、検察機関が環境民事公益訴訟と環境行政公益訴訟を提起する手がかりの出所は

同一である。ただ事件の内容に応じて、検察機関は、手がかりを民事または行政の内部

部門に分けて訴訟の手続を行う。その結果、検察機関は、環境公益問題に対応するため

の訴訟手段の選択に迫られることになる。 

（一）理想的な状態 

訴訟の種類を選択する基本原則は、具体的な状況に応じて、どの種類の訴訟が公共の

利益の保護に資するかを分析・判断することである。環境損害が発生し、賠償や修復に

よってしか公共の利益を守ることができず、かつ加害者が責任を負う能力がある場合は、

環境民事公益訴訟を優先することができる。環境損害が現在も継続しており、行政機関

の強制措置により排除できる場合、または加害者がもはや存在しないか責任を負う能力

を喪失した場合には、環境行政公益訴訟を優先することができる。また、特定の行政機

関の公益保護の積極性、不法行為者の生産・経営状況や態度なども、訴訟の種類の選択

に影響を与える要因である。しかし、環境民事公益訴訟の提起は、行政機関が加害者に

行政処分を科す能力に影響を与えないし、環境行政公益訴訟の提起は、環境民事公益訴

訟による加害者の民事責任に影響を与えるものでもない。 

（二）現実の状況 

環境民事公益訴訟については、インセンティブの欠如、訴訟コストの高さなどにより、

社会組織が訴訟を提起することは少ないので、検察機関が訴訟を提起する必要が生じた

ために、検察機関の訴訟形態の選択が問題となっている。 

訴訟形態によって、訴訟の請求、立証責任、調査や証拠の要件などが異なる。環境行

政公益訴訟では、公益が侵害されたことと、関連する行政機関が法的義務を有し、その

義務を法律に従って履行していないことを証明すればよい。環境民事公益訴訟では、公

益が侵害されことや、加害者を明確にするだけでなく、公益が侵害された具体的な程度、

侵害された公益の修復に必要な賠償額、侵害（違法行為）と被害の結果との相当な「関

連性」などを証明する必要がある。 

環境民事公益訴訟は行政環境公益訴訟より原告の負担、特に証明責任が厳しく、また

環境民事公益訴訟を提起する場合には、公示など手続が必要である。他方で、環境行政

公益訴訟には、訴前手続があるため、検察建議を行うことで、事件が訴訟領域に入らず

に済むことが多く、行政機関との対抗を減少できる。そのため、現実には、検察機関よ

る環境行政公益訴訟の事件が多いのに対して、検察機関よる環境民事公益訴訟の事件が

少なく、10対 1以上の割合は非常に懸け離れている。 

5.3 中国環境保護制度の展望 

一部の学者は機能主義の角度から生態環境損害賠償訴訟と環境民事公益訴訟の関係を

考える221。生態環境損害賠償訴訟制度は、政府が生態環境の監督管理において主たる役

 
221 周勇飞「生态环境损害赔偿诉讼与环境民事公益诉讼的界分—功能主义的视角」湖南师范大学社会科学
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割を持つことを明確にしており、賠償請求権を付与することを通じて、現有の制度下の

生態環境損害救済の不足を補うことができる事実上の事後的損害救済メカニズムである。

環境公共利益とは、「不特定の社会集団に対して、各環境要素とその独特な生態サービ

ス機能によって享受される良好・健康的な非排除性の利益あるいは福祉を意味する222」。

環境民事公益訴訟制度は、環境リスクの不確実性と環境損害の不可逆性などの環境問題

の特徴に基づき、「行政管理の不足を司法の道で補うことを期して、環境リスクの事前

予防と環境損害発生時の規制を強化し、深刻な損害結果の発生を極力食い止める223」も

のである。環境民事公益訴訟は、「リスク予防」と「損害填補」の二面性を併せ持つが、

その中核はリスク予防である。そして、その学者は、現在の社会組織が提起する環境民

事公益訴訟と検察機関が提起する環境民事公益訴訟と生態環境損害賠償訴訟を、生態環

境損害賠償訴訟制度によって統合することができると考え、「三分説」を提唱している。

つまり、環境公益に関する民事訴訟を、予防（環境リスク予防訴訟）＋賠償（生態環境

損害賠償訴訟）＋監督（検察機関による公益訴訟）に分けて考える。 

一部の学者はさらに極端な態度を取って、環境公益訴訟制度は最終的に生態環境損害

賠償訴訟制度に完全にカバーされ、置き換わると考えている。浙江省高級人民法院環境

資源法院の夏瑞銀法官によれば、現在の環境の司法審判制度は、修復・予防を基本とし、

損害賠償を補完するという環境保護の目的を達成するために、権利侵害責任法などの民

事の法規範を主に発動している。したがって、環境の司法審判制度は本質的には民事訴

訟の枠内で環境問題を解決するものである。今後の改善の方向としては、環境公益の保

護を追求し、環境の修復と予防を核心的な目標として、生態環境公益損害の懲罰的損害

賠償の適用条件を統一的に決定し、環境の私益損害の問題を民法の枠内で解決し、生態

環境公益損害の問題を環境法規範の枠内で解決する環境司法パターンを構築することを

目指している224。やがて、環境公益訴訟制度は行政（検察機関が提起する環境行政公益

訴訟）と民事（民事領域の全ての訴訟）、2つに分けることは十分であると考える。 

機能主義的な視点には、筆者も一部賛成する。環境保護における予防の重要性に基づ

き、環境リスク予防訴訟を別の訴訟形態として扱う必要がある。検察機関は、法律監督

機関として環境を保護する二次的な役割を担い、他の訴訟手段が機能しない場合に、代

わりに公益訴訟を提起している。しかし、生態環境損害賠償訴訟と環境民事公益訴訟

（既に発生した損害に対する社会組織よる環境民事公益訴訟）については、筆者は両者

を融合させるのではなく、並列させるべきであると考えている。この 2 つの制度は同じ

環境公益訴訟であるが、それぞれに独自の視点を持つ公益訴訟制度として、環境公益の

異なる側面を保護するための異なる訴訟制度だからである。 

個人の環境に関連する権益が侵害された場合には、当然、私益訴訟を提起することが

できる。社会組織には環境公益訴訟を提起する権利があるが、これは一般に、社会組織

が信託に基づいて環境利益が損なわれた者を代表し、訴訟を行うと理解されている。環

境公益訴訟における侵害対象は集団訴訟（あるいは衆人訴訟）とは異なり、不特定な多

数のものになる。生態環境損害賠償訴訟は他人に対する影響を減らし、環境の属性を強

調し、生態システム、環境要素、生物要素の損害を対象としている。 

 

学报（2020 年 05 期）51-52 頁。周勇飞・高利红「多元程序进路下环境公共利益司法体系的整合与型

构」郑州大学学报(哲学社会科学版)（第 53 卷第 5 期）26-27 頁。 
222 蔡守秋「环境公益是环境公益诉讼发展的核心」环境法评论（2018(1)）4－8 頁。 
223 高利红・周勇飞「环境法的精神之维———兼评我国新《环境保护法》之立法目的」郑州大学学报(哲学

社会科学版)（2015(1)）54－57 頁。 
224 何跃军・陈淋淋「人与自然是生命共同体——“环境法中的法理”学术研讨会暨“法理研究行动计划”

第十三次例会述评」「法制与社会发展」（2020 年第 2 期）(总第 152 期）197-215 頁。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9D%9E%E6%8E%92%E9%99%A4%E6%80%A7
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筆者は、環境と人間の相互作用の有無を視野に入れて、環境問題を 3 つのタイプ（環

境と人間の相互作用による個体相互の問題、非特定対象に関する環境相互の問題、環境

自身の内循環の問題）に分けている225。そうすると、環境公益訴訟と生態環境損害賠償

訴訟の区別とつながりなどを理解することができる。環境公益訴訟は主に非特定対象に

関する環境相互の分野で役割を果たしている。生態環境損害賠償訴訟は主に環境内循環

の分野で役割を果たしている。 

したがって、環境を守るためには、環境リスク予防訴訟を先兵として、環境問題の早

期発見・早期解決を目指す司法制度が理想的であると筆者は考えている。検察機関によ

る公益訴訟を後ろ盾に、社会組織、行政機関などの主体が責任を履行することを監督し、

各訴訟制度の運営を保障する。中段は、生態環境損害賠償訴訟と社会組織よる環境民事

公益訴訟である。前者は行政機関としての優位を利用し、より環境そのものを守ること

に集中している。社会組織は不特定多数の集団を代表し、人々が目に見える形で実感で

きる環境公益を守る。 

 
225 人間と環境の関係に対する考え方は、大きく「人間中心主義」、「環境中心主義」、その中間の

「折衷主義」の 3 つに分類される。これらの考え方を分けるのは、自然そのものが人間の価値観から独

立した価値を持っているかどうかという問いに対する答えである。現在、環境問題が深刻化し、生態保

護の重要性が高まっているため、環境には経済的価値以外に生態的価値があるというのが学界の共通認

識となっている。もちろん、生態的価値が、環境そのものの価値なのか、環境が人間に及ぼす間接的な

影響なのか、という問いに対する明確な答えはない。筆者は「折衷主義」をとっている。人間の環境に

対する認識は、必然的に人間と環境との直接的・間接的な相互作用に基づいており、人間から離れて環

境そのものを認識することは困難である。同時に、環境は人間の活動の基本的基盤を提供することも無

視できない。さらに、法律は、社会の考え方を導く役割を果たす必要がある。したがって、環境問題は

3 つのタイプに分けられると考える。 
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